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はじめに

　令和 7年度税制改正においては、物価上昇局面
における税負担の調整及び就業調整対策の観点か
らの所得税の基礎控除の控除額及び給与所得控除
の最低保障額の引上げ並びに特定親族特別控除の
創設を行うとともに、成長意欲の高い中小企業の
設備投資を促進し地域経済に好循環を生み出すた
めの中小企業者等が特定経営力向上設備等を取得
した場合の特別償却又は税額控除制度の拡充並び
に国際環境の変化等に対応するための防衛特別法
人税の創設及びたばこ税の見直しを行うほか、納
税環境の整備、租税特別措置の見直し等所要の措
置を講ずることとされ、関係法令の改正が行われ
ました。
　このうち租税特別措置法等（所得税関係）の改
正（国際課税関係を除きます。）では、主に次の
ような改正が行われました。
①　特定中小会社が発行した株式の取得に要した
金額の控除等における前年分の所得税額のうち
特定株式控除未済額に対応する部分の金額の還
付の請求を可能とする改正などの金融・証券税
制の改正
②　住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別
控除の改正などの住宅・土地税制の改正
③　特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取
得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除
の改正などの事業所得等に係る税制の改正
④　電子帳簿保存による65万円の青色申告特別控
除の要件の改正などのその他の改正
　これらの改正を含む「所得税法等の一部を改正
する法律」は、去る令和 7年 3月31日に参議院本
会議で可決・成立し、同日に令和 7年法律第13号

として公布されています。また、関係政省令等も、
それぞれ次のとおり公布されています。
・　租税特別措置法施行令の一部を改正する政令
（令 7 . 3 .31政令第127号）
・　東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行令の一部を改正す
る政令（令 7 . 3 .31政令第131号）
・　復興特別所得税に関する政令の一部を改正す
る政令（令 7 . 3 .31政令第132号）
・　租税特別措置法施行規則等の一部を改正する
省令（令 7 . 3 .31財務省令第26号）
・　東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律
の臨時特例に関する法律施行規則の一部を改正
する省令（令 7 . 3 .31財務省令第30号）
・　非課税口座に受け入れることができる上場株
式等の範囲に関する基準の一部を改正する件
（令 7 . 3 .31内閣府告示第45号）
・　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発
展の基盤強化に関する法律第25条の規定に基づ
く地域の成長発展の基盤強化に特に資するもの
として主務大臣が定める基準等に関する告示の
一部を改正する件（令 7 . 3 .31総務省・財務省・
厚生労働省・農林水産省・経済産業省・国土交
通省・環境省告示第 1号）
・　特定高度情報通信技術活用システムの開発供
給及び導入の促進に関する法律第28条の規定に
基づく特定高度情報通信技術活用システムの適
切な提供及び維持管理並びに早期の普及に特に
資するものとして経済産業大臣及び総務大臣が
定める基準等を廃止する件（令 7 . 3 .31総務省・
経済産業省告示第 1号）
・　産業競争力強化法第21条の35第 1 項の規定に
基づく生産性の向上又は需要の開拓に特に資す

三　公益法人等に対して財産を寄附した
場合の譲渡所得等の非課税措置の改正�
������������������ 238

四　債務処理計画に基づき資産を贈与し
た場合の課税の特例の改正������ 258

五　給付金等の非課税の改正������ 259
六　公益社団法人等に寄附をした場合の
所得税額の特別控除制度の改正���� 261
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るものとして主務大臣が定める基準を廃止する
告示（令 7 . 3 .31内閣府・総務省・財務省・文
部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業
省・国土交通省・環境省告示第 3号）
・　産業競争力の強化に著しく資するものとして
経済産業大臣が定める基準を廃止する告示（令
7 . 3 .31経済産業省告示第44号）

・　租税特別措置法第12条の 2第 1項及び第45条
の 2第 1項の規定の適用を受ける機械及び装置
並びに器具及び備品を指定する件の一部を改正
する件（令 7 . 3 .31厚生労働省告示第135号）

・　租税特別措置法施行令第25条の17第 7 項第 2
号イ、ロ⑵及びホの規定に基づき、内閣総理大
臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生
労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土
交通大臣及び環境大臣が財務大臣と協議して定
める業務、事業、方法及び所轄庁を定める告示
の一部を改正する件（令 7 . 3 .31内閣府・総務
省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水
産省・経済産業省・国土交通省・環境省告示第
4号）

第一　金融・証券税制の改正

一�　特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等の
改正

1 　改正前の制度の概要

　次世代のイノベーションの担い手たるベンチャ
ー企業に対する個人投資家の投資を促進する観点
から、次の⑴から⑶までの特例が設けられていま
す。これらの特例は「エンジェル税制」と呼ばれ
るものです。

⑴　特定中小会社が発行した株式の取得に要した
金額の控除等
①　平成15年 4 月 1 日以後に、特定中小会社の
特定株式を払込みにより取得をした一定の居
住者等が、その特定株式を払込み（株式の発
行に際してするものに限ります。以下同じで
す。）により取得をした場合における一般株
式等に係る譲渡所得等の課税の特例（措法37
の10）及び上場株式等に係る譲渡所得等の課
税の特例（措法37の11）の適用については、
その年分の一般株式等に係る譲渡所得等の金
額又は上場株式等に係る譲渡所得等の金額の
計算上、その年中にその払込みにより取得を
した特定株式（その年12月31日において有す
るものとして一定のものに限ります。以下

「控除対象特定株式」といいます。）の取得に
要した金額の合計額を控除することとされて
います（旧措法37の13①）。
（注）　上記の「一定の居住者等」とは、一定の

方法により判定した場合に基準日（特定中

小会社の設立の際に発行された特定株式に

あってはその特定中小会社の成立の日をい

い、特定中小会社の設立の日後に発行され

た特定株式にあってはその特定株式の払込

みの期日（払込みの期間の定めがある場合

には、その払込みをした日）をいいます。

以下同じです。）において特定中小会社が法

人税法に規定する同族会社に該当すること

となるときにおける判定の基礎となる株主

として一定の者に該当する者や、特定中小

会社の設立に際し、自らが営んでいた事業

の全部を承継させた個人等の者に該当しな

い者をいいます（旧措令25の12①、措規18

の15①～③）。下記⑵及び⑶において同じで

す。

②　居住者等が、その年中に取得をした控除対
象特定株式（特例株式会社（基準日において
下記⑷①（注 1）ホロに掲げる要件に該当す
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る株式会社をいいます。以下同じです。）の
特定株式に係るもの（以下「特例控除対象特
定株式」といいます。）を除きます。）の取得
に要した金額の合計額につき上記①の特例の
適用を受けた場合には、その適用を受けた年
（以下②において「適用年」といいます。）の
翌年以後の各年分におけるその控除対象特定
株式（以下「適用控除対象特定株式」といい
ます。）に係る同一銘柄株式 1 株当たりの取
得価額は、イに掲げる金額からロに掲げる金
額を控除した金額とされています（旧措令25
の12⑦）。
イ　適用控除対象特定株式に係る同一銘柄株
式 1株当たりの適用年の12月31日における
所得税法施行令第105条第 1 項の規定によ
り算出した取得価額
ロ　適用控除対象特定株式に係る適用年の次
に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定
める金額をその適用年の12月31日において
有するその適用控除対象特定株式に係る同
一銘柄株式の数で除して計算した金額
イ　適用年においてその適用控除対象特定
株式と銘柄が異なる適用控除対象特定株
式（以下「他の適用控除対象特定株式」
といいます。）がない場合��その適用
を受けた金額として一定の金額（ロにお
いて「適用額」といいます。）
ロ　適用年において他の適用控除対象特定
株式がある場合��適用額に、その適用
控除対象特定株式の取得に要した金額と
当該他の適用控除対象特定株式の取得に
要した金額との合計額のうちに占めるそ
の適用控除対象特定株式の取得に要した
金額の割合を乗じて計算した金額

（注）　上記②ロイの「適用を受けた金額とし

て一定の金額」とは、次に掲げる場合の

区分に応じそれぞれ次に定める金額とさ

れており、特例控除対象特定株式に該当

する控除対象特定株式と、それ以外の控

除対象特定株式とがある場合に、適用を

受けた金額について按分計算を行うもの

です（旧措令25の12⑦二イ、旧措規18の

15⑨）。

ⅰ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式（特例控除対象特定株式を除きま

す。ⅱにおいて同じです。）の取得に要

した金額の合計額につき上記①の特例

の適用を受けた場合（ⅱに掲げる場合

に該当する場合を除きます。）��その

年に上記①の特例の適用を受けた金額

ⅱ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式及び特例控除対象特定株式の取得

に要した金額の合計額につき上記①の

特例の適用を受けた場合��その年に

上記①の特例の適用を受けた金額に、

その適用を受けたその控除対象特定株

式の取得に要した金額とその適用を受

けたその特例控除対象特定株式の取得

に要した金額との合計額のうちに占め

るその控除対象特定株式の取得に要し

た金額の割合を乗じて計算した金額

③　居住者等が、その年中に取得をした特例控
除対象特定株式の取得に要した金額の合計額
につき上記①の特例の適用を受けた場合にお
いて、その適用を受けた金額として一定の金
額（以下③において「適用額」といいます。）
が20億円を超えたときは、その適用を受けた
年（以下③において「適用年」といいます。）
の翌年以後の各年分におけるその特例控除対
象特定株式（以下「特例適用控除対象特定株
式」といいます。）に係る同一銘柄株式 1 株
当たりの取得価額は、イに掲げる金額からロ
に掲げる金額を控除した金額とされています
（旧措令25の12⑧）。
イ　特例適用控除対象特定株式に係る同一銘
柄株式 1株当たりの適用年の12月31日にお
ける所得税法施行令第105条第 1 項の規定
により算出した取得価額
ロ　特例適用控除対象特定株式に係る適用年
の次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次
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に定める金額をその適用年の12月31日にお
いて有するその特例適用控除対象特定株式
に係る同一銘柄株式の数で除して計算した
金額
イ　適用年においてその特例適用控除対象
特定株式と銘柄が異なる特例適用控除対
象特定株式（以下「他の特例適用控除対
象特定株式」といいます。）がない場合
��適用額から20億円を控除した残額
ロ　適用年において他の特例適用控除対象
特定株式がある場合��適用額から20億
円を控除した残額に、その特例適用控除
対象特定株式の取得に要した金額と当該
他の特例適用控除対象特定株式の取得に
要した金額との合計額のうちに占めるそ
の特例適用控除対象特定株式の取得に要
した金額の割合を乗じて計算した金額

（注）　上記③の「適用を受けた金額として一定

の金額」とは、次に掲げる場合の区分に応

じそれぞれ次に定める金額とされており、

特例控除対象特定株式に該当する控除対象

特定株式と、それ以外の控除対象特定株式

とがある場合に、適用を受けた金額につい

て按分計算を行うものです（旧措令25の12

⑧、旧措規18の15⑪）。

ⅰ�　その年中に取得をした特例控除対象特

定株式の取得に要した金額の合計額につ

き上記①の特例の適用を受けた場合（ⅱ

に掲げる場合に該当する場合を除きま

す。）��その年に上記①の特例の適用を

受けた金額

ⅱ�　その年中に取得をした控除対象特定株

式（特例控除対象特定株式を除きます。

以下ⅱにおいて同じです。）及び特例控除

対象特定株式の取得に要した金額の合計

額につき上記①の特例の適用を受けた場

合��その年に上記①の特例の適用を受

けた金額に、その適用を受けたその控除

対象特定株式の取得に要した金額とその

適用を受けたその特例控除対象特定株式

の取得に要した金額との合計額のうちに

占めるその特例控除対象特定株式の取得

に要した金額の割合を乗じて計算した金

額

　上記②及び③により、上記①の控除の適用を
受けた年において生じたその適用を受けた金額
に相当する株式等の譲渡所得等の金額に対する
課税が、この特例の適用を受けて取得した特定
株式に係る同一銘柄株式を譲渡したときまで繰
り延べられることとなります。

⑵　特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失
の繰越控除等
①　特定中小会社の特定株式を払込みにより取
得をした一定の居住者等について、その特定
中小会社の設立の日からその特定中小会社の
株式の上場等の日の前日までの期間内に、そ
の特定株式が株式としての価値を失ったこと
による損失が生じた場合とされるその特定中
小会社の清算結了等の一定の事実が発生した
ときは、その事実が発生したことはその特定
株式の譲渡をしたことと、その損失の金額は
その特定株式の譲渡をしたことにより生じた
損失の金額とそれぞれみなすこととされてい
ます（措法37の13の 3 ①）。
②　確定申告書を提出する一定の居住者等が、
特定株式に係る譲渡損失の金額を有する場合
には、その特定株式に係る譲渡損失の金額は、
その確定申告書に係る年分の上場株式等に係
る譲渡所得等の金額を限度として、その年分
の上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算
上控除することとされています（措法37の13
の 3 ④）。
③　確定申告書を提出する一定の居住者等が、
その年の前年以前 3年内の各年において生じ
た特定株式に係る譲渡損失の金額（上記②又
はこの③の適用を受けて前年以前において控
除されたものを除きます。）を有する場合に
は、その特定株式に係る譲渡損失の金額に相
当する金額は、その確定申告書に係る年分の
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一般株式等に係る譲渡所得等の金額及び上場
株式等に係る譲渡所得等の金額を限度として、
その年分のその一般株式等に係る譲渡所得等
の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金
額の計算上控除することとされています（措
法37の13の 3 ⑦）。

⑶　特定新規中小会社が発行した株式を取得した
場合の課税の特例
　一定の居住者等が、特定新規中小会社の特定
新規株式を払込みにより取得をした場合におい
て、その居住者等がその年中にその払込みによ
り取得をした特定新規株式（その年12月31日に
おいて有するものに限ります。）の取得に要し
た金額（その金額の合計額は800万円が限度と
されます。）については、寄附金控除を適用す
ることができることとされています（旧措法41
の18の 4 ①）。

⑷　特定中小会社及び特定株式の意義
　上記⑴及び⑵の特例の適用対象となる「特定
中小会社」とは次に掲げる株式会社をいい、
「特定株式」とはその株式会社の区分に応じそ
れぞれ次に定める株式をいうこととされていま
す（旧措法37の13①）。
①　中小企業等経営強化法に規定する特定新規
中小企業者に該当する株式会社��その株式
会社により発行される株式
（注 1）　上記の「中小企業等経営強化法に規定

する特定新規中小企業者」とは、新規中

小企業者である会社であってその事業の

将来における成長発展を図るために積極

的に外部からの投資を受けて事業活動を

行うことが特に必要かつ適切なものとし

て経済産業省令で定める要件に該当する

ものをいい（中小企業等経営強化法 6）、

経済産業省令において次の要件が定めら

れています（中小企業等経営強化法施行

規則 8）。以下同じです。

イ　株式会社であること。

ロ�　金融商品取引所に上場されている株

式等の発行者である会社以外の会社で

あること。

ハ�　次のイ又はロに掲げる会社以外の会

社であること。

　イ�　発行済株式の総数の 2 分の 1 を超

える数の株式が同一の大規模法人及

びその大規模法人と特殊の関係のあ

る法人の所有に属している会社

　ロ�　イに掲げるもののほか、発行済株

式の総数の 3 分の 2 以上が大規模法

人及びその大規模法人と特殊の関係

のある法人の所有に属している会社

ニ�　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に

該当する事業を行う会社でないこと。

ホ�　次のイからハまでのいずれかに該当

する会社であること。

　イ�　設立の日以後の期間が 5 年未満の

会社である新規中小企業者（合併又

は分割により設立されたものを除き

ます。以下「第二号新規中小企業者」

といいます。）であって次のいずれか

に該当するものであること又は設立

の日以後の期間が 5 年以上10年未満

の会社であって、前事業年度におい

て試験研究費等の合計額（以下「試

験研究費等合計額」といいます。）の

収入金額に対する割合（以下「試験

研究費等割合」といいます。）が 5％

を超える新規中小企業者（合併又は

分割により設立されたものを除きま

す。）であること。

　　ⅰ�　前事業年度において試験研究費

等割合が 3 ％を超えるもの又は売

上高成長率が125％を超えるもの

　　ⅱ�　設立の日以後の期間が 1 年未満

の会社であって、常勤の研究者の

数が 2 人以上であり、かつ、その

研究者の数の常勤の役員及び従業

員の数の合計に対する割合が10％
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以上であるもの

　　ⅲ�　設立の日以後の期間が 2 年未満

の会社であって、常勤の新事業活

動従事者の数が 2 人以上であり、

かつ、その新事業活動従事者の数

の常勤の役員及び従業員の数の合

計に対する割合が10％以上である

もの

　ロ�　イⅰからⅲまでに掲げる要件のい

ずれかを満たす第二号新規中小企業

者（合併又は分割により設立された

ものを除きます。）であって、次のⅰ

又はⅱに掲げる会社の区分に応じ、

ⅰ又はⅱに定める要件に該当するも

のであること。

　　ⅰ�　設立の日以後の期間が 1 年未満

の会社（設立事業年度を経過して

いないものに限ります。）��事業

の将来における成長発展に向けた

事業計画（その設立事業年度にお

ける試験研究費等合計額（事業年

度の期間が 1 年未満の場合にあっ

ては、その試験研究費等合計額を

1 年当たりの額に換算した額をい

います。ⅱにおいて同じです。）の

出資金額に対する割合が30％を超

える見込みを記載したものに限り

ます。）を有すること。

　　ⅱ�　設立の日以後の期間が 1 年未満

の会社（設立事業年度を経過して

いるものに限ります。）又は設立の

日以後の期間が 1 年以上の会社

��設立後の各事業年度における

営業損益金額（営業収益から営業

費用を減じて得た額をいいます。）

が零未満であり、かつ、次のａ又

はｂのいずれかに該当するもので

あること。

　　　ａ�　設立後の各事業年度における

売上高が零であるもの

　　　ｂ�　前事業年度において試験研究

費等合計額の出資金額に対する

割合が30％を超えるもの

　ハ�　その設立の日の属する年12月31日

において、イⅰからⅲまでに掲げる

要件のいずれかを満たす設立の日以

後の期間が 1 年未満の第二号新規中

小企業者（合併又は分割により設立

されたもの、及び他の事業者からそ

の全部又は一部を譲り受けた事業を

主たる事業とするものを除きます。）

であって次のⅰ又はⅱに掲げる会社

の区分に応じ、ⅰ又はⅱに定める要

件に該当するものであること。

　　ⅰ�　設立事業年度を経過していない

会社��事業の将来における成長

発展に向けた事業計画（その設立

事業年度における販売費及び一般

管理費の合計額（事業年度の期間

が 1 年未満の場合にあっては、そ

の販売費及び一般管理費の合計額

を 1 年当たりの額に換算した額を

いいます。ⅱにおいて同じ。）がそ

の会社の出資金額の30％を超える

見込みを記載したものに限りま

す。）を有すること。

　　ⅱ�　設立事業年度を経過している会

社��前事業年度において販売費

及び一般管理費の合計額のその会

社の出資金額に対する割合が30％

を超えるものであること。

ヘ�　次のイからハまでのいずれかに掲げ

る会社の区分に応じ、イからハまでの

いずれかに定める要件に該当するもの

であること。

　イ�　上記ホイに掲げるものに該当する

会社��株主グループのうちその有

する株式の総数が、投資を受けた時

点において発行済株式の総数の10分

の 3 以上であるものが有する株式の
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合計数が、発行済株式の総数の 6 分

の 5 を超えない会社であること。た

だし、株主グループのうちその有す

る株式の総数が最も多いものが、投

資を受けた時点において発行済株式

の総数の 2 分の 1 を超える数の株式

を有する会社にあっては、その株主

グループの有する株式の総数が、発

行済株式の総数の 6 分の 5 を超えな

い会社であること。

　ロ�　上記ホロに掲げるものに該当する

会社��株主グループのうちその有

する株式の総数が、投資を受けた時

点において発行済株式の総数の10分

の 3 以上であるものが有する株式の

合計数が、発行済株式の総数の20分

の19を超えない会社であること。た

だし、株主グループのうちその有す

る株式の総数が最も多いものが、投

資を受けた時点において発行済株式

の総数の 2 分の 1 を超える数の株式

を有する会社にあっては、その株主

グループの有する株式の総数が、発

行済株式の総数の20分の19を超えな

い会社であること。

　ハ�　上記ホハに掲げるものに該当する

会社��株主グループのうちその有

する株式の総数が、その設立の日の

属する年12月31日において発行済株

式の総数の10分の 3 以上であるもの

が有する株式の合計数が、発行済株

式の総数の100分の99を超えない会社

であること。ただし、株主グループ

のうちその有する株式の総数が最も

多いものが、同日において発行済株

式の総数の 2 分の 1 を超える数の株

式を有する会社にあっては、その株

主グループの有する株式の総数が、

発行済株式の総数の100分の99を超え

ない会社であること。

（注 2）　特定新規中小企業者により発行される

株式を払込みにより個人が取得した場合

に、課税の特例の適用がありますが、そ

の株式を取得したことについて経済産業

省令で定めるところにより確認を受ける

こととされています。特定新規中小企業

者は、その払込みにより取得したことを

証する書類として次に掲げる書類を申請

書に添付をして提出し、都道府県知事の

確認を受けることとされています（中小

企業等経営強化法 7、中小企業等経営強

化法施行規則11②三）。

イ�　会社法第34条第 1 項又は第208条第 1

項の規定による払込みがあったことを

証する書面

ロ�　外部からの投資を受けて事業活動を

行うに当たり、個人からの金銭による

払込みを受けて株式を発行するときに、

その株式の発行による資金調達を円滑

に実施するために必要となる投資に関

する契約を締結した契約書の写し（中

小企業等経営強化法施行規則第 8 条第

5 号ハ及び第 6 号ハに掲げる要件のい

ずれにも該当するものであることを証

する場合には、契約書の写し又は特定

新規中小企業者により発行される株式

の管理に関する契約を締結した契約書

の写し）

ハ�　イ及びロに掲げるもののほか、参考

となる書類
（注 3）　都道府県知事は、申請書の提出を受け

たときは、その内容を確認し、その提出

を受けた日から、原則として 1月以内に、

申請者である特定新規中小企業者に対し

て、個人ごとに確認書を交付するものと

されています（中小企業等経営強化法施

行規則11⑤）。

②　内国法人のうち、その設立の日以後10年を
経過していない中小企業者に該当する一定の
株式会社��その株式会社により発行される
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株式で次に掲げるもの
イ　投資事業有限責任組合契約に関する法律
に規定する投資事業有限責任組合（一定の
要件を満たすものに限ります。）に係る同
法に規定する投資事業有限責任組合契約に
従って取得をされるもの
ロ　金融商品取引法に規定する第一種少額電
子募集取扱業務を行う者（一定の要件を満
たすものに限ります。）が行う同法に規定
する電子募集取扱業務により取得をされる
もの

（注 1）　上記の「中小企業者に該当する一定の

株式会社」とは、次に掲げる要件を満た

す株式会社とされています（旧措規18の

15⑤）。

イ�　中小企業基本法第 2 条第 1 項各号に

掲げる中小企業者（合併又は分割によ

り設立されたものを除きます。）に該当

する会社であり、かつ、次のⅰ又はⅱ

に掲げる会社以外の会社であること。

　ⅰ�　その発行済株式の総数の 2 分の 1

を超える数の株式が同一の大規模法

人及びその大規模法人と特殊の関係

のある法人の所有に属している会社

　ⅱ�　ⅰに掲げるもののほか、その発行

済株式の総数の 3 分の 2 以上が大規

模法人及びその大規模法人と特殊の

関係のある法人の所有に属している

会社

ロ�　金融商品取引所に上場されている株

式等を発行する会社以外の会社である

こと。

ハ�　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に

該当する事業を行う会社でないこと。

ニ　次のいずれかの会社であること。

　ⅰ�　下記（注 2）の認定組合を通じ、

その発行する特定株式を払込みによ

り取得をしようとする居住者等との

間で投資に関する契約を締結する会

社であること。

　ⅱ�　下記（注 2）の認定業者から積極

的な指導を受ける会社であり、かつ、

その認定業者が行う電子募集取扱業

務により、その発行する特定株式を

払込みにより取得をしようとする居

住者等との間で投資に関する契約を

締結する会社であること。
（注 2）　上記の「一定の要件を満たす投資事業

有限責任組合」とは、投資事業有限責任

組合契約に関する法律第 3 条第 1 項に規

定する投資事業有限責任組合契約によっ

て成立する同法第 2 条第 2 項に規定する

投資事業有限責任組合であって、その組

合がその株式を保有する特定中小会社に

対して積極的な指導を行うことが確実で

あると見込まれるものとして経済産業大

臣の認定を受けたものをいいます（措規

18の15⑥。以下この認定を受けた投資事

業有限責任組合を「認定組合」といいま

す。）。

　また、上記の「一定の要件を満たす第

一種少額電子募集取扱業務を行う者」と

は、金融商品取引法第29条の登録を受け

た者であって、その者が行う電子募集取

扱業務において募集の取扱い又は私募の

取扱いをする株式を発行する特定中小会

社に対して積極的な指導を行うことが確

実であると見込まれるものとして経済産

業大臣の認定を受けたものをいいます（措

規18の15⑦。以下この認定を受けた第一

種少額電子募集取扱業務を行う者を「認

定業者」といいます。）。

③　内国法人のうち、沖縄振興特別措置法第57
条の 2第 1項に規定する指定会社で平成26年
4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの間に同
項の規定による指定を受けたもの��その指
定会社により発行される株式

⑸　特定新規中小会社及び特定新規株式の意義
　上記⑶の特例の適用対象となる「特定新規中
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小会社」とは次に掲げる株式会社をいい、「特
定新規株式」とはその株式会社の区分に応じそ
れぞれ次に定める株式をいうこととされていま
す（旧措法41の18の 4 ①）。
①　中小企業等経営強化法に規定する特定新規
中小企業者に該当する株式会社（その設立年
数が 1年未満であるなど一定のものに限りま
す。）��その株式会社により発行される株
式
（注）　上記の「その設立年数が 1 年未満である

など一定の特定新規中小企業者」とは、中

小企業等経営強化法施行規則第 8 条第 5 号

イ又はロに該当する特定新規中小企業者で

ある会社であって、次に掲げる要件のいず

れかに該当することについて、都道府県知

事の確認を受けたものとされています（措

規19の10の 6 ⑤、中小企業等経営強化法施

行規則10、12）。なお、特定新規中小企業者

の意義については、上記⑷①（注 1）から

（注 3）までもご参照ください。

イ�　設立の日以後の期間が 1 年未満の会社

（設立後最初の事業年度を経過していない

ものに限ります。）であって、事業の将来

における成長発展に向けた事業計画を有

するもの

ロ�　設立の日以後の期間が 5 年未満の会社

であって、設立後の各事業年度に係る営

業活動によるキャッシュ・フローが赤字

であるもの及び前事業年度において試験

研究費等の合計額の収入金額に対する割

合が 5 ％を超えるものその他の要件を満

たすもの

②　内国法人のうち、その設立の日以後 5年を
経過していない中小企業者に該当する一定の
株式会社��その株式会社により発行される
株式で次に掲げるもの
イ　認定組合に係る投資事業有限責任組合契
約に従って取得をされるもの
ロ　認定業者が行う電子募集取扱業務により
取得をされるもの

（注 1）　上記②の「中小企業者に該当する一定

の株式会社」とは、次に掲げる要件を満

たす株式会社とされています（措規19の

10の 6 ⑥）。

イ�　中小企業基本法第 2 条第 1 項各号に

掲げる中小企業者（合併又は分割によ

り設立されたものを除きます。）に該当

する会社であり、かつ、次のⅰ又はⅱ

に掲げる会社以外の会社であること。

　ⅰ�　その発行済株式の総数の 2 分の 1

を超える数の株式が同一の大規模法

人及びその大規模法人と特殊の関係

のある法人の所有に属している会社

　ⅱ�　ⅰに掲げるもののほか、その発行

済株式の総数の 3 分の 2 以上が大規

模法人及びその大規模法人と特殊の

関係のある法人の所有に属している

会社

ロ�　金融商品取引所に上場されている株

式等を発行する会社以外の会社である

こと。

ハ�　風俗営業又は性風俗関連特殊営業に

該当する事業を行う会社でないこと。

ニ�　次のいずれかの会社であること。

　ⅰ�　認定組合を通じ、その発行する特

定新規株式を払込みにより取得をし

ようとする居住者等との間で投資に

関する契約を締結する会社であるこ

と。

　ⅱ�　認定業者から積極的な指導を受け

る会社であり、かつ、その認定業者

が行う電子募集取扱業務により、そ

の発行する特定新規株式を払込みに

より取得をしようとする居住者等と

の間で投資に関する契約を締結する

会社であること。

ホ�　次に掲げる要件のいずれかに該当す

ることについて、認定組合又は認定業

者の確認を受けたものであること。

　ⅰ�　設立の日以後の期間が 1 年未満の
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会社（設立後最初の事業年度を経過

していないものに限ります。）であっ

て、事業の将来における成長発展に

向けた事業計画を有するもの

　ⅱ�　設立の日以後の期間が 5 年未満の

会社であって、設立後の各事業年度

に係る営業活動によるキャッシュ・

フローが赤字であるもの
（注 2）　上記（注 1）の「認定組合」及び「認

定業者」の意義については、上記⑷②（注

2）もご参照ください。

③　内国法人のうち、沖縄振興特別措置法第57
条の 2第 1項に規定する指定会社で平成26年
4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの間に同
項の規定による指定を受けたもの��その指
定会社により発行される株式
④　国家戦略特別区域法第27条の 5に規定する
株式会社��その株式会社により発行される
株式で国家戦略特別区域法及び構造改革特別
区域法の一部を改正する法律（平成27年法律
第56号）附則第 1条第 1号に掲げる規定の施
行の日（平成27年 7 月15日）から令和 8年 3
月31日までの間に発行されるもの
⑤　内国法人のうち、地域再生法第16条に規定
する事業を行う同条に規定する株式会社��
その株式会社により発行される株式で、地域
再生法の一部を改正する法律（平成30年法律
第38号）の施行の日（平成30年 6 月 1 日）か
ら令和 8年 3月31日までの間に発行されるも
の

⑹　特定株式の取得に要した金額の控除等に係る
添付書類
　上記⑴①の特例の適用を受けようとする場合
には、その年分の確定申告書に、上記⑴①の特
例の適用を受けようとする旨の記載をするとと
もに、次に掲げる書類を添付する必要がありま
す（旧措法37の13②、旧措規18の15⑧）。
①　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に
定める書類

イ　上記⑷①に掲げる株式会社に該当する特
定中小会社（上記⑷①（注 1）ホイ又はロ
に該当する会社に限ります。）が発行した
特定株式である場合��その特定中小会社
から交付を受けた都道府県知事のその特定
株式に係る基準日において次に掲げる事実
の確認をした旨を証する書類（その居住者
等の氏名及び住所、払込みにより取得がさ
れた特定株式の数及び特定株式と引換えに
払い込むべき額並びにその払い込んだ金額
（その特定株式が新株予約権の行使により
取得をしたものである場合には、その新株
予約権と引換えに払い込むべき金額及びそ
の払い込んだ金額を含みます。）の記載が
あるものに限ります。）
イ　特定中小会社が上記⑷①（注 1）に掲
げる要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
特定株式に係る投資に関する条件を定め
た契約で上記⑷①（注 2）ロの契約に該
当するもの（以下「投資に関する契約」
といいます。）に基づき払込みによりさ
れたものであること。
ハ　特定株式が特例控除対象特定株式に該
当する場合には、その特定中小会社が、
基準日において設立の日以後の期間が 5
年未満の株式会社であること及び基準日
において上記⑷①（注 1）ホロに掲げる
要件に該当する株式会社であること。

ロ　上記⑷①に掲げる株式会社に該当する特
定中小会社（上記⑷①（注 1）ホハに該当
する会社に限ります。）が発行した特定株
式である場合��その特定中小会社から交
付を受けた都道府県知事のその特定株式に
係る特定基準日（その特定中小会社のその
設立の日の属する12月31日をいいます。）
において次に掲げる事実の確認をした旨を
証する書類（その居住者等の氏名及び住所、
払込みにより取得がされた特定株式の数及
び特定株式と引換えに払い込むべき額並び
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にその払い込んだ金額（その特定株式が新
株予約権の行使により取得をしたものであ
る場合には、その新株予約権と引換えに払
い込むべき金額及びその払い込んだ金額を
含みます。）の記載があるものに限ります。）
イ　特定中小会社が上記⑷①（注 1）に掲
げる要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
投資に関する契約に基づき払込みにより
されたものであること。

ハ　上記⑷②に掲げる株式会社に該当する特
定中小会社が発行した上記⑷②イに掲げる
特定株式である場合��認定組合のその特
定株式に係る基準日において次に掲げる事
実の確認をした旨を証する書類（その居住
者等の氏名及び住所、払込みにより取得が
された特定株式の数及び特定株式と引換え
に払い込むべき額並びにその払い込んだ金
額（その特定株式が新株予約権の行使によ
り取得をしたものである場合には、その新
株予約権と引換えに払い込むべき金額及び
その払い込んだ金額を含みます。）の記載
があるものに限ります。）及びその認定組
合が上記⑷②（注 2）の認定を受けたもの
であることを証する書類の写し
イ　特定中小会社が上記⑷②（注 1）に掲
げる要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
特定株式に係る投資に関する条件を定め
た契約で上記⑷②（注 1）ニⅰの契約に
該当するものに従ってその認定組合を通
じて払込みによりされたものであること。
ハ　特定株式が特例控除対象特定株式に該
当する場合には、その特定中小会社が、
基準日において設立の日以後の期間が 5
年未満の株式会社であること及び基準日
において上記⑷①（注 1）ホロに掲げる
要件に該当する株式会社であること。

ニ　上記⑷②に掲げる株式会社に該当する特
定中小会社が発行した上記⑷②ロに掲げる

特定株式である場合��認定業者のその特
定株式に係る基準日において次に掲げる事
実の確認をした旨を証する書類（その居住
者等の氏名及び住所、払込みにより取得が
された特定株式の数及び特定株式と引換え
に払い込むべき額並びにその払い込んだ金
額の記載があるものに限ります。）及びそ
の認定業者が上記⑷②（注 2）の認定を受
けたものであることを証する書類の写し
イ　特定中小会社が上記⑷②（注 1）に掲
げる要件に該当するものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
特定株式に係る投資に関する条件を定め
た契約で上記⑷②（注 1）ニⅱの契約に
該当するものに従ってその認定業者が行
う電子募集取扱業務による払込みにより
されたものであること。
ハ　特定株式が特例控除対象特定株式に該
当する場合には、その特定中小会社が、
基準日において設立の日以後の期間が 5
年未満の株式会社であること及び基準日
において上記⑷①（注 1）ホロに掲げる
要件に該当する株式会社であること。

ホ　上記⑷③に掲げる指定会社に該当する特
定中小会社が発行した特定株式である場合
��その特定中小会社から交付を受けた沖
縄県知事のその特定株式に係る払込みの期
日において次に掲げる事実の確認をした旨
を証する書類（その居住者等の氏名及び住
所、払込みにより取得がされた特定株式の
数及び特定株式と引換えに払い込むべき額
並びにその払い込んだ金額の記載があるも
のに限ります。）
イ　特定中小会社が経済金融活性化措置実
施計画及び特定経済金融活性化事業の認
定申請及び実施状況の報告等に関する内
閣府令第13条各号に掲げる要件に該当す
るものであること。
ロ　その居住者等による特定株式の取得が、
特定株式投資契約に基づき、その特定中
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小会社の設立の日以後10年以内に払込み
によりされたものであること。

②　特定中小会社のその居住者等が本特例の適
用対象となる居住者等に該当することの確認
をした旨を証する書類
③　特定中小会社から交付を受けたその居住者
等が有するその特定中小会社の株式の異動に
つき異動した株式数等が異動ごとに記載され
た明細書
④　居住者等と特定中小会社との間で締結され
た投資に関する契約等に係る契約書の写し
⑤　一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算
に関する明細書等
⑥　控除対象特定株式の取得に要した金額の計
算に関する明細書
⑦　控除対象特定株式数の計算に関する明細書

⑺　居住者等の通知義務
　上記⑴③の取得価額等の計算を行う場合にお
いて、特例適用控除対象特定株式の取得をした
居住者等は、その特例適用控除対象特定株式に
係る同一銘柄株式を適用年の翌年以後最初に譲
渡又は贈与をする時までに、氏名及び上記⑴③
の取得価額等の計算を行う旨をその特例適用控
除対象特定株式に係る特例株式会社に通知しな
ければならないこととされています（旧措令25
の12⑨、旧措規18の15⑫）。
　また、居住者等が、払込みにより取得をした
特定中小会社の特定株式（特例適用控除対象特
定株式にあっては、上記の通知を受けた特例株
式会社の特例適用控除対象特定株式に限りま
す。）に係る同一銘柄株式をその払込みによる
取得があった日の属する年の翌年以後の各年に
おいて譲渡又は贈与をした場合において、その
特定中小会社が投資に関する契約等に基づく居
住者等からの申出その他の事由により譲渡又は
贈与があったことを知ったときは、その特定中
小会社は、その知った日の属する年の翌年 1月
31日までに、その知った旨その他の事項をその
所在地の所轄税務署長に通知しなければならな

いこととされています（旧措令25の12⑩、旧措
規18の15⑬）。

⑻　特定の基準所得金額の課税の特例
　個人でその者のその年分の基準所得金額が 3
億3,000万円を超えるものについては、その超
える部分の金額の100分の22. 5 に相当する金額
からその年分の基準所得税額を控除した金額に
相当する所得税を課することとされています
（措法41の19）。
　純損失の繰戻しによる還付の請求（所法
140）及び相続人等の純損失の繰戻しによる還
付の請求（所法141）における還付額の算定に
おいては、本特例による税額を勘案して行うこ
ととされ（旧措令26の28の 3 の 2 ④三・四⑤三、
旧復興所令13①）、これらの還付についての還
付請求書の記載事項に本特例による税額が追加
されています（旧措規19の11二）。

2 　改正の内容等

　令和 7年度税制改正において、スタートアップ
への再投資をより促進する観点から、譲渡益発生
年の翌年にスタートアップ投資を行った場合に、
譲渡益発生年に遡って投資額に相当する金額を譲
渡益から控除する繰戻し還付制度を創設し、再投
資期間を延長することとされました。
　具体的には、以下の改正が行われました。

⑴　特定株式控除未済額の繰戻し還付制度の創設
①　所得税の還付の請求
　令和 8年 1月 1日以後に控除対象特定株式
を払込みにより取得をした上記 1 ⑴①の居住
者等は、その年において生じた特定株式控除
未済額がある場合には、その年分の確定申告
書の提出と同時に、納税地の所轄税務署長に
対し、イに掲げる金額からロに掲げる金額を
控除した金額に相当する所得税の還付を請求
することができることとされました（措法37
の13③）。
イ　その年の前年分の一般株式等に係る課税
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譲渡所得等の金額（租税特別措置法第37条
の10第 1 項に規定する一般株式等に係る課
税譲渡所得等の金額をいいます。以下同じ
です。）及び上場株式等に係る課税譲渡所
得等の金額（租税特別措置法第37条の11第
1 項に規定する上場株式等に係る課税譲渡
所得等の金額をいいます。以下同じです。）
に係る所得税の額
ロ　その年の前年分の一般株式等に係る課税
譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る課
税譲渡所得等の金額からその特定株式控除
未済額を控除した金額につき租税特別措置
法第37条の10第 1 項及び第37条の11第 1 項
の規定に準じて計算した所得税の額

　なお、上記の控除した金額に相当する所得税
の額が、その年の前年分の一般株式等に係る課
税譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る課税
譲渡所得等の金額に係る所得税の額（附帯税の
額を除きます。）を超えるときは、上記の還付
の請求をすることができる金額は、その一般株
式等に係る課税譲渡所得等の金額及び上場株式
等に係る課税譲渡所得等の金額に係る所得税の
額に相当する金額を限度とすることとされてい
ます（措法37の13④）。
（注 1）　上記の「特定株式控除未済額」とは、そ

の年分の適用前の株式等に係る譲渡所得等

の金額の合計額が控除対象特定株式の取得

に要した金額の合計額に満たない場合にお

けるその満たない部分の金額のうち、上記

1 ⑷①又は②に定める特定株式に係る部分

の金額をいい（措法37の13③）、具体的には、

その満たない部分の金額に、控除対象特定

株式の取得に要した金額の合計額のうちに

占める上記 1 ⑷①又は②に定める特定株式

に係る控除対象特定株式の取得に要した金

額の合計額の割合を乗じて計算した金額と

されています（措令25の12⑦）。
（注 2）　上記の「確定申告書」には、上場株式等

に係る譲渡損失の金額、特定株式に係る譲

渡損失の金額又は先物取引の差金等決済に

係る損失の金額を翌年以後に繰り越すため

の確定損失申告書（措法37の12の 2 ⑨、37

の13の 3 ⑩、41の15⑤）を含みます（措法

37の13③）。以下同じです。
（注 3）　後述「二　特定新規中小企業者がその設

立の際に発行した株式の取得に要した金額

の控除等の改正」の 2 ⑴の特例の適用があ

る場合には、上記イ及びロの一般株式等に

係る課税譲渡所得等の金額及び上場株式等

に係る課税譲渡所得等の金額は設立特定株

式控除未済額を控除した金額とされ、また、

上記の限度とされる一般株式等に係る課税

譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る課

税譲渡所得等の金額に係る所得税の額は、

その特例の適用により還付の請求がされた

所得税の額を控除した金額とされます（措

法37の13③一④）。

②　特定株式の取得をする見込みである旨を記
載した書類の提出
　上記①の還付の請求は、居住者等が、その
年の前年分の所得税につき上記 1 ⑷①又は②
に定める特定株式をその年中に払込みにより
取得をする見込みである旨等の一定の事項を
記載した書類の添付がある確定申告書をその
提出期限までに提出している場合（税務署長
においてやむを得ない事情があると認める場
合には、その申告書をその提出期限後に提出
した場合を含みます。）であって、その年分
の確定申告書をその提出期限までに提出した
場合（税務署長においてやむを得ない事情が
あると認める場合には、その申告書をその提
出期限後に提出した場合を含みます。）に限
り、適用されます（措法37の13⑤）。
　上記の一定の事項は、以下のとおりとされ
ています（措規18の15⑨）。
イ　上記 1 ⑷①又は②に定める特定株式をそ
の年の翌年中に払込みにより取得をする見
込みである旨
ロ　次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次
に定める事項（その年分の確定申告書の提

─�150�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



出の時において明らかであるものに限りま
す。）
イ　その年の翌年中に上記 1 ⑷①に定める
特定株式を払込みにより取得をする見込
みである場合（ロに掲げる場合に該当す
る場合を除きます。）��その特定株式
を発行する特定中小会社の名称並びにそ
の特定株式の取得に要する金額の見込額
及び取得予定年月日
ロ　その年の翌年中に上記 1 ⑷①に定める
特定株式に係る新株予約権の行使により
その特定株式を払込みにより取得をする
見込みである場合��その新株予約権を
発行する特定中小会社の名称並びにその
新株予約権の取得に要した金額（その新
株予約権をその年の翌年中に取得をする
見込みである場合にあっては、取得に要
する金額の見込額を含みます。）及び行
使をする予定年月日
ハ　その年の翌年中に上記 1 ⑷②イに掲げ
る特定株式を払込みにより取得をする見
込みである場合（ニに掲げる場合に該当
する場合を除きます。）��次に掲げる
事項
ⅰ　その特定株式を発行する特定中小会
社の名称、その取得に係る認定組合の
名称並びにその特定株式の取得に要す
る金額の見込額及び取得予定年月日
ⅱ　既にその取得に係る認定組合に対し
出資を行った場合には、その認定組合
の名称並びにその出資を行った金額及
び年月日

ニ　その年の翌年中に上記 1 ⑷②イに掲げ
る特定株式に係る新株予約権（認定組合
に係る投資事業有限責任組合契約に従っ
て取得をしたものに限ります。）の行使
によりその特定株式を払込みにより取得
をする見込みである場合��次に掲げる
事項
ⅰ　その新株予約権を発行する特定中小

会社の名称、その取得に係る認定組合
の名称並びにその新株予約権の取得に
要した金額（その新株予約権をその年
の翌年中に取得をする見込みである場
合にあっては、取得に要する金額の見
込額を含みます。）及び行使をする予
定年月日
ⅱ　既にその取得に係る認定組合に対し
出資を行った場合には、その認定組合
の名称並びにその出資を行った金額及
び年月日

ホ　その年の翌年中に上記 1 ⑷②ロに掲げ
る特定株式を払込みにより取得をする見
込みである場合��その特定株式を発行
する特定中小会社の名称、その取得に係
る認定業者の名称並びにその特定株式の
取得に要する金額の見込額及び取得予定
年月日

ハ　その他参考となるべき事項
③　所得税の還付の請求をするための還付請求
書の提出
　上記①の還付の請求をしようとする者は、
その還付を受けようとする所得税の額、その
計算の基礎等の一定の事項を記載した還付請
求書に、特定株式控除未済額の計算に関する
明細書等の一定の書類を添付して、税務署長
に提出しなければならないこととされました
（措法37の13⑩）。
イ　還付請求書の記載事項
　上記の還付請求書に記載する一定の事項
は、以下のとおりとされています（措規18
の15⑩）。
イ　還付請求書を提出する者の氏名、住所
（国内に住所がない場合には、居所。以
下同じです。）及び個人番号（個人番号
を有しない者にあっては、氏名及び住所
（国内に住所がない場合には、居所）。以
下同じです。）並びに住所地（国内に住
所がない場合には、居所地）と納税地と
が異なる場合には、その納税地
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ロ　上記イの請求書に係る特定株式控除未
済額が生じた年の前年分の一般株式等に
係る課税譲渡所得等の金額及び上場株式
等に係る課税譲渡所得等の金額に係る所
得税の額
ハ　還付の請求をしようとする特定株式控
除未済額
ニ　上記イの請求書をその提出期限後に提
出しようとする場合には、その請求書が
その提出期限までに提出されなかった事
情の詳細
ホ　その他参考となるべき事項
ロ　還付請求書の添付書類
　上記の還付請求書に添付する一定の書類
は、次に掲げる場合の区分に応じ次に定め
る書類とされています（措規18の15⑬）。
イ　その年中に取得をした控除対象特定株
式の取得に要した金額の合計額につき上
記 1 ⑴の規定の適用を受ける場合��特
定株式控除未済額の計算に関する明細書
（適用前の株式等に係る譲渡所得等の金
額の合計額、控除対象特定株式の取得に
要した金額の合計額及びその年中に払込
みにより取得をした特定株式の銘柄ごと
の控除対象特定株式の取得に要した金額
の計算に関する明細並びに上記①（注
1）の計算に関する明細の記載があるも
のに限るものとし、下記⑵①の適用があ
る場合には下記⑵①イ又はロに掲げる場
合の区分に応じ下記⑵①イ又はロに定め
る金額の計算に関する明細の記載がある
ものに限るものとし、下記⑵②の適用が
ある場合には下記⑵②イ又はロに掲げる
場合の区分に応じ下記⑵②イ又はロに定
める金額の計算に関する明細の記載があ
るものに限ります。）
ロ　上記イに掲げる場合以外の場合��上
記イの特定株式控除未済額の計算に関す
る明細書及び上記 1 ⑹に掲げる書類（上
記 1 ⑹⑤及び⑥に掲げる書類を除きま

す。）
　税務署長は、上記の還付請求書の提出があ
った場合には、その請求の基礎となった特定
株式控除未済額その他必要な事項について調
査し、その調査したところにより、その請求
をした者に対し、所得税を還付し、又は請求
の理由がない旨を書面により通知することと
されました（措法37の13⑪）。
④　国税通則法の適用関係
　上記①の請求による還付金について還付加
算金を計算する場合には、その計算の基礎と
なる期間は、上記①の還付の請求がされた日
（その還付の請求がされた日が確定申告書の
提出期限前である場合には、その提出期限）
の翌日以後 3月を経過した日からその還付の
ための支払決定をする日又はその還付金につ
き充当をする日（同日前に充当をするのに適
することとなった日がある場合には、その適
することとなった日）までの期間とされまし
た（措法37の13⑫）。
　また、国税通則法第 2条第 6号ハ⑴及び第
19条第 4項第 2号ハの読替えにより、還付請
求書が同法の納税申告書として位置づけられ
るとともに、修正申告書の記載事項が整備さ
れました（措法37の13⑬）。
⑤　相続人等による還付の請求
　所得税法第125条第 1 項から第 3 項まで又
は第 5項の規定に該当してこれらの規定に規
定する申告書を提出する者（相続人等）は、
その年の中途において死亡をした居住者等の
その年において生じた特定株式控除未済額が
ある場合には、その申告書の提出と同時に、
その申告書に係る所得税の納税地の所轄税務
署長に対し、所得税の還付を請求することが
できることとされました（措法37の13⑥）。
　還付の請求ができる所得税の額の計算方法
や還付請求書の添付書類等は、上記①から④
までと同様ですが、還付請求書の記載事項に
ついて、以下の事項を追加で記載することと
されています（措規18の15⑪）。
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イ　各相続人等の氏名、住所及び個人番号並
びに被相続人との続柄
ロ　上記①の適用を受けようとする特定株式
控除未済額
ハ　死亡をした居住者等の氏名及びその死亡
の時における住所（国内に住所がない場合
には、居所）並びに住所地（国内に住所が
ない場合には、居所地）と納税地とが異な
る場合には、その納税地
ニ　相続人等が 2人以上ある場合には、各相
続人等別の還付を受けようとする所得税の
額
　また、還付の請求をする場合において、相
続人等が 2人以上あるときは、その請求に係
る還付請求書は、各相続人等が連署による 1
つの書面で提出しなければなりませんが、他
の相続人等の氏名を付記して各別に提出する
ことも認められます（措令25の12⑧）。
（注 1）　上記の「相続人等」とは相続人（包括

受遺者を含みます。以下同じです。）又は

その相続人がその相続の開始があったこ

とを知った日の翌日から 4 月を経過した

日の前日（同日前にその相続人が出国を

する場合には、その出国の時）までに還

付請求書を提出しないで死亡をした場合

におけるその相続人の相続人をいいます

（措法37の13⑨）。以下同じです。
（注 2）　上記の各別に提出する方法により請求

書を提出した相続人等は、遅滞なく、他

の相続人等に対し、その請求書に記載し

た事項の要領を通知しなければならない

こととされ（措令25の12⑨）、その請求書

には、上記⑤イの他の相続人等の個人番

号は、記載することを要しないこととさ

れています（措規18の15⑫）。

⑥　その年分の確定申告書を提出できない場合
における還付の請求
　居住者等又はその居住者等が年の中途にお
いて死亡をした場合におけるその相続人等が、
上記①又は⑤の還付の請求をしようとする場

合であって、その年分の所得税につき確定申
告書を提出すべき場合及び提出することがで
きる場合のいずれにも該当しない場合であっ
ても、その居住者等又はその相続人等は、上
記①又は⑤の還付を請求できることとされ、
上記①から⑤までを準用し、必要な読替え規
定が整備されました（措法37の13⑨）。
　具体的には、居住者等又はその相続人等は、
その年分の確定申告書の提出と同時に所得税
の還付を請求することができることとされ
（措法37の13③⑥）、また、その年分の確定申
告書をその提出期限までに提出した場合に限
り適用されますが（措法37の13⑤⑧）、その
年分の所得税につき確定申告書を提出すべき
場合及び提出することができる場合のいずれ
にも該当しない場合には、還付請求書をその
年の翌年 3月15日（その者が同日前に出国を
する場合には、その出国の時）までに提出し
た場合（税務署長においてやむを得ない事情
があると認める場合には、その還付請求書を
その年の翌年 3月15日（その者が同日前に出
国をする場合には、その出国の時）後に提出
した場合を含みます。）に限り、適用するこ
ととされました（措法37の13③⑤⑥⑧⑨）。

⑵　控除対象特定株式等の取得価額の計算方法の
改正
①　控除対象特定株式の取得価額の計算方法の
改正
　居住者等又はその相続人等が、その居住者
等がその年中に取得をしたその控除対象特定
株式（特例控除対象特定株式を除きます。）
の取得に要した金額の合計額につき上記⑴の
特例の適用を受け、所得税の還付を受けた場
合には、その還付の請求の基礎となった特定
株式控除未済額が生じた年（以下①において
「適用年」といいます。）の翌年以後の各年分
におけるその適用控除対象特定株式に係る同
一銘柄株式 1株当たりの取得価額の計算につ
いては、上記 1 ⑴②ロイ又はロに定める金額
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は、その金額とその適用控除対象特定株式に
係る適用年の次に掲げる場合の区分に応じそ
れぞれ次に定める金額との合計額とされまし
た（措令25の12⑩二イ⑵ロ⑵）。
イ　適用年において他の適用控除対象特定株
式がない場合��その所得税の還付の請求
の基礎となった特定株式控除未済額として
一定の金額（ロにおいて「適用特定株式控
除未済額」といいます。）
ロ　適用年において他の適用控除対象特定株
式がある場合��適用特定株式控除未済額
に、その適用控除対象特定株式（上記 1 ⑷
①又は②に定める特定株式に係るものに限
ります。）の取得に要した金額と当該他の
適用控除対象特定株式（上記 1 ⑷①又は②
に定める特定株式に係るものに限ります。）
の取得に要した金額との合計額のうちに占
めるその適用控除対象特定株式の取得に要
した金額の割合を乗じて計算した金額
（注）　上記①イの「所得税の還付の請求の基

礎となった特定株式控除未済額として一

定の金額」とは、次に掲げる場合の区分

に応じそれぞれ次に定める金額とされて

おり、特例控除対象特定株式に該当する

控除対象特定株式と、それ以外の控除対

象特定株式とがある場合に、上記⑴の特

例の適用を受けた金額について按分計算

を行うものです（措令25の12⑩二イ⑵、

措規18の15⑮）。

イ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式（特例控除対象特定株式を除きま

す。ロにおいて同じです。）の取得に要

した金額の合計額につき上記⑴の特例

の適用を受け、所得税の還付を受けた

場合（ロに掲げる場合に該当する場合

を除きます。）��その還付の請求の基

礎となった特定株式控除未済額

ロ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式及び特例控除対象特定株式の取得

に要した金額の合計額につき上記⑴の

特例の適用を受け、所得税の還付を受

けた場合��その還付の請求の基礎と

なった特定株式控除未済額に、その特

定株式控除未済額に係る控除対象特定

株式（上記 1 ⑷①又は②に定める特定

株式に係るものに限ります。）の取得に

要した金額とその特定株式控除未済額

に係る特例控除対象特定株式の取得に

要した金額との合計額のうちに占める

その控除対象特定株式の取得に要した

金額の割合を乗じて計算した金額

②　特例控除対象特定株式の取得価額の計算方
法の改正
　居住者等又はその相続人等が、その居住者
等がその年中に取得をしたその特例控除対象
特定株式の取得に要した金額の合計額につき
上記⑴の特例の適用を受け、所得税の還付を
受けた場合において、その還付の請求の基礎
となった特定株式控除未済額として一定の金
額（以下②において「適用特定株式控除未済
額」といいます。）と上記 1 ⑴③の適用額と
の合計額が20億円を超えたときは、その適用
特定株式控除未済額が生じた年（以下②にお
いて「適用年」といいます。）の翌年以後の
各年分におけるその特例適用控除対象特定株
式に係る同一銘柄株式 1株当たりの取得価額
の計算については、上記 1 ⑴③ロイ又はロに
定める金額は、その適用年の次に掲げる場合
の区分に応じそれぞれ次に定める金額とされ
ました（措令25の12⑪二イロ）。
イ　適用年において他の特例適用控除対象特
定株式がない場合��上記 1 ⑴③の適用額
及び適用特定株式控除未済額の合計額から
20億円を控除した残額
ロ　適用年において他の特例適用控除対象特
定株式がある場合��上記 1 ⑴③の適用額
及び適用特定株式控除未済額の合計額から
20億円を控除した残額に、その特例適用控
除対象特定株式の取得に要した金額と当該
他の特例適用控除対象特定株式の取得に要
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した金額との合計額のうちに占めるその特
例適用控除対象特定株式の取得に要した金
額の割合を乗じて計算した金額
（注）　上記②の「還付の請求の基礎となった

特定株式控除未済額として一定の金額」

とは、次に掲げる場合の区分に応じそれ

ぞれ次に定める金額とされており、特例

控除対象特定株式に該当する控除対象特

定株式と、それ以外の控除対象特定株式

とがある場合に、上記⑴の特例の適用を

受けた金額について按分計算を行うもの

です（措令25の12⑪、措規18の15⑱）。

イ�　その年中に取得をした特例控除対象

特定株式の取得に要した金額の合計額

につき上記⑴の特例の適用を受け、所

得税の還付を受けた場合（ロに掲げる

場合に該当する場合を除きます。）��

その還付の請求の基礎となった特定株

式控除未済額

ロ�　その年中に取得をした控除対象特定

株式（特例控除対象特定株式を除きま

す。ロにおいて同じです。）及び特例控

除対象特定株式の取得に要した金額の

合計額につき上記⑴の特例の適用を受

け、所得税の還付を受けた場合��そ

の還付の請求の基礎となった特定株式

控除未済額に、その特定株式控除未済

額に係る控除対象特定株式（上記 1 ⑷

①又は②に定める特定株式に係るもの

に限ります。）の取得に要した金額とそ

の特定株式控除未済額に係る特例控除

対象特定株式の取得に要した金額との

合計額のうちに占めるその特例控除対

象特定株式の取得に要した金額の割合

を乗じて計算した金額

　上記①及び②により、上記⑴の特例の適用を
受け、所得税の還付を受けた場合におけるその
請求の基礎となった特定株式控除未済額に相当
する株式等の譲渡所得等の金額に対する課税が、
この上記⑴の特例の適用を受けて取得した特定

株式に係る同一銘柄株式を譲渡したときまで繰
り延べられることとなります。

⑶　特例適用控除対象特定株式を適用年の翌年中
に譲渡をした場合における取得価額の計算
　居住者等が、その年中に取得をした特例控除
対象特定株式の取得に要した金額の合計額につ
き、上記 1 ⑴①又は上記⑴の特例の適用を受け
た場合において、その適用を受けた年（以下⑶
において「適用年」といいます。）の翌年 1 月
1日（その者が適用年の中途において出国をし
た場合には、その出国の時）からその適用年の
翌年12月31日までの間に、その適用年において
取得をした特例適用控除対象特定株式の一定の
譲渡をしたときは、その適用年の翌年以後の各
年分におけるその特例適用控除対象特定株式に
係る同一銘柄株式 1株当たりの取得価額は、①
に掲げる金額から②に掲げる金額を控除した金
額とすることとされました（措令25の12⑫）。
①　特例適用控除対象特定株式に係る同一銘柄
株式 1株当たりの適用年の12月31日における
所得税法施行令第105条第 1 項の規定により
算出した取得価額（上記⑵②の取得価額の計
算を行っている場合には、その計算をした後
の金額）
②　特例適用控除対象特定株式に係る適用年の
次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定
める金額をその適用年の12月31日において有
するその特例適用控除対象特定株式に係る同
一銘柄株式の数で除して計算した金額
イ　適用年において他の特例適用控除対象特
定株式がない場合��上記 1 ⑴③の適用額
及び上記⑵②の適用特定株式控除未済額の
合計額（その合計額が20億円を超える場合
には、20億円）をその適用年の12月31日に
おけるその特例適用控除対象特定株式に係
る控除対象特定株式数で除して計算した金
額に、その譲渡をしたその特例適用控除対
象特定株式の数を乗じて計算した金額の合
計額
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ロ　適用年において他の特例適用控除対象特
定株式がある場合��上記 1 ⑴③の適用額
及び上記⑵②の適用特定株式控除未済額の
合計額（その合計額が20億円を超える場合
には、20億円）に、その特例適用控除対象
特定株式の取得に要した金額と当該他の特
例適用控除対象特定株式の取得に要した金
額との合計額のうちに占めるその特例適用
控除対象特定株式の取得に要した金額の割
合を乗じて計算した金額を、その適用年の
12月31日におけるその特例適用控除対象特
定株式に係る控除対象特定株式数で除して
計算した金額に、その譲渡をしたその特例
適用控除対象特定株式の数を乗じて計算し
た金額の合計額

（注 1）　上記の「一定の譲渡」とは、租税特別措

置法第37条の11の 2 第 2 項に規定する譲渡

をいい、以下の特例適用控除対象特定株式

の譲渡が除外されています（措令25の12⑫、

措規18の15⑲）。

イ�　特例適用控除対象特定株式に係る上場

等の日以後に行うその特例適用控除対象

特定株式の譲渡

ロ�　その年12月31日において、その特例適

用控除対象特定株式を発行した特定中小

会社（その特定中小会社であった株式会

社を含みます。以下同じです。）の株式の

取得（購入による取得に限ります。）によ

りその特定中小会社の総株主の議決権の

100分の50を超える議決権を有することと

なる法人に対するその特例適用控除対象

特定株式の譲渡

ハ�　その特例適用控除対象特定株式を発行

した特定中小会社を被合併法人とする合

併によるその特例適用控除対象特定株式

の譲渡

ニ�　租税特別措置法第37条の10第 3 項第 2

号又は第 3 号に規定する法人の分割又は

株式分配によるその特例適用控除対象特

定株式の譲渡

ホ�　その特例適用控除対象特定株式を発行

した特定中小会社の行う株式交換又は株

式移転によるその特例適用控除対象特定

株式の譲渡

ヘ�　その特例適用控除対象特定株式を発行

した特定中小会社を株式交付子会社とす

る株式交付によるその特例適用控除対象

特定株式の譲渡

ト�　租税特別措置法第37条の13の 3 第 1 項

の規定により行われたものとみなされる

その特例適用控除対象特定株式の譲渡（そ

の特例適用控除対象特定株式を発行した

特定中小会社について、清算（特別清算

に限ります。）が結了した場合又は破産手

続開始の決定を受けた場合における譲渡

に限ります。）

チ�　所得税法第59条第 1 項の規定により行

われたものとみなされるその特例適用控

除対象特定株式の譲渡（相続又は遺贈が

生じた場合における譲渡に限ります。）

リ�　所得税法第60条の 3 第 1 項の規定によ

り行われたものとみなされるその特例適

用控除対象特定株式の譲渡（相続又は遺

贈により非居住者に移転した場合におけ

る譲渡に限ります。）
（注 2）　同一銘柄の特例適用控除対象特定株式の

うちに 2 以上の年にわたって取得をしたも

のがあるときは、その特例適用控除対象特

定株式については、先に取得をしたものか

ら順次譲渡をしたものとして上記の特例を

適用し、居住者等がその譲渡の直前におい

て特例適用控除対象特定株式に係る同一銘

柄株式で払込みにより取得をした特定株式

（特例適用控除対象特定株式を除きます。）

を有するときは、まず特例適用控除対象特

定株式の譲渡をし、次に払込みにより取得

をした特定株式の譲渡をしたものとして上

記の特例を適用します（措令25の12⑬）。
（注 3）　適用年の翌年 1 月 1 日から特例適用控除

対象特定株式の譲渡をした日までの期間（以
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下「譲渡前期間」といいます。）内に、その

特例適用控除対象特定株式に係る同一銘柄

株式につき分割又は併合があった場合にお

ける上記②イ又はロに定める金額の計算に

ついては、控除対象特定株式数は、その控

除対象特定株式数にその分割又は併合の比

率（譲渡前期間内において 2 以上の段階に

わたる分割又は併合があった場合には、そ

の譲渡前期間内における全ての段階の分割

又は併合の比率の積に相当する比率）を乗

じて得た数とされます（措令25の12⑭）。ま

た、譲渡前期間内に、株式無償割当て（そ

の株式無償割当てによりその特例適用控除

対象特定株式と同一の種類の株式が割り当

てられるものに限ります。以下同じです。）

があった場合における上記②イ又はロに定

める金額の計算については、控除対象特定

株式数は、その控除対象特定株式数にその

株式無償割当てにより割り当てられた株式

の数（譲渡前期間内において 2 以上の段階

にわたる株式無償割当てがあった場合には、

その譲渡前期間内における全ての段階の株

式無償割当てにより割り当てられた株式の

数の合計数）を加算した数とされます（措

令25の12⑭）。
（注 4）　上記の「控除対象特定株式数」とは、特

定株式の銘柄ごとに、イに掲げる数からロ

に掲げる数を控除した残数をいいます（措

令25の12③）。

イ�　居住者等がその年中に払込みにより取

得をした特定株式の数

ロ�　居住者等がその年中に譲渡又は贈与を

した同一銘柄株式の数

⑷　特定中小会社の通知義務の改正
　上記⑶の改正に伴い、居住者等がその年中に
取得をした特例控除対象特定株式のその後の異
動状況について税務署長が把握する必要がある
ため、上記 1 ⑺の居住者等からの通知を受けた
特例株式会社の特例適用控除対象特定株式に限

らず、居住者等が払込みにより取得をした特定
中小会社の特定株式に係る同一銘柄株式をその
払込みによる取得があった日の属する年の翌年
以後の各年において譲渡又は贈与をした場合に
おいて、その特定中小会社が投資に関する契約
等に基づく居住者等からの申出その他の事由に
より譲渡又は贈与があったことを知ったときは、
その特定中小会社は、その知った日の属する年
の翌年 1月31日までに、その知った旨その他の
事項をその所在地の所轄税務署長に通知しなけ
ればならないこととされました（措令25の12⑮）。
（注）　上記の通知には、特定中小会社が、居住者

等につきその特定中小会社の株式の譲渡又は

贈与があったことを知った旨及びその特定中

小会社の特定株式の払込みによる取得の時（そ

の取得の時が 2 以上ある場合には、最初の取

得の時）以後のその株式の譲渡又は贈与に係

るその譲渡又は贈与ごとの次に掲げる事項を

記載することとされました。記載内容は改正

前と変わりはありませんが、その取得をした

年の異動状況のみではなく、最初の取得の時

以降の異動状況を記載することとされ、上記

1 ⑹③の「特定中小会社から交付を受けたそ

の居住者等が有するその特定中小会社の株式

の異動につき異動した株式数等が異動ごとに

記載された明細書」と同様の事項が記載され

ることとなります（措規18の15⑳）。

①　譲渡又は贈与をした年月日

②�　譲渡又は贈与をした株式の数及び譲渡又

は贈与の直後において有する株式の数

③�　譲渡が上記⑶（注 1）の譲渡（チ及びリ

を除きます。）に該当する場合には、その旨

④　その他参考となるべき事項

⑸　特定の基準所得金額の課税の特例の改正
　上記⑴の特定株式控除未済額の繰戻し還付の
請求について、純損失の繰戻しによる還付の請
求（所法140）及び相続人等の純損失の繰戻し
による還付の請求（所法141）における還付額
の算定と同様に、本特例による税額を勘案して
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行うための改正が行われました（措令26の28の
3 の 2 ④、復興所令13①）。
　これに伴い、還付請求書の記載事項にも本特
例による税額が追加されています（措規19の11
③）。
（注）　居住者等の相続人等が還付請求を行う場合

及び居住者等又はその相続人等が確定申告書

を提出することができない場合における上記

の計算方法について、租税特別措置法施行令

26条の28の 3 の 2 第 4 項を準用し、居住者等

が還付請求を行う場合と同様の計算をするこ

ととしています（措規19の11①）。

　また、純損失の繰戻しによる還付の請求（所

法140）又は相続人等の純損失の繰戻しによる

還付の請求（所法141）の適用がある場合には、

租税特別措置法施行令第26条の28の 3 の 2 第

5 項第 3 号又は第 4 号の規定により読み替え

られた所得税法第140条第 1 項第 2 号又は第

141条第 1 項第 2 号に規定する本特例を適用し

て計算した所得税の額、調整基準所得金額及

び調整基準所得税額を、それぞれ租税特別措

置法施行令第26条の28の 3 の 2 第 4 項の規定

により読み替えられた租税特別措置法第37条

の13に規定する本特例を適用して計算した所

得税の額、特定株式調整基準所得金額の計算

の基礎となる基準所得金額及び特定株式調整

基準所得税額の計算の基礎となる基準所得税

額とみなすこととしています（措規19の11②

一）。これにより、純損失の繰戻しによる還付

の請求（所法140）又は相続人等の純損失の繰

戻しによる還付の請求（所法141）の適用があ

る場合には、まずこれらの規定を適用し、次

に後述「二　特定新規中小企業者がその設立

の際に発行した株式の取得に要した金額の控

除等の改正」の 2 ⑸の特例を適用し、最後に

本特例による計算を行うこととなります。

⑹　所得税の還付に関する罰則の整備
　上記⑴の改正に伴い、偽りその他不正の行為
により、所得税の還付を受けた場合についての
罰則が定められました（措法42の 3 ①②⑦⑧）。

⑺　指定会社の指定期限の延長
　上記 1 ⑴から⑶までの特例の適用対象となる
上記 1 ⑷③及び⑸③に掲げる沖縄振興特別措置
法第57条の 2第 1項に規定する指定会社につい
て、同項の規定に基づく指定期限が令和 9年 3
月31日まで 2年延長されました（措法37の13①
三、41の18の 4 ①三）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴⑵⑸及び⑹の改正は、令和 8年 1月
1日以後に生ずる特定株式控除未済額について
適用されます（措法37の13③⑥⑨）。
⑵　上記 2 ⑶の改正は、個人が令和 8年 1月 1日
以後に払込みにより取得をする特例適用控除対
象特定株式について適用されます（改正措令附
則 7）。
⑶　上記 2 ⑷の改正は、令和 7年 4月 1日から施
行されています（改正措令附則 1）。

二�　特定新規中小企業者がその設立の際に発行した株式の�
取得に要した金額の控除等の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　特定新規中小企業者がその設立の際に発行し
た株式の取得に要した金額の控除等　
①　令和 5年 4月 1日以後に、特定株式会社の
設立特定株式を払込みにより取得をした一定

の居住者等が、その設立特定株式を払込み
（株式の発行に際してするものに限ります。
以下同じです。）により取得をした場合にお
ける一般株式等に係る譲渡所得等の課税の特
例（措法37の10）及び上場株式等に係る譲渡
所得等の課税の特例（措法37の11）の適用に
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ついては、その年分の一般株式等に係る譲渡
所得等の金額又は上場株式等に係る譲渡所得
等の金額の計算上、その年中にその払込みに
より取得をした設立特定株式（その年12月31
日において有するものとして一定のものに限
ります。以下「控除対象設立特定株式」とい
います。）の取得に要した金額の合計額を控
除することとされています（旧措法37の13の
2 ①）。
（注）　上記の「一定の居住者等」とは、設立特

定株式を払込みにより取得をした居住者等

です。ただし、特定株式会社の発起人であ

る必要があります。また、次に掲げる者は、

この特例の適用対象者には含まれません（旧

措法37の13の 2 ①、措令25の12の 2 ①）。

イ�　設立特定株式を発行した特定株式会社

の設立に際し、特定株式会社に自らが営

んでいた事業の全部を承継させた個人（以

下「特定事業主であった者」といいます。）

ロ　特定事業主であった者の親族

ハ�　特定事業主であった者と婚姻の届出を

していないが事実上婚姻関係と同様の事

情にある者

ニ　特定事業主であった者の使用人

ホ�　上記ロからニまでに掲げる者以外の者

で、特定事業主であった者から受ける金

銭その他の資産によって生計を維持して

いるもの

ヘ�　上記ハからホまでに掲げる者と生計を

一にするこれらの者の親族

②　居住者等が、その年中に取得をした控除対
象設立特定株式の取得に要した金額の合計額
につき上記①の特例の適用を受けた場合にお
いて、その適用を受けた金額（以下②におい
て「適用額」といいます。）が20億円を超え
たときは、その適用を受けた年（以下②にお
いて「適用年」といいます。）の翌年以後の
各年分におけるその控除対象設立特定株式
（以下「適用控除対象設立特定株式」といい
ます。）に係る同一銘柄株式 1 株当たりの取

得価額は、イに掲げる金額からロに掲げる金
額を控除した金額とされています（旧措令25
の12の 2 ⑦）。
イ　適用控除対象設立特定株式に係る同一銘
柄株式 1株当たりの適用年の12月31日にお
ける所得税法施行令第105条第 1 項の規定
により算出した取得価額
ロ　適用控除対象設立特定株式に係る適用年
の次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次
に定める金額をその適用年の12月31日にお
いて有するその適用控除対象設立特定株式
に係る同一銘柄株式の数で除して計算した
金額
イ　適用年においてその適用控除対象設立
特定株式と銘柄が異なる適用控除対象設
立特定株式（以下「他の適用控除対象設
立特定株式」といいます。）がない場合
��適用額から20億円を控除した残額
ロ　適用年において他の適用控除対象設立
特定株式がある場合��適用額から20億
円を控除した残額に、その適用控除対象
設立特定株式の取得に要した金額と当該
他の適用控除対象設立特定株式の取得に
要した金額との合計額のうちに占めるそ
の適用控除対象設立特定株式の取得に要
した金額の割合を乗じて計算した金額

　上記②により、上記①の控除の適用を受けた
年において生じたその適用を受けた金額に相当
する株式等の譲渡所得等の金額に対する課税が、
この特例の適用を受けて取得した設立特定株式
に係る同一銘柄株式を譲渡したときまで繰り延
べられることとなります。

⑵　特定株式会社及び設立特定株式の意義
　上記⑴の特例の適用対象となる「特定株式会
社」とはその設立の日の属する年12月31日にお
いて中小企業等経営強化法第 6条に規定する特
定新規中小企業者に該当する株式会社でその設
立の日以後の期間が 1年未満であり、かつ、中
小企業等経営強化法施行規則第 8条第 5号ハに
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該当する会社をいい、「設立特定株式」とは特
定株式会社によりその設立の際に発行される株
式をいうこととされています（措法37の13の 2
①、措規18の15の 2 ①）。
（注 1）　上記の「中小企業等経営強化法施行規則

第 8 条第 5 号ハに該当する会社」とは、そ

の設立の日の属する年12月31日において、

同号イ⑴から⑶までに掲げる要件のいずれ

かを満たす設立の日以後の期間が 1 年未満

の第 2 号新規中小企業者（設立の日以後の

期間が 5 年未満の会社である中小企業者を

いいます。）であって次の①又は②に掲げる

会社の区分に応じ、次の①又は②に定める

要件に該当するものであることとされてい

ます。ただし、合併又は分割により設立さ

れたもの及び他の事業者からその全部又は

一部を譲り受けた事業を主たる事業とする

ものは該当しません。

①�　設立事業年度（設立後最初の事業年度

をいいます。以下同じです。）を経過して

いない会社��事業の将来における成長

発展に向けた事業計画（設立事業年度に

おける販売費及び一般管理費の合計額（事

業年度の期間が 1 年未満の場合にあって

は、販売費及び一般管理費の合計額を 1

年当たりの額に換算した額。②において

同じです。）がその会社の出資金額の30％

を超える見込みを記載したものに限りま

す。）を有すること。

②�　設立事業年度を経過している会社��

前事業年度において販売費及び一般管理

費の合計額のその会社の出資金額に対す

る割合が30％を超えるものであること。

　�　また、中小企業等経営強化法第 6 条に

規定する特定新規中小企業者の意義につ

いては、前述「一　特定中小会社が発行

した株式の取得に要した金額の控除等の

改正」の 1 ⑷（注 1）もご参照ください。
（注 2）　一定の居住者等（「特定中小会社が発行し

た株式の取得に要した金額の控除等（措法

37の13）」の適用対象者）が上記の特定株式

会社の株式を取得した場合には、その株式は、

「特定中小会社が発行した株式の取得に要し

た金額の控除等（措法37の13）」及び「特定

中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の

繰越控除等（措法37の13の 3 ）」の適用対象

となります。詳細については、前述「一　

特定中小会社が発行した株式の取得に要し

た金額の控除等の改正」の 1 ⑴及び⑵もご

参照ください。

⑶　確定申告書の添付書類
　上記⑴の特例の適用を受けようとする場合に
は、その年分の確定申告書に、上記⑴の特例の
適用を受けようとする旨の記載をするとともに、
次に掲げる書類を添付する必要があります（旧
措法37の13の 2 ③、旧措規18の15の 2 ②）。
①　特定株式会社から交付を受けた都道府県知
事のその設立特定株式に係る基準日において
次に掲げる事実の確認をした旨を証する書類
（その居住者等の氏名及び住所、払込みによ
り取得がされた設立特定株式の数及び設立特
定株式と引換えに払い込むべき額並びにその
払い込んだ金額の記載があるものに限りま
す。）
イ　特定株式会社が上記⑵（注 1）の中小企
業等経営強化法施行規則第 8条第 5号ハに
該当する会社に該当するものであること。
ロ　その居住者等が特定株式会社の発起人に
該当すること及びその設立特定株式の取得
が発起人としての払込みによりされたもの
であること。

②　特定株式会社のその居住者等が本特例の適
用対象となる居住者等に該当することの確認
をした旨を証する書類
③　特定株式会社から交付を受けたその居住者
等が有するその特定株式会社の株式の異動に
つき異動した株式数等が異動ごとに記載され
た明細書
④　居住者等と特定株式会社との間で締結され
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た株式の管理に関する契約に係る契約書の写
し
⑤　一般株式等に係る譲渡所得等の金額の計算
に関する明細書等
⑥　控除対象設立特定株式の取得に要した金額
の計算に関する明細書
⑦　控除対象設立特定株式数の計算に関する明
細書

⑷　通知義務について
①　居住者等から特定株式会社への通知
　上記⑴②の適用がある場合（適用額が20億
円を超える場合）において、適用控除対象設
立特定株式の取得をした居住者等は、その適
用控除対象設立特定株式に係る同一銘柄株式
を適用年の翌年以後最初に譲渡又は贈与をす
る時までにその者の氏名及び上記⑴②の適用
がある旨をその適用控除対象設立特定株式に
係る特定株式会社に通知しなければなりませ
ん（旧措令25の12の 2 ⑧前段、旧措規18の15
の 2 ③）。この場合において、その居住者等
は、その翌年以後の各年においてその同一銘
柄株式の譲渡又は贈与をしたときは、遅滞な
く、その特定株式会社にその者の氏名、その
同一銘柄株式の譲渡又は贈与をした旨、その
譲渡又は贈与をした同一銘柄株式の数及びそ
の年月日を通知しなければなりません（旧措
令25の12の 2 ⑧後段、旧措規18の15の 2 ④）。
②　特定株式会社から税務署長への通知
　居住者等が、払込みにより取得をした特定
株式会社の設立特定株式（上記⑴②の適用が
ある旨の通知を受けた特定株式会社の適用控
除対象設立特定株式で令和 5年 4月 1日以後
に払込みにより取得をしたものに限ります。）
に係る同一銘柄株式をその払込みによる取得
があった日の属する年の翌年以後の各年にお
いて譲渡又は贈与をした場合において、その
特定株式会社が居住者等からの通知その他の
事由によりその譲渡又は贈与があったことを
知ったときは、その特定株式会社は、その知

った日の属する年の翌年 1月31日までに、そ
の居住者等につきその特定株式会社の株式の
譲渡又は贈与があったことを知った旨、その
譲渡又は贈与をした株式の数及びその年月日
その他の事項をその所在地の所轄税務署長に
通知しなければなりません（旧措令25の12の
2 ⑨、旧措規18の15の 2 ⑤）。

⑸　特定の基準所得金額の課税の特例
　個人でその者のその年分の基準所得金額が 3
億3,000万円を超えるものについては、その超
える部分の金額の100分の22.5に相当する金額
からその年分の基準所得税額を控除した金額に
相当する所得税を課することとされています
（措法41の19）。
　純損失の繰戻しによる還付の請求（所法140）
及び相続人等の純損失の繰戻しによる還付の請
求（所法141）における還付額の算定において
は、本特例による税額を勘案して行うこととさ
れ（旧措令26の28の 3 の 2 ④三・四⑤三、旧復
興所令13①）、これらの還付についての還付請
求書の記載事項に本特例による税額が追加され
ています（旧措規19の11二）。

2 　改正の内容等

　改正の趣旨については、前述の「一　特定中小
会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等
の改正」の 2をご参照ください。
　具体的には、以下の改正が行われました。

⑴　設立特定株式控除未済額の繰戻し還付制度の
創設
①　所得税の還付の請求
　令和 8年 1月 1日以後に控除対象設立特定
株式を払込みにより取得をした上記 1 ⑴①の
居住者等は、その年において生じた設立特定
株式控除未済額がある場合には、その年分の
確定申告書の提出と同時に、納税地の所轄税
務署長に対し、イに掲げる金額からロに掲げ
る金額を控除した金額に相当する所得税の還
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付を請求することができることとされました
（措法37の13の 2 ④、37の13③）。
イ　その年の前年分の一般株式等に係る課税
譲渡所得等の金額（租税特別措置法第37条
の10第 1 項に規定する一般株式等に係る課
税譲渡所得等の金額をいいます。以下同じ
です。）及び上場株式等に係る課税譲渡所
得等の金額（租税特別措置法第37条の11第
1 項に規定する上場株式等に係る課税譲渡
所得等の金額をいいます。以下同じです。）
に係る所得税の額
ロ　その年の前年分の一般株式等に係る課税
譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る課
税譲渡所得等の金額からその設立特定株式
控除未済額を控除した金額につき租税特別
措置法第37条の10第 1 項及び第37条の11第
1 項の規定に準じて計算した所得税の額

　なお、上記の控除した金額に相当する所得
税の額が、その年の前年分の一般株式等に係
る課税譲渡所得等の金額及び上場株式等に係
る課税譲渡所得等の金額に係る所得税の額
（附帯税の額を除きます。）を超えるときは、
上記の還付の請求をすることができる金額は、
その一般株式等に係る課税譲渡所得等の金額
及び上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額
に係る所得税の額に相当する金額を限度とす
ることとされています（措法37の13の 2 ④、
37の13④）。

（注 1）　上記の「設立特定株式控除未済額」とは、

その年分の適用前の株式等に係る譲渡所得

等の金額の合計額が控除対象設立特定株式

の取得に要した金額の合計額に満たない場

合におけるその満たない部分の金額をいい

ます（措法37の13の 2 ④）。
（注 2）　上記の「確定申告書」には、上場株式等

に係る譲渡損失の金額、特定株式に係る譲

渡損失の金額又は先物取引の差金等決済に

係る損失の金額を翌年以後に繰り越すため

の確定損失申告書（措法37の12の 2 ⑨、37

の13の 3 ⑩、41の15⑤）を含みます（措法

37の13の 2 ④、37の13③）。以下同じです。

②　設立特定株式の取得をする見込みである旨
を記載した書類の提出
　上記①の還付の請求は、居住者等が、その
年の前年分の所得税につき設立特定株式をそ
の年中に払込みにより取得をする見込みであ
る旨等の一定の事項を記載した書類の添付が
ある確定申告書をその提出期限までに提出し
ている場合（税務署長においてやむを得ない
事情があると認める場合には、その申告書を
その提出期限後に提出した場合を含みます。）
であって、その年分の確定申告書をその提出
期限までに提出した場合（税務署長において
やむを得ない事情があると認める場合には、
その申告書をその提出期限後に提出した場合
を含みます。）に限り、適用されます（措法
37の13の 2 ④、37の13⑤）。
　上記の一定の事項は、以下のとおりとされ
ています（措規18の15の 2 ③）。
イ　設立特定株式をその年の翌年中に払込み
により取得をする見込みである旨
ロ　その年の翌年中に払込みにより取得をす
る見込みである設立特定株式を発行する特
定株式会社の名称並びにその設立特定株式
の取得に要する金額の見込額及び取得予定
年月日（その年分の確定申告書の提出の時
において明らかであるものに限ります。）
ハ　その他参考となるべき事項
③　所得税の還付の請求をするための還付請求
書の提出
　上記①の還付の請求をしようとする者は、
その還付を受けようとする所得税の額、その
計算の基礎等の一定の事項を記載した還付請
求書に、設立特定株式控除未済額の計算に関
する明細書等の一定の書類を添付して、税務
署長に提出しなければならないこととされま
した（措法37の13の 2 ④、37の13⑩）。
イ　還付請求書の記載事項
　上記の還付請求書に記載する一定の事項
は、以下のとおりとされています（措規18
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の15の 2 ④）。
イ　還付請求書を提出する者の氏名、住所
（国内に住所がない場合には、居所。以
下同じです。）及び個人番号（個人番号
を有しない者にあっては、氏名及び住所
（国内に住所がない場合には、居所）。以
下同じです。）並びに住所地（国内に住
所地がない場合には、居所地）と納税地
とが異なる場合には、その納税地
ロ　上記イの請求書に係る設立特定株式控
除未済額が生じた年の前年分の一般株式
等に係る課税譲渡所得等の金額及び上場
株式等に係る課税譲渡所得等の金額に係
る所得税の額
ハ　上記①の適用を受けようとする設立特
定株式控除未済額
ニ　上記イの請求書をその提出期限後に提
出しようとする場合には、その請求書が
その提出期限までに提出されなかった事
情の詳細
ホ　その他参考となるべき事項
ロ　還付請求書の添付書類
　上記の還付請求書に添付する一定の書類
は、次に掲げる場合の区分に応じ次に定め
る書類とされています（措規18の15の 2
⑦）。
イ　その年中に取得をした控除対象設立特
定株式の取得に要した金額の合計額につ
き上記 1 ⑴の規定の適用を受ける場合
��設立特定株式控除未済額の計算に関
する明細書（適用前の株式等に係る譲渡
所得等の金額の合計額、控除対象設立特
定株式の取得に要した金額の合計額及び
その年中に払込みにより取得をした設立
特定株式の銘柄ごとの控除対象設立特定
株式の取得に要した金額の計算に関する
明細の記載があるものに限るものとし、
下記⑵の適用がある場合には下記⑵①又
は②に掲げる場合の区分に応じ下記⑵①
又は②に定める金額の計算に関する明細

の記載があるものに限ります。）
ロ　上記イに掲げる場合以外の場合��上
記イの設立特定株式控除未済額の計算に
関する明細書及び上記 1 ⑶に掲げる書類
（上記 1 ⑶⑤及び⑥に掲げる書類を除き
ます。）

　税務署長は、上記の還付請求書の提出があ
った場合には、その請求の基礎となった設立
特定株式控除未済額その他必要な事項につい
て調査し、その調査したところにより、その
請求をした者に対し、所得税を還付し、又は
請求の理由がない旨を書面により通知するこ
ととされました（措法37の13の 2 ④、37の13
⑪）。
④　国税通則法の適用関係
　上記①の請求による還付金について還付加
算金を計算する場合には、その計算の基礎と
なる期間は、上記①の還付の請求がされた日
（その還付の請求がされた日が確定申告書の
提出期限前である場合には、その提出期限）
の翌日以後 3月を経過した日からその還付の
ための支払決定をする日又はその還付金につ
き充当をする日（同日前に充当をするのに適
することとなった日がある場合には、その適
することとなった日）までの期間とされまし
た（措法37の13の 2 ④、37の13⑫）。
　また、国税通則法第 2条第 6号ハ⑴及び第
19条第 4項第 2号ハの読替えにより、還付請
求書が同法の納税申告書として位置づけられ
るとともに、修正申告書の記載事項が整備さ
れました（措法37の13の 2 ④、37の13⑬）。
⑤　相続人等による還付の請求
　所得税法第125条第 1 項から第 3 項まで又
は第 5項の規定に該当してこれらの規定に規
定する申告書を提出する者（相続人等）は、
その年の中途において死亡をした居住者等の
その年において生じた設立特定株式控除未済
額がある場合には、その申告書の提出と同時
に、その申告書に係る所得税の納税地の所轄
税務署長に対し、所得税の還付を請求するこ
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とができることとされました（措法37の13の
2 ④、37の13⑥）。
　還付の請求ができる所得税の額の計算方法
や還付請求書の添付書類等は、上記①から④
までと同様ですが、還付請求書の記載事項に
ついて、以下の事項を追加で記載することと
されています（措規18の15の 2 ⑤）。
イ　各相続人等の氏名、住所及び個人番号並
びに被相続人との続柄
ロ　還付の請求をしようとする設立特定株式
控除未済額
ハ　死亡をした居住者等の氏名及びその死亡
の時における住所（国内に住所がない場合
には、居所）並びに住所地（国内に住所地
がない場合には、居所地）と納税地とが異
なる場合には、その納税地
ニ　相続人等が 2人以上ある場合には、各相
続人等別の還付を受けようとする所得税の
額
　また、還付の請求をする場合において、相
続人等が 2人以上あるときは、その請求に係
る還付請求書は、各相続人等が連署による 1
つの書面で提出しなければなりませんが、他
の相続人等の氏名を付記して各別に提出する
ことも認められます（措令25の12の 2 ⑦、25
の12⑧）。
（注 1）　上記の「相続人等」とは相続人（包括

受遺者を含みます。以下同じです。）又は

その相続人がその相続の開始があったこ

とを知った日の翌日から 4 月を経過した

日の前日（同日前にその相続人が出国を

する場合には、その出国の時）までに還

付請求書を提出しないで死亡をした場合

におけるその相続人の相続人をいいます

（措法37の13の 2 ④、37の13⑨）。以下同

じです。
（注 2）　上記の各別に提出する方法により請求

書を提出した相続人等は、遅滞なく、他

の相続人等に対し、その請求書に記載し

た事項の要領を通知しなければならない

こととされ（措令25の12の 2 ⑦、25の12

⑨）、その請求書には、上記⑤イの他の相

続人等の個人番号は、記載することを要

しないこととされています（措規18の15

の 2 ⑥）。

⑥　その年分の確定申告書を提出できない場合
における還付の請求
　居住者等又はその居住者等が年の中途にお
いて死亡をした場合におけるその相続人等が、
上記①又は⑤の還付の請求をしようとする場
合であって、その年分の所得税につき確定申
告書を提出すべき場合及び提出することがで
きる場合のいずれにも該当しない場合であっ
ても、その居住者等又はその相続人等は、上
記①又は⑤の還付を請求できることとされ、
上記①から⑤までを準用し、必要な読替え規
定が整備されました（措法37の13の 2 ④、37
の13⑨）。
　具体的には、居住者等又はその相続人等は、
その年分の確定申告書の提出と同時に所得税
の還付を請求することができることとされ
（措法37の13の 2 ④、37の13③⑥）、また、そ
の年分の確定申告書をその提出期限までに提
出した場合に限り適用されますが（措法37の
13の 2 ④、37の13⑤⑧）、その年分の所得税
につき確定申告書を提出すべき場合及び提出
することができる場合のいずれにも該当しな
い場合には、還付請求書をその年の翌年 3月
15日（その者が同日前に出国をする場合には、
その出国の時）までに提出した場合（税務署
長においてやむを得ない事情があると認める
場合には、その還付請求書をその年の翌年 3
月15日（その者が同日前に出国をする場合に
は、その出国の時）後に提出した場合を含み
ます。）に限り、適用することとされました
（措法37の13の 2 ④、37の13③⑤⑥⑧⑨）。

⑵　控除対象設立特定株式の取得価額の計算方法
の改正
　居住者等又はその相続人等が、その居住者等
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がその年中に取得をしたその控除対象設立特定
株式の取得に要した金額の合計額につき上記⑴
の特例の適用を受け、所得税の還付を受けた場
合において、その還付の請求の基礎となった設
立特定株式控除未済額（以下⑵において「適用
設立特定株式控除未済額」といいます。）と上
記 1 ⑴②の適用額との合計額が20億円を超えた
ときは、その適用設立特定株式控除未済額が生
じた年（以下⑵において「適用年」といいま
す。）の翌年以後の各年分におけるその適用控
除対象設立特定株式に係る同一銘柄株式 1株当
たりの取得価額の計算については、上記 1 ⑴②
ロイ又はロに定める金額は、その適用年の次に
掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定める金
額とされました（措令25の12の 2 ⑧二イロ）。
①　適用年において他の適用控除対象設立特定
株式がない場合��上記 1 ⑴②の適用額及び
適用設立特定株式控除未済額の合計額から20
億円を控除した残額
②　適用年において他の適用控除対象設立特定
株式がある場合��上記 1 ⑴②の適用額及び
適用設立特定株式控除未済額の合計額から20
億円を控除した残額に、その適用控除対象設
立特定株式の取得に要した金額と当該他の適
用控除対象設立特定株式の取得に要した金額
との合計額のうちに占めるその適用控除対象
設立特定株式の取得に要した金額の割合を乗
じて計算した金額
　上記により、上記⑴の特例の適用を受け、所
得税の還付を受けた場合におけるその請求の基
礎となった設立特定株式控除未済額に相当する
株式等の譲渡所得等の金額に対する課税が、こ
の上記⑴の特例の適用を受けて取得した設立特
定株式に係る同一銘柄株式を譲渡したときまで
繰り延べられることとなります。

⑶　適用控除対象設立特定株式を適用年の翌年中
に譲渡をした場合における取得価額の計算
　居住者等が、その年中に取得をした控除対象
設立特定株式の取得に要した金額の合計額につ

き、上記 1 ⑴①又は上記⑴の特例の適用を受け
た場合において、その適用を受けた年（以下⑶
において「適用年」といいます。）の翌年 1 月
1日（その者が適用年の中途において出国をし
た場合には、その出国の時）からその適用年の
翌年12月31日までの間に、その適用年において
取得をした適用控除対象設立特定株式の一定の
譲渡をしたときは、その適用年の翌年以後の各
年分におけるその適用控除対象設立特定株式に
係る同一銘柄株式 1株当たりの取得価額は、①
に掲げる金額から②に掲げる金額を控除した金
額とすることとされました（措令25の12の 2 ⑨）。
①　適用控除対象設立特定株式に係る同一銘柄
株式 1株当たりの適用年の12月31日における
所得税法施行令第105条第 1 項の規定により
算出した取得価額（上記⑵の取得価額の計算
を行っている場合には、その計算をした後の
金額）
②　適用控除対象設立特定株式に係る適用年の
次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定
める金額をその適用年の12月31日において有
するその適用控除対象設立特定株式に係る同
一銘柄株式の数で除して計算した金額
イ　適用年において他の適用控除対象設立特
定株式がない場合��上記 1 ⑴②の適用額
及び上記⑵の適用設立特定株式控除未済額
の合計額（その合計額が20億円を超える場
合には、20億円）をその適用年の12月31日
におけるその適用控除対象設立特定株式に
係る控除対象設立特定株式数で除して計算
した金額に、その譲渡をしたその適用控除
対象設立特定株式の数を乗じて計算した金
額の合計額
ロ　適用年において他の適用控除対象設立特
定株式がある場合��上記 1 ⑴②の適用額
及び上記⑵の適用設立特定株式控除未済額
の合計額（その合計額が20億円を超える場
合には、20億円）に、その適用控除対象設
立特定株式の取得に要した金額と当該他の
適用控除対象設立特定株式の取得に要した
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金額との合計額のうちに占めるその適用控
除対象設立特定株式の取得に要した金額の
割合を乗じて計算した金額を、その適用年
の12月31日におけるその適用控除対象設立
特定株式に係る控除対象設立特定株式数で
除して計算した金額に、その譲渡をしたそ
の適用控除対象設立特定株式の数を乗じて
計算した金額の合計額

（注 1）　上記の「一定の譲渡」とは、租税特別措

置法第37条の11の 2 第 2 項に規定する譲渡

をいい、以下の適用控除対象設立特定株式

の譲渡が除外されています（措令25の12の

2 ⑨、措規18の15の 2 ⑧）。

イ�　適用控除対象設立特定株式に係る上場

等の日以後に行うその適用控除対象設立

特定株式の譲渡

ロ�　その年12月31日において、その適用控

除対象設立特定株式を発行した特定株式

会社（その特定株式会社であった株式会

社を含みます。以下同じです。）の株式の

取得（購入による取得に限ります。）によ

りその特定株式会社の総株主の議決権の

100分の50を超える議決権を有することと

なる法人に対するその適用控除対象設立

特定株式の譲渡

ハ�　その適用控除対象設立特定株式を発行

した特定株式会社を被合併法人とする合

併によるその適用控除対象設立特定株式

の譲渡

ニ�　租税特別措置法第37条の10第 3 項第 2

号又は第 3 号に規定する法人の分割又は

株式分配によるその適用控除対象設立特

定株式の譲渡

ホ�　その適用控除対象設立特定株式を発行

した特定株式会社の行う株式交換又は株

式移転によるその適用控除対象設立特定

株式の譲渡

ヘ�　その適用控除対象設立特定株式を発行

した特定株式会社を株式交付子会社とす

る株式交付によるその適用控除対象設立

特定株式の譲渡

ト�　租税特別措置法第37条の13の 3 第 1 項

の規定により行われたものとみなされる

その適用控除対象設立特定株式の譲渡（そ

の適用控除対象設立特定株式を発行した

特定株式会社について、清算（特別清算

に限ります。）が結了した場合又は破産手

続開始の決定を受けた場合における譲渡

に限ります。）

チ�　その適用控除対象設立特定株式を発行

した特定株式会社の役員等（法人税法第

2 条第15号に規定する役員又は重要な使

用人をいいます。）に対するその適用控除

対象設立特定株式の譲渡（その譲渡の対

価の額が、その譲渡をしたその適用控除

対象設立特定株式の数に対応するその適

用控除対象設立特定株式の取得に要した

金額以上であるものに限ります。）

リ�　所得税法第59条第 1 項の規定により行

われたものとみなされるその適用控除対

象設立特定株式の譲渡（相続又は遺贈が

生じた場合における譲渡に限ります。）

ヌ�　所得税法第60条の 3 第 1 項の規定によ

り行われたものとみなされるその適用控

除対象設立特定株式の譲渡（相続又は遺

贈により非居住者に移転した場合におけ

る譲渡に限ります。）
（注 2）　居住者等がその譲渡の直前において適用

控除対象設立特定株式に係る同一銘柄株式

で払込みにより取得をした特定株式（適用

控除対象設立特定株式を除きます。）を有す

るときは、まず適用控除対象設立特定株式

の譲渡をし、次に払込みにより取得をした

特定株式の譲渡をしたものとして上記の特

例を適用します（措令25の12の 2 ⑩）。
（注 3）　適用年の翌年 1 月 1 日から適用控除対象

設立特定株式の譲渡をした日までの期間（以

下「譲渡前期間」といいます。）内に、その

適用控除対象設立特定株式に係る同一銘柄

株式につき分割又は併合があった場合にお
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ける上記②イ又はロに定める金額の計算に

ついては、控除対象設立特定株式数は、そ

の控除対象設立特定株式数にその分割又は

併合の比率（譲渡前期間内において 2 以上

の段階にわたる分割又は併合があった場合

には、その譲渡前期間内における全ての段

階の分割又は併合の比率の積に相当する比

率）を乗じて得た数とされます（措令25の

12の 2 ⑪）。また、譲渡前期間内に、株式無

償割当て（その株式無償割当てによりその

適用控除対象設立特定株式と同一の種類の

株式が割り当てられるものに限ります。以

下同じです。）があった場合における上記②

イ又はロに定める金額の計算については、

控除対象設立特定株式数は、その控除対象

設立特定株式数にその株式無償割当てによ

り割り当てられた株式の数（譲渡前期間内

において 2 以上の段階にわたる株式無償割

当てがあった場合には、その譲渡前期間内

における全ての段階の株式無償割当てによ

り割り当てられた株式の数の合計数）を加

算した数とされます（措令25の12の 2 ⑪）。
（注 4）　上記の「控除対象設立特定株式数」とは、

設立特定株式の銘柄ごとに、イに掲げる数

からロに掲げる数を控除した残数をいいま

す（措令25の12の 2 ③）。

イ�　居住者等がその年中に払込みにより取

得をした設立特定株式の数

ロ�　居住者等がその年中に譲渡又は贈与を

した同一銘柄株式の数

⑷　特定株式会社の通知義務の改正
①　上記⑶の改正に伴い、居住者等がその年中
に取得をした適用控除対象設立特定株式のそ
の後の異動状況について税務署長が把握する
必要があるため、適用控除対象設立特定株式
の取得をした居住者等は、その適用年の翌年
以後の各年においてその同一銘柄株式の譲渡
又は贈与をしたときは、遅滞なく、その特定
株式会社にその者の氏名、その同一銘柄株式

の譲渡又は贈与をした旨、その譲渡又は贈与
をした同一銘柄株式の数及びその年月日を通
知しなければならないこととされました（措
令25の12の 2 ⑫、措規18の15の 2 ⑨）。
②　居住者等が払込みにより取得をした特定株
式会社の設立特定株式に係る同一銘柄株式を
その払込みによる取得があった日の属する年
の翌年以後の各年において譲渡又は贈与をし
た場合において、その特定株式会社が上記①
の通知その他の事由により譲渡又は贈与があ
ったことを知ったときは、その特定株式会社
は、その知った日の属する年の翌年 1月31日
までに、その知った旨その他の事項をその所
在地の所轄税務署長に通知しなければならな
いこととされました（措令25の12の 2 ⑬）。
（注）　上記の通知には、特定株式会社が、居住

者等につきその特定株式会社の株式の譲渡

又は贈与があったことを知った旨及びその

特定株式会社の設立特定株式の払込みによ

る取得の時（その取得の時が 2 以上ある場

合には、最初の取得の時）以後のその株式

の譲渡又は贈与に係るその譲渡又は贈与ご

との次に掲げる事項を記載することとされ

ました。記載内容は改正前と変わりはあり

ませんが、その取得をした年の異動状況の

みではなく、最初の取得の時以降の異動状

況を記載することとされ、上記 1 ⑶③の「特

定株式会社から交付を受けたその居住者等

が有するその特定株式会社の株式の異動に

つき異動した株式数等が異動ごとに記載さ

れた明細書」と同様の事項が記載されるこ

ととなります（措規18の15の 2 ⑩）。

イ　譲渡又は贈与をした年月日

ロ�　譲渡又は贈与をした株式の数及び譲渡

又は贈与の直後において有する株式の数

ハ�　譲渡が上記⑶（注 1）の譲渡（リ及び

ヌを除きます。）に掲げる譲渡に該当する

場合には、その旨

ニ　その他参考となるべき事項

─�167�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



⑸　特定の基準所得金額の課税の特例の改正
　上記⑴の設立特定株式控除未済額の繰戻し還
付の請求について、純損失の繰戻しによる還付
の請求（所法140）及び相続人等の純損失の繰
戻しによる還付の請求（所法141）における還
付額の算定と同様に、本特例による税額を勘案
して行うための改正が行われました（措令26の
28の 3 の 2 ④、復興所令13①）。
　これに伴い、還付請求書の記載事項にも本特
例による税額が追加されています（措規19の11
③）。
（注）　居住者等の相続人等が還付請求を行う場合

及び居住者等又はその相続人等が確定申告書

を提出することができない場合における上記

の計算方法について、租税特別措置法施行令

26条の28の 3 の 2 第 4 項を準用し、居住者等

が還付請求を行う場合と同様の計算をするこ

ととしています（措規19の11①）。

　また、純損失の繰戻しによる還付の請求（所

法140）又は相続人等の純損失の繰戻しによる

還付の請求（所法141）の適用がある場合には、

租税特別措置法施行令第26条の28の 3 の 2 第

5 項第 3 号又は第 4 号の規定により読み替え

られた所得税法第140条第 1 項第 2 号又は第

141条第 1 項第 2 号に規定する本特例を適用し

て計算した所得税の額、調整基準所得金額及

び調整基準所得税額を、それぞれ租税特別措

置法施行令第26条の28の 3 の 2 第 4 項の規定

により読み替えられた租税特別措置法第37条

の13の 2 第 4 項において準用する同法第37条

の13に規定する本特例を適用して計算した所

得税の額、設立特定株式調整基準所得金額の

計算の基礎となる基準所得金額及び設立特定

株式調整基準所得税額の計算の基礎となる基

準所得税額とみなすこととしています（措規

19の11②二）。これにより、純損失の繰戻しに

よる還付の請求（所法140）又は相続人等の純

損失の繰戻しによる還付の請求（所法141）の

適用がある場合には、まずこれらの規定を適

用し、次に本特例による計算を行うこととな

ります。

⑹　所得税の還付に関する罰則の整備
　上記⑴の改正に伴い、偽りその他不正の行為
により、所得税の還付を受けた場合についての
罰則が定められました（措法42の 3 ①②⑦⑧）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴⑵⑸及び⑹の改正は、令和 8年 1月
1日以後に生ずる設立特定株式控除未済額につ
いて適用されます（措法37の13の 2 ④）。
⑵　上記 2 ⑶の改正は、個人が令和 8年 1月 1日
以後に払込みにより取得をする適用控除対象設
立特定株式について適用されます（改正措令附
則 8①）。
⑶　上記 2 ⑷①の改正は、令和 7年 4月 1日以後
に譲渡又は贈与をする場合について適用し、同
日前に譲渡又は贈与をした場合については従前
どおりとされています（改正措令附則 8②）。
⑷　上記 2 ⑷②の改正は、令和 7年 4月 1日から
施行されています（改正措令附則 1）。

三�　金融機関等の受ける利子所得等に対する源泉徴収の不適用の
改正

1 　改正前の制度の概要

　金融商品取引業者等が支払を受ける公社債の利
子又は社債的受益権の剰余金の配当で次に掲げる
もの（以下「公社債の利子等」といいます。）に

ついては、所得税の源泉徴収を行わないこととさ
れています（措法 8②）。
①　社債、株式等の振替に関する法律に規定す
る振替口座簿（以下「振替口座簿」といいま
す。）に記載又は記録がされた公社債の利子
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（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律
により信託業務を営む金融機関のその記載又
は記録がされた公社債の利子で一定のものを
除きます。）
②　振替口座簿に記載又は記録がされた社債的
受益権の剰余金の配当（金融機関の信託業務
の兼営等に関する法律により信託業務を営む
金融機関のその記載又は記録がされた社債的
受益権の剰余金の配当で一定のものを除きま
す。）
③　特定管理方法により金融商品取引業者等の
固有財産として保管され、又は他の金融商品
取引業者若しくは登録金融機関に特定管理方
法による保管の委託がされた社債の利子

　上記の金融商品取引業者等とは、金融商品取引
業者（第一種金融商品取引業を行う者（第一種少
額電子募集取扱業者を除きます。以下同じです。）
に限ります。）、金融商品取引清算機関又は証券金
融会社とされています（旧措令 3の 3⑧）。

2 　改正の内容

　金融商品取引業者のうち、第一種金融商品取引
業を行う者が支払を受ける公社債の利子等は、デ
ィーリング（証券会社等が自己勘定で有価証券の
売買を行うこと）のために一時的に保有する公社
債を念頭に、公社債の流通の円滑化のために、特
例として源泉徴収が不適用とされています。
　他方、第213回通常国会にて成立した金融商品

取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律の
一部を改正する法律（令和 6年法律第32号）によ
り新設された非上場有価証券特例仲介等業者につ
いては、第一種金融商品取引業を行う者ではある
ものの金融商品取引法上のディーリングができな
いこととされたことや、金融商品取引業以外の業
務との兼業規制が課せられないため金融商品取引
業以外の業務に関連して公社債等を保有すること
ができることとされたことに伴い、本特例の対象
となる第一種金融商品取引業を行う者の範囲から
除外することとされました（措令 3の 3⑧）。
（注）　「非上場有価証券特例仲介等業者」とは、第

一種金融商品取引業を行う者のうち特定投資

家を対象とした非上場有価証券の仲介等の業

務のみを行う者をいい、参入要件を緩和する

ために、第一種金融商品取引業を行う者に課

せられている兼業規制や自己資本規制比率に

関する規制等が適用除外とされています。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、金融商品取引業者等が金融商
品取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律
の一部を改正する法律の施行の日（令和 7年 5月
1日）以後に支払を受けるべき公社債の利子等に
ついて適用し、金融商品取引業者等が同日前に支
払を受けるべき公社債の利子等については、従前
どおりとされています（改正措令附則 2）。

四�　非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び�
譲渡所得等の非課税措置の改正

1 　改正前の制度の概要

　成長資金の供給を促しつつ、家計の安定的な資
産形成を促進する観点から、この非課税口座内の
少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の
非課税措置が設けられています。この特例は
「NISA制度」と呼ばれるものです。

⑴　配当所得の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を
開設している居住者等が支払を受けるべき非課
税口座内上場株式等の配当等で次に掲げるもの
（その金融商品取引業者等が国内における支払
の取扱者で一定のものである配当等に限りま
す。）については、所得税を課さないこととさ
れています（旧措法 9の 8）。
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①　その非課税口座に設けられた非課税管理勘
定に係る非課税口座内上場株式等の一定の配
当等で、その非課税管理勘定を設けた日から
同日の属する年の 1月 1日以後 5年を経過す
る日までの間に支払を受けるべきもの
②　その非課税口座に設けられた累積投資勘定
に係る非課税口座内上場株式等の一定の配当
等で、その累積投資勘定を設けた日から同日
の属する年の 1月 1日以後20年を経過する日
までの間に支払を受けるべきもの
③　その非課税口座に設けられた特定累積投資
勘定に係る非課税口座内上場株式等の一定の
配当等で、その特定累積投資勘定を設けた日
以後に支払を受けるべきもの
④　その非課税口座に設けられた特定非課税管
理勘定に係る非課税口座内上場株式等の一定
の配当等で、その特定非課税管理勘定を設け
た日以後に支払を受けるべきもの

（注）　上記の「非課税口座内上場株式等」とは、

次に掲げる上場株式等をいいます（措法37の

14①）。以下同じです。

①�　非課税上場株式等管理契約に基づきその

非課税口座に係る振替口座簿に記載若しく

は記録がされ、又はその非課税口座に保管

の委託がされている非課税管理勘定に係る

一定の上場株式等

②�　非課税累積投資契約に基づきその非課税

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録

がされ、又はその非課税口座に保管の委託

がされている累積投資勘定に係る一定の上

場株式等

③�　特定非課税累積投資契約に基づきその非

課税口座に係る振替口座簿に記載若しくは

記録がされ、又はその非課税口座に保管の

委託がされている特定累積投資勘定又は特

定非課税管理勘定に係る一定の上場株式等

⑵　譲渡所得等の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を
開設している居住者等が、非課税口座内上場株

式等の次に掲げる譲渡をした場合には、その譲
渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につい
ては、所得税を課さないこととされています
（措法37の14①）。
①　その非課税口座に非課税管理勘定を設けた
日から同日の属する年の 1月 1日以後 5年を
経過する日までの間に行う非課税上場株式等
管理契約に基づく譲渡
②　その非課税口座に累積投資勘定を設けた日
から同日の属する年の 1月 1日以後20年を経
過する日までの間に行う非課税累積投資契約
に基づく譲渡
③　その非課税口座に特定累積投資勘定を設け
た日以後に行う特定非課税累積投資契約に基
づく譲渡
④　その非課税口座に特定非課税管理勘定を設
けた日以後に行う特定非課税累積投資契約に
基づく譲渡
　一方、非課税上場株式等管理契約、非課税累
積投資契約又は特定非課税累積投資契約に基づ
く非課税口座内上場株式等の譲渡による収入金
額がその非課税口座内上場株式等の取得費及び
その譲渡に要した費用の額の合計額又はその譲
渡に係る必要経費に満たない場合におけるその
不足額（損失額）は、所得税に関する法令の規
定の適用については、ないものとみなすことと
されています（措法37の14②）。

⑶　非課税口座の意義
　「非課税口座」とは、居住者等（その年 1 月
1 日において18歳以上である者に限ります。）
が、上記⑴及び⑵の非課税措置等の適用を受け
るため、一定の手続に従い、金融商品取引業者
等の営業所の長に非課税口座開設届出書の提出
をして、その金融商品取引業者等との間で締結
した次に掲げる契約に基づきそれぞれ次に定め
る期間内に開設された上場株式等の振替口座簿
への記載若しくは記録又は保管の委託（以下
「振替記載等」といいます。）に係る口座（その
口座において非課税上場株式等管理契約、非課
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税累積投資契約及び特定非課税累積投資契約に
基づく取引以外の取引に関する事項を扱わない
ものに限ります。）をいいます（旧措法37の14
⑤一）。
①　非課税上場株式等管理契約��平成26年 1
月 1 日から令和 5年12月31日までの期間
②　非課税累積投資契約��平成30年 1 月 1 日
から令和 5年12月31日までの期間
③　特定非課税累積投資契約��令和 6年 1月
1日以後の期間

（注）　上記の「非課税上場株式等管理契約」に係

るNISAは「一般NISA」と呼ばれ、「非課税累

積投資契約」に係るNISAは「つみたてNISA」

と呼ばれています。

⑷　特定非課税累積投資契約の意義
　「特定非課税累積投資契約」とは、上記⑴③
及び④並びに⑵③及び④の非課税措置等の適用
を受けるために居住者等が金融商品取引業者等
と締結した上場株式等の振替記載等に係る契約
で、その契約書において、次に掲げる事項その
他の事項が定められているものをいいます（旧
措法37の14⑤六、旧措令25の13⑦㉓～㉜㊹、措
規18の15の 3 ⑧、旧平29. 3 内閣府告540第 1 条、
第 7 条）。また、この契約に係るNISA は「新
NISA」と呼ばれています。
①　上場株式等の振替記載等は、その振替記載
等に係る口座に設けられた特定累積投資勘定
又は特定非課税管理勘定において行うこと。
②　特定累積投資勘定には、特定累積投資上場
株式等（累積投資上場株式等で、継続適用届
出書提出者が一定の期間内に取得をしたイに
掲げる上場株式等を除きます。以下同じで
す。）のうち、次に掲げる特定累積投資上場
株式等のみを受け入れること。ただし、イに
掲げる上場株式等にあっては、累積投資契約
により取得したものに限られています。
イ　その口座に特定累積投資勘定が設けられ
た日から同日の属する年の12月31日までの
期間（以下イにおいて「受入期間」といい

ます。）内にその金融商品取引業者等への
買付けの委託（その買付けの委託の媒介、
取次ぎ又は代理を含みます。以下同じで
す。）により取得をした特定累積投資上場
株式等、その金融商品取引業者等から取得
をした特定累積投資上場株式等又はその金
融商品取引業者等が行う特定累積投資上場
株式等の募集（公募に限ります。以下同じ
です。）により取得をした特定累積投資上
場株式等のうち、その取得後直ちにその口
座に受け入れられるものでその受入期間内
の取得対価の額の合計額が120万円を超え
ないもの（特定累積投資上場株式等を口座
に受け入れた場合に、その合計額、同年に
おいて口座に受け入れている下記③イの上
場株式等の取得対価の額の合計額及び特定
累積投資勘定基準額（前年12月31日に特定
累積投資勘定及び特定非課税管理勘定に受
け入れている上場株式等の購入の代価の額
に相当する金額として一定の金額をいいま
す。以下同じです。）の合計額が1,800万円
を超えることとなるときにおけるその特定
累積投資上場株式等を除きます。）
ロ　上記イのほか、非課税口座内上場株式等
について行われた受益権の分割又は併合に
より取得する上場株式等や、非課税口座内
上場株式等に係る投資信託の併合により取
得する新たな投資信託の受益権など、一定
の事由により取得する特定累積投資上場株
式等

③　特定非課税管理勘定には、次に掲げる上場
株式等のみを受け入れること。ただし、継続
適用届出書提出者が一定の期間内に取得をし
た上場株式等でイに掲げるものその他一定の
上場株式等は特定非課税管理勘定への受入れ
ができないこととされています。
イ　その口座に特定非課税管理勘定が設けら
れた日から同日の属する年の12月31日まで
の期間（以下イにおいて「受入期間」とい
います。）内にその金融商品取引業者等へ
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の買付けの委託により取得をした上場株式
等、その金融商品取引業者等から取得をし
た上場株式等、その金融商品取引業者等が
行う上場株式等の募集により取得をした上
場株式等又はその口座に振替記載等がされ
ている上場株式等について与えられた新株
予約権の行使により取得をした上場株式等
その他の一定のもののうち、その取得後直
ちにその口座に受け入れられるものでその
受入期間内の取得対価の額の合計額が240
万円を超えないもの（上場株式等を口座に
受け入れた場合に、次に掲げる場合に該当
することとなるときにおけるその上場株式
等を除きます。）
イ　その合計額及び特定非課税管理勘定基
準額（前年12月31日に特定非課税管理勘
定に受け入れている上場株式等の購入の
代価の額に相当する金額として一定の金
額をいいます。）の合計額が1,200万円を
超える場合
ロ　その受入期間内に受け入れた上場株式
等の取得対価の額の合計額、その受入期
間に係る特定非課税管理勘定が設けられ
た日の属する年において口座に受け入れ
ている上記②イの特定累積投資上場株式
等の取得対価の額の合計額及び特定累積
投資勘定基準額の合計額が1,800万円を
超える場合

ロ　上記イのほか、非課税口座内上場株式等
について行われた株式又は受益権の分割又
は併合により取得する上場株式等や、非課
税口座内上場株式等を発行した法人の合併
により取得する合併法人又は合併親法人の
株式など、一定の事由により取得する上場
株式等

（注 1）　上記②の「累積投資上場株式等」とは、

その上場株式等（公社債投資信託以外の証

券投資信託の受益権で上場等がされている

もの及び公社債投資信託以外の証券投資信

託でその設定に係る受益権の募集が一定の

公募により行われたものの受益権に限りま

す。）を定期的に継続して取得することによ

り個人の財産形成が促進されるものとして

一定の要件（措令25の13⑮㊹、旧平29. 3 内

閣府告540第 1 条～第 6 条）を満たすものを

いいます。以下同じです。
（注 2）　上記（注 1）の一定の要件として、公社

債投資信託以外の証券投資信託のうちその

受益権が金融商品取引所に上場等がされて

いるもの（以下「上場株式投資信託」とい

います。）については、特定累積投資勘定に

おいてその受益権が振替記載等されている

期間（以下「管理期間」といいます。）を通

じてその受益権の取得対価の額が 1 口（取

得する受益権が共有持分の割合である場合

には、 1単位。以下同じです。）当たり1,000

円以下であること（以下「取得対価の額に

係る要件」といいます。）等が定められてい

ます（旧平29. 3 内閣府告540第 2 条第 1号）。

　なお、投資信託委託会社等は、上場株式

投資信託の受益権等について特定累積投資

勘定に受け入れることができるものとして

募集又は売出しをする場合には、上記の要

件を満たす旨等の一定の事項を記載した対

象商品届出書を内閣総理大臣に提出する必

要があります。この対象商品届出書には、

その募集又は売出しに係る有価証券届出書

の写し等一定の書面を添付しなければなら

ないこととされています（旧平29. 3 内閣府

告540第 3 条）。

　また、上記の対象商品届出書を提出した

投資信託委託会社等は、その受益権が上記

の要件のうち取得対価の額に係る要件等に

該当しないこととなる場合には、その旨等

を記載した対象商品廃止等届出書を内閣総

理大臣に提出する必要があります（旧平

29. 3 内閣府告540第 5 条）。
（注 3）　上記②の「累積投資契約」とは、居住者

等が、一定額の上場株式等につき、定期的

に継続して、金融商品取引業者等に買付け
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の委託をし、その金融商品取引業者等から

取得し、又はその金融商品取引業者等が行

う募集により取得することを約する契約で、

あらかじめその買付けの委託又は取得をす

る上場株式等の銘柄が定められているもの

をいいます（旧措法37の14⑤四）。以下同じ

です。
（注 4）　上記の「特定累積投資勘定」とは、特定

非課税累積投資契約に基づき振替記載等が

される特定累積投資上場株式等につきその

振替記載等に関する記録を他の取引に関す

る記録と区分して行うための勘定で、次に

掲げる要件等を満たすものをいいます（旧

措法37の14⑤七）。以下同じです。

イ�　令和 6 年以後の各年においてのみ設け

られること。

ロ�　原則として令和 6 年以後の各年の 1 月

1 日において設けられること。ただし、

非課税口座開設届出書（非課税口座の再

開設に関する手続により提出されるもの

（下記⑺③イ参照）を除きます。）の提出

が年の中途においてされた場合における

その提出がされた日の属する年について

はその提出の日に設けられ、下記⑺①又

は②の勘定廃止通知書又は非課税口座廃

止通知書等の書類が提出されるなど非課

税口座の再開設及び特定累積投資勘定等

の再設定に関する手続が行われた場合に

は所轄税務署長から下記⑺⑤イの事項の

提供があった日（その設定しようとする

特定累積投資勘定に係る年分の 1 月 1 日

前にその事項の提供があった場合には、

その年 1月 1日）に設けられること。
（注 5）　上記の「特定非課税管理勘定」とは、特

定非課税累積投資契約に基づき振替記載等

がされる上場株式等につきその振替記載等

に関する記録を他の取引に関する記録と区

分して行うための勘定で、特定累積投資勘

定と同時に設けられるものをいいます（措

法37の14⑤八）。以下同じです。

⑸　非課税口座の新規開設に関する手続
　居住者等（口座開設年の 1月 1日において18
歳以上である者に限ります。）が金融商品取引
業者等の営業所において非課税口座を新たに開
設しようとする場合には、所定の事項を記載し
た非課税口座開設届出書を、原則として、その
口座開設年の 1月 1日からその口座開設年にお
いて最初に上記⑴及び⑵の非課税措置等の適用
を受けようとする上場株式等をその口座に受け
入れる日までに、その口座を開設しようとする
金融商品取引業者等の営業所の長に提出をしな
ければならないこととされています（旧措法37
の14⑤一、旧措令25の13⑤、措規18の15の 3 ②）。
（注 1）　非課税口座開設届出書は、その書面によ

る提出に代えて、その届出書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することもで

きます。
（注 2）　非課税口座開設届出書の提出に当たって

は、居住者等は、その提出をする際、金融

商品取引業者等の営業所の長に対し、その

者の本人確認書類を提示し、又はその者の

署名用電子証明書等を送信して、氏名、生

年月日、住所及び個人番号を告知し、その

告知をした事項につきその金融商品取引業

者等の営業所の長の確認を受けなければな

りません（旧措法37の14⑧）。

⑹　重ねて設けられた非課税口座の取扱い
①　非課税口座開設届出書の重複提出等の禁止
イ　金融商品取引業者等の営業所の長は、上
記⑸（注 2）の告知を受けたものと異なる
氏名、生年月日、住所及び個人番号が記載
されている非課税口座開設届出書並びにそ
の金融商品取引業者等に既に非課税口座を
開設している居住者等から重ねて提出がさ
れた非課税口座開設届出書については、こ
れを受理することができないこととされて
います（措法37の14⑨）。
ロ　非課税口座を開設し、又は開設していた
居住者等は、その非課税口座が開設されて
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いる金融商品取引業者等以外の金融商品取
引業者等の営業所の長に対し、非課税口座
開設届出書の提出をする場合には、下記⑺
①若しくは②により交付される勘定廃止通
知書若しくは非課税口座廃止通知書又は通
知書記載事項に係る書類を非課税口座開設
届出書に添付しなければならないこととさ
れています（措法37の14⑩）。
（注 1）　上記の「通知書記載事項に係る書

類」とは、勘定廃止通知書記載事項

（勘定廃止通知書の記載事項をいいます。

以下同じです。）又は非課税口座廃止通

知書記載事項（非課税口座廃止通知書

の記載事項をいいます。以下同じで

す。）の記載がある書類で勘定廃止通知

書及び非課税口座廃止通知書に該当し

ないものをいいます（旧措規18の15の

3 ⑩）。以下同じです。
（注 2）　上記の非課税口座開設届出書への添

付に加え、次の方法によることも可能

です。

イ�　非課税口座開設届出書への勘定廃

止通知書記載事項又は非課税口座廃

止通知書記載事項の記載

ロ�　非課税口座開設届出書の提出と併

せて行われる電磁的方法による勘定

廃止通知書記載事項又は非課税口座

廃止通知書記載事項の提供

ハ　非課税口座を開設し、又は開設していた
居住者等は、その非課税口座が開設されて
いる金融商品取引業者等以外の金融商品取
引業者等の営業所の長に対し、非課税口座
開設届出書（次に掲げるもの、つまり下記
⑺の非課税口座の再開設のために提出され
るものを除きます。）の提出をすることが
できないこととされています（旧措法37の
14⑪）。
イ　下記⑺①若しくは②により交付される
勘定廃止通知書若しくは非課税口座廃止
通知書又は通知書記載事項に係る書類が

添付された非課税口座開設届出書
ロ　勘定廃止通知書記載事項又は非課税口
座廃止通知書記載事項の記載がされた非
課税口座開設届出書
ハ　非課税口座開設届出書の提出と併せて
行われる電磁的方法による勘定廃止通知
書記載事項又は非課税口座廃止通知書記
載事項の提供があるもの

②　上記①に該当する非課税口座開設届出書の
提出により開設された非課税口座の取扱い
　その非課税口座開設届出書が上記①イの受
理することができないもの又は上記①ハの提
出をすることができないものに該当する場合
には、その非課税口座開設届出書の提出によ
り開設された上場株式等の振替記載等に係る
口座は、その口座開設の時から非課税口座に
該当しないものとして所得税に関する法令の
規定を適用することとされています（旧措法
37の14⑫）。
　よって、非課税口座に該当しないものとさ
れた口座に係る上場株式等の配当等や譲渡に
よる所得については、上記⑴及び⑵の非課税
措置等の適用がないため、その口座を開設さ
れた金融商品取引業者等は、その配当等につ
いて源泉徴収を行うとともに、支払調書の税
務署長への提出（所法225①）及び支払通知
書の口座開設者への交付（所法225②、措法
8の 4④）が必要とされています。
（注）　課税扱いとされた譲渡の対価について株

式等の譲渡の対価等の支払調書の提出をす

る場合には、その譲渡の対価が課税扱いと

されたものである旨を支払調書に記載する

こととされています（旧所規別表第 5

（二十八））。

⑺　非課税口座の再開設及び特定累積投資勘定等
の再設定に関する手続
　金融商品取引業者等の営業所において非課税
口座を開設したものの、他の金融商品取引業者
等で販売している金融商品に投資をしてこの特
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例を適用したいといったニーズに応えるため、
金融商品取引業者等の営業所に非課税口座を開
設している者又は開設していた者が、次の①及
び②の手続の下で発行された勘定廃止通知書又
は非課税口座廃止通知書等を用いた次の③の手
続により、非課税口座の再開設又は特定累積投
資勘定等の再設定を可能とする仕組みが設けら
れています。
①　勘定廃止通知書の交付申請手続
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口座
を開設している居住者等がその非課税口座
（以下「変更前非課税口座」といいます。）に
設けられるべき特定累積投資勘定又は特定非
課税管理勘定を他の金融商品取引業者等の営
業所に開設する非課税口座に設けようとする
場合には、その者は、その金融商品取引業者
等の営業所の長に、その変更前非課税口座に
特定累積投資勘定又は特定非課税管理勘定が
設けられる日の属する年の前年10月 1 日から
同日以後 1 年を経過する日（翌年の 9 月30
日）までの間に所定の事項を記載した金融商
品取引業者等変更届出書の提出をしなければ
なりません（措法37の14⑬前段、措規18の15
の 3 ㉓）。ただし、この金融商品取引業者等
変更届出書の提出をする日以前にその特定累
積投資勘定又は特定非課税管理勘定に既に上
場株式等の受入れをしているときは、その金
融商品取引業者等の営業所の長は、その金融
商品取引業者等変更届出書を受理することが
できません（措法37の14⑬後段）。
　金融商品取引業者等変更届出書の提出を受
けた金融商品取引業者等の営業所の長は、そ
の提出を受けた後速やかに、所定の事項（以
下「変更届出事項」といいます。）をその金
融商品取引業者等の営業所の所在地の所轄税
務署長に提供をしなければならないものとさ
れており、また、その金融商品取引業者等変
更届出書の提出をした居住者等に対し、勘定
廃止通知書の交付又は電磁的方法による勘定
廃止通知書記載事項の提供をしなければなら

ないこととされています（措法37の14⑮）。
（注）　金融商品取引業者等変更届出書は、その

書面による提出に代えて、その届出書に記

載すべき事項を電磁的方法により提供する

こともできます。

②　非課税口座廃止通知書の交付申請手続
　非課税口座を開設している居住者等がその
非課税口座について上記⑴及び⑵の非課税措
置等の適用を受けることをやめようとする場
合には、その者は、その非課税口座が開設さ
れている金融商品取引業者等の営業所の長に、
所定の事項を記載した非課税口座廃止届出書
の提出をしなければなりません（措法37の14
⑯、旧措規18の15の 3 ㉕）。
　非課税口座廃止届出書の提出を受けた金融
商品取引業者等の営業所の長は、その提出を
受けた後速やかに、所定の事項（以下「廃止
届出事項」といいます。）をその金融商品取
引業者等の営業所の所在地の所轄税務署長に
提供をしなければならないものとされており、
また、その提出を受けた日においてその非課
税口座に同日の属する年分の特定累積投資勘
定が設けられていた場合（その提出を10月 1
日から12月31日までの間に受けた場合には、
その提出を受けた日においてその非課税口座
に同日の属する年分の翌年分の特定累積投資
勘定が設けられることとなっていたとき）に
は、その非課税口座廃止届出書の提出をした
居住者等に対し、非課税口座廃止通知書の交
付又は電磁的方法による非課税口座廃止通知
書記載事項の提供をしなければならないこと
とされています（措法37の14⑱）。
（注）　非課税口座廃止届出書は、その書面によ

る提出に代えて、その届出書に記載すべき

事項を電磁的方法により提供することもで

きます。

③　他の金融商品取引業者等の営業所への勘定
廃止通知書又は非課税口座廃止通知書の提出
イ　勘定廃止通知書又は非課税口座廃止通知
書を添付した非課税口座開設届出書の提出
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等により非課税口座を再開設する場合
　次に掲げる場合には、その口座開設年の
前年10月 1 日からその口座開設年において
最初に上記⑴及び⑵の非課税措置等の適用
を受けようとする上場株式等をその口座に
受け入れる日又はその口座開設年の 9月30
日のいずれか早い日までに非課税口座開設
届出書の提出をしなければなりません（旧
措法37の14⑤一、旧措令25の13⑤前段）。
イ　勘定廃止通知書、非課税口座廃止通知
書又は通知書記載事項に係る書類を添付
して非課税口座開設届出書の提出をする
場合
ロ　勘定廃止通知書記載事項又は非課税口
座廃止通知書記載事項を記載して非課税
口座開設届出書の提出をする場合
ハ　非課税口座開設届出書の提出と併せて
行われる電磁的方法による勘定廃止通知
書記載事項又は非課税口座廃止通知書記
載事項の提供をする場合
　この場合に、その非課税口座廃止通知書
の交付又は電磁的方法による非課税口座廃
止通知書記載事項の提供の基因となった非
課税口座においてその非課税口座を廃止し
た日の属する年分の特定累積投資勘定又は
特定非課税管理勘定に既に上場株式等を受
け入れているときは、その廃止した日から
同日の属する年の 9月30日までの間は、金
融商品取引業者等の営業所の長は、その非
課税口座廃止通知書若しくは通知書記載事
項に係る書類が添付され、又は非課税口座
廃止通知書記載事項の記載がされた非課税
口座開設届出書（その提出と併せて行われ
る電磁的方法による非課税口座廃止通知書
記載事項の提供があるものを含みます。）
を受理することができないこととされてい
ます（旧措令25の13⑤後段）。
ロ　勘定廃止通知書又は非課税口座廃止通知
書の提出等により既に開設している非課税
口座に特定累積投資勘定等を設定する場合

（勘定の再設定）
　金融商品取引業者等の営業所に非課税口
座を開設している居住者等が勘定廃止通知
書、非課税口座廃止通知書若しくは通知書
記載事項に係る書類を提出し、又は電磁的
方法による勘定廃止通知書記載事項又は非
課税口座廃止通知書記載事項の提供をして
その非課税口座に特定累積投資勘定又は特
定非課税管理勘定を設けようとする場合に
は、その者は、その設けようとする特定累
積投資勘定又は特定非課税管理勘定に係る
年分の前年10月 1 日から同日以後 1年を経
過する日（翌年の 9月30日）までの間に、
その金融商品取引業者等の営業所の長に、
これらの書類を提出し、又は電磁的方法に
よる勘定廃止通知書記載事項又は非課税口
座廃止通知書記載事項の提供をしなければ
なりません（措法37の14⑲前段）。
　この場合に、その非課税口座廃止通知書
の交付又は電磁的方法による非課税口座廃
止通知書記載事項の提供の基因となった非
課税口座において、その非課税口座を廃止
した日の属する年分の特定累積投資勘定又
は特定非課税管理勘定に既に上場株式等を
受け入れているときは、その廃止した日か
ら同日の属する年の 9月30日までの間は、
金融商品取引業者等の営業所の長は、その
非課税口座廃止通知書及び通知書記載事項
に係る書類並びに電磁的方法により提供さ
れた非課税口座廃止通知書記載事項を記録
した電磁的記録を受理することができませ
ん（措法37の14⑲後段）。

④　上記③の提出を受けた金融商品取引業者等
の手続（提出事項の所轄税務署長への提供）
　上記③の手続により勘定廃止通知書、非課
税口座廃止通知書又は通知書記載事項に係る
書類（次に掲げるものを含みます。以下「廃
止通知」といいます。）の提出又は提供を受
けた金融商品取引業者等の営業所の長は、そ
の提出又は提供を受けた後速やかに、廃止通
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知に係る特定累積投資勘定が廃止された年月
日又は非課税口座が廃止された年月日（以下
「廃止年月日」といいます。）等の所定の事項
（以下「提出事項」といいます。）をその金融
商品取引業者等の営業所の所在地の所轄税務
署長に提供をしなければならないこととされ
ています（措法37の14⑳）。
イ　非課税口座開設届出書に添付して提出さ
れる勘定廃止通知書、非課税口座廃止通知
書又は通知書記載事項に係る書類
ロ　勘定廃止通知書記載事項又は非課税口座
廃止通知書記載事項の記載がされて非課税
口座開設届出書の提出がされた場合におけ
るその勘定廃止通知書記載事項又は非課税
口座廃止通知書記載事項
ハ　電磁的方法により提供された勘定廃止通
知書記載事項又は非課税口座廃止通知書記
載事項

⑤　所轄税務署長から金融商品取引業者等の営
業所の長への通知
　上記④の提出事項の提供を受けた所轄税務
署長は、上記④の廃止通知の提出又は提供を
した居住者等（以下「提出者」といいます。）
に係る上記①又は②の手続による変更届出事
項又は廃止届出事項（その提出事項に係る廃
止年月日と同一のものに限ります。）の提供
の有無の確認を行うこととされています。こ
の確認をした所轄税務署長は、次に掲げる場
合の区分に応じそれぞれ次に定める事項をそ
の提出事項の提供をした金融商品取引業者等
の営業所の長に提供しなければならないこと
とされています（措法37の14㉑）。
イ　その提出者に係る変更届出事項又は廃止
届出事項の提供がある場合（下記ロに掲げ
る場合に該当する場合を除きます。）��
その金融商品取引業者等の営業所における
その提出者の非課税口座の再開設又はその
営業所に既に開設されているその提出者の
非課税口座への特定累積投資勘定の再設定
ができる旨その他一定の事項

ロ　その提出者に係る変更届出事項若しくは
廃止届出事項の提供がない場合又はその提
出事項の提供を受けた時前に既にその所轄
税務署長若しくは他の税務署長に対して同
一の提出者に係る提出事項（廃止年月日が
同一のものに限ります。）の提供がある場
合��その金融商品取引業者等の営業所に
おけるその提出者の非課税口座の再開設又
はその営業所に既に開設されているその提
出者の非課税口座への特定累積投資勘定の
再設定ができない旨その他一定の事項

⑥　特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘定
の設定等
　上記⑤イ又はロの場合のうちイに該当する
場合に既開設の非課税口座又は新たに開設す
る非課税口座に特定累積投資勘定及び特定非
課税管理勘定を設定できることになりますが、
上記⑷（注 4）ロ及び（注 5）のとおり、そ
の特定累積投資勘定及び特定非課税管理勘定
は、所轄税務署長から上記⑤イの事項の提供
があった日（その設定しようとする特定累積
投資勘定に係る年分の 1月 1日前にその事項
の提供があった場合には、その年 1月 1日）
に設けられることになります（旧措法37の14
⑤七・八）。

2 　改正の内容

　NISA制度の利便性を向上させる観点等から、
次の改正が行われました。

⑴　非課税口座の再開設及び特定累積投資勘定等
の再設定に関する手続の改正
　非課税口座の再開設又は特定累積投資勘定等
の再設定をする場合には、上記 1 ⑺④から⑥ま
でのとおり、居住者等から廃止通知の提出又は
提供を受けた金融商品取引業者等が所轄税務署
長に提出事項の提供をし、所轄税務署長が上記
1 ⑺⑤の確認及び通知を行う必要がありますが、
この一連の手続には一定の期間を要します。
　非課税口座の新規開設に関する手続について
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は、これまでの改正により早期の口座開設を可
能とするための整備が行われ、手続開始後即時
に口座開設ができるようになっていますが、更
なる利便性向上の観点から、非課税口座の再開
設及び特定累積投資勘定等の再設定に関する手
続についても、早期の再開設及び再設定を可能
とするための整備がされました。具体的には、
次の改正が行われました。
（注）　非課税口座を新規に開設する場合には、従

来は非課税口座開設届出書に非課税適用確認

書を添付して金融商品取引業者等の営業所の

長に提出することが必要とされ、この非課税

適用確認書の交付を受けるためには居住者等

が所轄税務署長に交付申請をする必要があり、

手続開始後口座開設までに一定の期間を要し

ていました。この非課税口座の新規開設に関

する手続は、平成30年度改正において非課税

適用確認書の添付を必要としない非課税口座

開設手続が導入され、その後令和 2 年度改正

においてこの非課税適用確認書の添付を必要

としない手続に一本化されています。

①　非課税口座の再開設及び特定累積投資勘定
等の再設定の場合における特定累積投資勘定
の設定時期の見直し
　上記 1 ⑺⑥のとおり、非課税口座の再開設
又は勘定の再設定の場合には、特定累積投資
勘定は所轄税務署長から上記 1 ⑺⑤イの事項
の提供を受けた後に設けられることとされて
いました。今回の改正においてこの特定累積
投資勘定の設定時期を前倒しし、原則として、
居住者等が他の金融商品取引業者等の営業所
の長への勘定廃止通知書又は非課税口座廃止
通知書の提出等（上記 1 ⑺③の手続）を行っ
た段階で特定累積投資勘定が設けられること
とされました。
　具体的には、次に掲げる場合には、特定累
積投資勘定は、下記イからハまでの提出又は
提供（以下「廃止通知の提出又は提供」とい
います。）があった日に設けられることとさ
れました。ただし、その設定しようとする特

定累積投資勘定に係る年分の 1月 1日前に廃
止通知の提出又は提供があった場合には、特
定累積投資勘定は、その廃止通知の提出又は
提供に係る提出事項につき同日前に所轄税務
署長から上記 1 ⑺⑤ロの事項の提供がなかっ
た場合に限り、その年 1月 1日に設けられま
す（措法37の14⑤七ロハ）。
イ　勘定廃止通知書、非課税口座廃止通知書
又は通知書記載事項に係る書類が提出され
た場合
ロ　勘定廃止通知書記載事項又は非課税口座
廃止通知書記載事項の記載がされて非課税
口座開設届出書の提出がされた場合
ハ　電磁的方法による勘定廃止通知書記載事
項又は非課税口座廃止通知書記載事項の提
供がされた場合

（注）　特定非課税管理勘定については、これま

でと同様、特定累積投資勘定と同時に設け

られます（措法37の14⑤八）。

②　重ねて再開設された非課税口座及び再設定
された特定累積投資勘定等の取扱い
　上記①の改正に伴い、重ねて再開設された
非課税口座及び再設定された特定累積投資勘
定等について、次のとおりその取扱いが整備
されました。
イ　重ねて再開設された非課税口座の取扱い
　特定非課税口座開設届出書に係る提出事
項につき所轄税務署長から上記 1 ⑺⑤ロの
事項の提供があった場合には、その特定非
課税口座開設届出書の提出により開設され
た上場株式等の振替記載等に係る口座は、
その口座の開設の時から非課税口座に該当
しないものとして所得税に関する法令の規
定を適用することとされました（措法37の
14⑫）。
（注）　上記の「特定非課税口座開設届出書」

とは、次に掲げる届出書をいいます（措

法37の14⑪）。

イ�　勘定廃止通知書、非課税口座廃止通

知書又は通知書記載事項に係る書類が
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添付された非課税口座開設届出書

ロ�　勘定廃止通知書記載事項又は非課税

口座廃止通知書記載事項の記載がされ

た非課税口座開設届出書

ハ�　非課税口座開設届出書の提出と併せ

て行われる電磁的方法による勘定廃止

通知書記載事項又は非課税口座廃止通

知書記載事項の提供があるもの

ロ　重ねて再設定された特定累積投資勘定等
の取扱い
　上記 1 ⑺③ロの手続により提出等がされ
た勘定廃止通知書、非課税口座廃止通知書
又は通知書記載事項に係る書類（電磁的方
法により提供された勘定廃止通知書記載事
項又は非課税口座廃止通知書記載事項を含
みます。以下「勘定廃止通知等」といいま
す。）に係る提出事項につき所轄税務署長
から上記 1 ⑺⑤ロの事項の提供があった場
合には、その勘定廃止通知等の提出又は提
供により非課税口座に設けられた「振替記
載等がされる上場株式等につきその振替記
載等に関する記録を他の取引に関する記録
と区分して行うための勘定」は、その勘定
の設定の時から特定累積投資勘定及び特定
非課税管理勘定に該当しないものとし、か
つ、非課税口座に該当しない上場株式等の
振替記載等に係る口座に設けられたものと
して、所得税に関する法令の規定を適用す
ることとされました（措法37の14㉒）。
（注）　重ねて勘定が再設定された既開設の非

課税口座自体は、引き続き非課税口座に

該当します。

ハ　上記イ及びロのとおり非課税口座に該当
しないものとされた口座や特定累積投資勘
定等に該当しないものとされた勘定に係る
上場株式等の配当等や譲渡による所得につ
いては、上記 1 ⑴及び⑵の非課税措置等の
適用はありません。そのため、上記 1 ⑹②
と同様に、その口座の開設又は勘定の設定
をされた金融商品取引業者等は、その配当

等について源泉徴収を行うとともに、支払
調書の税務署長への提出（所法225①）及
び支払通知書の交付（所法225②、措法 8
の 4④）が必要です。
（注 1）　同様に、課税扱いとされた譲渡の対

価について株式等の譲渡の対価等の支

払調書の提出をする場合には、その譲

渡の対価が課税扱いとされたものであ

る旨を調書に記載することとされてい

ます（所規別表第 5（二十八））。
（注 2）　なお、上記イのとおり非課税口座に

該当しないものとされた口座に振替記

載等がされている上場株式等及び上記

ロのとおり特定累積投資勘定等に該当

しないものとされた勘定に係る上場株

式等については、特定口座に移管でき

るよう整備が行われています。この改

正の詳細については、後述「七　特定

口座内保管上場株式等の譲渡等に係る

所得計算等の特例の改正」をご参照く

ださい。

⑵　特定累積投資勘定に受け入れることができる
上場株式投資信託の受益権の範囲の拡充
　投資初心者に適した指数連動型の上場株式投
資信託の受益権を取得しやすい環境を整備する
ため、特定累積投資勘定に受け入れることがで
きる上場株式投資信託の受益権の範囲が拡充さ
れました。具体的には、次の整備が行われまし
た。
①　累積投資契約により取得する上場株式投資
信託の受益権の範囲の拡充
　特定累積投資勘定に受け入れることができ
る上場株式投資信託の受益権について、対象
となる累積投資契約により取得する上場株式
投資信託の受益権の範囲に、「一定額の範囲
内で取得することができる最も多い口数の上
場株式投資信託の受益権」が追加されました
（措法37の14⑤六）。この改正により、累積投
資契約により上場株式投資信託の受益権を取

─�179�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



得する場合には、「一定額による買付け」に
加え「一定額で取得可能な口数単位による買
付け」が可能となります。
（注）　特定累積投資勘定に受け入れることがで

きる上場株式等については、累積投資契約

により取得するものであることが必要とさ

れていますが、この累積投資契約は、「一定

額の上場株式等」につき定期的に継続して、

金融商品取引業者等に買付けの委託等をす

ることが前提となっています。他方、上場

株式投資信託については、金融商品取引所

においてその受益権が口数単位で取引され

るため、金融商品取引業者等が居住者等に

その受益権を「一定額の上場株式等」とし

て提供するには、金融商品取引業者等にお

いてシステム構築が必要となります。こう

した現状等から、特定累積投資勘定に受け

入れることができる上場株式投資信託の受

益権を扱う金融商品取引業者等は限定的な

ものとなっていました。

②　特定累積投資勘定に受け入れることができ
る上場株式投資信託の受益権に係る要件の改
正
　上記①の改正に伴い、上記 1 ⑷（注 2）の
累積投資上場株式等に係る要件のうち上場株
式投資信託に適用される要件について、次の
とおり整備されました。
イ　口数単位による買付けで取得する上場株
式投資信託の受益権に係る要件の整備
　一定額で取得可能な口数単位による買付
けで取得する上場株式投資信託の受益権に
ついては、上記 1 ⑷（注 2）の取得対価の
額に係る要件に代えて、次の要件を満たす
ことが必要とされました（平29. 3 内閣府
告540第 2 条第 1号ロ⑷ホ）。
イ　管理期間を通じて、上場株式投資信託
の受益権の公表最終価格が 3万円を超え
た場合には、その超えた日から 6月を経
過する日までにその公表最終価格を 3万
円以下にするための必要な措置が講じら

れるものであること。
ロ　対象商品届出書を提出する日前 1月間
の上場株式投資信託の受益権の公表最終
価格の平均値が 1万円以下であること。
ハ　対象商品届出書を提出する日の前営業
日における上場株式投資信託の受益権の
公表最終価格が 1万円以下であること。
（注 1）　上記の「公表最終価格」とは、金

融商品取引所において公表されたそ

の日における上場株式投資信託の受

益権の最終の売買の価格その他これ

に準ずる価格に相当する金額をその

1 単位当たりの価額として計算した

金額をいいます（平29. 3 内閣府告

540第 2 条第 1号ロ⑷）。
（注 2）　投資信託委託会社等が提出する対

象商品届出書に係る上場株式投資信

託が上記の上場株式投資信託の受益

権に該当する場合には、対象商品届

出書には、上記イの必要な措置の内

容について記載した書面及び上記ロ

及びハの要件を満たすことを証する

書面を添付しなければならないこと

とされています（平29. 3 内閣府告

540第 3 条第 2項第 5号）。

ロ　取得対価の額に係る要件の見直し
　上記 1 ⑷（注 2）の取得対価の額に係る
要件について、「 1 口当たり 1 万円以下
（改正前：1,000円以下）」に引き上げられ
ました。また、上記①の改正に伴い、この
要件は「一定額による買付け」で取得する
上場株式投資信託の受益権について適用す
るものとされました（平29. 3 内閣府告540
第 2 条第 1号ロ⑶）。
（注）　上記の要件は、上場株式投資信託が

「インデックス投信と並ぶインデックス運

用の代表的なツールであり、コスト（信

託報酬）も低いことから、本来、長期の

投資に適した商品であると考えられる」

一方で、「積立投資に用いるという観点か
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らは、�通常の購入方法で投資するには

最低売買金額が大き過ぎる（平成29年 3

月30日「長期・積立・分散投資に資する

投資信託に関するワーキング・グルー

プ」報告書）」と指摘されていたことを踏

まえ、少額からの積立投資により取得す

ることができるよう設けられていたもの

です。この要件に係る取得対価の額は居

住者等が買付けにより取引を開始できる

最低額であり、その額を低く設定するほ

ど少額からの投資が可能となる一方、改

正前の額（1,000円）が金融商品取引所に

おける売買単位の額の実情に比して低く

設定されていたこと等もあり、この要件

を満たす上場株式投資信託を扱う金融商

品取引業者等は限定的なものとなってい

ました。

⑶　特定受益証券発行信託の元本の払戻しに係る
改正
　令和 7年度税制改正では、受益証券発行信託
に関する会計の見直しに伴い、後述「六　一般
株式等に係る譲渡所得等の課税の特例及び上場
株式等に係る譲渡所得等の課税の特例の改正」
の 2 ⑴のとおり、特定受益証券発行信託の元本
の払戻しにより交付を受ける金銭の額について、
一般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に
係る譲渡所得等に係る収入金額とみなして譲渡
益課税を行うこととされました（措法37の10④
四、37の11④三）。
　この改正に伴い、非課税口座内上場株式等の
譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につ
いて所得税を課さないこととされる非課税上場
株式等管理契約（措法37の14⑤二）又は特定非
課税累積投資契約（措法37の14⑤六）に基づく
譲渡の範囲に、非課税管理勘定又は特定非課税
管理勘定において振替口座簿への記載等がされ
ている上場株式等である特定受益証券発行信託
の受益権に係る特定受益証券発行信託の元本の
払戻し（信託の終了若しくは一部の解約又は信

託の分割によるものを除きます。）による上場
株式等の譲渡でその譲渡に係る金銭の交付が非
課税口座を開設する金融商品取引業者等の営業
所を経由して行われるものが追加されました
（措令25の13⑦二）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①の改正は、令和 7年 4月 1日以後
に、勘定廃止通知書、非課税口座廃止通知書若
しくは通知書記載事項に係る書類が提出される
場合、勘定廃止通知書記載事項若しくは非課税
口座廃止通知書記載事項の記載がされて非課税
口座開設届出書の提出がされる場合又は電磁的
方法による勘定廃止通知書記載事項若しくは非
課税口座廃止通知書記載事項の提供がされる場
合について適用し、同日前に、勘定廃止通知書、
非課税口座廃止通知書若しくは通知書記載事項
に係る書類が提出された場合、勘定廃止通知書
記載事項若しくは非課税口座廃止通知書記載事
項の記載がされて非課税口座開設届出書の提出
がされた場合又は電磁的方法による勘定廃止通
知書記載事項若しくは非課税口座廃止通知書記
載事項の提供がされた場合については従前どお
りとされています（改正法附則35②）。
⑵　上記 2 ⑴②イの改正は、令和 7年 4月 1日以
後に提出をする非課税口座開設届出書について
適用し、同日前に提出をした非課税口座開設届
出書については従前どおりとされています（改
正法附則35③）。
⑶　上記 2 ⑴②ロの改正は、令和 7年 4月 1日以
後に提出又は提供をする勘定廃止通知等につい
て適用されます（改正法附則35④）。
⑷　上記 2 ⑵①の改正は、令和 7年 4月 1日以後
に累積投資契約により取得する特定累積投資上
場株式等について適用し、同日前に累積投資契
約により取得した特定累積投資上場株式等につ
いては従前どおりとされています（改正法附則
35①）。
⑸　上記 2 ⑵②の改正は、令和 7年 4月 1日から
適用されています（令 7 . 3 内閣府告45附則①）。
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⑹　上記 2 ⑶の改正は、令和 8年 4月 1日から施 行されます（改正措令附則 1三）。

五�　未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び�
譲渡所得等の非課税措置の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　配当所得の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座
を開設している居住者等が、次に掲げる未成年
者口座内上場株式等の区分に応じそれぞれ次に
定める期間内に支払を受けるべきその未成年者
口座内上場株式等の配当等（その金融商品取引
業者等が国内における支払の取扱者で一定のも
のである配当等に限ります。）については、所
得税を課さないこととされています（措法 9の
9①）。
①　非課税管理勘定に係る未成年者口座内上場
株式等��その未成年者口座にその非課税管
理勘定を設けた日から同日の属する年の 1月
1日以後 5年を経過する日までの間

②　継続管理勘定に係る未成年者口座内上場株
式等��その未成年者口座にその継続管理勘
定を設けた日からその未成年者口座を開設し
た者がその年 1月 1日において18歳である年
の前年12月31日までの間

（注）　上記の「未成年者口座内上場株式等」とは、

未成年者口座管理契約に基づきその未成年者

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録が

され、又はその未成年者口座に保管の委託が

されている上場株式等をいいます（措法37の

14の 2 ①）。以下同じです。

⑵　譲渡所得等の非課税措置の内容
　金融商品取引業者等の営業所に未成年者口座
を開設している居住者等が、上記⑴①及び②に
掲げる未成年者口座内上場株式等の区分に応じ
それぞれ上記⑴①及び②に定める期間内に、そ
の未成年者口座内上場株式等のその未成年者口
座管理契約に基づく譲渡をした場合には、その

譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につ
いては、所得税を課さないこととされています
（措法37の14の 2 ①）。
　一方、未成年者口座管理契約に基づく未成年
者口座内上場株式等の譲渡による収入金額がそ
の未成年者口座内上場株式等の取得費及びその
譲渡に要した費用の額の合計額又はその譲渡に
係る必要経費に満たない場合におけるその不足
額（損失額）は、所得税に関する法令の規定の
適用については、ないものとみなすこととされ
ています（措法37の14の 2 ②）。

⑶　未成年者口座の意義
　「未成年者口座」とは、居住者等（その年 1
月 1日において18歳未満である者又はその年中
に出生した者に限ります。）が、上記⑴及び⑵
の非課税措置等の適用を受けるため、一定の手
続に従い、金融商品取引業者等の営業所の長に
未成年者非課税適用確認書又は未成年者口座廃
止通知書を添付した未成年者口座開設届出書の
提出をして、その金融商品取引業者等との間で
締結した未成年者口座管理契約に基づき平成28
年 4 月 1 日から令和 5年12月31日までの間（以
下「口座開設可能期間」といいます。）に開設
された上場株式等の振替口座簿への記載若しく
は記録又は保管の委託（以下「振替記載等」と
いいます。）に係る口座（その口座において未
成年者口座管理契約に基づく取引以外の取引に
関する事項を扱わないものに限ります。）をい
います（措法37の14の 2 ⑤一）。

⑷　未成年者口座管理契約の意義
　「未成年者口座管理契約」とは、上記⑴及び
⑵の非課税措置等の適用を受けるために居住者
等が金融商品取引業者等と締結した上場株式等
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の振替記載等に係る契約で、その契約書におい
て次に掲げる事項が定められているものをいい
ます（旧措法37の14の 2 ⑤二、措令25の13の 8
③～⑫、旧措令25の13の 8 ⑳において準用する
旧措令25の13⑥⑦⑫、措規18の15の10③～⑪）。
①　上場株式等の振替記載等は、その振替記載
等に係る口座に設けられた非課税管理勘定又
は継続管理勘定において行うこと。
②　非課税管理勘定においてはその居住者等の
次に掲げる上場株式等のみを受け入れること。
イ　次に掲げる上場株式等で、その口座に非
課税管理勘定が設けられた日から同日の属
する年の12月31日までの間に受け入れた上
場株式等の取得対価の額（購入代価の額、
払込金額又は移管に係る払出し時の金額
（時価）をいいます。）の合計額が80万円
（下記ロに掲げる上場株式等がある場合に
は、その上場株式等の移管に係る払出し時
の金額（時価）を控除した金額）を超えな
いもの
イ　その期間内にその金融商品取引業者等
への買付けの委託（その買付けの委託の
媒介、取次ぎ又は代理を含みます。）に
より取得をした上場株式等、その金融商
品取引業者等から取得をした上場株式等
又はその金融商品取引業者等が行う上場
株式等の募集（公募に限ります。）によ
り取得をした上場株式等で、その取得後
直ちにその口座に受け入れられるもの
ロ　その非課税管理勘定を設けた口座に係
る他の年分の非課税管理勘定から移管が
される上場株式等（下記ロに掲げるもの
を除きます。）

ロ　その非課税管理勘定を設けた口座に係る
他の年分の非課税管理勘定から、当該他の
年分の非課税管理勘定が設けられた日の属
する年の 1月 1日から 5年を経過する日の
翌日に移管がされる上場株式等
ハ　上記イ及びロのほか、未成年者口座内上
場株式等について行われた株式又は受益権

の分割又は併合により取得する上場株式等
や、未成年者口座内上場株式等を発行した
法人の合併により取得する合併法人又は合
併親法人の株式など、一定の事由により取
得する上場株式等

③　継続管理勘定においてはその居住者等の次
に掲げる上場株式等のみを受け入れること。
イ　その口座に継続管理勘定が設けられた日
から同日の属する年の12月31日までの間に、
その継続管理勘定を設けた口座に係る非課
税管理勘定から移管がされる上場株式等
（下記ロに掲げるものを除きます。）で、そ
の移管に係る払出し時の金額（時価）の合
計額が80万円（下記ロに掲げる上場株式等
がある場合には、その上場株式等の移管に
係る払出し時の金額（時価）を控除した金
額）を超えないもの
ロ　その継続管理勘定を設けた口座に係る他
の年分の非課税管理勘定から、当該他の年
分の非課税管理勘定が設けられた日の属す
る年の 1月 1日から 5年を経過する日の翌
日に、同日に設けられるその継続管理勘定
に移管がされる上場株式等
ハ　上記②ハに掲げる上場株式等
（注）　非課税管理勘定が設けられている未成年

者口座が開設されている金融商品取引業者

等の営業所の長は、その非課税管理勘定が

設けられた日の属する年の 1 月 1 日から 5

年を経過する日の翌日においてその未成年

者口座に継続管理勘定が設けられる場合に

は、居住者等が継続管理勘定に移管しない

ことを依頼する旨その他の事項を記載した

書類の提出等をしたときを除き、同日にそ

の非課税管理勘定に係る未成年者口座内上

場株式等をその非課税管理勘定から継続管

理勘定に移管することとされています（措

令25の13の 8 ⑫二・三、措規18の15の10⑨）。

具体的には上記ロに掲げる上場株式等の移

管が該当します。

④　次に掲げる上場株式等は、それぞれ次に定
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める移管をすること。
イ　その口座に非課税管理勘定が設けられた
日の属する年の 1月 1日から 5年を経過す
る日（以下「 5 年経過日」といいます。）
において有するその非課税管理勘定に係る
上場株式等（上記②イロ若しくはロ又は上
記③イ若しくはロの移管がされるものを除
きます。）��次に掲げる場合の区分に応
じそれぞれ次に定める移管
イ　その 5年経過日の属する年の翌年 3月
31日において居住者等が18歳未満である
場合��その 5年経過日の翌日に一定の
方法により行うその口座と同時に設けら
れた課税未成年者口座への移管
ロ　上記イの場合以外の場合�� 5年経過
日の翌日に一定の方法により行う他の保
管口座（他の株式等の振替記載等に係る
口座をいいます。以下同じです。）への
移管

ロ　居住者等がその年 1月 1日において18歳
である年の前年12月31日において有する継
続管理勘定に係る上場株式等��同日の翌
日に一定の方法により行う他の保管口座へ
の移管

⑤　非課税管理勘定又は継続管理勘定に記載若
しくは記録又は保管の委託がされる上場株式
等は、その居住者等の基準年（その居住者等
がその年 3月31日において18歳である年をい
います。）の前年12月31日までは、次に定め
るところによること。
イ　上場株式等のその口座から他の保管口座
でその口座と同時に設けられた課税未成年
者口座以外のものへの移管又はその上場株
式等に係る有価証券のその居住者等への返
還（災害、疾病その他の一定の事由（災害
等事由）による移管又は返還でその口座及
び課税未成年者口座に記載若しくは記録若
しくは保管の委託又は預入れ若しくは預託
がされている上場株式等及び金銭その他の
資産の全てについて行うもの（以下「災害

等による返還等」といいます。）その他一
定の事由による移管又は返還を除きます。）
をしないこと。
ロ　上場株式等について所定の方法以外の方
法による譲渡又は贈与をしないこと。
ハ　上場株式等の譲渡の対価又は上場株式等
に係る配当等として交付を受ける金銭その
他の資産は、その受領後直ちに課税未成年
者口座に預入れ又は預託をすること。

⑥　その口座につき上記④若しくは⑤の要件に
該当しないこととなる事由又は災害等による
返還等が生じた場合には、これらの事由が生
じた時にその口座及び課税未成年者口座を廃
止すること。
⑦　その他一定の事項
（注 1）　上記の「非課税管理勘定」とは、未成年

者口座管理契約に基づき振替記載等がされ

る上場株式等につき、その振替記載等に関

する記録を他の取引に関する記録と区分し

て行うための勘定で、平成28年から令和 5

年までの各年（その居住者等が、その年 1

月 1 日において18歳未満である年及び出生

した日の属する年に限ります。）に設けられ

る等の要件を満たすものをいいます（措法

37の14の 2 ⑤三）。
（注 2）　上記の「継続管理勘定」とは、未成年者

口座管理契約に基づき振替記載等がされる

上場株式等につき、その振替記載等に関す

る記録を他の取引に関する記録と区分して

行うための勘定で、令和 6 年から令和10年

までの各年（その居住者等が、その年 1 月

1 日において18歳未満である年に限りま

す。）に設けられる等の要件を満たすものを

いいます（措法37の14の 2 ⑤四）。
（注 3）　上記の「課税未成年者口座」とは、未成

年者口座を開設した居住者等が、その未成

年者口座を開設している金融商品取引業者

等の営業所又はその金融商品取引業者等と

一定の関係にある法人の営業所に開設して

いる口座で、特定口座その他の一定の口座

─�184�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



により構成されるもの（ 2 以上の特定口座

が含まれないものに限ります。）のうち、そ

の未成年者口座と同時に設けられるものを

いいます（措法37の14の 2 ⑤五）。

⑸　未成年者口座の廃止に関する手続
　未成年者口座を開設している居住者等がその
未成年者口座につき上記⑴及び⑵の非課税措置
等の適用を受けることをやめようとする場合に
は、その者は、その未成年者口座が開設されて
いる金融商品取引業者等の営業所の長に、未成
年者口座を廃止する旨等の一定の事項を記載し
た未成年者口座廃止届出書の提出をしなければ
ならないこととされています（旧措法37の14の
2 ⑳）。
（注）　未成年者口座廃止届出書は、その書面によ

る提出に代えて、その届出書に記載すべき事

項を電磁的方法により提供することもできま

す。

　なお、未成年者口座廃止届出書の提出があっ
た場合には、その提出があった時に、未成年者
口座廃止届出書に係る未成年者口座が廃止され
るものとし、その未成年者口座に受け入れてい
た上場株式等につきその提出の時後に支払を受
けるべき配当等及びその提出の時後に行うその
上場株式等の譲渡による所得については、上記
⑴及び⑵の非課税措置等は適用しないこととさ
れています（措法37の14の 2 ㉑）。

2 　改正の内容

　上記 1 ⑶並びに⑷②及び（注 1）のとおり、未
成年者口座の口座開設可能期間及び非課税管理勘
定の勘定設定期間は令和 5年までとされており、
令和 6年以後は未成年者口座の新規開設や新たに
金融商品取引業者等への買付けの委託等により取

得した上場株式等を非課税管理勘定に受け入れる
ことができません。また、上記 1 ⑷④のとおり、
未成年者口座内上場株式等のうち、非課税管理勘
定に受け入れたものについては 5年経過日の翌日
に、継続管理勘定に移管等がされたものについて
は居住者等がその年 1月 1日において18歳である
年（以下「対象年」といいます。）の前年12月31
日の翌日に、それぞれ未成年者口座以外の口座に
移管されることとなります。
　このため、令和 8年 1月 1日以降、未成年者口
座内上場株式等の全てが他の口座に移管されたと
判断できる未成年者口座等については、未成年者
口座の廃止に係る事務処理を円滑にする観点から、
その口座廃止に当たって、居住者等による未成年
者口座廃止届出書の提出等の特段の手続が不要と
されました。
　具体的には、居住者等が次に掲げる日のいずれ
か遅い日（以下「基準日」といいます。）におい
て未成年者口座を開設している場合には、基準日
に、その居住者等がその未成年者口座が開設され
ている金融商品取引業者等の営業所の長に未成年
者口座廃止届出書の提出をしたものとみなすこと
とされました（措法37の14の 2 ⑳二）。これによ
り、該当する未成年者口座は基準日に廃止される
ことになります（措法37の14の 2 ㉑）。
⑴　その未成年者口座に設けられる非課税管理勘
定に係る年分のうち最も新しい年分の非課税管
理勘定が設けられた日の属する年の 1月 1日か
ら 5年を経過する日の翌日又は対象年の 1月 1
日のいずれか遅い日
⑵　令和 8年 1月 1日

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 8年 1月 1日から施行さ
れます（改正法附則 1二）。
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六�　一般株式等に係る譲渡所得等の課税の特例及び上場株式等に
係る譲渡所得等の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　一般株式等に係る譲渡所得等の課税の特例
①　申告分離課税の特例
　居住者等が、平成28年 1 月 1 日以後に一般
株式等（株式等のうち上場株式等以外のもの
をいいます。）の譲渡（有価証券先物取引の
方法により行うもの並びに法人の自己の株式
又は出資の取得及び公社債の買入れの方法に
よる償還に係るものを除きます。以下同じで
す。）をした場合には、その一般株式等の譲
渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得につ
いては、他の所得と区分し、その年中のその
一般株式等の譲渡に係る事業所得の金額、譲
渡所得の金額及び雑所得の金額の合計額（以
下「一般株式等に係る譲渡所得等の金額」と
いいます。）に対し、一般株式等に係る課税
譲渡所得等の金額（各種所得控除をした後の
一般株式等に係る譲渡所得等の金額をいいま
す。）の15％（他に個人住民税 5 ％）相当額
の所得税を課する（申告分離課税）こととさ
れています（措法37の10①）。
（注）　上記の「株式等」とは、株式（株主又は

投資主となる権利、株式の割当てを受ける

権利、新株予約権及び新株予約権の割当て

を受ける権利を含みます。）、出資者の持分、

社員の持分、組合員又は会員の持分、優先

出資、投資信託の受益権、特定受益証券発

行信託の受益権、社債的受益権、公社債（農

林債及び償還差益につき源泉徴収される割

引債を除きます。）をいいます（措法37の10

②）。「上場株式等」の意義については、下

記⑵③をご参照ください。

②　収入金額とみなされる金額
　投資信託若しくは特定受益証券発行信託
（以下「投資信託等」といいます。）の受益権

で一般株式等に該当するもの又は社債的受益
権で一般株式等に該当するものを有する居住
者等がこれらの受益権につき交付を受ける次
に掲げる金銭等の額は、一般株式等に係る譲
渡所得等に係る収入金額とみなして、課税す
ることとされています（旧措法37の10④）。
イ　その上場廃止特定受益証券発行信託（そ
の受益権が金融商品取引所に上場されてい
たことその他一定の要件に該当する特定受
益証券発行信託をいいます。以下同じで
す。）の終了（その上場廃止特定受益証券
発行信託の信託の併合に係るものである場
合には、その上場廃止特定受益証券発行信
託の受益者にその信託の併合に係る新たな
信託の受益権以外の資産の交付がされた信
託の併合に係るものに限ります。）又は一
部の解約により交付を受ける金銭等の額
ロ　その投資信託等（上場廃止特定受益証券
発行信託を除きます。以下ロにおいて同じ
です。）の終了（その投資信託等の信託の
併合に係るものである場合には、その投資
信託等の受益者にその信託の併合に係る新
たな信託の受益権以外の資産の交付がされ
た信託の併合に係るものに限ります。）又
は一部の解約により交付を受ける金銭等の
額のうちその投資信託等について信託され
ている金額（その投資信託等の受益権に係
る部分に限ります。）に達するまでの金額
ハ　その特定受益証券発行信託に係る信託の
分割（分割信託の受益者に承継信託の受益
権以外の資産の交付がされたものに限りま
す。）により交付を受ける金銭等の額のう
ちその特定受益証券発行信託について信託
されている金額（その特定受益証券発行信
託の受益権に係る部分に限ります。）に達
するまでの金額
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ニ　社債的受益権の元本の償還により交付を
受ける金銭等の額

⑵　上場株式等に係る譲渡所得等の課税の特例
①　申告分離課税の特例
　居住者等が、平成28年 1 月 1 日以後に上場
株式等の譲渡をした場合には、その上場株式
等の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所
得については、他の所得と区分し、その年中
のその上場株式等の譲渡に係る事業所得の金
額、譲渡所得の金額及び雑所得の金額の合計
額（以下「上場株式等に係る譲渡所得等の金
額」といいます。）に対し、上場株式等に係
る課税譲渡所得等の金額（各種所得控除をし
た後の上場株式等に係る譲渡所得等の金額を
いいます。）の15％（他に個人住民税 5 ％）
相当額の所得税を課する（申告分離課税）こ
ととされています（措法37の11①）。
②　収入金額とみなされる金額
　投資信託等の受益権で上場株式等に該当す
るもの又は社債的受益権で上場株式等に該当
するものを有する居住者等がこれらの受益権
につき交付を受ける次に掲げる金銭等の額は、
上場株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額
とみなして、課税することとされています
（旧措法37の11④）。
イ　その投資信託等の終了（その投資信託等
の信託の併合に係るものである場合には、
その投資信託の受益者にその信託の併合に
係る新たな信託の受益権以外の資産の交付
がされた信託の併合に係るものに限りま
す。）又は一部の解約により交付を受ける
金銭等の額
ロ　その特定受益証券発行信託に係る信託の
分割（分割信託の受益者に承継信託の受益
権以外の資産の交付がされたものに限りま
す。）により交付を受ける金銭等の額
ハ　社債的受益権の元本の償還により交付を
受ける金銭等の額

③　上場株式等の範囲

　上記①及び②の「上場株式等」とは、株式
等のうち次に掲げるものをいいます（旧措法
37の11②、措令25の 9 ②～⑩、措規18の10①）。
イ　株式等で金融商品取引所に上場されてい
るものその他これに類するものとして一定
のもの
ロ　投資信託でその設定に係る受益権の募集
が一定の公募により行われたもの（特定株
式投資信託を除きます。）の受益権
ハ　特定投資法人の投資口
ニ　特定受益証券発行信託（その信託契約の
締結時において原委託者が取得する受益権
の募集が一定の公募により行われたものに
限ります。）の受益権
ホ　特定目的信託（その信託契約の締結時に
おいて原委託者が取得する社債的受益権の
募集が一定の公募により行われたものに限
ります。）の社債的受益権
ヘ　国債及び地方債
ト　外国又はその地方公共団体が発行し、又
は保証する債券
チ　会社以外の法人が特別の法律により発行
する債券（外国法人に係るもの並びに投資
法人債、短期投資法人債、資産の流動化に
関する法律の特定社債及び同法の特定短期
社債を除きます。）
リ　公社債でその発行の際の有価証券の募集
が一定の公募により行われたもの
ヌ　社債のうち、その発行の日前 9 月以内
（外国法人にあっては、12月以内）に金融
商品取引法の規定により有価証券報告書等
を内閣総理大臣に提出している法人が発行
するもの
ル　金融商品取引所（これに類するもので外
国の法令に基づき設立されたものを含みま
す。）においてその金融商品取引所の規則
に基づき公表された一定の公社債情報に基
づき発行する公社債で、その発行の際に作
成される目論見書に、その公社債がその公
社債情報に基づき発行されるものである旨
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の記載のあるもの
ヲ　国外において発行された公社債で一定の
もの
ワ　外国法人が発行し、又は保証する債券で
一定のもの
カ　銀行業若しくは第一種金融商品取引業を
行う者（第一種少額電子募集取扱業者を除
きます。以下同じです。）若しくは外国の
法令に準拠してその国において銀行業若し
くは金融商品取引業を行う法人（以下「銀
行等」といいます。）又はその銀行等の関
連会社が発行した社債（その取得をした者
が実質的に多数でない社債とされる一定の
ものを除きます。）
ヨ　平成27年12月31日以前に発行された公社
債（その発行の時において同族会社に該当
する会社が発行した社債を除きます。）

（注）　公社債のうち上記イ及びヘからヨまでに

掲げるものは「特定公社債」とされており、

その利子は、利子所得の源泉分離課税の対

象から除外され、上場株式等の配当所得等

に係る申告分離課税の対象とされています

（措法 3①、 8の 4①）。

2 　改正の内容

⑴　収入金額とみなされる金額の改正
　受益証券発行信託に関する会計の見直しが行
われ、元本を直接減額して受益者に金銭を分配
することができることとされたことに伴い、上
記 1 ⑴②及び⑵②の株式等に係る譲渡所得等に
係る収入金額とみなされる金額について、特定
受益証券発行信託の元本の払戻しに係る措置が
講じられました。すなわち、居住者等がその有
する特定受益証券発行信託の受益権に係る特定
受益証券発行信託の元本の払戻しにより金銭の
交付を受ける場合は、その交付を受ける金銭の
額は、その特定受益証券発行信託の受益権に係
る譲渡所得等に係る収入金額とみなして譲渡益
課税を行うこととされました。
　具体的には、上記 1 ⑴②又は⑵②の一般株式

等に係る譲渡所得等に係る収入金額又は上場株
式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなさ
れる金額の範囲に、居住者等が有する特定受益
証券発行信託の受益権に係る特定受益証券発行
信託の元本の払戻し（信託の終了若しくは一部
の解約又は信託の分割によるものを除きます。）
により交付を受ける金銭の額が追加されました
（措法37の10④四、37の11④三）。
（注）　受益証券発行信託に関する会計の見直しの

趣旨及び詳細については、後掲「法人税法の

改正」の「三　その他」の 7 ⑵をご参照くだ

さい。

⑵　非上場有価証券特例仲介等業者の除外
　上記 1 ⑵③の上場株式等のうちカに掲げる第
一種金融商品取引業を行う者又はその関連会社
が発行した社債の範囲から、非上場有価証券特
例仲介等業者又はその関連会社が発行した社債
が除外されました（措法37の11②十三）。
　非上場有価証券特例仲介等業者は、金融商品
取引法及び投資信託及び投資法人に関する法律
の一部を改正する法律（令和 6年法律第32号）
によって創設された類型で、第一種金融商品取
引業のうち特定投資家を対象とした非上場有価
証券の仲介等の業務のみを行う者をいうことと
されています。この非上場有価証券特例仲介等
業者は、従来の第一種金融商品取引業を行う者
（証券会社等）と異なり、他の業務との兼業規
制がかけられていないことから、一般の事業会
社が発行した社債との差別化を図ることができ
ないため、上場株式等となる特定公社債の範囲
から除外されたものです。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、令和 8年 4月 1日以後に
行われる特定受益証券発行信託の元本の払戻し
について適用されます（改正法附則33、34②）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、居住者等が金融商品取引
法及び投資信託及び投資法人に関する法律の一
部を改正する法律の施行の日（令和 7年 5月 1
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日）以後に行う上場株式等の譲渡による所得に
ついて適用し、居住者等が同日前に行った上場

株式等の譲渡による所得については、従前どお
りとされています（改正法附則34①）。

七�　特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の�
特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　居住者等が、上場株式等保管委託契約に基づ
き特定口座（その者が 2以上の特定口座を有す
る場合には、それぞれの特定口座）に係る振替
口座簿（社債、株式等の振替に関する法律に規
定する振替口座簿をいいます。以下同じです。）
に記載若しくは記録がされ、又は特定口座に保
管の委託がされている上場株式等（以下「特定
口座内保管上場株式等」といいます。）の譲渡
をした場合には、その特定口座内保管上場株式
等の譲渡による事業所得の金額、譲渡所得の金
額又は雑所得の金額とその特定口座内保管上場
株式等以外の株式等の譲渡による事業所得の金
額、譲渡所得の金額又は雑所得の金額とを区分
して、これらの金額を計算することとされてい
ます（措法37の11の 3 ①、措令25の10の 2 ①前
段）。
⑵　信用取引又は発行日取引（以下「信用取引
等」といいます。）を行う居住者等が、上場株
式等信用取引等契約に基づき上場株式等の信用
取引等を特定口座において処理した場合には、
信用取引等に係る上場株式等の譲渡による事業
所得の金額又は雑所得の金額とその信用取引等
に係る上場株式等の譲渡以外の株式等の譲渡に
よる事業所得の金額又は雑所得の金額とを区分
して、これらの金額を計算することとされてい
ます（措法37の11の 3 ②、措令25の10の 2 ③、
措規18の11②）。
⑶　「特定口座」とは、居住者等が、上記⑴又は
⑵の特例の適用を受けるため、金融商品取引業
者等の営業所の長に、上記⑴又は⑵の特例の適
用を受ける旨その他所定の事項を記載した書類
（以下「特定口座開設届出書」といいます。）の

提出をして、その金融商品取引業者等との間で
締結した上場株式等保管委託契約又は上場株式
等信用取引等契約に基づき開設された上場株式
等の振替口座簿への記載若しくは記録若しくは
保管の委託（以下「振替記載等」といいます。）
又は上場株式等の信用取引等に係る口座（その
口座においてこれらの契約及び上場株式配当等
受領委任契約に基づく取引以外の取引に関する
事項を扱わないものに限ります。）をいいます
（措法37の11の 3 ③一、措令25の10の 2 ⑤、措
規18の11④）。
⑷　「上場株式等保管委託契約」とは、上記⑴の
特例の適用を受けるために居住者等が金融商品
取引業者等と締結した上場株式等の振替記載等
に係る契約で、その契約書において次に掲げる
事項が定められているものをいいます（措法37
の11の 3 ③二、旧措令25の10の 2 ⑥⑦⑨～㉓、
旧措規18の11⑤～㉝）。
①　上場株式等の振替記載等はその振替記載等
に係る口座に設けられた特定保管勘定におい
て行うこと。
②　その特定保管勘定においては、その居住者
等の次に掲げる上場株式等のみを受け入れる
こと。
イ　特定口座開設届出書の提出後に、その金
融商品取引業者等への買付けの委託等によ
り取得をした上場株式等又はその金融商品
取引業者等から取得をした上場株式等で、
その取得後直ちにその口座に受け入れるも
の
ロ　その金融商品取引業者等以外の金融商品
取引業者等に開設されているその居住者等
の特定口座（以下ロにおいて「他の特定口
座」といいます。）から、当該他の特定口
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座に係る特定口座内保管上場株式等の全部
又は一部の移管がされる場合（特定口座内
保管上場株式等の一部の移管がされる場合
にあっては、その移管がされる特定口座内
保管上場株式等と同一銘柄の特定口座内保
管上場株式等は全て移管がされる特定口座
内保管上場株式等に含まれる場合に限りま
す。）のその移管がされる上場株式等
ハ　居住者等が非課税口座開設届出書の提出
をして開設された口座でその開設の時から
非課税口座に該当しないものとされる口座
に係る振替口座簿に振替記載等がされてい
る上場株式等で、その口座からその口座が
開設されている金融商品取引業者等の営業
所に開設されているその居住者等の特定口
座への振替の方法によりその上場株式等の
全てを受け入れるもの
ニ　上記のほか特定口座内保管上場株式等に
ついて行われた株式又は受益権の分割又は
併合により取得する上場株式等など、一定
の事由により取得する上場株式等など

③　その他一定の事項
（注）　上記の「上場株式等信用取引等契約」とは、

上記⑵の特例の適用を受けるために居住者等

が金融商品取引業者等と締結した上場株式等

の信用取引等に係る契約で、その契約書にお

いて上場株式等の信用取引等はその信用取引

等に係る口座に設けられた特定信用取引等勘

定において処理することその他所定の事項が

定められているものをいい、「特定保管勘定」

とは、上場株式等保管委託契約に基づきその

口座に係る振替口座簿に記載若しくは記録又

は保管の委託がされる上場株式等につき、そ

の記載若しくは記録又は保管の委託に関する

記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定をいい、「特定信用取引等勘定」と

は、上場株式等信用取引等契約に基づきその

口座において処理される上場株式等の信用取

引等につき、その信用取引等の処理に関する

記録を他の取引に関する記録と区分して行う

ための勘定をいいます（措法37の11の 3 ③二・

三、措令25の10の 2 ㉔）。

⑸　居住者等が開設する特定口座に係る特定口座
内保管上場株式等を発行した法人は、次に掲げ
る場合に該当する場合には、その特定口座が開
設されている金融商品取引業者等の営業所の長
に対し、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ
次に定める事項その他特定口座内保管上場株式
等の取得価額の計算に関し参考となるべき事項
を通知しなければならないこととされています
（旧措令25の10の 2 ㉖）。
①　その法人が分割型分割を行った場合��分
割型分割を行った旨及びその分割型分割に係
る所得税法施行令第61条第 2項第 2号に規定
する割合

②　その法人が株式分配を行った場合��株式
分配を行った旨及びその株式分配に係る所得
税法施行令第61条第 2項第 3号に規定する割
合
③　その法人が資本の払戻し又は解散による残
余財産の分配（以下③において「払戻し等」
といいます。）を行った場合��払戻し等を
行った旨及びその払戻し等に係る所得税法施
行令第61条第 2 項第 4 号イに規定する割合
（次に掲げる場合には、その払戻し等に係る
それぞれ次に定める割合）
イ　その払戻し等が 2以上の種類の株式を発
行する法人が行った資本の払戻しである場
合��その特定口座内保管上場株式等に係
る所得税法施行令第61条第 2項第 4号ロに
規定する割合
ロ　その払戻し等が出資等減少分配である場
合��所得税法施行令第61条第 2項第 5号
に規定する割合

2 　改正の内容

⑴　特定口座に受入れ可能な上場株式等の範囲の
拡充
　上記 1⑷の上場株式等保管委託契約に基づき
特定口座に受入れ可能な上場株式等の範囲に、
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次の上場株式等が追加されました。
①　居住者等が特定非課税口座開設届出書の提
出をして開設された口座でその開設の時から
非課税口座に該当しないものとされる口座に
係る振替口座簿に振替記載等がされている上
場株式等で、その口座からその口座が開設さ
れている金融商品取引業者等の営業所に開設
されているその居住者等の特定口座への振替
の方法によりその上場株式等の全てを受け入
れるもの（措令25の10の 2 ⑭三十一）
②　居住者等が勘定廃止通知等の提出又は提供
をして上場株式等の振替記載等に係る口座に
設けられた特定累積投資勘定及び特定非課税
管理勘定に該当しないものとされる勘定に係
る上場株式等で、その口座からその口座が開
設されている金融商品取引業者等の営業所に
開設されているその居住者等の特定口座への
振替の方法によりその上場株式等の全てを受
け入れるもの（措令25の10の 2 ⑭三十二）

（注 1）　前述「四　非課税口座内の少額上場株式

等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税

措置の改正」の 2 ⑴②イ及びロの改正により、

非課税口座の再開設に関する手続により開

設された一定の口座についてはその開設の

時から非課税口座に該当しないものとして、

特定累積投資勘定等の再設定に関する手続

により設けられた一定の勘定についてはそ

の設定の時から特定累積投資勘定及び特定

非課税管理勘定に該当しないものとして、

それぞれ扱うこととされました。上記 1⑷

②ハの上場株式等と同様に、このように扱

われた口座や勘定に係る上場株式等につい

ても、本特例により納税者利便を確保する

観点からこの改正が行われたものです。
（注 2）　上記の「特定非課税口座開設届出書」、「勘

定廃止通知等」、「特定累積投資勘定」及び

「特定非課税管理勘定」については、前述

「四　非課税口座内の少額上場株式等に係る

配当所得及び譲渡所得等の非課税措置の改

正」の 1 ⑷（注 4）及び（注 5）並びに 2

⑴②イ（注）及びロをご参照ください。

⑵　特定口座内保管上場株式等を発行した法人の
金融商品取引業者等に対する通知義務の整備
　令和 7年度税制改正では、受益証券発行信託
に関する会計の見直しに伴い、前述「六　一般
株式等に係る譲渡所得等の課税の特例及び上場
株式等に係る譲渡所得等の課税の特例の改正」
の 2 ⑴のとおり、特定受益証券発行信託の元本
の払戻しにより交付を受ける金銭の額について、
一般株式等に係る譲渡所得等又は上場株式等に
係る譲渡所得等に係る収入金額とみなして譲渡
益課税を行うこととされました（措法37の10④
四、37の11④三）。併せて、居住者が有する特
定受益証券発行信託の受益権（以下「旧受益
権」といいます。）に係る特定受益証券発行信
託の元本の払戻しとして金銭の交付を受けた場
合におけるその旧受益権 1口当たりの取得価額
の計算方法及びその計算に必要となる割合の受
託者から受益者である個人に対する通知義務が
整備されました（所令114④⑤）。
　これらの改正に伴い、居住者等が開設する特
定口座に係る特定口座内保管上場株式等である
特定受益証券発行信託の受益権に係る特定受益
証券発行信託の受託者は、その特定受益証券発
行信託の元本の払戻し（信託の終了若しくは一
部の解約又は信託の分割によるものを除きま
す。）を行った場合には、その特定口座が開設
されている金融商品取引業者等の営業所の長に
対し、その払戻しを行った旨及びその払戻しに
係る元本減少割合その他特定口座内保管上場株
式等の取得価額の計算に関し参考となるべき事
項を通知しなければならないこととされました
（措令25の10の 2 ㉖四）。
（注）　上記の「元本減少割合」とは、その特定受

益証券発行信託のその払戻しの直前の元本の

額のうちにその払戻しにより減少した元本の

額の占める割合（その割合に小数点以下 3 位

未満の端数があるときは、これを切り上げま

す。）をいいます（所令114④）。前掲「所得税
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法等の改正」の「第二　金融・証券税制の改

正」の「五　特定受益証券発行信託の元本の

払戻しがあった場合の受益権の取得価額の計

算規定の創設等」の 2 ⑴の元本減少割合と同

じです。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、令和 7年 4月 1日から施
行されています（改正措令附則 1）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、令和 8年 4月 1日以後に
行われる特定受益証券発行信託の元本の払戻し
について適用されます（改正措令附則 6）。

八�　年齢23歳未満の扶養親族を有する場合の生命保険料控除の�
特例の創設

1 　生命保険料控除の概要

⑴　一般生命保険料控除
①　居住者が、各年において、新生命保険契約
等に係る一定の保険料又は掛金（介護医療保
険料及び新個人年金保険料に該当するものを
除きます。以下「新生命保険料」といいま
す。）を支払った場合には、その年中に支払
った新生命保険料の金額に応じて次の表に掲
げる金額を所得控除できることとされていま
す（所法76①一）。

年間の支払
保険料等の
合計額

所　得　控　除　額

20,000円以下 支払保険料等の全額

20,000円超
40,000円以下 支払保険料等× 1 / 2 ＋10,000円

40,000円超
80,000円以下 支払保険料等× 1 / 4 ＋20,000円

80,000円超 一律40,000円

（注）　上記の「新生命保険契約等」とは、平成

24年 1 月 1 日以後に締結した次に掲げる契

約若しくは他の保険契約等に附帯して同日

以後に締結した次に掲げる契約又は同日以

後に確定給付企業年金法の規定に基づく承

認を受けた確定給付企業年金に係る規約若

しくは同法の規定に基づく認可を受けた企

業年金基金の規約のうち、これらの契約又

は規約に基づく保険金、共済金その他の給

付金（以下「保険金等」といいます。）の受

取人の全てをその保険料等の払込みをする

者又はその配偶者その他の親族とするもの

をいいます（所法76⑤、所令209①②、210、

210の 2 ）。

イ�　生命保険会社又は外国生命保険会社等

の締結した保険契約のうち生存又は死亡

に基因して一定額の保険金等が支払われ

るもの（特定保険契約及びその外国生命

保険会社等が国外において締結したもの

を除きます。）

ロ�　旧簡易生命保険契約のうち生存又は死

亡に基因して一定額の保険金等が支払わ

れるもの

ハ�　生命共済契約等のうち生存又は死亡に

基因して一定額の保険金等が支払われる

もの

②　居住者が、各年において、旧生命保険契約
等に係る一定の保険料又は掛金（旧個人年金
保険料等に該当するものを除きます。以下
「旧生命保険料」といいます。）を支払った場
合には、その年中に支払った旧生命保険料の
金額に応じて次の表に掲げる金額を所得控除
できることとされています（所法76①二）。

─�192�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



年間の支払
保険料等の
合計額

所　得　控　除　額

25,000円以下 支払保険料等の全額

25,000円超
50,000円以下

支払保険料等×
� 1 / 2 ＋12,500円

50,000円超
100,000円以下

支払保険料等×
� 1 / 4 ＋25,000円

100,000円超 一律50,000円

（注）　上記の「旧生命保険契約等」とは、平成

23年12月31日以前に締結した次に掲げる契

約又は同日以前に確定給付企業年金法の規

定に基づく承認を受けた確定給付企業年金

に係る規約若しくは同法の規定に基づく認

可を受けた企業年金基金の規約のうち、そ

の契約又は規約に基づく保険金等の受取人

の全てをその保険料等の払込みをする者又

はその配偶者その他の親族とするものをい

います（所法76⑥、所令209③）。

イ�　生命保険会社又は外国生命保険会社等

の締結した生存又は死亡に基因して一定

額の保険金等が支払われる保険契約

ロ　旧簡易生命保険契約

ハ　生命共済契約等

ニ�　生命保険会社若しくは外国生命保険会

社等又は損害保険会社若しくは外国損害

保険会社等の締結した疾病又は身体の傷

害その他これらに類する事由に基因して

保険金等が支払われる保険契約のうち、

医療費等支払事由に基因して保険金等が

支払われるもの

ホ　適格退職年金契約

③　居住者が、各年において、新生命保険料及
び旧生命保険料の両方を支払った場合におい
て、上記①②により計算した金額の合計額が
4万円を超えるときは、 4万円が限度とされ
ています（所法76①三）。

⑵　介護医療保険料控除
　居住者が、各年において、介護医療保険契約

等に係る一定の保険料又は掛金（新生命保険料
に該当するものを除きます。以下「介護医療保
険料」といいます。）を支払った場合には、そ
の年中に支払った介護医療保険料の金額に応じ
て上記⑴①の表に掲げる金額を所得控除できる
こととされています（所法76②）。
（注）　上記の「介護医療保険契約等」とは、平成

24年 1 月 1 日以後に締結した次に掲げる契約

又は他の保険契約等に附帯して同日以後に締

結した次に掲げる契約のうち、これらの契約

に基づく保険金等の受取人の全てをその保険

料等の払込みをする者又はその配偶者その他

の親族とするものをいいます（所法76⑦、所

令210）。

①�　生命保険会社若しくは外国生命保険会社

等又は損害保険会社若しくは外国損害保険

会社等の締結した疾病又は身体の傷害その

他これらに類する事由に基因して保険金等

が支払われる保険契約のうち、医療費等支

払事由に基因して保険金等が支払われるも

の

②�　疾病又は身体の傷害その他これらに類す

る事由に基因して保険金等が支払われる次

に掲げる契約のうち医療費等支払事由に基

因して保険金等が支払われるもの

　イ　旧簡易生命保険契約

　ロ　生命共済契約等

⑶　個人年金保険料控除
①　居住者が、各年において、新個人年金保険
契約等に係る一定の保険料又は掛金（以下
「新個人年金保険料」といいます。）を支払っ
た場合には、その年中に支払った新個人年金
保険料の金額に応じて上記⑴①の表に掲げる
金額を所得控除できることとされています
（所法76③一）。
（注）　上記の「新個人年金保険契約等」とは、

平成24年 1 月 1 日以後に締結した年金給付

契約又は他の保険契約等に附帯して同日以

後締結した年金給付契約のうち、次に掲げ
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る要件の定めのあるものをいいます（所法

76⑧、所令211、212）。

イ�　その契約に基づく年金の受取人は、保

険料等の払込みをする者又はその配偶者

が生存している場合にはこれらの者のい

ずれかとするものであること。

ロ�　その契約に基づく保険料等の払込みは、

年金支払開始日前10年以上の期間にわた

って定期に行うものであること。

ハ�　その契約に基づく年金の支払は、その

年金の受取人の年齢が60歳に達した日以

後の日でその契約で定める日以後10年以

上の期間又はその受取人が生存している

期間にわたって定期に行うものであるこ

とその他一定の要件

②　居住者が、各年において、旧個人年金保険
契約等に係る一定の保険料又は掛金（以下
「旧個人年金保険料」といいます。）を支払っ
た場合には、その年中に支払った旧個人年金
保険料の金額に応じて上記⑴②の表に掲げる
金額を所得控除できることとされています
（所法76③二）。
（注）　上記の「旧個人年金保険契約等」とは、

平成23年12月31日以前に締結した年金給付

契約のうち、上記①（注）イからハまでに

掲げる要件の定めのあるものをいいます（所

法76⑨）。

③　居住者が、各年において、新個人年金保険
料及び旧個人年金保険料の両方を支払った場
合において、上記①②により計算した金額の
合計額が 4万円を超えるときは、 4万円が限
度とされています（所法76③三）。

⑷　控除額の合計限度額
　上記⑴から⑶までの計算による控除額の合計
額が12万円を超える場合には、12万円が限度と
されています（所法76④）。

⑸　給与所得者の保険料控除申告書
　国内において給与等の支払を受ける居住者は、

年末調整の際に、給与等から控除されない社会
保険料若しくは小規模企業共済等掛金又は新生
命保険料、旧生命保険料、介護医療保険料、新
個人年金保険料、旧個人年金保険料若しくは地
震保険料に係る控除を受けようとする場合には、
その給与等の支払者（ 2以上の給与等の支払者
から給与等の支払を受ける場合には、主たる給
与等の支払者）からその年最後に給与等の支払
を受ける日の前日までに、一定の事項を記載し
た「給与所得者の保険料控除申告書」を、その
給与等の支払者を経由して、その給与等に係る
所得税の納税地の所轄税務署長に提出しなけれ
ばならないこととされています（所法196①）。
（注）　上記の「一定の事項」とは、具体的には、

次に掲げる事項とされています（所法196①各

号、所規75①各号）。

①　給与等の支払者の氏名又は名称

②�　給与等から控除されない社会保険料でそ

の年中に支払ったものの金額及び給与等か

ら控除されない小規模企業共済等掛金でそ

の年中に支払ったものの額

③�　その年中に支払った新生命保険料の金額

及び旧生命保険料の金額、介護医療保険料

の金額、新個人年金保険料の金額及び旧個

人年金保険料の金額並びに地震保険料の金

額につき控除されるべき金額

④�　申告書を提出する者（以下「申告者」と

いいます。）の氏名及び住所

⑤　社会保険料については、次に掲げる事項

　イ�　その年中に支払った社会保険料の種類

別の金額（給与等から控除されるものを

除きます。）及びその支払の相手方の名称

　ロ�　社会保険料のうちに自己と生計を一に

する配偶者その他の親族の負担すべきも

のがある場合には、これらの者の氏名並

びにこれらの者の負担すべき社会保険料

の種類別の金額及びその支払の相手方の

名称

⑥�　小規模企業共済等掛金については、その

年中に支払った小規模企業共済等掛金の種
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類別の額（給与等から控除されるものを除

きます。）

⑦�　新生命保険料については、次に掲げる事

項

　イ　保険契約者又は共済契約者の氏名

　ロ�　保険金、年金、共済金、確定給付企業

年金、退職年金又は退職一時金の受取人

の氏名

　ハ　保険、年金又は共済の種類

　ニ　保険金の額、年金額又は共済金の額

　ホ　保険期間又は共済期間

　ヘ�　その年中に支払った新生命保険料の金

額及びその支払の相手方の名称

⑧�　旧生命保険料については、次に掲げる事

項

　イ　上記⑦イからホまでに掲げる事項

　ロ�　その年中に支払った旧生命保険料の金

額及びその支払の相手方の名称

⑨�　介護医療保険料については、次に掲げる

事項

　イ　保険契約者又は共済契約者の氏名

　ロ�　保険金、年金又は共済金の受取人の氏

名

　ハ　保険、年金又は共済の種類

　ニ　保険金の額、年金額又は共済金の額

　ホ　保険期間又は共済期間

　ヘ�　その年中に支払った介護医療保険料の

金額及びその支払の相手方の名称

⑩�　新個人年金保険料については、次に掲げ

る事項

　イ　保険契約者又は共済契約者の氏名

　ロ　年金の受取人の氏名

　ハ�　年金の種類並びにその年金の支払開始

日及び支払期間

　ニ�　その年中に支払った新個人年金保険料

の金額及びその支払の相手方の名称

⑪�　旧個人年金保険料については、次に掲げ

る事項

　イ　上記⑩イからハまでに掲げる事項

　ロ�　その年中に支払った旧個人年金保険料

の金額及びその支払の相手方の名称

⑫　地震保険料については、次に掲げる事項

　イ　保険契約者又は共済契約者の氏名

　ロ　保険又は共済の種類及びその目的

　ハ�　地震保険料に係る保険金の額又は共済

金の額

　ニ　保険期間又は共済期間

　ホ�　その年中に支払った地震保険料の金額

及びその支払の相手方の名称

⑹　扶養控除等申告書への個人番号の記載
　給与所得者の扶養控除等申告書、従たる給与
等についての扶養控除等申告書又は給与所得者
の配偶者控除等申告書（以下「扶養控除等申告
書」といいます。）の提出を受ける給与等の支
払者が、その扶養控除等申告書に記載されるべ
き源泉控除対象配偶者、控除対象配偶者その他
配偶者特別控除の対象となる配偶者又は同一生
計配偶者のうち同居特別障害者等である者（以
下「源泉控除対象配偶者等」といいます。）の
氏名及び個人番号その他の事項を記載した帳簿
（その扶養控除等申告書の提出の前に、その源
泉控除対象配偶者等に係る給与等の支払を受け
る居住者から給与所得者の扶養控除等申告書等
の提出を受けて作成されたものに限ります。）
を備えているときは、その扶養控除等申告書の
提出者は、その扶養控除等申告書にその帳簿に
記載されている個人番号の記載を要しないもの
とされています（旧所法198④）。

2 　改正の内容等

　子育て世帯は、安全・快適な住宅の確保や、子
どもを扶養する者に万が一のことがあった際のリ
スクへの備えなど、様々なニーズを抱えており、
子育て支援を進めるためには、税制においてこう
したニーズを踏まえた措置を講じていく必要があ
ります。そうした観点から、令和 6年度の与党税
制改正大綱においては、扶養控除等の見直しと併
せて行う子育て支援税制として、①子育て世帯等
に対する住宅ローン税額控除の拡充、②子育て世
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帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充、③子育
て世帯に対する生命保険料控除の拡充について、
令和 7年度税制改正において検討し、結論を得る
こととされました。
　その上で、令和 7年度税制改正において、これ
らの子育て支援税制については高校生年代の扶養
控除の取扱いを踏まえてそのあり方を検討するこ
ととなる一方、今般、 1年間の時限的な措置とし
て対応することとされ、③について措置されるこ
ととなり、具体的には、以下の改正が行われまし
た。

⑴　年齢23歳未満の扶養親族を有する場合の生命
保険料控除の特例の創設
　上記 1 ⑴①の新生命保険料に係る一般生命保
険料控除について、居住者が年齢23歳未満の扶
養親族を有する場合には、令和 8年中に支払っ
た新生命保険料の金額に応じて次の表に掲げる
金額を所得控除する特例が設けられました（措
法41の15の 5 ①、所法76①一）。

年間の支払
保険料等の
合計額

所　得　控　除　額

30,000円以下 支払保険料等の全額

30,000円超
60,000円以下 支払保険料等× 1 / 2 ＋15,000円

60,000円超
120,000円以下 支払保険料等× 1 / 4 ＋30,000円

120,000円超 一律60,000円

　また、令和 8年中に旧生命保険料と本特例の
適用がある新生命保険料の両方を支払った場合
には、一般生命保険料控除の適用限度額は 6万
円（改正前： 4万円）とされます（措法41の15
の 5 ①、所法76①三）。
　なお、本特例を適用した場合において、上記
1 ⑵⑶の計算を行った控除額との合計額が12万
円を超えるときは、本特例の創設前と変わらず
12万円が限度となります（所法76④）。
（注）　本特例の対象となる年齢23歳未満の扶養親

族に該当するかどうかの判定は、令和 8 年12

月31日（その居住者が年の中途において死亡し、

又は出国をする場合には、その死亡又は出国

の時）の現況によることとされ、その判定に

係る者がその当時既に死亡している場合は、

その死亡の時の現況によることとされていま

す（措法41の15の 5 ②）。

⑵　給与所得者の保険料控除申告書の記載事項の
追加
　上記⑴の特例の適用を受ける場合には、給与
所得者の保険料控除申告書に、上記 1 ⑸（注）
⑦に掲げる事項に加えて、以下に掲げる事項を
記載することとされました（措法41の15の 5 ③、
所法196①、措規19の10）。
①　上記⑴の特例の対象となる年齢23歳未満の
扶養親族の氏名、生年月日、住所（国内に住
所がない場合には、居所。以下同じです。）、
個人番号及び給与所得者の保険料控除申告書
を提出する申告者との続柄（個人番号を有し
ない者にあっては、氏名、生年月日、住所及
び申告者との続柄）並びに合計所得金額又は
その見積額
②　その他参考となるべき事項

⑶　給与所得者の保険料控除申告書の個人番号の
記載不要
　上記⑵のとおり、給与所得者の保険料控除申
告書には対象となる年齢23歳未満の扶養親族の
個人番号を記載することとされたことに伴い、
その申告書の提出を受ける給与等の支払者が、
その申告書に記載されるべきその扶養親族の氏
名及び個人番号その他の事項を記載した帳簿
（その申告書の提出の前に、その源泉控除対象
配偶者等に係る給与等の支払を受ける居住者か
ら給与所得者の扶養控除等申告書等の提出を受
けて作成されたものに限ります。）を備えてい
るときは、その申告書の提出者は、その申告書
にその帳簿に記載されている個人番号の記載を
要しないものとされました（措法41の15の 5 ③、
所法198④）。
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（注）　上記の改正のほか、扶養控除等申告書の範

囲に特定親族特別控除申告書を、源泉控除対

象配偶者等の範囲に特定親族をそれぞれ追加

する改正が行われています。詳細については、

前掲「所得税法等の改正」の「第一　所得税

の見直し関係の改正」の「三　特定親族特別

控除の創設」の 2 ⑵②ホをご参照ください。

⑷　確定申告書及び源泉徴収票の記載事項の追加
　上記⑴の特例の適用がある場合には、特例の
対象となる年齢23歳未満の扶養親族の氏名、生
年月日、その扶養親族を有する居住者との続柄
及び個人番号（個人番号を有しない者にあって

は、氏名、生年月日及びその扶養親族を有する
居住者との続柄）を確定申告書に記載すること
とされました（所規47③二十四、48①四、措規
18の14の 2 ⑥四、19の 9 ⑤四）。
　また、年末調整において上記⑴の特例の適用
がある場合には、給与所得の源泉徴収票の適用
欄に、その特例の適用がある旨を記載すること
とされました（所規別表 6⑴）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 8年分の所得税について
適用されます（措法41の15の 5 ①）。

第二　住宅・土地税制の改正

一�　住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除制度（住宅
ローン税額控除）等の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　住宅の取得等に係る住宅ローン税額控除
①　概要
　個人が、国内において、居住用家屋の新築
等（居住用家屋の新築又は新築住宅の取得を
いいます。以下同じです。）、買取再販住宅の
取得（既存住宅のうち宅地建物取引業者が一
定の増改築等をした家屋のその宅地建物取引
業者からの取得をいいます。以下同じです。）、
既存住宅の取得（買取再販住宅の取得を除き
ます。）又はその者の居住の用に供する家屋
の増改築等（これらを合わせて以下「住宅の
取得等」といいます。）をして、これらの家
屋を平成19年 1 月 1 日から令和 7年12月31日
までの間に自己の居住の用に供した場合（住
宅の取得等の日から 6月以内に自己の居住の
用に供した場合に限ります。）において、そ
の者がその住宅の取得等のための借入金等
（以下「住宅借入金等」といいます。）の金額
を有するときは、その居住の用に供した日

（以下「居住日」といいます。）の属する年
（以下「居住年」といいます。）以後一定の控
除期間（居住日以後その年の12月31日まで引
き続きその居住の用に供している年に限りま
す。）にわたって、その者の住宅借入金等の
年末残高（住宅借入金等の年末残高の限度額
（借入限度額）を超える場合には、借入限度
額）と居住年に応じた控除率との組み合わせ
により計算した金額を、その者の各年の所得
税額から控除することができることとされて
います（居住年が令和 4年以降である場合の
借入限度額、控除率及び控除期間については、
（表 1）をご参照ください。）（措法41）。
　ただし、住宅ローン税額控除は、その者の
控除期間のうち、その年分の合計所得金額が
2,000万円以下である場合に限り、適用でき
ることとされています（措法41①）。
②　家屋の床面積要件
　なお、本特例の対象となる「居住用家屋」
は、住宅の用に供する家屋で、個人が居住の
用に供する次に掲げる家屋（その家屋の床面
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積の 2分の 1以上に相当する部分が専ら居住
の用に供されるものに限ります。）とし、そ
の者がその居住の用に供する家屋を二以上有
する場合には、これらの家屋のうち、その者
が主としてその居住の用に供すると認められ
る一の家屋に限るものとされています（措令
26①）。
イ　一棟の家屋で床面積が50㎡以上であるも

の
ロ　マンションなど一棟の家屋で、その構造
上区分された数個の部分を独立して住居そ
の他の用途に供することができるものにつ
きその各部分を区分所有する場合には、そ
の者の区分所有する部分の床面積が50㎡以
上であるもの

（表 1）　認定住宅等以外の住宅の住宅ローン税額控除の場合

居住年 借入限度額 控除率 控除期間

令和 4年・令和 5年 3,000万円
0.7％

13年

令和 6年・令和 7年 2,000万円 10年

（注）�　上記の金額等は、住宅の取得等が居住用家屋の新築等又は買取再販住宅の取得である場合の金額等であり、
それ以外の場合（既存住宅の取得（買取再販住宅の取得を除きます。）又は住宅の増改築等）における借入
限度額は一律2,000万円と、控除期間は一律10年とされます。

③　なお、個人が、国内において、特定居住用
家屋の新築又は新築住宅である特定居住用家
屋の取得をして、その特定居住用家屋を令和
6年 1月 1日以後に自己の居住の用に供した
場合には、住宅ローン税額控除制度の適用が
できないこととされています（措法41㉗、措
令26㊲）。
　上記の「特定居住用家屋」とは、「エネル
ギーの使用の合理化に資する住宅の用に供す
る家屋として国土交通大臣が財務大臣と協議
して定める基準」（令４.3国土交通告456②）
に適合する家屋以外の家屋で、次に掲げる要
件のいずれにも該当しないものとされていま
す。
イ　その家屋が令和 5年12月31日以前に建築
基準法第 6条第 1項の規定による確認（以
下「建築確認」といいます。）を受けてい
るものであること。
ロ　その家屋が令和 6年 6月30日以前に建築
されたものであること。

⑵　認定住宅等の住宅ローン税額控除の特例
①　概要
　個人が、国内において、認定住宅等の新築

等（認定住宅等（次に掲げる家屋をいいます。
以下同じです。）の新築又は新築住宅である
認定住宅等の取得をいいます。以下同じで
す。）、買取再販認定住宅等の取得（認定住宅
等である既存住宅のうち宅地建物取引業者が
一定の増改築等をした家屋のその宅地建物取
引業者からの取得をいいます。以下同じで
す。）又は認定住宅等である既存住宅の取得
で買取再販認定住宅等の取得に該当するもの
以外のもの（これらを合わせて以下「認定住
宅等の新築取得等」といいます。）をして、
これらの認定住宅等を平成21年 6 月 4 日から
令和 7年12月31日までの間に自己の居住の用
に供した場合（認定住宅等の新築取得等の日
から 6月以内に自己の居住の用に供した場合
に限ります。）において、その居住年以後一
定の控除期間（居住日以後その年の12月31日
まで引き続きその居住の用に供している年に
限ります。）においてその認定住宅等の新築
取得等のための借入金等（以下「認定住宅等
借入金等」といいます。）の金額を有すると
きは、その者の選択により、その者の認定住
宅等借入金等の年末残高（認定住宅等借入金
等の年末残高の限度額（認定住宅等借入限度

─�198�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



額）を超える場合には、認定住宅等借入限度
額）と居住年に応じた控除率との組み合わせ
により計算した金額を住宅ローン税額控除額
とする認定住宅等の住宅ローン税額控除の特
例を適用することができることとされていま
す（居住年が令和 4年以降である場合の認定
住宅等借入限度額、控除率及び控除期間につ
いては、（表 2）をご参照ください。）（旧措
法41⑩）。
イ　認定長期優良住宅（長期優良住宅の普及
の促進に関する法律に規定する認定長期優
良住宅に該当する家屋で一定のものをいい
ます。以下同じです。）
ロ　認定低炭素住宅（都市の低炭素化の促進
に関する法律に規定する低炭素建築物に該
当する家屋で一定のもの（以下「低炭素建
築物」といいます。）又は低炭素建築物と

みなされる特定建築物に該当する家屋で一
定のもの（以下「特定建築物」といいま
す。）をいいます。以下同じです。）
ハ　特定エネルギー消費性能向上住宅（イ及
びロに掲げる家屋以外の家屋で、エネルギ
ーの使用の合理化に著しく資する住宅の用
に供する家屋として一定のものをいいます。
以下同じです。）
ニ　エネルギー消費性能向上住宅（イからハ
までに掲げる家屋以外の家屋で、エネルギ
ーの使用の合理化に資する住宅の用に供す
る家屋として一定のものをいいます。以下
同じです。）

②　認定住宅等の床面積要件
　本特例の対象となる認定住宅等は、上記⑴
②の床面積要件を満たす必要があります（措
令26⑳～㉔）。

（表 2）　認定住宅等の場合

住宅の区分 居住年 認定住宅等
借入限度額 控除率 控除期間

認定住宅
令和 4年・令和 5年 5,000万円

0.7％ 13年

令和 6年・令和 7年 4,500万円

特定エネルギー
消費性能向上住宅

令和 4年・令和 5年 4,500万円

令和 6年・令和 7年 3,500万円

エネルギー
消費性能向上住宅

令和 4年・令和 5年 4,000万円

令和 6年・令和 7年 3,000万円

（注 1）�　上記の「認定住宅」とは、認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅をいいます。以下同じです。
（注 2）�　上記の金額等は、住宅の取得等が認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得である場合の金

額等であり、住宅の取得等が認定住宅等である既存住宅の取得（買取再販認定住宅等の取得を除きま
す。）である場合における借入限度額は一律3,000万円と、控除期間は一律10年とされます。

⑶　特例認定住宅等の新築等に係る床面積要件の
緩和措置
　個人が、国内において、特例認定住宅等（小
規模居住用家屋に該当する家屋で次に掲げるも
ののうち令和 6年12月31日以前に建築確認を受
けているものをいいます。以下 1において同じ
です。）の新築又は特例認定住宅等で建築後使
用されたことのないものの取得（以下 1におい

て「特例認定住宅等の新築等」といいます。）
をした場合には、その特例認定住宅等の新築等
は認定住宅等の新築等に該当するものと、その
特例認定住宅等は認定住宅等と、その特例認定
住宅等で①又は②に掲げるものは認定住宅と、
その特例認定住宅等で③に掲げるものは特定エ
ネルギー消費性能向上住宅と、その特例認定住
宅等で④に掲げるものはエネルギー消費性能向
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上住宅とそれぞれみなして、上記⑵の「認定住
宅等の住宅ローン税額控除の特例」を適用する
ことができることとされています。ただし、そ
の者の控除期間のうち、その年分の所得税に係
る合計所得金額が1,000万円を超える年につい
ては、適用しないこととされています（旧措法
41㉑）。
①　長期優良住宅の普及の促進に関する法律に
規定する認定長期優良住宅に該当する家屋で
一定のもの
②　都市の低炭素化の促進に関する法律に規定
する低炭素建築物に該当する家屋で一定のも
の又は低炭素建築物とみなされる特定建築物
に該当する家屋で一定のもの
③　①及び②に掲げる家屋以外の家屋で、エネ
ルギーの使用の合理化に著しく資する住宅の
用に供する家屋として一定のもの
④　イからハまでに掲げる家屋以外の家屋で、
エネルギーの使用の合理化に資する住宅の用
に供する家屋として一定のもの

（注）　上記の「小規模居住用家屋」とは、個人が

その居住の用に供する次に掲げる家屋（その

家屋の床面積の 2 分の 1 以上に相当する部分

が専らその居住の用に供されるものに限りま

す。）とし、その者がその居住の用に供する家

屋を二以上有する場合には、これらの家屋の

うち、その者が主としてその居住の用に供す

ると認められる一の家屋に限るものとされて

います（措法41⑳、措令26㉚）。

①�　一棟の家屋で床面積が40㎡以上50㎡未満

であるもの

②�　マンションなど一棟の家屋で、その構造

上区分された数個の部分を独立して住居そ

の他の用途に供することができるものにつ

きその各部分を区分所有する場合には、そ

の者の区分所有する部分の床面積が40㎡以

上50㎡未満であるもの

⑷　子育て世帯等に対する住宅ローン税額控除の
特例
　個人で、年齢40歳未満であって配偶者を有す
る者、年齢40歳以上であって年齢40歳未満の配
偶者を有する者又は年齢19歳未満の扶養親族を
有する者（以下「特例対象個人」といいます。）
が、認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅
等の取得をし、かつ、その認定住宅等の新築等
をした認定住宅等（認定住宅等とみなされる上
記⑶の特例認定住宅等を含みます。）又は買取
再販認定住宅等の取得をした家屋を令和 6年 1
月 1日から同年12月31日までの間に自己の居住
の用に供した場合（その認定住宅等の新築等又
は買取再販認定住宅等の取得をした日から 6月
以内に自己の居住の用に供した場合に限りま
す。）において、上記⑵の「認定住宅等の住宅
ローン税額控除の特例」を適用する場合の認定
住宅等借入限度額は、次のとおりとすることが
できることとされています（旧措法41⑬）。
（表 3）�　子育て世帯等に対する住宅ローン税額

控除の特例の場合

居住用家屋の区分 認定住宅等借入限度額

認定住宅 5,000万円（4,500万円）

特定エネルギー
消費性能向上住宅 4,500万円（3,500万円）

エネルギー
消費性能向上住宅 4,000万円（3,000万円）

（注）�　かっこ内は令和 6 年に居住の用に供した場
合の上乗せ前の認定住宅等借入限度額。

⑸　東日本大震災の被災者等に係る住宅ローン税
額控除の控除額に係る特例
　自己の所有する家屋で居住の用に供していた
もの（従前住宅）が東日本大震災によって被害
を受けたことにより居住の用に供することがで
きなくなった個人（以下「住宅被災者」といい
ます。）が、一定の要件を満たす住宅の新築取
得等（住宅の取得等又は認定住宅等の新築取得
等をいい、特例居住用家屋の新築等、特例認定
住宅等の新築等など一定の要件を満たす住宅の
取得を含みます。以下同じです。）をし、かつ、
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その住宅の新築取得等をした居住用家屋若しく
は既存住宅若しくは増改築等をした家屋又は認
定住宅等（特例認定住宅等を含みます。以下⑸
において同じです。）を、その従前住宅を居住
の用に供することができなくなった日から令和
7年12月31日までの間に、自己の居住の用に供
した場合（居住用家屋の新築若しくは新築住宅
若しくは既存住宅の取得又は認定住宅等の新築
若しくは取得をしたこれらの家屋（以下「再建
住宅」といいます。）にあっては、従前住宅を
居住の用に供することができなくなった日以後
最初に居住の用に供した場合であって、住宅の
新築取得等の日から 6月以内に自己の居住の用
に供した場合に限ります。）において、その者
がその住宅の新築取得等（再建住宅にあっては、
その従前住宅を居住の用に供することができな
くなった日以後最初に居住の用に供したものに
係る住宅の新築取得等に限ります。）に係る住
宅借入金（以下「再建住宅借入金等」といいま
す。）の金額を有するときは、その者の選択に
より、その者の再建住宅借入金等の年末残高
（再建住宅借入金等の年末残高の限度額（借入

限度額）を超える場合には、借入限度額）と居
住年に応じた控除率との組み合わせにより計算
した金額を住宅ローン税額控除額とする東日本
大震災の被災者等に係る住宅ローン税額控除の
控除額に係る特例を適用することができること
とされています（居住年が令和 4年以降である
場合の借入限度額、控除率及び控除期間につい
ては、（表 4）をご参照ください。）（震災税特
法13の 2 ①②）。
　なお、住宅被災者のうち、その者の従前住宅
が警戒区域設定指示等の対象区域内に所在して
いなかったものが、住宅の新築取得等をし、か
つ、その住宅の新築取得等をした居住用家屋若
しくは既存住宅若しくは増改築等をした家屋又
は認定住宅等を令和 7年 1月 1日以後にその者
の居住の用に供した場合には、この⑸の特例の
適用ができないこととされています（震災税特
法13の 2 ⑥）。
（注）　上記の「警戒区域設定指示等」とは被災居

住用財産に係る譲渡期限の延長等の特例（震

災税特法11の 6 ）の警戒区域設定指示等をい

います。

（表 4）　住宅被災者に係る住宅ローン税額控除の控除額に係る特例の場合

居住年 借入限度額 控除率 控除期間

令和 4年・令和 5年 5,000万円
0.9％ 13年

令和 6年・令和 7年 4,500万円

（注）�　上記の金額等は、住宅の新築取得等が居住用家屋の新築等、買取再販住宅の取得、認定住宅等の新築等
又は買取再販認定住宅等の取得である場合の金額等であり、それ以外の場合（既存住宅の取得（買取再販
住宅の取得及び買取再販認定住宅等の取得を除きます。）又は住宅の増改築等）における借入限度額は一律
3,000万円と、控除期間は一律10年とされます。

⑹　子育て世帯等に対する東日本大震災の被災者
等に係る住宅ローン税額控除の控除額に係る特
例
　特例対象個人に該当する住宅被災者が、認定
住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の取得
をし、かつ、その認定住宅等の新築等をした認
定住宅等（認定住宅等とみなされる特例認定住
宅等を含みます。）又は買取再販認定住宅等の

取得をした家屋を令和 6年 1月 1日から同年12
月31日までの間に自己の居住の用に供した場合
（その認定住宅等の新築等又は買取再販認定住
宅等の取得をした日から 6月以内に自己の居住
の用に供した場合に限ります。）において、上
記⑸の「東日本大震災の被災者等に係る住宅ロ
ーン税額控除の控除額に係る特例」を適用する
場合の借入限度額は、次のとおりとすることが
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できることとされています（旧震災税特法13の
2 ③）。

（表 5）�　子育て世帯等である住宅被災者に係る
住宅ローン税額控除の控除額に係る特例
の場合

居住用家屋の区分 借入限度額

認定住宅
5,000万円

（4,500万円）特定エネルギー消費性能向上住宅

エネルギー消費性能向上住宅

（注）�　かっこ内は令和 6 年に居住の用に供した場
合の上乗せ前の借入限度額。

⑺　年末調整により住宅ローン税額控除の適用を
受ける場合の手続
　確定申告書を提出して住宅ローン税額控除の
適用を受けた個人は、その適用を受けた年の翌
年以後の控除期間については、給与所得者につ
いては、一定の手続等の下で、年末調整の際に
この控除の適用を受けることができることとさ
れています（措法41の 2 の 2 ）。ただし、その
年分の合計所得金額の見積額が2,000万円（住
宅の取得等が上記⑶②の認定住宅等の新築等に
該当するものとみなされた特例認定住宅等の新
築等である場合においては、1,000万円）を超
える場合には、年末調整の際にこの控除の適用
を受けることはできません（措法41の 2 の 2 ②）。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　前述したとおり、子育て世帯は、安全・快適
な住宅の確保や、子どもを扶養する者に万が一
のことがあった際のリスクへの備えなど、様々
なニーズを抱えており、子育て支援を進めるた
めには、税制においてこうしたニーズを踏まえ
た措置を講じていく必要があります。そうした
観点から、令和 6年度の与党税制改正大綱にお
いては、扶養控除等の見直しと併せて行う子育
て支援税制として、①子育て世帯等に対する住

宅ローン税額控除の拡充、②子育て世帯等に対
する住宅リフォーム税制の拡充、③子育て世帯
に対する生命保険料控除の拡充について、令和
7年度税制改正において検討し、結論を得るこ
ととされました。
　その上で、令和 6年度税制改正では、①及び
②については、現下の急激な住宅価格の上昇等
の状況を踏まえ、令和 6年限りの措置として先
行的に対応することとされました。
　令和 7年度税制改正において、これらの子育
て支援税制については高校生年代の扶養控除の
取扱いを踏まえてそのあり方を検討することと
なる一方、 1年間の時限的な措置として対応す
ることとされ、①及び②について、令和 6年に
引き続き措置されることとなりました。

⑵　改正の内容
①　住宅借入金等を有する場合の所得税額の特
別控除制度の改正
イ　子育て世帯等に対する住宅ローン税額控
除の特例
　特例対象個人が、認定住宅等の新築等又
は買取再販認定住宅等の取得をし、かつ、
その認定住宅等の新築等をした認定住宅等
（認定住宅等とみなされる下記ロの特例認
定住宅等を含みます。）又は買取再販認定
住宅等の取得をした家屋を令和 7年 1月 1
日から同年12月31日までの間に自己の居住
の用に供した場合（その認定住宅等の新築
等又は買取再販認定住宅等の取得をした日
から 6月以内に自己の居住の用に供した場
合に限ります。）において、上記 1 ⑵の
「認定住宅等の住宅ローン税額控除の特
例」を適用するときの認定住宅等借入限度
額は、令和 6年 1月 1日から同年12月31日
までの間に自己の居住の用に供した場合と
同様に、次のとおり上乗せされた金額とす
ることができることとされました（措法41
⑬）。
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居住用家屋の区分 認定住宅等借入限度額

認定住宅 5,000万円（4,500万円）

特定エネルギー
消費性能向上住宅 4,500万円（3,500万円）

エネルギー
消費性能向上住宅 4,000万円（3,000万円）

（注）�　かっこ内は令和 7 年に居住の用に供し
た場合の上乗せ前の認定住宅等借入限度
額。

　なお、この子育て世帯等に対する住宅ロ
ーン税額控除の特例はあくまでも上記 1 ⑵
の認定住宅等の住宅ローン税額控除の特例
に係る認定住宅等借入限度額の特例です。
そのため、その認定住宅等借入限度額以外
の要件は、認定住宅等の住宅ローン税額控
除の特例と同様です。したがって、その者
の控除期間のうち、その年分の合計所得金
額が2,000万円（住宅の取得等が認定住宅
等の新築等に該当するものとみなされた下
記ロの特例認定住宅等の新築等である場合
には1,000万円）を超える年には控除は受
けられません。また、この子育て世帯等に
対する住宅ローン税額控除の特例の適用を
受けた年分の翌年分以降の年分については、
一定の手続等の下で、年末調整の際にこの
子育て世帯等に対する住宅ローン税額控除
の特例の適用を受けることができます（措
法41①⑩⑬、41の 2 の 2 ）。
ロ　床面積要件の緩和措置の拡充
　床面積要件については、上記 1 ⑶のとお
り、令和 6年以前に建築確認を受けた一定
の家屋に限りその床面積が40㎡以上50㎡未
満であっても上記 1 ⑵の「認定住宅等の住
宅ローン税額控除の特例」を適用すること
ができることとされていましたが、令和 7
年以前に建築確認を受けた当該家屋につい
て、上記 1 ⑶と同様の緩和措置を講ずるこ
ととされました。
　具体的には、個人が、国内において、小
規模居住用家屋に該当する家屋で上記 1 ⑶

①から④までに掲げるもののうち令和 7年
12月31日以前に建築確認を受けているもの
（以下「特例認定住宅等」といいます。）の
新築又は新築住宅である特例認定住宅等の
取得（以下「特例認定住宅等の新築等」と
いいます。）をした場合には、その特例認
定住宅等の新築等は認定住宅等の新築等に
該当するものと、その特例認定住宅等は認
定住宅等と、その特例認定住宅等で上記 1
⑶①又は②に掲げるものは認定住宅と、そ
の特例認定住宅等で上記 1 ⑶③に掲げるも
のは特定エネルギー消費性能向上住宅と、
その特例認定住宅等で上記 1 ⑶④に掲げる
ものはエネルギー消費性能向上住宅とそれ
ぞれみなして、上記 1 ⑵の「認定住宅等の
住宅ローン税額控除の特例」を適用するこ
とができることとされました。ただし、改
正前と同様に、その者の控除期間のうち、
その年分の所得税に係る合計所得金額が
1,000万円を超える年については、適用し
ないこととされています（措法41㉑）。

②　東日本大震災の被災者等に係る住宅ローン
税額控除の控除額に係る特例の改正
イ　特例対象個人に該当する住宅被災者が、
認定住宅等の新築等又は買取再販認定住宅
等の取得をし、かつ、その認定住宅等の新
築等をした認定住宅等（認定住宅等とみな
される特例認定住宅等を含みます。）又は
買取再販認定住宅等の取得をした家屋を令
和 7年 1月 1日から同年12月31日までの間
に自己の居住の用に供した場合（その認定
住宅等の新築等又は買取再販認定住宅等の
取得をした日から 6月以内に自己の居住の
用に供した場合に限ります。）において、
上記 1 ⑸の「東日本大震災の被災者等に係
る住宅ローン税額控除の控除額に係る特
例」を適用するときの借入限度額は、令和
6年 1月 1日から同年12月31日までの間に
自己の居住の用に供した場合と同様に、次
のとおり上乗せされた金額とすることがで
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きることとされました（震災税特法13の 2
③）。

居住用家屋の区分 借入限度額

認定住宅

5,000万円
（4,500万円）

特定エネルギー
消費性能向上住宅

エネルギー消費性能向上住宅

（注）�　かっこ内は令和 7 年に居住の用に供し
た場合の上乗せ前の借入限度額。

ロ　上記①ロと同様の措置を講ずることとさ
れました（震災税特法13の 2 ①）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、特例対象個人等が令和 7年 1
月 1日以後に認定住宅等を居住の用に供する場合
について適用されます（措法41⑬㉑、震災税特法
13の 2 ③）。

二�　既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別
控除の改正

1 　改正前の制度の概要

　本特例は、次の⑴から⑹までの 6つの特例が措
置されています。

⑴　バリアフリー改修工事に係る税額控除制度
　特定個人が、その所有する居住用の家屋につ
いて高齢者等居住改修工事等（バリアフリー改
修工事）をして、その居住用の家屋を平成26年
4 月 1 日から令和 7年12月31日までの間に自己
の居住の用に供した場合（その高齢者等居住改
修工事等の日から 6月以内に自己の居住の用に
供した場合に限ります。）には、その居住の用
に供した日の属する年分の所得税の額から、高
齢者等居住改修工事等に係る標準的費用額（200
万円を限度とします。以下「控除対象標準的費
用額」といいます。）の10％に相当する金額を
控除することとされています（措法41の19の 3
①）。
（注 1）　上記の「特定個人」とは、次の者をいい

ます（措法41の 3 の 2 ①）。

　①　年齢が50歳以上である者

　②�　介護保険法の要介護認定又は要支援認

定を受けている者

　③　所得税法の障害者に該当する者

　④�　高齢者等（年齢が65歳以上である者、

要介護認定若しくは要支援認定を受けて

いる者又は所得税法の障害者に該当する

者をいいます。）である親族と同居を常況

としている者
（注 2）　上記の「標準的費用額」の基礎となる工

事内容に応じた標準額については、告示に

より定められています（措令26の28の 5 ①②、

平21. 3 国土交通告384）。
（注 3）　上記の「補助金等」とは、国又は地方公

共団体から交付される補助金又は給付金そ

の他これらに準ずるものをいいます（措法

41の19の 2 ①）。以下同じです。

⑵　省エネ改修工事に係る税額控除制度
　個人が、その所有する居住用の家屋について
一般断熱改修工事等（省エネ改修工事）をして、
その居住用の家屋を平成26年 4 月 1 日から令和
7年12月31日までの間に自己の居住の用に供し
た場合（その一般断熱改修工事等の日から 6月
以内に自己の居住の用に供した場合に限りま
す。）には、その居住の用に供した日の属する
年分の所得税の額から、一般断熱改修工事等に
係る断熱改修標準的費用額（250万円（太陽光
発電設備設置工事を行う場合には350万円）を
限度とします。以下「控除対象断熱改修標準的
費用額」といいます。）の10％に相当する金額
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を控除することとされています（措法41の19の
3 ②）。
（注）　上記の「断熱改修標準的費用額」の基礎と

なる工事内容に応じた標準額については、告

示により定められています（措令26の28の 5

④⑤、平21. 3 経済産業・国土交通告 4）。

⑶　三世代同居対応改修工事に係る税額控除制度
　個人が、その所有する居住用の家屋について
多世帯同居改修工事等（三世代同居対応改修工
事）をして、その居住用の家屋を平成28年 4 月
1 日から令和 7年12月31日までの間に自己の居
住の用に供した場合（その多世帯同居改修工事
等の日から 6月以内に自己の居住の用に供した
場合に限ります。）には、その居住の用に供し
た日の属する年分の所得税の額から、多世帯同
居改修工事等に係る多世帯同居改修標準的費用
額（250万円を限度とします。以下「控除対象
多世帯同居改修標準的費用額」といいます。）
の10％に相当する金額を控除することとされて
います（措法41の19の 3 ③）。
（注）　上記の「多世帯同居改修標準的費用額」の

基礎となる工事内容に応じた標準額について

は、告示により定められています（措令26の

28の 5 ⑦⑧、平28. 3 国土交通告586）。

⑷　耐久性向上改修工事等に係る税額控除制度
　個人が、その所有する居住用の家屋について
耐久性向上改修工事等で対象住宅耐震改修又は
対象一般断熱改修工事等と併せて行うものをし
て、平成29年 4 月 1 日から令和 7年12月31日ま
でに間に自己の居住の用に供した場合（その耐
久性向上改修工事等の日から 6月以内に自己の
居住の用に供した場合に限ります。）には、そ
の居住の用に供した日の属する年分の所得税の
額から、耐震改修標準的費用額又は断熱改修標
準的費用額と耐久性向上改修標準的費用額との
合計額（250万円を限度とします。以下、対象
住宅耐震改修と併せて耐久性向上改修工事等を
行う場合は「控除対象耐震耐久性向上改修標準

的費用額」と、対象一般断熱改修工事等と併せ
て耐久性向上改修工事等を行う場合は「控除対
象断熱耐久性向上改修標準的費用額」といいま
す。）の10％に相当する金額を控除することと
されています。なお、対象一般断熱改修工事等
として太陽光発電設備設置工事を行う場合は、
上記の「250万円」は「350万円」とされます
（措法41の19の 3 ④⑤）。
　また、対象住宅耐震改修及び対象一般断熱改
修工事等と併せて耐久性向上改修工事等を行っ
た場合における控除額は、耐震改修標準的費用
額、断熱改修標準的費用額及び耐久性向上改修
標準的費用額の合計額（500万円を限度としま
す。以下「控除対象耐震断熱耐久性向上改修標
準的費用額」といいます。）の10％に相当する
金額とされています。なお、対象一般断熱改修
工事等として太陽光発電設備設置工事を行う場
合は、上記の「500万円」は「600万円」とされ
ます（措法41の19の 3 ⑥）。
（注）　上記の「耐久性向上改修標準的費用額」の

基礎となる工事内容に応じた標準額について

は、告示により定められています（措令26の

28の 5 ⑪⑫、平29. 3 国土交通告280）。また、

上記の「耐震改修標準的費用額」の基礎とな

る工事内容に応じた標準額についても、告示

により定められています（措法41の19の 2 ①、

措令26の28の 4 ②④、平21. 3 国土交通告383）。

⑸　子育て対応改修工事に係る税額控除制度
　特例対象個人が、その所有する居住用の家屋
について子育て対応改修工事等をして、その居
住用の家屋を令和 6年 4月 1日から同年12月31
日までの間に自己の居住の用に供した場合（そ
の子育て対応改修工事等の日から 6月以内に自
己の居住の用に供した場合に限ります。）には、
その特例対象個人のその居住の用に供した日の
属する年分の所得税の額から、子育て対応改修
工事等に係る子育て対応改修標準的費用額（250
万円を限度とします。以下「控除対象子育て対
応改修標準的費用額」といいます）の10％に相
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当する金額を控除することができることとされ
ています（旧措法41の19の 3 ⑦）。
（注 1）　上記の「特例対象個人」とは、次のいず

れかに該当する個人をいいます（措法41⑬）。

①�　年齢40歳未満であって配偶者を有する

者

②�　年齢40歳以上であって年齢40歳未満の

配偶者を有する者

③　年齢19歳未満の扶養親族を有する者
（注 2）　上記の「子育て対応改修標準的費用額」

の基礎となる工事内容に応じた標準額につ

いては、告示により定められています（措

令26の28の 5 ⑭⑮、令6. 3 国土交通告304）。

⑹　その他工事等特別税額控除制度（ 5％税額控
除）
　個人が、その所有する居住用の家屋について
耐震改修特別税額控除又は上記⑴から⑸までの
税額控除（以下これらの税額控除を「10％税額
控除」といいます。）の対象となる住宅耐震改
修、高齢者等居住改修工事等、一般断熱改修工
事等、多世帯同居改修工事等、住宅耐震改修、
耐久性向上改修工事等又は子育て対応改修工事
等（以下「対象改修工事」といいます。）をし
て、その家屋を令和 4年 1月 1日から令和 7年
12月31日までの間にその者の居住の用に供した
場合には、10％税額控除の適用を受ける場合に
限り、その個人の居住の用に供した日の属する
年分の所得税の額から次に掲げる金額の合計額
（対象改修工事に係る標準的な費用の額の合計
額と1,000万円から当該金額（当該金額が控除
対象限度額を超える場合には、当該控除対象限
度額）を控除した金額のいずれか低い金額を限
度）の 5％に相当する金額を控除することとさ
れています（措法41の19の 3 ⑧）。
①　その対象改修工事に係る標準的な費用の額
（控除対象限度額を超える部分に限ります。）
の合計額
②　その対象改修工事と併せて行う増築、改築
その他の一定の工事（以下「その他工事」と

いいます。）に要した費用の額（補助金等の
交付がある場合には当該補助金等の額を控除
した金額）の合計額

⑺　連年適用排除
　個人がその年の前年以前 3年内の各年分の所
得税について上記⑴から⑷までの工事（⑷の工
事については省エネ改修工事と併せて行われる
ものに限ります。）に係る本特例の適用を受け
ている場合には、その年においてそれぞれの工
事に係る本特例は適用できないこととされてい
ます。ただし、各年分の所得税についてそれぞ
れの工事に係る本特例の適用を受けた居住用の
家屋と異なる居住用の家屋についてそれぞれの
工事をした場合は、この限りでないこととされ
ています（措法41の19の 3 ⑮～⑰）。

2 　改正の内容

⑴　改正の趣旨
　改正の趣旨については、前述の「一　住宅借
入金等を有する場合の所得税額の特別控除制度
（住宅ローン税額控除）等の改正」の 2 ⑴をご
参照ください。

⑵　改正の内容
　特例対象個人が、その所有する居住用の家屋
について子育て対応改修工事等をして、その居
住用の家屋を令和 7年 1月 1日から同年12月31
日までの間に自己の居住の用に供した場合（そ
の子育て対応改修工事等の日から 6月以内に自
己の居住の用に供した場合に限ります。）には、
令和 6年 4月 1日から同年12月31日までの間に
自己の居住の用に供した場合と同様に、その特
例対象個人のその居住の用に供した年分の所得
税の額から、子育て対応改修工事等に係る子育
て対応改修標準的費用額（補助金等の交付を受
ける場合には、その補助金等の額を控除した後
の金額とし、250万円を限度とします。）の10％
に相当する金額を控除することとされました
（措法41の19の 3 ⑦）。
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　ただし、その年分の合計所得金額が2,000万
円を超える場合には、本特例の適用を受けるこ
とはできません（措法41の19の 3 ⑨）。

⑶　連年適用排除
　特例対象個人がその年の前年分の所得税につ
いて子育て対応改修工事に係る税額控除制度の
適用を受けている場合には、その年分において
子育て対応改修工事に係る税額控除制度の適用
を受けることはできないこととされました。た
だし、その前年分の所得税について子育て対応
改修工事に係る税額控除制度の適用を受けた居

住用の家屋と異なる居住用の家屋について子育
て対応改修工事をした場合は、この限りではあ
りません（措法41の19の 3 ⑱）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑵の改正は、改修工事をした家屋を令
和 7年 1月 1日以後に居住の用に供する場合に
ついて適用されます（措法41の19の 3 ⑦）。
⑵　上記 2 ⑶の改正は、特例対象個人が対象子育
て対応改修工事等をした家屋を令和 7年 1月 1
日以後にその者の居住の用に供する場合につい
て適用されます（改正法附則38）。

三�　帰還・移住等環境整備推進法人に対して土地等を譲渡した場
合の譲渡所得の特別控除の特例等の廃止

1 　改正前の制度の概要

⑴　特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡
した場合の1,500万円特別控除の特例
　個人の有する土地等で福島復興再生特別措置
法第18条第 2項第 2号に規定する避難解除区域
等（以下「避難解除区域等」といいます。）の
うち一定の区域内にあるものが、同法第48条の
14第 1 項に規定する帰還・移住等環境整備推進
法人（一定のものに限ります。以下「帰還・移
住等環境整備推進法人」といいます。）が行う
同法第33条第 1項に規定する帰還・移住等環境
整備事業計画（以下「帰還・移住等環境整備事
業計画」といいます。）に記載された事業（特
定公益的施設又は特定公共施設のうち一定のも
のの整備に関する事業であって、地方公共団体
の管理の下に行われるものに限ります。）の用
に供するために買い取られる場合には、特定住
宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合
の1,500万円特別控除の特例（措法34の 2 ）の
適用ができることとされています（旧震災税特
法11の 6 ①）。
（注 1）　上記の「一定の区域」とは、その事業に

つき福島復興再生特別措置法施行規則第18

条第 2項の規定により同項に規定する帰還・

移住等環境整備事業計画に記載された事業

の実施区域とされています（旧震災税特規

3の 8①）。
（注 2）　上記の「一定の帰還・移住等環境整備推

進法人」とは、帰還・移住等環境整備推進

法人のうち、公益社団法人（その社員総会

における議決権の総数の 2 分の 1 以上の数

が地方公共団体により保有されているもの

に限ります。）又は公益財団法人（その設立

当初において拠出をされた金額の 2 分の 1

以上の金額が地方公共団体により拠出をさ

れているものに限ります。）であって、その

定款において、その法人が解散した場合に

その残余財産が地方公共団体又はその法人

と類似の目的をもつ他の公益を目的とする

事業を行う法人に帰属する旨の定めがある

ものをいいます（旧震災税特令13の 5 ）。下

記⑵において同じです。
（注 3）　上記の「一定の特定公益的施設又は特定

公共施設」とは、それぞれ福島復興再生特

別措置法施行規則第18条第 1 項第 6 号イに

定める施設又は同号ロに定める施設とされ

ています（旧震災税特規 3 の 8 ②）。具体的
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には、同号イにおいて、「特定公益的施設と

して駐車場、駐輪場、集会施設、休憩施設

及び案内施設」が、同号ロにおいて、「特定

公共施設として道路、公園、広場及び緑地」

が、それぞれ定められています。

⑵　優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡し
た場合の長期譲渡所得の課税の特例
　個人が、帰還・移住等環境整備推進法人に対
しその有する土地等で避難解除区域等のうち一
定の区域内にあるものの譲渡をした場合におい
て、その譲渡に係る土地等がその帰還・移住等
環境整備推進法人が行う帰還・移住等環境整備
事業計画に記載された事業（適正な形状、面積
等を備えた一団の土地とするための事業として
一定のものに限ります。）の用に供されるもの
であるときは、優良住宅地の造成等のために土
地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特
例（措法31の 2 ）の適用ができることとされて
います（旧震災税特法11の 6 ②）。
（注 1）　上記の「一定の区域」とは、その事業に

つき福島復興再生特別措置法施行規則第18

条第 2項の規定により同項に規定する帰還・

移住等環境整備事業計画に記載された事業

の実施区域とされています（旧震災税特規

3の 8④）。
（注 2）　上記の「一定の事業」とは、福島復興再

生特別措置法施行規則第18条第 1 項第 7 号

に掲げる事業とされています（旧震災税特

規 3 の 8 ⑤）。具体的には、同号において、

「面積がおおむね500㎡以上の土地を適正な

形状、面積等を備えた一団の土地とする事

業」が定められています。

2 　改正の内容

　制度が廃止されました（旧震災税特法11の 6 、
旧震災税特令13の 5 、旧震災税特規 3の 8）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 7年 4月 1日から施行さ
れています（改正法附則 1）。

第三　事業所得等に係る税制の改正
一　試験研究を行った場合の所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　この制度は、次の⑴から⑶までによって構成さ
れています。

⑴　一般試験研究費の額に係る税額控除制度
　青色申告者のその年分（事業を廃止した日の
属する年分を除きます。）において、試験研究
費の額がある場合には、その年分の総所得金額
に係る所得税額から、その年分のその試験研究
費の額に、次に掲げる場合の区分に応じた税額
控除割合（その割合に小数点以下 3位未満の端
数があるときはこれを切り捨てた割合とし、10
％を上限とします。）を乗じて計算した金額

（以下「税額控除限度額」といいます。）を控除
することができます。なお、控除を受ける金額
（税額控除額）は、その適用を受ける年分の調
整前事業所得税額の25％相当額が限度とされて
います（措法10①）。
①　下記②の場合以外の場合（措法10①一）
《算式》
11.5％－（12％－増減試験研究費割合）×0.25
（下限： 1％）

②　その年が事業を開始した日の属する年（相
続又は包括遺贈により事業を承継した日の属
する年を除きます。）である場合又は比較試
験研究費の額が 0である場合（措法10①二）
　8.5％とされています。
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（注 1）　令和 9 年分以後における税額控除割合は、

次に掲げる場合の区分に応じた税額控除割

合（その割合に小数点以下 3 位未満の端数

があるときはこれを切り捨てた割合とし、

10％を上限とします。）とされています。
　　　①�　増減試験研究費割合が 0 以上である場

合（下記③の場合を除きます。）（措法10

①一）
　　　　《算式》

　　　　�11.5％－（12％－増減試験研究費割合）×

0.25
　　　②�　増減試験研究費割合が 0 に満たない場

合（下記③の場合を除きます。）（措法10

①二）
　　　　イ　令和11年以前の年分

　　　　　《算式》

　　　　　�8.5％－（ 0 －その増減試験研究費割

合）×（8.5／30）
　　　　　�　なお、上記の算式により算出した割

合が 0 未満であるときは 0 とすること

とされています。

　　　　ロ　令和12年分及び令和13年分

　　　　　《算式》

　　　　　�8.5％－（ 0 －その増減試験研究費割

合）×（8.5／27.5）
　　　　　�　なお、上記の算式により算出した割

合が 0 未満であるときは 0 とすること

とされています。

　　　　ハ　令和14年以後の年分

　　　　　《算式》

　　　　　�8.5％－（ 0 －その増減試験研究費割

合）×（8.5／25）
　　　　　�　なお、上記の算式により算出した割

合が 0 未満であるときは 0 とすること

とされています。

　　　③�　その年が事業を開始した日の属する年

（相続又は包括遺贈により事業を承継した

日の属する年を除きます。）である場合又

は比較試験研究費の額が 0である場合（措

法10①三）

　　　　　8.5％とされています。

（注 2）　上記の措置に加え、税額控除限度額の特

例及び税額控除額の上限の特例が措置され

ています（措法10②③）。

⑵　中小企業技術基盤強化税制
　青色申告者である中小事業者のその年分（上
記⑴の制度の適用を受ける年分及び事業を廃止
した日の属する年分を除きます。）において、
試験研究費の額がある場合には、その年分の総
所得金額に係る所得税額から、その年分のその
試験研究費の額に税額控除割合（12％）を乗じ
て計算した金額（以下「中小事業者税額控除限
度額」といいます。）を控除することができま
す。なお、控除を受ける金額（税額控除額）は、
その適用を受ける年分の調整前事業所得税額の
25％相当額が限度とされています（措法10④）。
（注）　上記の措置に加え、中小事業者税額控除限

度額の特例及び税額控除額の上限の特例が措

置されています（措法10⑤⑥）。

⑶　特別試験研究費の額に係る税額控除制度
　青色申告者のその年分（事業を廃止した日の
属する年分を除きます。）において、特別試験
研究費の額がある場合には、その年分の総所得
金額に係る所得税額から、次の金額の合計額を
控除することができます（措法10⑦）。なお、
控除を受ける金額は、その適用を受ける年分の
調整前事業所得税額の10％相当額が限度とされ
ています（措法10⑦後段）。また、この制度の
適用を受ける年において上記⑴の一般試験研究
費の額に係る税額控除制度又は上記⑵の中小企
業技術基盤強化税制の適用を受ける場合には、
これらの制度によりその年分の総所得金額に係
る所得税額から控除する金額の計算の基礎とな
った特別試験研究費の額は、本制度の対象から
除くこととされています（措法10⑦）。
①　その年分の特別試験研究費の額のうち特別
試験研究機関等と共同して行う試験研究又は
特別試験研究機関等に委託する試験研究に係
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る試験研究費の額の30％相当額
②　その年分の特別試験研究費の額のうち他の
者と共同して行う試験研究又は他の者に委託
する試験研究であって、革新的なもの又は国
立研究開発法人等における研究開発の成果を
実用化するために行うものに係る試験研究費
の額の25％相当額
③　その年分の特別試験研究費の額のうち上記
①及び②の試験研究費の額以外の試験研究費
の額の20％相当額

（注 1）　上記の「特別試験研究費の額」とは、試

験研究費の額のうち国の試験研究機関、大

学その他の者と共同して行う試験研究、国

の試験研究機関、大学その他の者に委託す

る試験研究、中小企業者（租税特別措置法

第42条の 4 第19項第 7 号に規定する中小企

業者をいいます。）からその有する知的財産

権（知的財産基本法第 2 条第 2 項に規定す

る知的財産権及び外国におけるこれに相当

するものをいいます。）の設定又は許諾を受

けて行う試験研究、その用途に係る対象者

が少数である医薬品に関する試験研究、高

度専門知識等を有する者に対して人件費を

支出して行う試験研究等に係る試験研究費

の額をいい（措法10⑧七）、具体的には次の

試験研究の区分に応じそれぞれ次の金額等

とされています（旧措令 5 の 3 ⑩⑪、旧措

規 5の 6③～㉕）。
　　　①�　特別研究機関等と共同して行う試験研

究で、その特別研究機関等との契約又は

協定に基づいて行われるもの��試験研

究費の額のうちその試験研究に要した費

用に係るものとしてその試験研究に係る

試験研究機関等の長若しくはその試験研

究機関等の属する国家行政組織法の行政

機関に置かれる地方支分部局の長、国立

研究開発法人の長又は福島国際研究教育

機構理事長が認定した金額で、その金額

が生じた年分の確定申告書にその認定に

係る書類の写しを添付することにより証

明がされた金額（旧措令 5 の 3 ⑩一⑪一、

旧措規 5の 6㉒一）

　　　②�　特別研究機関等に委託する試験研究で、

その特別研究機関等との契約又は協定に

基づいて行われるもの��試験研究費の

額のうちその試験研究に要した費用の額

に係るものとしてその試験研究に係る試

験研究機関等の長若しくはその試験研究

機関等の属する国家行政組織法の行政機

関に置かれる地方支分部局の長、国立研

究開発法人の長又は福島国際研究教育機

構理事長が認定した金額で、その金額が

生じた年分の確定申告書にその認定に係

る書類の写しを添付することにより証明

がされた金額（措令 5 の 3 ⑩七⑪一、旧

措規 5の 6㉒二）

（注 2）　上記（注 1）①及び②の「特別研究機関

等」とは、科学技術・イノベーション創出

の活性化に関する法律の試験研究機関等並

びに国立研究開発法人及び福島国際研究教

育機構をいいます（旧措令 5の 3⑩一）。

2 　改正の内容

　上記 1 ⑶（注 1）①の特別研究機関等との共同
研究及び上記 1 ⑶（注 1）②の特別研究機関等に
対する委託研究について、特別研究機関等に国立
健康危機管理研究機構が追加されました（措令 5
の 3⑩一ニ）。
（注）　上記の改正は、「国立健康危機管理研究機構法

及び国立健康危機管理研究機構法の施行に伴う

関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係

政令の整備に関する政令（令和 7 年政令第19号。

以下「国立健康危機管理研究機構法等整備政令」

といいます。）」第38条において措置されています。

　また、対象となる金額は、試験研究費の額のう
ちその試験研究に要した費用（その試験研究に係
る契約又は協定においてその個人が負担すること
とされている費用に限ります。）に係るものとし
て国立健康危機管理研究機構理事長が認定した金
額で、その金額が生じた年分の確定申告書にその
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認定に係る書類の写しを添付することにより証明
がされた金額とされました（措規 5の 6㉒一・二）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 7年 4月 1日（国立健康

危機管理研究機構法の施行の日）から施行されて
います（国立健康危機管理研究機構法等整備政令
附則①、改正措規附則 1）。

二�　中小事業者が機械等を取得した場合の特別償却又は所得税額
の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　中小事業者で青色申告書を提出するもの（以下
「中小事業者」といいます。）が、平成10年 6 月 1
日から令和 7年 3月31日までの間に、特定機械装
置等の取得又は製作をして、これを国内にあるそ
の中小事業者の営む指定事業の用に供した場合に
は、その用に供した日の属する年（事業を廃止し
た日の属する年を除きます。以下「供用年」とい
います。）においてその特定機械装置等の基準取
得価額の30％相当額の特別償却（供用年分の必要
経費に算入しなかった償却不足額は翌年分への繰
越しが可能）と基準取得価額の 7％相当額の税額
控除（供用年分の調整前事業所得税額の20％相当
額を限度とし、控除できなかった金額については
翌年分への繰越しが可能）との選択適用ができる
こととされています（旧措法10の 3 ）。
（注）　上記の「特定機械装置等」とは、次に掲げる

減価償却資産（匿名組合契約その他これに類す

る一定の契約の目的である事業の用に供するも

のを除きます。）をいい、「基準取得価額」とは、

それぞれ次に定める価額をいいます（旧措法10

の 3 ①各号、措令 5 の 5 ①～⑤⑧、措規 5 の 8

①～⑦）。

⑴�　機械及び装置（その管理のおおむね全部を

他の者に委託するものであること及び要する

人件費が少額な一定のサービス業（中小事業

者の主要な事業であるものを除きます。）の用

に供するものであることとの要件に該当する

ものを除きます。）で、 1 台又は 1 基の取得価

額が160万円以上のもの��その取得価額

⑵�　製品の品質管理の向上等に資する測定工具

及び検査工具（電気又は電子を利用するもの

を含みます。）で、次の①又は②に該当するも

の��その取得価額

①�　 1 台又は 1 基の取得価額が120万円以上の

もの

②�　中小事業者がその年（その年が令和 7 年

である場合には、同年 1 月 1 日から同年 3

月31日までの期間に限ります。）において、

取得又は製作をして国内にあるその中小事

業者の営む指定事業の用に供した工具（ 1

台又は 1 基の取得価額が30万円以上のもの

に限ります。）の取得価額の合計額が120万

円以上のもの

⑶�　ソフトウエア（これに関連するシステム仕

様書その他の書類を含むものとし、複写して

販売するための原本、開発研究の用に供され

るもの、サーバー用オペレーティングシステ

ムのうち、国際標準化機構及び国際電気標準

会議の規格15408に基づき評価及び認証をされ

たもの以外のもの等を除きます。）で、次の①

又は②に該当するもの��その取得価額

①�　一のソフトウエアの取得価額が70万円以

上のもの

②�　中小事業者がその年（その年が令和 7 年

である場合には、同年 1 月 1 日から同年 3

月31日までの期間に限ります。）において、

取得又は製作をして国内にあるその中小事

業者の営む指定事業の用に供したソフトウ

エア（所得税法施行令第138条又は第139条

の規定の適用を受けるものを除きます。）の
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取得価額の合計額が70万円以上のもの

⑷�　貨物の運送の用に供される車両総重量が3.5ｔ

以上の普通自動車��その取得価額

⑸�　内航海運業の用に供される船舶��その取

得価額の75％相当額

2 　改正の内容

　制度の適用期限が令和 9年 3月31日まで 2年延
長されました（措法10の 3 ①）。

三�　地域経済牽
けん

引事業の促進区域内において特定事業用機械等を
取得した場合の特別償却又は所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で地域経済牽引事業
の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する
法律の承認地域経済牽引事業者であるものが、企
業立地の促進等による地域における産業集積の形
成及び活性化に関する法律の一部を改正する法律
（平成29年法律第47号）の施行の日（平成29年 7
月31日）から令和 7年 3月31日までの間に、その
個人の行う承認地域経済牽引事業に係る促進区域
内においてその承認地域経済牽引事業に係る承認
地域経済牽引事業計画に従って特定地域経済牽引
事業施設等の新設又は増設をする場合において、
その新設若しくは増設に係る特定事業用機械等で
その製作若しくは建設の後事業の用に供されたこ
とのないものの取得又はその新設若しくは増設に
係る特定事業用機械等の製作若しくは建設をして、
これをその承認地域経済牽引事業の用に供したと
きは、その承認地域経済牽引事業の用に供した日
の属する年（事業を廃止した日の属する年を除き
ます。以下「供用年」といいます。）においてそ
の特定事業用機械等の基準取得価額の40％又は50
％（建物及びその附属設備並びに構築物について
は、20％）相当額の特別償却（供用年分の必要経
費に算入しなかった償却不足額は翌年分への繰越
しが可能）とその基準取得価額の 4％、 5％又は
6％（建物及びその附属設備並びに構築物につい
ては、 2％）相当額の税額控除との選択適用がで
きることとされています（旧措法10の 4 ①～③）。
なお、50％の特別償却割合又は 5％の税額控除割
合が適用されるのは、平成31年 4 月 1 日以後に地

域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基
盤強化に関する法律第13条第 4項又は第 7項の規
定による承認を受けた個人がその承認地域経済牽
引事業（地域の成長発展の基盤強化に著しく資す
るものに限ります。）の用に供した機械及び装置
並びに器具及び備品とされており（旧措法10の 4
①一③一）、 6 ％の税額控除割合が適用されるの
は、令和 6年 9月 2日以後に地域経済牽引事業の
促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法
律第13条第 4項又は第 7項の規定による承認を受
けた個人がその承認地域経済牽引事業（地域の事
業者に対して著しい経済的効果を及ぼすものに限
ります。）の用に供した機械及び装置並びに器具
及び備品とされています（措法10の 4 ③一）。
　税額控除の適用を受ける場合における控除を受
ける金額は、供用年分の調整前事業所得税額の20
％相当額を上限とすることとされています（措法
10の 4 ③後段）。
（注 1）　上記の「承認地域経済牽引事業」とは、地

域経済牽引事業の促進による地域の成長発展

の基盤強化に関する法律第25条に規定する承

認地域経済牽引事業をいいます（旧措法10の

4 ①）。具体的には、承認地域経済牽引事業計

画に従って行われる地域経済牽引事業をいい

（地域経済牽引事業の促進による地域の成長発

展の基盤強化に関する法律18）、地域の成長発

展の基盤強化に特に資するものとして主務大

臣が定める基準に適合することについて主務

大臣の確認を受けたものに限ることとされて

います。
　地域の成長発展の基盤強化に特に資するも
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のとして主務大臣が定める基準は、主務大臣

の確認を受けようとする承認地域経済牽引事

業（その承認地域経済牽引事業を共同して行

う場合にあっては、その承認地域経済牽引事

業のうち、その確認を受けようとする承認地

域経済牽引事業者が行うものとなります。以

下「対象事業」といいます。）が、次の⑴から

⑸まで（その承認地域経済牽引事業を行う者

に地方公共団体が含まれる場合にあっては、

⑷を除きます。）のいずれにも該当することと

されています（平29. 8 総務・財務・厚労・農

水・経産・国交・環境告 1）。なお、地域の成

長発展の基盤強化に著しく資するものである

場合の基準は、対象事業が次の⑹に該当する

こととされており（令 6 . 9 経産告130）、すな

わち、対象事業が、次の⑴から⑹まで（その

承認地域経済牽引事業を行う者に地方公共団

体が含まれる場合にあっては、⑷を除きま

す。）のいずれにも該当することが必要とされ

ています（平29. 8 総務・財務・厚労・農水・

経産・国交・環境告 1）。また、地域の事業者

に対して著しい経済的効果を及ぼすものであ

る場合の基準は、対象事業が次の⑹及び⑺に

該当することとされており（令 6 . 9 経産告

130）、すなわち、対象事業が次の⑴から⑺ま

で（その承認地域経済牽引事業を行う者に地

方公共団体が含まれる場合にあっては、⑷を

除きます。）のいずれにも該当することが必要

とされています（平29. 8 総務・財務・厚労・

農水・経産・国交・環境告 1）。
⑴　次のいずれかに該当すること。

　①�　対象事業を含む承認地域経済牽引事業

（以下「承認地域経済牽引事業」といいま

す。）について、評価委員会において次の

いずれかの観点から先進的であると認め

られたこと。
　　イ�　労働生産性の伸び率又は投資収益率

が一定水準以上となることが見込まれ

ること。

　　ロ�　地域における強じんな産業基盤の整

備に特に資すると見込まれること。

　②�　承認地域経済牽引事業の実施場所が、

特定非常災害の被害者の権利利益の保全

等を図るための特別措置に関する法律（以

下「特定非常災害特別措置法」といいま

す。）第 2 条第 1 項の規定により特定非常

災害として指定された非常災害（以下「特

定非常災害」といいます。）に基因して事

業又は居住の用に供することができなく

なった建物又は構築物が所在していた区

域（対象事業を行う承認地域経済牽引事

業者（以下「対象事業者」といいます。）

がその特定非常災害に基因して災害対策

基本法第90条の 2 第 1 項に規定する罹
り

災

証明書又はこれに準ずる書類の交付を受

けた者である場合には、その特定非常災

害についての特定非常災害特別措置法第

7条の政令で定める地区）内であり、かつ、

その承認地域経済牽引事業に係る地域経

済牽引事業計画の承認を受けた日（以下

「計画承認日」といいます。）が、その特

定非常災害に係る特定非常災害特別措置

法第 2 条第 1 項の特定非常災害発生日か

ら起算して 1年を経過していないこと。
⑵�　見込まれるその承認地域経済牽引事業に

係る商品又は役務の売上高の伸び率が一定

の基準を満たすこと。

⑶�　対象事業に係る地域経済牽引事業の促進

による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律第14条第 2 項に規定する承認地域経済

牽引事業計画に定められた施設又は設備を

構成する減価償却資産の取得予定価額の合

計額が2,000万円以上であること。

⑷�　対象事業者が取得する予定の減価償却資

産の取得予定価額が、その対象事業者の前

事業年度における減価償却費の額（事業年

度の期間が 1 年未満である場合にあっては、

その減価償却費の額を 1 年当たりの額に換

算した額）の20％以上であること。

　なお、個人が本措置の適用を受ける場合
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の承認地域経済牽引事業の要件の判定にあ

っては、この⑷の要件における「事業年度」

との規定は、「年」又は「年分」として適用

されています。

⑸�　確認申請に係る対象事業者と同一の者が

実施する他の承認地域経済牽引事業計画で

あって、その確認申請に係る承認地域経済

牽引事業計画と同一の都道府県知事又は主

務大臣が承認したもの（その確認申請前に

当該他の承認地域経済牽引事業計画に係る

地域経済牽引事業が主務大臣の確認を受け

たものに限ります。以下「旧計画」といい

ます。）がある場合にあっては、次のいずれ

にも該当すること。
　①�　確認申請時に旧計画の実施期間が終了

していること。

　②�　旧計画について、労働生産性の伸び率

及び投資収益率が一定水準以上であった

こと。

⑹�　計画承認日が平成31年 4 月 1 日以後であ

る場合であって、次のいずれにも該当する

こと。

　①�　次のイ又はロのいずれかに該当するこ

と。

　　イ�　対象事業者の付加価値額増加率が 8

％以上であること。

　　ロ�　計画承認日が令和 5 年 4 月 1 日以後

であって、対象事業者の平均付加価値

額が50億円以上であり、承認地域経済

牽引事業が 3 億円以上の付加価値額を

創出すると見込まれるものであること。

　②�　承認地域経済牽引事業について、労働

生産性の伸び率の年平均が 5 ％以上（計

画承認日が新たな事業の創出及び産業へ

の投資を促進するための産業競争力強化

法等の一部を改正する法律（令和 6 年法

律第45号。以下「改正産業競争力強化法」

といいます。）の施行の日（令和 6 年 9 月

2 日）前である場合又は対象事業者が中

小企業基本法第 2 条第 1 項に規定する中

小企業者である場合には、 4 ％以上）と

なることが見込まれること。
　③�　承認地域経済牽引事業について、投資

収益率の年平均が 5 ％以上となることが

見込まれること。

　④�　承認地域経済牽引事業について、評価

委員会において上記⑴①イの観点から先

進的であると認められたこと。

⑺�　計画承認日が改正産業競争力強化法の施

行の日（令和 6 年 9 月 2 日）以後である場

合であって、次のいずれにも該当すること。
　①�　対象事業者が産業競争力強化法第34条

の 2第 1項に規定する特定中堅企業者（事

業再編の実施に関する指針（以下「実施

指針」といいます。）六ルに規定する評価

委員会において実施指針五イ⑶ⅰからⅲ

までに掲げる観点から十分な経営能力を

有していることの確認を受けている者に

限ります。）であること。
　②�　⑹①イ及びロのいずれにも該当するこ

と。

　③�　減価償却資産の取得予定価額の合計額

が10億円以上であること。

　④�　対象事業者が下請中小企業振興法第 2

条第 4 項に規定する下請事業者その他の

取引先との適切な関係の構築の方針を宣

言していること。

（注 2）　上記の「特定地域経済牽引事業施設等」とは、

承認地域経済牽引事業計画に定められた施設

又は設備で、一の承認地域経済牽引事業計画

に定められた施設又は設備を構成する所得税

法施行令第 6 条各号に掲げる資産の取得価額

の合計額が2,000万円以上のものをいいます（旧

措法10の 4 ①、旧措令 5の 5の 2①）。
（注 3）　上記の「特定事業用機械等」とは、特定地

域経済牽引事業施設等を構成する機械及び装

置、器具及び備品、建物及びその附属設備並

びに構築物をいいます（旧措法10の 4 ①）。
（注 4）　上記の「基準取得価額」とは、特定事業用

機械等に係る一の特定地域経済牽引事業施設
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等を構成する機械及び装置、器具及び備品、

建物及びその附属設備並びに構築物の取得価

額の合計額が80億円を超える場合には、80億

円にその特定事業用機械等の取得価額がその

合計額のうちに占める割合を乗じて計算した

金額とされています（旧措法10の 4 ①）。

2 　改正の内容

⑴　特別償却割合の引下げ
　機械及び装置並びに器具及び備品の特別償却
割合が、35％（改正前：40％）に引き下げられ
ました（措法10の 4 ①一）。

⑵　投資規模要件の引上げ
　特定地域経済牽引事業施設等（上記 1（注
2））に係る投資規模要件が 1 億円以上（改正
前：2,000万円以上）に引き上げられました（措
令 5の 5の 2①）。

⑶　特別償却割合又は税額控除割合の引上げに係
る措置の見直し
　特別償却割合を50％に、税額控除割合を 5％
に、それぞれ引き上げる措置（地域の成長発展
の基盤強化に著しく資するものである場合の基
準）について、次の見直しが行われました。
①　措置の対象に、その承認地域経済牽引事業
について、評価委員会において先進的である
と認められた場合で、かつ、次のいずれにも
該当する場合が追加されました（平29. 8 総
務・財務・厚労・農水・経産・国交・環境告
1 ①五イ⑶）。なお、計画承認日が令和 7 年
4 月 1 日以後である必要があります（平
29. 8 総務・財務・厚労・農水・経産・国交・
環境告 1①五イ⑶）。
イ　承認地域経済牽引事業が次のいずれかに
該当すること。
イ　指定業種に該当すること。
　指定業種とは、その承認地域経済牽引
事業計画の承認（地域経済牽引事業の促
進による地域の成長発展の基盤強化に関

する法律第13条第 4項又は第 7項の承認
をいいます。以下同じです。）の際に適
合すると認められた同意基本計画（同法
第 6条に規定する同意基本計画をいいま
す。以下同じです。）において同法第 4
条第 1項に規定する市町村及び同項に規
定する都道府県が基本方針（地域におけ
る地域経済牽引事業の促進に関する基本
的な方針（令和 2年 9月総務省、財務省、
厚生労働省、農林水産省、経済産業省、
国土交通省告示第 2 号）をいいます。）
第一ハ⑵に基づき指定した業種をいいま
す。
ロ　対象事業の特定取引先（その対象事業
に関する直接の取引先であってその対象
事業の出荷額又は仕入額のうちにその取
引先に対する出荷額又はその取引先から
の仕入額の占める割合が50％を超える場
合におけるその取引先をいいます。）の
行う対象事業者からの仕入れ（その対象
事業に係るものに限ります。）又は対象
事業者に対する出荷（その対象事業に係
るものに限ります。）に係る事業（その
対象事業に係る承認の際に適合すると認
められた同意基本計画の促進区域（地域
経済牽引事業の促進による地域の成長発
展の基盤強化に関する法律第 4条第 2項
第 1号に規定する促進区域をいいます。）
内において行われるものに限ります。）
が指定業種に該当するものであること。

ロ　承認地域経済牽引事業が 1億円以上の付
加価値額を創出すると見込まれるものであ
ること。
ハ　減価償却資産の取得予定価額の合計額が
10億円以上であること。
ニ　承認地域経済牽引事業について、労働生
産性の伸び率の年平均が 5％以上（対象事
業者が下記③の見直し後の中小企業者であ
る場合にあっては、 4％以上）となること
が見込まれること及び投資収益率の年平均
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が 5％以上となることが見込まれること。
②　上記 1（注 1）⑹①イの要件に、「承認地
域経済牽引事業が 1億円以上の付加価値額を
創出すると見込まれるものであること」が追
加されました（平29. 8 総務・財務・厚労・
農水・経産・国交・環境告 1①五イ⑴）。
③　上記 1（注 1）⑹②の要件に係る労働生産
性の伸び率の年平均が 4％以上とされる中小
企業者について、中小企業基本法の中小企業
者から地域経済牽引事業の促進による地域の
成長発展の基盤強化に関する法律の中小企業
者にその範囲が変更されました（平29. 8 総
務・財務・厚労・農水・経産・国交・環境告
1①五ロ）。

⑷　地域の成長発展の基盤強化に特に資するもの
として主務大臣が定める基準の見直し
①　先進性に係る要件について、次の運用の改
善が行われました。
イ　「労働生産性の伸び率又は投資収益率が
一定水準以上となることが見込まれるこ
と」（上記 1（注 1）⑴①イ）の確認が不
要とされました（平29. 8 総務・財務・厚
労・農水・経産・国交・環境告 1①一イ旧
⑴）。
ロ　先進性が認められない事業の明確化その
他の評価委員の評価精度の向上に向けた措
置が講じられました（地域未来投資促進法
における地域経済牽引事業計画のガイドラ
イン第 5・ 1⑴イ）。

②　対象となる事業類型からサプライチェーン
類型（上記 1（注 1）⑴①ロの類型）が除外
されました（平29. 8 総務・財務・厚労・農
水・経産・国交・環境告 1①一イ旧⑵）。
③　承認地域経済牽引事業について、次のいず
れかに該当することとの要件が追加されまし
た（平29. 8 総務・財務・厚労・農水・経産・
国交・環境告 1①一の二）。
イ　対象事業の労働生産性の伸び率の年平均
が 4 ％以上となることが見込まれること

（平29. 8 総務・財務・厚労・農水・経産・
国交・環境告 1①一の二イ）。
ロ　対象事業の投資収益率の年平均が 5％以
上となることが見込まれること（平29. 8
総務・財務・厚労・農水・経産・国交・環
境告 1①一の二ロ）。

④　減価償却資産の取得予定価額の合計額に係
る規模要件（上記 1（注 1）⑶）が 1 億円以
上（改正前：2,000万円以上）に引き上げら
れました（平29. 8 総務・財務・厚労・農水・
経産・国交・環境告 1①三）。
⑤　前事業年度の減価償却費の額に対する投資
規模要件（上記 1（注 1）⑷）について、前
事業年度における減価償却費の額に乗ずる割
合が25％（改正前：20％）に引き上げられま
した（平29.8総務・財務・厚労・農水・経
産・国交・環境告 1①四）。

⑸　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和10年 3 月31日まで 3
年延長されました（措法10の 4 ①）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、個人が令和 7年 4月 1日
以後に取得又は製作若しくは建設をする特定事
業用機械等について適用し、個人が同日前に取
得又は製作若しくは建設をした特定事業用機械
等については従前どおりとされています（改正
法附則25）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、令和 7年 4月 1日以後に
地域経済牽引事業計画について承認を受ける個
人のその承認に係る承認地域経済牽引事業計画
に定められた施設又は設備について適用し、同
日前に地域経済牽引事業計画について承認を受
けた個人のその承認に係る承認地域経済牽引事
業計画に定められた施設又は設備については従
前どおりとされています（改正措令附則 3）。
⑶　上記 2 ⑶及び⑷の改正は、令和 7年 4月 1日
以後に承認を受ける個人がその承認に係る承認
地域経済牽引事業計画に記載された承認地域経
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済牽引事業について受ける確認について適用し、
同日前に承認を受けた個人がその承認に係る承
認地域経済牽引事業計画に記載された承認地域

経済牽引事業について受ける確認については従
前どおりとされています（令 7 . 3 総務・財務・
厚労・農水・経産・国交・環境告 1附則）。

四�　特定中小事業者が特定経営力向上設備等を取得した場合の特
別償却又は所得税額の特別控除制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　特定中小事業者が、平成29年 4 月 1 日から令和
7年 3月31日までの間に、特定経営力向上設備等
の取得又は製作若しくは建設をして、これを国内
にあるその特定中小事業者の営む指定事業の用に
供した場合には、その用に供した日の属する年
（事業を廃止した日の属する年を除きます。以下
「供用年」といいます。）においてその特定経営力
向上設備等の取得価額から普通償却額を控除した
金額に相当する金額の特別償却（即時償却。供用
年分の必要経費に算入しなかった償却不足額は翌
年分への繰越しが可能）と取得価額の10％相当額
の税額控除（供用年分の調整前事業所得税額の20
％相当額等を限度とし、控除できなかった金額に
ついては翌年分への繰越しが可能）との選択適用
ができることとされています（旧措法10の 5 の 3
①～⑤）。
（注 1）　上記の「特定中小事業者」とは、中小事業

者（すなわち、常時使用する従業員の数が

1,000人以下の個人です。）で青色申告書を提出

するもののうち、中小企業等経営強化法第17

条第 1 項の認定（以下「認定」といいます。）

を受けた同法第 2 条第 6 項に規定する特定事

業者等に該当するものをいいます（旧措法10

の 5 の 3 ①）。
（注 2）　上記の「特定経営力向上設備等」とは、生

産等設備を構成する次に掲げる減価償却資産

で、中小企業等経営強化法第17条第 3 項に規

定する経営力向上設備等（中小企業等経営強

化法施行規則第16条第 2 項に規定する経営力

向上に著しく資する設備等で、特定中小事業

者のその認定に係る同法第17条第 1 項に規定

する経営力向上計画（同法第18条第 1 項の規

定による変更の認定（以下「変更の認定」と

いいます。）があったときは、その変更後のも

の）に記載されたものに限ります。）に該当す

るものをいいます（旧措法10の 5 の 3 ①、措

令 5の 6の 3①②、措規 5の11①）。
　　　⑴�　機械及び装置で 1 台又は 1 基の取得価額

が160万円以上のもの

　　　⑵�　工具、器具及び備品で 1 台又は 1 基の取

得価額が30万円以上のもの

　　　⑶�　建物附属設備で一の建物附属設備の取得

価額が60万円以上のもの

　　　⑷�　ソフトウエア（中小事業者が機械等を取

得した場合の特別償却又は所得税額の特別

控除制度（措法10の 3 ）の対象となるソフ

トウエアに限ります。）で一のソフトウエア

の取得価額が70万円以上のもの
（注 3）　中小企業等経営強化法施行規則第16条第 2

項に規定する経営力向上に著しく資する設備

等とは、次のいずれかの設備等（コインラン

ドリー業又は暗号資産マイニング業（主要な

事業であるものを除きます。）の用に供する設

備等でその管理のおおむね全部を他の者に委

託するものを除きます。）をいいます（旧中小

企業等経営強化法施行規則16②）。なお、コイ

ンランドリー業とは、洗濯機、乾燥機その他

の洗濯に必要な設備（共同洗濯設備として病院、

寄宿舎その他の施設内に設置されているもの

を除きます。）を設け、これを公衆に利用させ

る事業をいいます（旧中小企業等経営強化法

施行規則16②）。
　　　⑴�　機械及び装置（発電の用に供する設備に

あっては、主として電気の販売を行うため

─�217�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



に取得又は製作をするものとして経済産業

大臣が定めるものを除きます。以下⑷まで

において同じです。）、器具及び備品（医療

機器にあっては、医療保健業を行う事業者

が取得又は製作をするものを除きます。以

下⑷までにおいて同じです。）、工具（測定

工具及び検査工具に限ります。）、建物附属

設備（医療保健業を行う事業者が取得又は

建設をするものを除き、発電の用に供する

設備にあっては主として電気の販売を行う

ために取得又は建設をするものとして経済

産業大臣が定めるものを除きます。以下⑷

までにおいて同じです。）並びにソフトウエ

ア（設備の稼働状況等に係る情報収集機能

及び分析・指示機能を有するものに限りま

す。）で、次の①及び②のいずれの要件（ソ

フトウエア及び旧モデルがないものについ

ては、次の①の要件に限ります。）にも該当

する設備
　　　　①�　一定の期間内に販売されたモデルであ

ること。

　　　　②�　経営力の向上に資するものの指標（生

産効率、エネルギー効率、精度等をいい

ます。）が旧モデルと比較して年平均 1 ％

以上向上しているものであること。
　　　⑵�　機械及び装置、工具、器具及び備品、建

物附属設備並びにソフトウエアのうち、事

業者が策定した投資計画（その投資計画に

おける年平均の投資利益率が 5 ％以上とな

ることが見込まれるものであることにつき

経済産業大臣の確認を受けたものに限りま

す。）に記載された投資の目的を達成するた

めに必要不可欠な設備
　　　⑶�　機械及び装置、工具、器具及び備品、建

物附属設備並びにソフトウエアのうち、事

業者が策定した投資計画（次の①から③ま

でのいずれかに該当することにつき経済産

業大臣の確認を受けたものに限ります。）に

記載された投資の目的を達成するために必

要不可欠な設備（農業の生産性の向上のた

めのスマート農業技術の活用の促進に関す

る法律の認定を受けた農業者等（当該農業

者等が団体である場合におけるその構成員

等を含みます。）が取得、製作又は建設をす

る設備であって農業の用に供するもの及び

同法の認定を受けた農業者等に係るスマー

ト農業技術活用サービス事業者が取得、製

作又は建設をする設備であって農業者等の

委託を受けて農作業を行う事業の用に供す

るものを除きます。）
　　　　①�　情報処理技術を用いた遠隔操作を通じ

て、事業を対面以外の方法により行うこ

と又は事業に従事する者が現に常時労務

を提供している場所以外の場所において

常時労務を提供することができるように

すること。

　　　　②�　現に実施している事業に関するデータ

の集約及び分析を情報処理技術を用いて

行うことにより、当該事業の工程に関す

る最新の状況の把握及び経営資源等の最

適化を行うことができるようにすること。

　　　　③�　情報処理技術を用いて、現に実施して

いる事業の工程に関する経営資源等の最

適化のための指令を状況に応じて自動的

に行うことができるようにすること。

　　　⑷�　機械及び装置、工具、器具及び備品、建

物附属設備並びにソフトウエアのうち、事

業者が策定した投資計画（一定の要件を満

たすことが見込まれるものであることにつ

き経済産業大臣の確認を受けたものに限り

ます。）に記載された投資の目的を達成する

ために必要不可欠な設備（その事業者が行

う事業承継等事前調査に関する事項の記載

がある経営力向上計画に記載された設備で

あって、その経営力向上計画に従って事業

承継等を行った後に取得又は製作若しくは

建設をするものに限ります。）
（注 4）　上記の「指定事業」とは、中小事業者が機

械等を取得した場合の特別償却又は所得税額

の特別控除制度（措法10の 3 ）の対象事業と
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なる指定事業をいいます（旧措法10の 5 の 3

①）。

2 　改正の内容

⑴　食品等の持続的な供給を実現するための食品
等事業者による事業活動の促進及び食品等の取
引の適正化に関する法律の認定を受けた場合の
手続のワンストップ化
　令和 7年 6月18日に公布された食品等の流通
の合理化及び取引の適正化に関する法律及び卸
売市場法の一部を改正する法律（令和 7年法律
第69号）第 1条の規定による改正後の食品等の
持続的な供給を実現するための食品等事業者に
よる事業活動の促進及び食品等の取引の適正化
に関する法律（以下「食品等持続的供給法」と
いいます。）において、新たに計画認定制度が
創設され、食品等事業者は、食品等持続的供給
法の安定取引関係確立事業活動計画等につき農
林水産大臣の認定を受けることができることと
されました。
　安定取引関係確立事業活動計画等には、それ
ぞれの計画に中小企業等経営強化法第 2条第10
項に規定する経営力向上に関する事項として同
法第17条第 2項各号及び第 4項第 2号に掲げる
事項（以下「経営力向上に関する事項」といい
ます。）を記載することができることとされて
おり、この経営力向上に関する事項の記載のあ
る安定取引関係確立事業活動計画等につき食品
等持続的供給法の認定を受ける場合には、中小
企業等経営強化法の認定要件を満たす必要があ
ることとされています。また、その安定取引関
係確立事業活動計画等（経営力向上に関する事
項が記載されているものに限ります。以下同じ
です。）につき食品等持続的供給法の認定を受
けた場合については、「中小企業等経営強化法
の特例」が設けられており、中小企業等経営強
化法第17条第 1項の認定があったものとみなし
て同法の規定を適用することとされています。
すなわち、この「中小企業等経営強化法の特
例」の適用がある場合においては、同法の経営

力向上計画につき同法の認定を受けた場合と同
様の効果・結果となるように措置されているも
のと考えられます。
　これを踏まえ、手続のワンストップ化の観点
から、上記の「中小企業等経営強化法の特例」
の適用がある場合において、その安定取引関係
確立事業活動計画等につき食品等持続的供給法
の認定を受けた食品等事業者を本制度の対象と
なる個人とし、生産等設備を構成する減価償却
資産でその認定に係る安定取引関係確立事業活
動計画等（食品等持続的供給法第 7条第 1項の
規定又は食品等持続的供給法第 8条第 7項、第
9条第 8項若しくは第10条第 7項において準用
する食品等持続的供給法第 7条第 1項の規定に
よる変更の認定があったときは、その変更後の
もの）に記載された資産を本制度の対象となる
資産とすることとされました（措法10の 5 の 3
①）。
（注 1）　上記の「安定取引関係確立事業活動計画

等」とは、食品等持続的供給法第13条各号

に掲げる計画をいいます。具体的には、次

に掲げる計画でその計画に経営力向上に関

する事項の記載があるものをいい、次の計

画ごとにそれぞれ次の食品等持続的供給法

の規定により農林水産大臣の認定を受ける

ことができることとされています。

イ�　食品等持続的供給法第 6 条第 1 項に規

定する安定取引関係確立事業活動計画

��同項

ロ�　食品等持続的供給法第 8 条第 1 項に規

定する流通合理化事業活動計画��同項

ハ�　食品等持続的供給法第 9 条第 1 項に規

定する環境負荷低減事業活動計画��同

項

ニ�　食品等持続的供給法第10条第 1 項に規

定する消費者選択支援事業活動計画��

同項
（注 2）　安定取引関係確立事業活動計画等につき

食品等持続的供給法の認定を受けた個人が

取得又は製作若しくは建設をした機械及び
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装置、工具、器具及び備品、建物附属設備

並びにソフトウエアにつき本制度の適用を

受ける場合に確定申告書に添付しなければ

ならない書類は、今後、省令によって定め

られる予定です。

⑵　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 9年 3月31日まで 2
年延長されました（措法10の 5 の 3 ①）。

⑶　その他関係法令の改正
　中小企業等経営強化法施行規則が改正され、
対象資産である中小企業等経営強化法施行規則
第16条第 2項に規定する経営力向上に著しく資
する設備等について、次の見直しが行われてい
ます。
①　対象となる設備等から、暗号資産マイニン
グ業の用に供する設備等が除外されました
（中小企業等経営強化法施行規則16②）。
②　生産性向上設備（上記 1（注 3）⑴の設
備）の要件のうち経営力の向上に資するもの
の指標が旧モデルと比較して年平均 1％以上
向上しているものであることとの要件（上記
1（注 3）⑴②の要件）について、単位時間
当たりの生産量、歩留まり率又は投入コスト
の指標が年平均 1％以上向上しているもので
あることとされました（中小企業等経営強化
法施行規則16②一）。
③　収益力強化設備（上記 1（注 3）⑵の設
備）の要件のうち事業者が策定した投資計画
における年平均の投資利益率の要件について、
事業者が策定した投資計画における年平均の

投資利益率が 7％（改正前： 5％）以上とな
ることが見込まれるものであることとされま
した（中小企業等経営強化法施行規則16②二）。
④　デジタル化設備（上記 1（注 3）⑶の設
備）が対象となる設備等から除外されました
（旧中小企業等経営強化法施行規則16②三）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、食品等の流通の合理化及
び取引の適正化に関する法律及び卸売市場法の
一部を改正する法律の施行の日から施行するこ
ととされています（改正法附則 1十三）。
（注）　食品等の流通の合理化及び取引の適正化に

関する法律及び卸売市場法の一部を改正する

法律の施行の日は、同法の公布の日（令和 7

年 6 月18日）から起算して 6 月を超えない範

囲内において政令で定める日とされており（同

法附則 1）、その政令は、今後定められます。

⑵　上記 2 ⑶の改正は、中小企業等経営強化法第
2条第 6項に規定する特定事業者等が令和 7年
4月 1日以後に受ける認定（変更の認定を含み
ます。以下同じです。）のうち同日以後に申請
がされるものに係る同法第17条第 1項に規定す
る経営力向上計画に記載された経営力向上設備
等について適用し、同法第 2条第 6項に規定す
る特定事業者等が、同日前に受けた認定及び同
日以後に受ける認定のうち同日前に申請がされ
たものに係る同法第17条第 1項に規定する経営
力向上計画に記載された経営力向上設備等につ
いては従前どおりとされています（改正中小企
業等経営強化法施行規則附則 2）。

五�　認定特定高度情報通信技術活用設備を取得した場合の特別償
却又は所得税額の特別控除制度の廃止

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で認定導入事業者で
あるものが、特定高度情報通信技術活用システム

の開発供給及び導入の促進に関する法律の施行の
日（令和 2年 8月31日）から令和 7年 3月31日ま
での間に、その個人の認定導入計画に記載された
認定特定高度情報通信技術活用設備でその製作若
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しくは建設の後事業の用に供されたことのないも
のの取得又はその認定導入計画に記載された認定
特定高度情報通信技術活用設備の製作若しくは建
設をして、これを国内にあるその個人の事業の用
に供した場合には、その事業の用に供した日の属
する年（事業を廃止した日の属する年を除きます。
以下「供用年」といいます。）において、その認
定特定高度情報通信技術活用設備の取得価額の30
％相当額の特別償却（供用年分の必要経費に算入
しなかった償却不足額は翌年分への繰越しが可
能）と15％（次の認定特定高度情報通信技術活用
設備については、それぞれ次の割合）相当額の税
額控除との選択適用ができることとされています
（旧措法10の 5 の 5 ①～③）。
⑴　令和 4年 4月 1日から令和 5年 3月31日まで
の間に条件不利地域以外の地域内において事業
の用に供した特定基地局用認定設備�� 9％
⑵　令和 5年 4月 1日から令和 6年 3月31日まで
の間に事業の用に供した認定特定高度情報通信
技術活用設備�� 9％（条件不利地域以外の地

域内において事業の用に供した特定基地局用認
定設備については、 5％）
⑶　令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで
の間に事業の用に供した認定特定高度情報通信
技術活用設備�� 3％
　なお、税額控除の適用を受ける場合における控
除を受ける金額は、供用年の年分の調整前事業所
得税額の20％相当額を上限とすることとされてい
ます（旧措法10の 5 の 5 ③後段）。

2 　改正の内容

　適用期限（令和 7年 3月31日）の到来をもって、
制度が廃止されました（旧措法10の 5 の 5 、旧措
令 5の 6の 5、旧措規 5の12の 2 ）。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、個人が令和 7年 4月 1日前に
取得又は製作若しくは建設をした認定特定高度情
報通信技術活用設備については従前どおりとされ
ています（改正法附則26）。

六�　事業適応設備を取得した場合等の特別償却又は所得税額の特
別控除制度（改正後：生産工程効率化等設備を取得した場合の
特別償却又は所得税額の特別控除制度）の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　デジタルトランスフォーメーション投資促進
税制
①　事業適応設備に係る措置
　青色申告書を提出する個人で産業競争力強
化法の認定事業適応事業者であるものが、産
業競争力強化法等の一部を改正する等の法律
（令和 3 年法律第70号。以下「令和 3 年産競
法等改正法」といいます。）の施行の日（令
和 3年 8月 2日）から令和 7年 3月31日まで
の間に、情報技術事業適応の用に供するため
に特定ソフトウエアの新設若しくは増設をし、
又は情報技術事業適応を実施するために利用
するソフトウエアのその利用に係る費用（繰

延資産となるものに限ります。以下同じで
す。）を支出する場合において、その新設若
しくは増設に係る特定ソフトウエア並びにそ
の特定ソフトウエア若しくはその利用するソ
フトウエアとともに情報技術事業適応の用に
供する機械及び装置並びに器具及び備品（主
として産業試験研究の用に供される一定のも
のを除きます。以下「情報技術事業適応設
備」といいます。）でその製作の後事業の用
に供されたことのないものの取得又は情報技
術事業適応設備の製作をして、その個人の事
業の用に供したときは、その用に供した日の
属する年において、その情報技術事業適応設
備の取得価額（下記②の措置の対象となる資
産と合計して300億円が上限とされていま

─�221�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



す。）の30％相当額の特別償却とその取得価
額の 3％（情報技術事業適応のうち産業競争
力の強化に著しく資する一定のものの用に供
する資産については、 5％）相当額の税額控
除（下記②の措置の税額控除及び下記⑵の制
度の税額控除と合計して調整前事業所得税額
の20％相当額が上限）との選択適用ができる
こととされていました（旧措法10の 5 の 6 ①
⑦）。
②　事業適応繰延資産に係る措置
　青色申告書を提出する個人で産業競争力強
化法の認定事業適応事業者であるものが、令
和 3年産競法等改正法の施行の日（令和 3年
8月 2日）から令和 7年 3月31日までの間に、
情報技術事業適応を実施するために利用する
ソフトウエアのその利用に係る費用を支出し
た場合には、その支出した日の属する年にお
いて、その支出した費用に係る繰延資産の額
（上記①の措置の対象となる資産と合計して
300億円が上限）の30％相当額の特別償却と
その繰延資産の額の 3％（情報技術事業適応
のうち産業競争力の強化に著しく資する一定
のものを実施するために利用するソフトウエ
アのその利用に係る費用に係る繰延資産につ
いては、 5％）相当額の税額控除（上記①の
措置の税額控除及び下記⑵の制度の税額控除
と合計して調整前事業所得税額の20％相当額
が上限）との選択適用ができることとされて
いました（旧措法10の 5 の 6 ③⑧）。

⑵　カーボンニュートラルに向けた投資促進税制
　青色申告書を提出する個人で令和 3年産競法
等改正法の施行の日（令和 3年 8月 2日）から
令和 8年 3月31日までの間にされた産業競争力
強化法の認定（以下「認定」といいます。）に
係る同法に規定する認定事業適応事業者（その
認定エネルギー利用環境負荷低減事業適応計画
にその計画に従って行うエネルギー利用環境負
荷低減事業適応のための措置として生産工程効
率化等設備を導入する旨の記載があるものに限

ります。）であるものが、その認定の日から同
日以後 3年を経過する日までの間に、その計画
に記載された生産工程効率化等設備でその製作
若しくは建設の後事業の用に供されたことのな
いものの取得又はその計画に記載された生産工
程効率化等設備の製作若しくは建設をして、そ
の個人の事業の用に供した場合には、その用に
供した日の属する年において、その生産工程効
率化等設備の取得価額（500億円が上限）の50
％相当額の特別償却とその取得価額に次の生産
工程効率化等設備の区分に応じそれぞれ次の割
合を乗じて計算した金額の税額控除との選択適
用ができるというものです（旧措法10の 5 の 6
⑤⑨）。
①　中小事業者が事業の用に供した生産工程効
率化等設備��次の生産工程効率化等設備の
区分に応じそれぞれ次の割合
イ　エネルギーの利用による環境への負荷の
低減に著しく資する生産工程効率化等設備
��14％
ロ　上記イ以外の生産工程効率化等設備��
10％

②　中小事業者以外の個人が事業の用に供した
生産工程効率化等設備��次の生産工程効率
化等設備の区分に応じそれぞれ次の割合
イ　エネルギーの利用による環境への負荷の
低減に特に著しく資する生産工程効率化等
設備��10％
ロ　上記イ以外の生産工程効率化等設備��
5％

（注 1）　上記の「認定エネルギー利用環境負荷低

減事業適応計画」とは、産業競争力強化法

第21条の23第 2 項に規定する認定事業適応

計画のうち同法第21条の20第 2 項第 2 号に

規定するエネルギー利用環境負荷低減事業

適応に関するものをいいます（旧措法10の

5 の 6 ⑤）。
（注 2）　上記の「生産工程効率化等設備」とは、

産業競争力強化法第 2 条第13項に規定する

生産工程効率化等設備をいいます（旧措法

─�222�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



10の 5 の 6 ⑤）。
（注 3）　上記の「中小事業者」とは、常時使用す

る従業員の数が1,000人以下の個人をいいま

す（旧措法10の 5 の 6 ⑨、措法10⑧六、措

令 5の 3⑨）。

2 　改正の内容

⑴　デジタルトランスフォーメーション投資促進
税制（上記 1⑴）の廃止
　デジタルトランスフォーメーション投資促進
税制は、適用期限（令和 7年 3月31日）の到来
をもって廃止されました（旧措法10の 5 の 6 ①
～④⑦⑧、旧措令 5の 6の 6①～④、旧措規 5
の12の 3 ①②）。

⑵　カーボンニュートラルに向けた投資促進税制
（上記 1⑵）に係る手続のワンストップ化
　令和 7年 6月18日に公布された食品等の流通
の合理化及び取引の適正化に関する法律及び卸
売市場法の一部を改正する法律（令和 7年法律
第69号）第 1条の規定による改正後の食品等の
持続的な供給を実現するための食品等事業者に
よる事業活動の促進及び食品等の取引の適正化
に関する法律（以下「食品等持続的供給法」と
いいます。）において、新たに計画認定制度が
創設され、食品等事業者は、食品等持続的供給
法第 9条第 1項に規定する環境負荷低減事業活
動計画（以下「環境負荷低減事業活動計画」と
いいます。）につき農林水産大臣の認定を受け
ることができることとされました。
　この環境負荷低減事業活動計画には、その食
品等事業者が行う産業競争力強化法に規定する
エネルギー利用環境負荷低減事業適応に関する
事項として同法第21条の22第 3 項各号に掲げる
事項（以下「エネルギー利用環境負荷低減事業
適応に関する事項」といいます。）を記載する
ことができることとされており、このエネルギ
ー利用環境負荷低減事業適応に関する事項を記
載した環境負荷低減事業活動計画につき食品等
持続的供給法の認定を受ける場合には、産業競

争力強化法の認定要件を満たす必要があること
とされています。また、その環境負荷低減事業
活動計画（エネルギー利用環境負荷低減事業適
応に関する事項が記載されているものに限りま
す。以下同じです。）につき食品等持続的供給
法の認定を受けた場合については、「産業競争
力強化法の特例」が設けられており、産業競争
力強化法第21条の22第 1 項の認定があったもの
とみなして同法の規定を適用することとされて
います。すなわち、この「産業競争力強化法の
特例」の適用がある場合においては、同法の事
業適応計画につき同法の認定を受けた場合と同
様の効果・結果となるように措置されているも
のと考えられます。
　これを踏まえ、手続のワンストップ化の観点
から、上記の「産業競争力強化法の特例」の適
用がある場合において、その環境負荷低減事業
活動計画につき食品等持続的供給法の認定を受
けた食品等事業者を本制度の対象となる個人と
し、その認定に係る環境負荷低減事業活動計画
（食品等持続的供給法第 9 条第 8 項において準
用する食品等持続的供給法第 7条第 1項の規定
による変更の認定があったときは、その変更後
のもの）に従って行うエネルギー利用環境負荷
低減事業適応のための措置として導入する生産
工程効率化等設備の取得等をする場合のその生
産工程効率化等設備を本制度の対象となる資産
とすることとされました（措法10の 5 の 5 ①③）。
（注）　環境負荷低減事業活動計画に従って行うエ

ネルギー利用環境負荷低減事業適応のための

措置として導入する生産工程効率化等設備に

つき本制度の適用を受ける場合に確定申告書

に添付しなければならない書類は、今後、省

令によって定められる予定です。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴の改正は、個人が令和 7年 4月 1日
前に取得又は製作をした情報技術事業適応設備
及び個人が同日前に支出した費用に係る事業適
応繰延資産については従前どおりとされていま
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す（改正法附則27①②）。
⑵　上記 2 ⑵の改正は、食品等の流通の合理化及
び取引の適正化に関する法律及び卸売市場法の
一部を改正する法律の施行の日から施行するこ
ととされています（改正法附則 1十三）。
（注）　食品等の流通の合理化及び取引の適正化に

関する法律及び卸売市場法の一部を改正する

法律の施行の日は、同法の公布の日（令和 7

年 6 月18日）から起算して 6 月を超えない範

囲内において政令で定める日とされており（同

法附則 1）、その政令は、今後定められます。

七　特定事業継続力強化設備等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で中小事業者である
もののうち、中小企業の事業活動の継続に資する
ための中小企業等経営強化法等の一部を改正する
法律（令和元年法律第21号）の施行の日（令和元
年 7月16日）から令和 7年 3月31日までの間に中
小企業等経営強化法第56条第 1項又は第58条第 1
項の認定（以下「認定」といいます。）を受けた
同法の中小企業者に該当するもの（以下「特定中
小事業者」といいます。）が、その認定を受けた
日から同日以後 1年を経過する日までの間に、特
定事業継続力強化設備等でその製作又は建設の後
事業の用に供されたことのないものの取得等をし
て、これをその特定中小事業者の事業の用に供し
た場合には、その用に供した日の属する年におい
て、その特定事業継続力強化設備等の取得価額の
18％（令和 7年 4月 1日以後に取得等をしたその
特定事業継続力強化設備等については、16％）相
当額の特別償却（その事業の用に供した年分の必
要経費に算入しなかった償却不足額は翌年分への
繰越しが可能）ができることとされています（旧
措法11の 3 ①②、措法11②）。
（注 1）　上記の「中小事業者」とは、常時使用する

従業員の数が1,000人以下の個人をいいます（旧

措法11の 3 ①、措法10⑧六、措令 5の 3⑨）。
（注 2）　上記の「特定事業継続力強化設備等」とは、

認定事業継続力強化計画等に係る中小企業等

経営強化法第56条第 2 項第 2 号ロに規定する

事業継続力強化設備等としてその認定事業継

続力強化計画等に記載された機械及び装置、

器具及び備品並びに建物附属設備（機械及び

装置並びに器具及び備品の部分について行う

改良又は機械及び装置並びに器具及び備品の

移転のための工事の施行に伴って取得又は製

作をするものを含みます。）で一定の規模のも

のをいいます（旧措法11の 3 ①）。
（注 3）　上記（注 2）の「事業継続力強化設備等」

とは、事業継続力強化に特に資する設備、機

器又は装置として経済産業省令で定めるもの

をいい、具体的には、次の設備等のうち、認

定事業継続力強化計画等における事業継続力

強化の目標の達成及びその内容の実現に資す

るものであることにつき経済産業大臣の確認

を受けたものをいいます（中小企業等経営強

化法56②二ロ、中小企業等経営強化法施行規

則29）。
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減価償却資産の種類 対象となるものの用途又は細目

⑴�　機械及び装置 自然災害の発生が事業活動に与える影響の軽減に資する機能を有する次のいずれ
かに該当するものとして経済産業大臣が定めるもの。
①�　自家発電設備、浄水装置、揚水ポンプその他の自然災害に起因する電気、ガ
ス又は水道水の供給の停止の影響の軽減に資する機能を有するもの
②�　排水ポンプその他の自然災害に起因する浸水の影響の軽減に資する機能を有
するもの
③�　耐震装置、制震装置、免震装置その他の自然災害に起因する設備の転倒又は
損壊の影響の軽減に資する機能を有するもの

⑵�　器具及び備品 全ての設備

⑶�　建物附属設備 電気設備（照明設備を含みます。）

給排水又は衛生設備及びガス設備

格納式避難設備

可動間仕切り

自然災害の発生が事業活動に与える影響の軽減に資する機能を有する次のいずれ
かに該当するものとして経済産業大臣が定めるもの。
①�　耐震装置、制震装置、免震装置その他の自然災害に起因する設備の転倒又は
損壊の影響の軽減に資する機能を有するもの
②�　防水シャッターその他の自然災害に起因する浸水の影響の軽減に資する機能
を有するもの

（注 4）　上記の「認定事業継続力強化計画等」とは、

認定に係る事業継続力強化計画又は連携事業

継続力強化計画（その変更の認定があったと

きは、その変更後のもの）をいいます。
（注 5）　上記（注 4）の「事業継続力強化計画」とは、

中小企業等経営強化法第56条第 1 項に規定す

る事業継続力強化計画をいい、上記（注 4）

の「連携事業継続力強化計画」とは、同法第

58条第 1 項に規定する連携事業継続力強化計

画をいいます。
（注 6）　上記（注 2）の「一定の規模のもの」とは、

機械及び装置にあっては 1 台又は 1 基の取得

価額が100万円以上のものをいい、器具及び備

品にあっては 1 台又は 1 基の取得価額が30万

円以上のものをいい、建物附属設備にあって

は一の建物附属設備の取得価額が60万円以上

のものをいいます（措令 6の 2）。

2 　改正の内容

⑴　対象設備の見直し
　対象設備から、感染症対策のために取得等を
する減価償却資産（サーモグラフィ装置）が除

外されました（実施要領 4）。

⑵　認定期限の延長
　制度の適用の前提となる事業継続力強化計画
又は連携事業継続力強化計画の認定期限が、令
和 9年 3月31日まで 2年延長されました（措法
11の 3 ①）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、個人が令和 7年 4月 1日以
後に認定の申請をする事業継続力強化計画又は連
携事業継続力強化計画について適用し、個人が同
日前に認定の申請をした事業継続力強化計画につ
いては従前どおりとされています（実施要領）。
（注）　上記 2 ⑵の改正に併せて、令和 7 年 4 月 1 日

前に取得等をした特定事業継続力強化設備等の

特別償却割合である「18％」が削除されています。

この改正は、個人が同日以後に取得等をする特

定事業継続力強化設備等について適用し、個人

が同日前に取得等をした特定事業継続力強化設

備等については従前どおりとされています（改

正法附則28①）。
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八　特定地域における工業用機械等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　この制度は、次の⑴から⑶までによって構成さ
れています（措法12）。

⑴　沖縄の特定地域において工業用機械等を取得
した場合の特別償却制度
　この制度は、青色申告書を提出する個人で次
の表の認定事業者に該当するものが、一定の期
間内に、沖縄振興特別措置法に規定する同表の
特定地域の区域内において同表の特定事業の用
に供する設備で一定の規模のものの新設又は増
設をする場合において、その新設又は増設に係

る同表の工業用機械等の取得又は製作若しくは
建設をして、これをその特定地域内においてそ
の個人の特定事業の用に供したときは、その特
定事業の用に供した日の属する年において、そ
の工業用機械等の取得価額に同表の特別償却割
合を乗じて計算した金額の特別償却（その用に
供した年分の必要経費に算入しなかった償却不
足額は翌年分への繰越しが可能）ができるとい
うものです（旧措法12①③、措法11②）。
　対象となる認定事業者、特定地域、特定事業、
工業用機械等及び特別償却割合は、次のとおり
です。

認定事業者 特定地域 特定事業 工業用機械等 特別償却割合

①

沖縄振興特別措置
法第36条に規定す
る認定事業者

産業イノベーショ
ン促進地域の区域

製造業その他一定の
事業

機械及び装置、器具
及び備品、建物及び
その附属設備並びに
構築物のうち、一定
のもの

34％（建物及びその
附属設備並びに構築
物については、20
％）

②

沖縄振興特別措置
法第50条第 1 項に
規定する認定事業
者

国際物流拠点産業
集積地域の区域

製造業その他一定の
事業

機械及び装置並びに
一定の建物及びその
附属設備

50％（建物及びその
附属設備について
は、25％）

③

沖縄振興特別措置
法第57条第 1 項に
規定する認定事業
者

経済金融活性化特
別地区の区域

認定経済金融活性化
計画に定められた特
定経済金融活性化産
業に属する事業

機械及び装置、一定
の器具及び備品並び
に建物及びその附属
設備

50％（建物及びその
附属設備について
は、25％）

（注 1）�　上記の「一定の期間」は、産業イノベーション促進地域に係る措置（上記の表の①）又は国際物流
拠点産業集積地域に係る措置（上記の表の②）についてはそれぞれ沖縄県知事から主務大臣への産業
イノベーション促進計画又は国際物流拠点産業集積計画の提出のあった日から令和 7 年 3 月31日まで
の期間と、経済金融活性化特別地区に係る措置（上記の表の③）については経済金融活性化計画の認
定の日から令和 7 年 3 月31日までの期間とされています。なお、それぞれの期間内に特定地域に該当
しないこととなった場合等には、それぞれの期間の初日からその該当しないこととなった日まで等の
期間とされています（旧措法12①、旧措令 6の 3①）。

（注 2）�　上記の「一定の規模の設備」は、産業イノベーション促進地域に係る措置及び国際物流拠点産業集
積地域に係る措置については一の生産等設備でこれを構成する有形減価償却資産の取得価額の合計額
が1,000万円を超えるもの又は機械及び装置並びに器具及び備品（国際物流拠点産業集積地域に係る措
置については、機械及び装置）で一の生産等設備を構成するものの取得価額の合計額が100万円を超え
るものと、経済金融活性化特別地区に係る措置については一の生産等設備でこれを構成する有形減価
償却資産の取得価額の合計額が500万円を超えるもの又は機械及び装置並びに器具及び備品で一の生産
等設備を構成するものの取得価額の合計額が50万円を超えるものとされています（旧措法12①、措令
6の 3②）。

（注 3）�　上記の「特定事業」は、具体的には、次の措置の区分に応じそれぞれ次のとおりとされています（旧
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　　　�措法12①、旧措令 6の 3④⑥、認定経済金融活性化計画）。
　　　①�　産業イノベーション促進地域に係る措置��製造業、道路貨物運送業、倉庫業、卸売業、デザイ

ン業、自然科学研究所に属する事業、電気業及びガス供給業
　　　②�　国際物流拠点産業集積地域に係る措置��製造業、道路貨物運送業、倉庫業、卸売業、無店舗小

売業、機械等修理業、不動産賃貸業及び航空機整備業
　　　③�　経済金融活性化特別地区に係る措置��金融関連産業、情報通信関連産業、観光関連産業、農業・

水産養殖業、製造業及び経営コンサルタント業
（注 4）�　対象資産のうち特定高度情報通信技術活用システム（ 5 G情報通信システム）に該当するものについ

ては、その個人の認定導入計画に記載された認定特定高度情報通信技術活用設備に限ることとされて
います（旧措法12①）。

⑵　沖縄の離島において旅館業用建物等を取得し
た場合の特別償却制度
　この制度は、青色申告書を提出する個人が、
令和 4年 4月 1日から令和 7年 3月31日までの
間に、沖縄の離島の地域内において旅館業の用
に供する一定の規模の設備の取得等をする場合
において、その取得等をした設備をその地域内
においてその個人の旅館業の用に供したときは、
その用に供した日の属する年において、その設
備に係る旅館業用建物等の取得価額の 8％相当
額の特別償却（その用に供した年分の必要経費
に算入しなかった償却不足額は翌年分への繰越
しが可能）ができるというものです（旧措法12
②③、措法11②）。

⑶　特定地域において産業振興機械等を取得した
場合の割増償却制度
　この制度は、青色申告書を提出する個人が、
一定の期間内に、次の表の特定地域内において
同表の指定事業の用に供する同表の設備の取得
等をする場合において、その取得等をしたその
設備をその特定地域内においてその個人の指定
事業の用に供したときは、その指定事業の用に
供した日以後 5年以内の日の属する各年分にお
いて、その設備に係る産業振興機械等について、
その普通償却額の32％（建物及びその附属設備
並びに構築物については、48％）相当額の割増
償却（その年分の必要経費に算入しなかった償
却不足額は翌年分への繰越しが可能）ができる
というものです（旧措法12④⑤）。
　対象となる特定地域、指定事業及び設備は、
次のとおりです。

特定地域 指定事業 設備

①

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別
措置法の過疎地域及びこれに準ずる地域の
うち、産業の振興のための取組が積極的に
促進される地区

製造業等のうち、その特定地
域に係る特定過疎地域持続的
発展市町村計画に振興すべき
業種として定められた事業

特定地域内において営む指定
事業の用に供される設備で一
定の規模のもの

②

半島振興法の半島振興対策実施地域として
指定された地区のうち、産業の振興のため
の取組が積極的に促進される地区（上記①
の特定地域に該当する地区を除きます。）

製造業等のうち、その特定地
域に係る認定半島産業振興促
進計画に記載された事業

特定地域内において営む指定
事業の用に供される設備で一
定の規模のもの

③

離島振興法の離島振興対策実施地域として
指定された地区のうち、産業の振興のため
の取組が積極的に促進される地区（上記①
の特定地域に該当する地区を除きます。）

製造業等のうち、その特定地
域に係る特定離島振興計画に
振興すべき業種として定めら
れた事業

特定地域内において営む指定
事業の用に供される設備で一
定の規模のもの

（注 1）�　上記の「一定の期間」は、過疎地域等に係る措置（上記の表の①）については令和 3 年 4 月 1 日か
ら令和 9 年 3 月31日までの期間と、半島振興対策実施地域に係る措置（上記の表の②）及び離島振興
対策実施地域に係る措置（上記の表の③）については平成25年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月31日までの
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　　　�期間とされています。なお、その期間内に特定地域に該当しないこととなった等の場合には、それぞ
れの期間の初日からその該当しないこととなった日まで等の期間とされています（旧措法12④、旧措
令 6の 3⑭）。

（注 2）�　上記の「一定の規模の設備」とは、一の設備を構成する有形減価償却資産の取得価額の合計額が500
万円以上である場合のその一の設備とされています（旧措令 6の 3⑲㉑㉓）。

（注 3）�　上記の「産業振興機械等」とは、上記（注 2）の一定の規模の設備を構成するもののうち、機械及
び装置、建物及びその附属設備並びに構築物をいいます（旧措法12④）。

2 　改正の内容

⑴　沖縄の特定地域において工業用機械等を取得
した場合の特別償却制度（上記 1⑴）の改正
①　対象事業の見直し
　産業イノベーション促進地域に係る措置
（上記 1 ⑴の表の①）の対象事業から、デザ
イン業が除外されました（措令 6の 3④）。
②　対象地域の見直し
　国際物流拠点産業集積地域に係る措置（上
記 1 ⑴の表の②）の対象地域（国際物流拠点
産業集積地域の区域）について、次の見直し
が行われました（国際物流拠点産業集積計画
4）。
イ　対象地域に、津嘉山地区、照屋地区及び
神里地区（南風原町）並びに友寄地区（八
重瀬町）が追加されました。
ロ　その全域が対象であった那覇市、浦添市、
豊見城市、宜野湾市及び糸満市の区域につ
いて、国際物流拠点産業の集積が見込まれ
る地区に限定されました。

③　その他
イ　措置期間の見直し
　産業イノベーション促進地域に係る措置
及び国際物流拠点産業集積地域に係る措置
における主務大臣の確認要件に係る措置期
間が見直され、その適正化が行われました
（令 4 . 5 内閣・経産告 2（ 1 一・五）、令
4 . 5 内閣・経産告 3（ 1一・五））。

ロ　対象資産に係る改正
　対象資産のうち特定高度情報通信技術活
用システム（ 5 G情報通信システム）に該
当するものについて 5 G導入促進税制の対
象となるものに限ることとしていた規定

（上記 1 ⑴（注 4））が削除されました（措
法12①）。

④　適用期限の延長
　各地域に係る措置の適用期限が、令和 9年
3月31日まで 2年延長されました（措法12①、
措令 6の 3①一～三）。

⑵　沖縄の離島において旅館業用建物等を取得し
た場合の特別償却制度（上記 1⑵）の適用期限
の延長
　制度の適用期限が、令和 9年 3月31日まで 2
年延長されました（措法12②、措令 6の 3⑧）。

⑶　特定地域において産業振興機械等を取得した
場合の割増償却制度（上記 1⑶）の改正
①　対象事業の見直し
　半島振興対策実施地域に係る措置（上記 1
⑶の表の②）及び離島振興対策実施地域に係
る措置（上記 1 ⑶の表の③）の対象事業から、
コールセンター及び市場等に関する調査の業
務並びにその業務により得られた情報の整理
等の業務に係る事業が除外されました（措令
6の 3㉑、措規 5の13⑨）。

②　適用期限の延長
　半島振興対策実施地域に係る措置及び離島
振興対策実施地域に係る措置の適用期限が、
令和 9 年 3 月31日まで 2 年延長されました
（措法12④、措令 6の 3⑭二・三）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①及び③ロの改正は、個人が令和 7
年 4月 1日以後に取得又は製作若しくは建設を
する工業用機械等について適用し、個人が同日
前に取得又は製作若しくは建設をした工業用機
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械等については従前どおりとされています（改
正法附則28②、改正措令附則 4①）。
⑵　上記 2 ⑴③イの改正は、令和 7年 4月 1日か
ら施行されています（令 7 . 3 内閣・経産告 1
前文、令 7 . 3 内閣・経産告 2前文）。
　また、上記 2 ⑴②の改正に係る国際物流拠点
産業集積計画は、令和 7年 4月 1日に公表され

ています。
⑶　上記 2 ⑶①の改正は、個人が令和 7年 4月 1
日以後に取得等をする産業振興機械等について
適用し、個人が同日前に取得等をした産業振興
機械等については従前どおりとされています
（改正措令附則 4②）。

九　医療用機器等の特別償却制度の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　医療用機器に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、昭和54年 4 月 1 日から令和 7年 3月
31日までの間に、高度な医療の提供に資する機
器又は先進的な機器（以下「医療用機器」とい
います。）でその製作の後事業の用に供された
ことのないものの取得等をして、これをその個
人の営む医療保健業の用に供した場合には、そ
の用に供した日の属する年において、その医療
用機器の取得価額の12％相当額の特別償却（そ
の用に供した年分の必要経費に算入しなかった
償却不足額は翌年分への繰越しが可能）ができ
ることとされています（旧措法12の 2 ①④、措
法11②）。
（注）　上記の「医療用機器」とは、 1 台又は 1 基

（通常 1 組又は 1 式をもって取引の単位とされ

るものにあっては、 1 組又は 1 式）の取得価

額が500万円以上の医療用の機械及び装置並び

に器具及び備品のうち、次に掲げるものをい

います（措令 6の 4①②）。

①�　高度な医療の提供に資するものとして厚

生労働大臣が財務大臣と協議して指定する

もの（平21. 3 厚労告248）（医療法第30条の

14第 1 項に規定する構想区域等内の病院又

は診療所における効率的な活用を図る必要

があるものとして厚生労働大臣が財務大臣

と協議して指定するものにあっては、厚生

労働大臣が定める要件を満たすものに限り

ます。）

②�　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律第 2 条第 5 項

に規定する高度管理医療機器、同条第 6 項

に規定する管理医療機器又は同条第 7 項に

規定する一般医療機器で、これらの規定に

より厚生労働大臣が指定した日の翌日から

2 年を経過していないもの（上記①に掲げ

るものを除きます。）

⑵　勤務時間短縮用設備等に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、平成31年 4 月 1 日から令和 7年 3月
31日までの間に、勤務時間短縮用設備等でその
製作の後事業の用に供されたことのないものの
取得等をして、これをその個人の営む医療保健
業の用に供した場合には、その用に供した日の
属する年において、その勤務時間短縮用設備等
の取得価額の15％相当額の特別償却（その用に
供した年分の必要経費に算入しなかった償却不
足額は翌年分への繰越しが可能）ができること
とされています（旧措法12の 2 ②④、措法11②）。

⑶　構想適合病院用建物等に係る措置
　青色申告書を提出する個人で医療保健業を営
むものが、平成31年 4 月 1 日から令和 7年 3月
31日までの間に、構想適合病院用建物等の取得
等をして、これをその個人の営む医療保健業の
用に供した場合には、その用に供した日の属す
る年において、その構想適合病院用建物等の取
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得価額の 8％相当額の特別償却（その用に供し
た年分の必要経費に算入しなかった償却不足額
は翌年分への繰越しが可能）ができることとさ
れています（旧措法12の 2 ③④、措法11②）。

2 　改正の内容

⑴　医療用機器に係る措置（上記 1⑴）の対象機
器の見直し（ 6機器）
　医療用機器のうち高度な医療の提供に資する
機器について、対象機器から次の機器が除外さ
れました（平21. 3 厚労告248）。
　内視鏡ビデオ画像システム、超音波軟性十二

指腸鏡、歯科用オプション追加型ユニット、据
置型アナログ式乳房用Ｘ線診断装置、レーザー
処置用能動器具及び気管支サーモプラスティ用
カテーテルシステム

⑵　適用期限の延長
　制度の適用期限が、令和 9年 3月31日まで 2
年延長されました（措法12の 2 ①～③）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、令和 7年 4月 1日から適用
されています（令 7 . 3 厚労告135前文）。

十　探鉱準備金制度の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告書を提出する個人で鉱業を営むものが、
昭和40年 4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの期
間内の日の属する各年において、鉱物に係る新鉱
床探鉱費の支出に備えるため、一定の金額を探鉱
準備金として積み立てたときは、その積み立てた
金額は、その積立てをした年分の事業所得の金額
の計算上、必要経費に算入することとされていま
す（旧措法22①）。
　なお、その年の12月31日において、前年から繰
り越された探鉱準備金の金額のうちにその積立て
をした年の翌年 1月 1日から 5年を経過したもの
がある場合には、その経過した探鉱準備金の金額
は、その経過した日の属する年分の事業所得の金
額の計算上、総収入金額に算入することとされて
います（措法22③）。
（注 1）　上記の「鉱物」とは、鉱業法第 3 条第 1 項

に規定する鉱物（国外にある石炭、亜炭及び

アスファルトを除きます。）及び独立行政法人

エネルギー・金属鉱物資源機構法第11条第 6

項に規定する金属鉱物のうち安定的な供給を

確保することが特に必要なものとして経済産

業大臣が財務大臣と協議して告示指定するも

のをいいます（措令14①⑥、令 5 . 3 経産告39）。

（注 2）　上記の「新鉱床探鉱費」とは、探鉱のため

の地質調査、ボーリング又は坑道の掘削に要

する費用等の探鉱のために要する費用をいい

ます（措法22②、措令14⑤）。
（注 3）　積立限度額は、その個人が採掘した鉱物の

販売によるその年の上記の期間内における収

入金額の12％相当額とその収入金額に係る所

得の金額の50％相当額とのいずれか低い金額

とされています（旧措法22①）。

2 　改正の内容

⑴　積立限度額の見直し
　この制度における積立限度額について、その
適用を受ける年の前年以前 5年内の各年のいず
れにおいても鉱物に係る新鉱床探鉱費の支出を
行わなかった場合には、改正前の積立限度額
（上記 1（注 3））から、次の①の金額から②の
金額を控除した残額（その残額が改正前の積立
限度額に25％を乗じて計算した金額を超える場
合には、その計算した金額）を控除することと
されました（措法22①）。
①　その年における次の金額の合計額
イ　積立てをした年の翌年 1月 1日から 5年
を経過した探鉱準備金の取崩しにより総収
入金額に算入される金額
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ロ　探鉱準備金の任意の取崩しにより総収入
金額に算入された、又は算入されるべきこ
ととなった金額

②　その年において支出する鉱物に係る新鉱床
探鉱費の額及びその年の探鉱用機械設備の償
却費の額の合計額

⑵　適用期限の延長
　この制度の適用期限が令和10年 3 月31日まで
3年延長されました（措法22①）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑴の改正は、令和 9年分以後の所得税に
ついて適用し、令和 8年分以前の所得税について
は従前どおりとされています（改正法附則29）。

十一�　農業経営基盤強化準備金制度及び農用地等を取得した場合
の課税の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　農業経営基盤強化準備金制度
　青色申告書を提出する個人で農業経営基盤強
化促進法に規定する農業経営改善計画等に係る
認定を受けたもの（認定農業者等）（同法第19
条第 1項に規定する地域計画の区域において農
業を担う者として一定のものに限ります。）が、
平成19年 4 月 1 日から令和 7年 3月31日までの
期間内の日の属する各年において、農業の担い
手に対する経営安定のための交付金の交付に関
する法律の交付金等の交付を受けた場合におい
て、認定計画等の定めるところに従って行う農
業経営基盤強化に要する費用の支出に備えるた
め、次の金額のうちいずれか少ない金額（以下
「積立限度額」といいます。）以下の金額を農業
経営基盤強化準備金として積み立てたときは、
その積み立てた金額は、その積立てをした年分
の事業所得の金額の計算上、必要経費に算入す
ることとされています（旧措法24の 2 ①、旧措
令16の 2 ①、旧措規 9の 3③）。
①　その交付金等の額のうちその認定計画等に
記載された農用地等（農用地又は特定農業用
機械等をいいます。以下同じです。）の取得
に充てるための金額であることにつき農林水
産大臣の当該金額である旨の証明書を確定申
告書に添付することにより証明がされた金額
②　その積立てをした年分の事業所得の金額と

して一定の計算をした金額
（注）　上記①の「農用地」とは、農業経営基盤

強化促進法第 4 条第 1 項第 1 号に規定する

農用地（その農用地に係る賃借権を含みま

す。）をいい、「特定農業用機械等」とは、

農業用の機械及び装置、器具及び備品、一

定の建物及びその附属設備、構築物並びに

ソフトウエアをいいます（旧措法24の 3 ①、

旧措令16の 2 ①）。

　この準備金は、その積立てをした年の翌年 1
月 1日から 5年を経過した場合又は特定の事由
に該当した場合には、取り崩して総収入金額に
算入することとされています（旧措法24の 2 ②
～④）。
（注）　上記の農業経営基盤強化準備金を積み立て

ている個人（特別障害者に該当する者に限り

ます。）のその準備金に係る認定計画等の認定

農業者等に該当する推定相続人がその準備金

に係る事業の全部を譲り受けた場合において、

その推定相続人が、その事業の全部を譲り受

けた日の属する年分の所得税につき青色申告

書を提出することができる者等であるときは、

農業経営基盤強化準備金を引き継ぐこととさ

れています（措法24の 2 ⑦）。

　この準備金の承継は、その推定相続人の確

定申告書に、その適用を受ける旨の記載があり、

かつ、農林水産大臣の農業経営基盤強化準備

金に係る上記の交付金等に係る事業の全部を
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譲渡した者（以下「譲渡者」といいます。）が

特別障害者に該当する者である旨及びその事

業の全部を譲り受けた者がその譲渡者の推定

相続人である旨を証する書類等の添付がある

場合に限り、適用することとされています（措

法24の 2 ⑨、旧措規 9の 3④）。

⑵　農用地等を取得した場合の課税の特例
　上記⑴の農業経営基盤強化準備金の金額を有
する個人（農業経営基盤強化準備金の積立てが
できる個人を含みます。）が、各年において、
認定計画等の定めるところにより、農用地等の
取得等をし、その農用地等を事業の用に供した
場合には、その農用地等につき、次に掲げる金
額のうちいずれか少ない金額以下の金額に相当
する金額として一定の計算をした金額を、その
年分の事業所得の金額の計算上必要経費に算入
することとされています（旧措法24の 3 ①、旧
措令16の 3 ④、旧措規 9の 4②）。
①　次に掲げる金額の合計額
イ　その年の前年から繰り越された農業経営
基盤強化準備金の金額（その年の前年の12
月31日までに上記⑴により総収入金額に算
入された金額がある場合には、その金額を
控除した金額）のうち、その年において総
収入金額に算入された、又は算入されるべ
きこととなった金額に相当する金額
ロ　その年において交付を受けた交付金等の
額のうち、その認定計画等に記載された農
用地等の取得に充てるための金額であって
農業経営基盤強化準備金として積み立てら
れなかった金額であることにつき農林水産
大臣の当該金額である旨の証明書を確定申
告書に添付することにより証明がされた金
額

②　その年分の事業所得の金額として一定の計
算をした金額

（注）　この制度は、その適用を受けようとする年

分の確定申告書に、この制度により必要経費

に算入される金額についてのその算入に関す

る記載があり、かつ、その金額の計算に関す

る明細書及び農林水産大臣の認定計画等の定

めるところにより取得等をした農用地等であ

る旨の証明書の添付がある場合に限り、適用

することができることとされています（措法

24の 3 ②、旧措規 9の 4③）。

2 　改正の内容

⑴　農業経営基盤強化準備金制度の改正
①　積立限度額の見直し
　積立限度額の計算の基礎となる金額（上記
1 ⑴①）のうち農用地の取得に充てるための
金額について、農用地のうち農業経営基盤強
化促進法第19条第 1 項に規定する地域計画
（以下「地域計画」といいます。）の区域にお
いてその個人の利用が見込まれるものの取得
に充てるための金額（改正前：農用地の取得
に充てるための金額）に限定することとされ
ました（措令16の 2 ①一）。
（注 1）　地域計画は、農業経営基盤強化促進法

第19条第 8 項の規定によるこれを定めた

旨の公告があったものに限るものとされ

ています（措法24の 3 ①、措令16の 2 ①

一）。また、同項の規定によるこれを変更

した旨の公告があったときは、その変更

後のものとされています（措法24の 3 ①、

措令16の 2 ①一）。
（注 2）　この改正の施行日は令和 8 年 4 月 1 日

とされており、証明する金額及び証明の

手続に係る省令等の改正は、施行に併せ

て行われる予定です。

②　農用地を取得した場合の準備金の取崩事由
の整備
　下記⑵①の見直しに伴い、農用地を取得し
た場合の準備金の取崩事由について所要の整
備が行われました。具体的には、次の農用地
を取得した場合に、その取得をした日におけ
る農業経営基盤強化準備金の金額のうちその
取得をした農用地の取得価額に相当する金額
を総収入金額に算入することとされました
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（措法24の 2 ③二）。
イ　認定計画等の定めるところにより取得を
する租税特別措置法第24条の 3第 1項に規
定する農用地（措法24の 2 ③二イ）
ロ　農用地（認定計画等の定めるところによ
り取得をするものを除きます。）（措法24の
2 ③二ロ）

（注 1）　上記イの「租税特別措置法第24条の 3

第 1 項に規定する農用地」とは、農業経

営基盤強化促進法第 4 条第 1 項第 1 号に

規定する農用地で同法第19条第 1 項に規

定する地域計画にその個人が利用するも

のとして定められたもの（その農用地に

係る賃借権を含みます。）をいいます（措

法24の 3 ①）。
（注 2）　上記ロの「農用地」とは、農業経営基

盤強化促進法第 4 条第 1 項第 1 号に規定

する農用地（その農用地に係る賃借権を

含みます。）をいいます（措法24の 2 ③二）。

③　添付すべき証明書に係る改正
　確定申告書に添付することとされている農
林水産大臣の証明書について、その証明書の
原本の添付のほか、その写しの添付が可能と
されました（措規 9の 3③④）。
④　適用期限の延長
　この制度の適用期限が令和 9年 3月31日ま
で 2年延長されました（措法24の 2 ①）。

⑵　農用地等を取得した場合の課税の特例の改正
①　対象となる農用地の見直し
　対象となる農用地が、認定計画等の定める
ところにより取得をする農用地で地域計画に
その個人が利用するものとして定められたも
の（改正前：認定計画等の定めるところによ
り取得をする農用地）に限定されました（措
法24の 3 ①）。
②　必要経費に算入できる限度額の計算の基礎
となる金額の整備

　上記⑴①の見直しに伴い、必要経費に算入
できる限度額の計算の基礎となる金額におけ
る上記 1 ⑵①ロの金額について、所要の整備
が行われました。具体的には、その年におい
て交付を受けた交付金等の額のうち、その認
定計画等に記載された次の固定資産の取得に
充てるための金額であって農業経営基盤強化
準備金として積み立てられなかった金額であ
ることにつき農林水産大臣の当該金額である
旨の証明書を確定申告書に添付することによ
り証明がされた金額とされました（措令16の
3 ④）。
イ　農用地で地域計画の区域においてその個
人の利用が見込まれるもの
ロ　特定農業用機械等
③　添付すべき証明書に係る改正
　確定申告書に添付することとされている農
林水産大臣の証明書について、その証明書の
原本の添付のほか、その写しの添付が可能と
されました（措規 9の 4②③）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴①及び⑵②の改正は、令和 9年分以
後の所得税について適用し、令和 8年分以前の
所得税については従前どおりとされています
（改正措令附則 5）。
⑵　上記 2 ⑴②の改正は、個人が令和 8年 4月 1
日以後にする農用地の取得について適用し、個
人が同日前にした農用地の取得については従前
どおりとされています（改正法附則30①）。
⑶　上記 2 ⑴③及び⑵③の改正は、令和 7年分以
後の所得税について適用することとされていま
す（改正措規附則 2）。
⑷　上記 2 ⑵①の改正は、個人が令和 8年 4月 1
日以後に取得をする農用地について適用し、個
人が同日前に取得をした農用地については従前
どおりとされています（改正法附則30②）。

─�233�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



第四　その他の改正
一　青色申告特別控除の改正

1 　改正前の制度の概要

　青色申告の一層の普及・奨励を図り、適正な記
帳慣行を確立し、申告納税制度の実を上げるとと
もに事業経営の健全化を推進する観点から、次の
青色申告特別控除が設けられています。

⑴　10万円の青色申告特別控除
　青色申告書を提出することにつき税務署長の
承認を受けている個人については、その承認を
受けている年分（下記⑵の特別控除制度の適用
を受けている年分を除きます。）の不動産所得
の金額、事業所得の金額又は山林所得の金額は、
所得税法本法の規定により計算したこれらの所
得の金額から、次の金額のうちいずれか低い金
額を青色申告特別控除として控除した金額とさ
れます（措法25の 2 ①）。
①　10万円
②　青色申告特別控除前のその年分の不動産所
得の金額、事業所得の金額又は山林所得の金
額の合計額

⑵　55万円の青色申告特別控除
　青色申告書を提出することにつき税務署長の
承認を受けている個人で、不動産所得又は事業
所得を生ずべき事業を営むもの（所得税法第67
条に定めるところにより現金主義を選択する者
を除きます。）が、所得税法施行規則第56条か
ら第62条まで及び第64条の規定に定めるところ
により、その事業につき帳簿書類を備え付けて、
不動産所得の金額又は事業所得の金額に係る一
切の取引の内容を正規の簿記の原則に従い、整
然と、かつ、明瞭に記録している場合には、そ
の承認を受けている年分のこれらの所得の金額
は、所得税法本法の規定により計算したこれら

の所得の金額から次の金額のうちいずれか低い
金額を青色申告特別控除として控除した金額と
されます（措法25の 2 ③）。
①　55万円
②　青色申告特別控除前のその年分の不動産所
得の金額又は事業所得の金額の合計額

⑶　電子帳簿保存又はe-Taxによる電子申告を行
っている場合の65万円の青色申告特別控除
　取引の内容を正規の簿記の原則に従って記録
している者（上記⑵の適用を受けることができ
る者）であって、次の①又は②の要件のいずれ
かを満たすものに係る青色申告特別控除の控除
額は、65万円とされています（旧措法25の 2 ③
④、旧措規 9の 6）。
①　電子帳簿保存
　その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元
帳について、最初の記録段階から一貫して、
電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿
書類の保存方法等の特例に関する法律（以下
「電子帳簿保存法」といいます。）の定めると
ころにより、国税の納税義務の適正な履行に
資するものとして一定の要件に従って「電磁
的記録の備付け及び保存」又は「電磁的記録
の備付け及びその電磁的記録の電子計算機出
力マイクロフィルムによる保存」を行ってい
ること。
（注 1）　上記の「電磁的記録」とは、電子的方

式、磁気的方式その他の人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいいます（電

子帳簿保存法 2三）。
（注 2）　上記の「電子計算機出力マイクロフィ

ルム」とは、電子計算機を用いて電磁的
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記録を出力することにより作成するマイ

クロフィルムをいいます（電子帳簿保存

法 2六）。

　この場合の電子帳簿保存法に定めるところ
による「電磁的記録の備付け及び保存」や
「電磁的記録の備付け及びその電磁的記録の
電子計算機出力マイクロフィルムによる保
存」は、具体的には、次のとおりとされてい
ます（旧措規 9 の 6 ②～④）。以下これらを
「電磁的記録の備付け等」といいます。
イ　電磁的記録の備付け及び保存
　電子帳簿保存法に定めるところにより、
「電磁的記録の備付け及び保存」を行う必
要があります。なお、電子帳簿保存法では、
国税に関する帳簿の保存義務者は、その帳
簿の全部又は一部について、最初の記録段
階から一貫して電子計算機を使用して作成
する場合には、電子計算機処理に関するシ
ステムの概要書等の備付け等の所定の要件
の下で、その帳簿に係る電磁的記録の備付
け及び保存をもってその帳簿の備付け及び
保存に代えることができることとされてい
ます（電子帳簿保存法 4①、旧電子帳簿保
存法規則 2 ②）。また、所定の要件の下で、
電子計算機出力マイクロフィルムによる保
存に変更することも可能です（電子帳簿保
存法 5③、旧電子帳簿保存法規則 3）。
ロ　電磁的記録の備付け及びその電磁的記録
の電子計算機出力マイクロフィルムによる
保存
　電子帳簿保存法に定めるところにより、
「電磁的記録の備付け及びその電磁的記録
の電子計算機出力マイクロフィルムによる
保存」を行う必要があります。なお、電子
帳簿保存法では、国税に関する帳簿の保存
義務者は、その帳簿の全部又は一部につい
て、最初の記録段階から一貫して電子計算
機を使用して作成する場合には、電子計算
機出力マイクロフィルムの作成及び保存に
関する事務手続を明らかにした書類の備付

け等の所定の要件の下で、その帳簿に係る
電磁的記録の備付け及びその電磁的記録の
電子計算機出力マイクロフィルムによる保
存をもってその帳簿の備付け及び保存に代
えることができることとされています（電
子帳簿保存法 5①、旧電子帳簿保存法規則
3①）。

　また、上記の電磁的記録の備付け等は、電
子帳簿保存法第 8条第 4項に規定する過少申
告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子
帳簿の保存要件（国税の納税義務の適正な履
行に資するものとして一定の要件）（以下
「優良な電子帳簿の保存要件」といいます。）
を満たすものでなければならないこととされ
ています（旧措規 9 の 6 ③④）。その他、65
万円の青色申告特別控除の適用には、電子帳
簿保存法第 8条第 4項の規定による過少申告
加算税の軽減措置の適用に当たってあらかじ
め提出することとされている適用届出書の提
出をしなければならないこととされています
（措規 9の 6⑤前段）。
②　e-Tax による電子申告
　その年分の所得税の確定申告書の提出期限
までに、情報通信技術を活用した行政の推進
等に関する法律第 6条第 1項の規定により同
項に規定する電子情報処理組織を使用して、
確定申告書に記載すべき事項及びその事業に
係る帳簿書類に基づき作成された貸借対照表、
損益計算書等に記載すべき事項に係る情報を
送信したこと（措法25の 2 ④二）。
（注）　具体的には、国税電子申告・納税システ

ム（e-Tax）を利用して行うこととなりま

す（旧措規 9の 6⑥）。

2 　改正の内容

⑴　電子帳簿保存法の改正の概要
　近年、会計システム等の開発が進み、必ずし
も電子取引の取引情報に係る電磁的記録の保存
を行うことのみをもって、紙によってその書類
等の保存を行う場合と比して、複製・改ざん行
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為が容易とはいえない状況にあります。そのた
め、電子帳簿保存法の電磁的記録に係る重加算
税の加重措置の対象から、電子取引の取引情報
に係る一定の電磁的記録であって、その保存が
国税の納税義務の適正な履行に資するものとし
て一定の要件を満たしている場合におけるその
電磁的記録を除外する措置（以下「除外措置」
といいます。）が講じられました。電子帳簿保
存法の改正の詳細については、後掲「国税通則
法等の改正」の「一　電子取引の取引情報に係
る電磁的記録に係る重加算税の加重措置の見直
し」をご参照ください。

⑵　電子帳簿保存法の改正に伴う65万円の青色申
告特別控除の適用要件の改正
　上記⑴の電子帳簿保存法の改正を踏まえ、国
税の納税義務の適正な履行に資するものとして
一定の要件を満たす電子取引の取引情報に係る
電磁的記録の保存の普及を目指す観点から、電
子帳簿保存による65万円の青色申告特別控除の
適用要件について、優良な電子帳簿の保存要件
に代えて、次の①及び②の要件の全てを満たす
こととすることができることとされました（措
法25の 2 ④一、措規 9の 6⑨⑩）。
①　特定電子計算機処理システムの使用
　その年において不動産所得の金額又は事業
所得の金額に係る電子取引の取引情報に係る
特定電磁的記録の保存が国税の納税義務の適
正な履行に資するものとして一定の要件を満
たすために必要な措置として一定の措置を講
じていること（措法25の 2 ④一ロ⑴）。
（注 1）　上記の「電子取引」とは、下記（注 2）

の取引情報の授受を電磁的方式により行

う取引をいいます（電子帳簿保存法 2五）。
（注 2）　上記の「取引情報」とは、取引に関し

て受領し、又は交付する注文書、契約書、

送り状、領収書、見積書その他これらに

準ずる書類に通常記載される事項をいい

ます（電子帳簿保存法 2五）。
（注 3）　上記の「特定電磁的記録」とは、電子

帳簿保存法第 7 条に規定する財務省令で

定めるところに従って保存がされている

電磁的記録をいいます（電子帳簿保存法

8⑤）。

　上記の「一定の要件」とは、改ざん防止の
確保、記帳の適正性確保、一定の電磁的記録
の相互関連性の確保等の要件に従って特定電
磁的記録の保存を行うこととされており（電
子帳簿保存法 8 ⑤、電子帳簿保存法規則 5
⑤）、上記の「一定の措置」は、その年にお
いて国税庁長官の定める基準に適合する一定
の電子計算機処理に関するシステム（特定電
子計算機処理システム）を不動産所得又は事
業所得を生ずべき事業の用に供していること
とされています（措規 9の 6⑨、電子帳簿保
存法規則 5⑤一）。
（注 4）　上記の「一定の要件」や「特定電子計

算機処理システム」の詳細については、

後掲「国税通則法等の改正」の「一　電

子取引の取引情報に係る電磁的記録に係

る重加算税の加重措置の見直し」の 2 ⑵

及び⑶をご参照ください。
②　特定電磁的記録の保存
　その年において上記①の電子取引を行った
場合には、その電子取引の取引情報に係る特
定電磁的記録で、上記①の特定電子計算機処
理システムを使用して、上記①の「一定の要
件」を満たして保存ができるものをその要件
を満たして保存していること（措法25の 2 ④
一ロ⑵、措規 9の 6⑩、電子帳簿保存法規則
5⑤）。

　また、この措置の適用を受けるためには、上
記⑴の除外措置の適用に当たってあらかじめ所
轄税務署長に提出することとされている「適用
届出書」を提出しなければなりません（措規 9
の 6 ⑧前段、電子帳簿保存法規則 5 ⑥）。なお、
除外措置の適用を受けることをやめようとする
場合にあらかじめ提出することとされている
「適用廃止届出書」の提出があったときは、そ
の提出があった日の属する年以後の各年分につ
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いては、その適用届出書の提出はなかったもの
とされます（措規 9の 6⑧後段、電子帳簿保存
法規則 5⑦）。

3 　適用関係

　上記 2 ⑵の改正は、令和 9年分以後の所得税に
ついて適用されます（改正法附則31）。

二　家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例の改正

1 　改正前の制度の概要

　家内労働者、外交員、集金人など特定の者に対
して継続的に人的役務の提供を行う者（家内労働
者等）の事業所得又は雑所得の所得金額の計算に
ついては、これらの所得の金額の計算上その総収
入金額から控除する必要経費が55万円未満となる
ときは、実際の必要経費がなくても、最低55万円
までの必要経費の控除ができることとされていま
す（旧措法27）。これは、家内労働者等とパート
の方々とのバランスを図る観点から、家内労働者
等にも給与所得控除の最低保障額を控除すること
ができることとするものです。
　この場合において、その個人が給与所得を有す
るときは、55万円から給与所得控除額を控除した
残額を限度として必要経費の控除ができることと
されています。

2 　改正の内容

　前掲「所得税法等の改正」の「第一　所得税の
見直し関係の改正」のうち基礎控除の控除額10万
円引上げ及び給与所得控除の最低保障額の引上げ
に伴い、基礎控除及び給与所得控除の控除額等を
踏まえて設定されていた金額基準について、必要
な調整を行うこととされました。その一環として、

本特例についても、給与所得控除の最低保障額が
55万円から65万円に引き上げられることに伴い、
必要経費に算入する金額の最低保障額が65万円
（改正前：55万円）に引き上げられました（措法
27、措令18の 2 ②）。
（注）　所得税法等に関する上記の調整については、

前掲「所得税法等の改正」の「第一　所得税の

見直し関係の改正」の「四　基礎控除の改正等

に伴う所得税法関係の改正」をご参照ください。

3 　適用関係

　上記 2の改正は、令和 7年分以後の所得税につ
いて適用し、令和 6年分以前の所得税については
従前どおりとされています（改正法附則32①）。
なお、この改正は令和 7年12月 1 日に施行される
ため、同日前に同年分の所得税につき確定申告書
を提出した者及び同日前に同年分の所得税につき
決定を受けた者は、その確定申告書に記載された
事項又はその決定に係る事項（これらの事項につ
き同日前に更正があった場合には、その更正後の
事項）につき改正後の制度の適用により異動を生
ずることとなったときは、その異動を生ずること
となった事項について、同日から 5年以内に、税
務署長に対し、更正の請求をすることができるこ
ととされています（改正法附則32②）。
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三�　公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課
税措置の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　非課税制度の概要
①　概要
　個人から法人（公益信託の受託者である個
人を含みます。）に対して贈与又は遺贈（以
下「贈与等」といいます。）により資産の移
転があった場合には、原則としてその贈与等
のあった時における価額（時価）相当額によ
ってその資産の譲渡があったものとみなされ
て、所得金額が計算されます（所法59①一）。
（注）　公益信託の受託者である個人に対する贈

与等である場合には、その信託財産とする

ためのものに限られます（所法59①一）。

　この特例として、国又は地方公共団体に対
し財産の贈与等があった場合には、その財産
の贈与等はなかったものとみなすこととされ、
譲渡益に相当する部分については所得税が課
されないこととされています（措法40①前段）。
　また、公益法人等（次に掲げる者をいいま
す。以下同じです。）に対する財産（国外に
ある土地等を除きます。以下同じです。）の
贈与等（ロの公益信託の委託者が有する資産
の信託及びその公益法人等を設立するために
する財産の提供を含み、ロの公益信託の受託
者（イに該当する法人を除きます。）に対す
るものである場合にはロの公益信託の信託財
産とするためのものに限ります。以下同じで
す。）で、その贈与等が一定の要件を満たす
ものとして国税庁長官の承認（以下「非課税
承認」といいます。）を受けた場合にも、民
間の担う公益活動を促進する観点から、同様
に、その財産の贈与等はなかったものとみな
すこととされ、譲渡益に相当する部分につい
ては所得税が課されないこととされています
（措法40①後段）。

イ　公益社団法人、公益財団法人、特定一般
法人（法人税法に定める非営利型法人に該
当する一定の一般社団法人及び一般財団法
人をいいます。以下同じです。）その他の
公益を目的とする事業を行う法人（外国法
人に該当するものを除きます。）
ロ　公益信託に関する法律（以下「公益信託
法」といいます。）の公益信託（以下「公
益信託」といいます。）の受託者（非居住
者又は外国法人に該当するものを除きま
す。）

②　承認要件
　上記①の「一定の要件」とは、次に掲げる
要件をいいます（措法40①後段、旧措令25の
17⑤）。
イ　その贈与等が、教育又は科学の振興、文
化の向上、社会福祉への貢献その他公益の
増進に著しく寄与すること。
ロ　その贈与等に係る財産又は代替資産が、
原則として、その贈与等があった日から 2
年を経過する日までの期間内に、その公益
法人等の公益目的事業（上記①イの公益を
目的とする事業及び公益信託法の公益信託
事務をいいます。以下同じです。）の用に
直接供され、又は供される見込みであるこ
と。
ハ　その公益法人等に対して財産の贈与等を
することにより、その贈与等をした者の所
得税の負担を不当に減少させ、又はその者
の親族その他これらの者と特別の関係があ
る者の相続税若しくは贈与税の負担を不当
に減少させる結果とならないと認められる
こと。
（注）　なお、贈与等を受けた公益法人等が、

その運営組織が適正であることその他の

条件を満たす場合には、上記ハの要件に
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該当することとされています（旧措令25

の17⑥）。

③　独立行政法人等に係る非課税承認の要件の
特例
　その贈与等が法人税法別表第 1に掲げる独
立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機
関法人、地方独立行政法人（試験研究、病院
事業の経営、社会福祉事業の経営、申請等関
係事務の処理、介護老人保健施設、介護医療
院、博物館、美術館、植物園、動物園若しく
は水族館の設置若しくは管理を主たる目的と
するもの又は公立大学法人に限ります。）又
は日本司法支援センターに対するもの（公益
信託の信託財産とするためのものを除きま
す。）である場合には、上記②の要件はロの
要件のみとされています（旧措令25の17⑤）。

⑵　代替資産の範囲
　上記⑴②ロの代替資産とは、贈与等に係る財
産につき次に掲げる場合に該当する場合におけ
るその譲渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得するそれぞれ次に定める資産そ
の他一定の資産をいうこととされています（措
法40①後段、旧措令25の17③、旧措規18の19②
③）。
①　その財産につき収用等又は換地処分等によ
る譲渡があった場合��その財産に係る代替
資産又は交換取得資産
②　その贈与等に係る公益法人等の公益目的事
業の用に直接供する施設につき災害があった
場合において、その復旧を図るためにその財
産を譲渡したとき��災害を受けた施設（災
害により滅失した場合には、その施設に代わ
るべきその施設と同種の施設）の用に供する
減価償却資産、土地及び土地の上に存する権
利
③　その財産のうち下記⑶の一定の公益法人等
に対する財産の贈与等に係る国税庁長官の承
認手続の特例（以下「承認手続の特例」とい
います。）の適用を受けた贈与等に係るもの

又は下記⑹の特定買換資産で、特定管理方法
により管理されていたものの譲渡をしたとき
��その譲渡による収入金額の全部に相当す
る金額をもって取得する資産で、その資産に
つき特定管理方法で管理することがその法人
の合議制の機関（学校法人及び社会福祉法人
にあっては、理事会）において決定されたも
の（その決定をした旨及び決定事項が議事録
等に記載されているものに限ります。）のう
ち引き続き特定管理方法で管理されるもの
（注）　上記の「特定管理方法」とは、下記⑶①

ロイの国立大学法人等が下記⑶①ロイⅰの

承認基金で管理する方法、下記⑶①ロロの

公益社団法人若しくは公益財団法人が下記

⑶①ロロⅲの承認基金で管理する方法、下

記⑶①ロハの学校法人の下記⑶①ロハⅰの

学校法人会計基準の基本金に組み入れる方

法、下記⑶①ロニの社会福祉法人の下記⑶

①ロニⅰの社会福祉法人会計基準の基本金

に組み入れる方法又は下記⑶①ロホの認定

特定非営利活動法人等（特定非営利活動促

進法第 2 条第 3 項に規定する認定特定非営

利活動法人及び同条第 4 項に規定する特例

認定特定非営利活動法人をいいます。以下

同じです。）の下記⑶①ロホⅰの承認基金で

管理する方法をいいます。以下同じです。

⑶　一定の公益法人等に対する財産の贈与等に係
る国税庁長官の承認手続の特例
①　承認手続の特例の概要
　その贈与等が、国立大学法人等（国立大学
法人、大学共同利用機関法人、公立大学法人、
独立行政法人国立高等専門学校機構及び国立
研究開発法人をいいます。以下同じです。）、
公益社団法人、公益財団法人、学校法人（私
立学校振興助成法第14条第 1項に規定する学
校法人で学校法人会計基準に従い会計処理を
行うものに限ります。以下 1において同じで
す。）、社会福祉法人又は認定特定非営利活動
法人等（以下「一定の公益法人等」といいま

─�239�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



す。）に対するものである場合において、次
に掲げる要件を満たすものであるときは、非
課税承認を受けるための要件は、上記⑴②イ
からハまでにかかわらず、次に掲げる要件と
されています（旧措令25の17⑦、旧措規18の
19④～⑦）。なお、国立大学法人等のうち法
人税法別表第 1に掲げる法人（以下「特定国
立大学法人等」といいます。）については、
次のイに掲げる要件は不要とされています。
イ　その贈与等をした者がその一定の公益法
人等の役員等及び社員並びにこれらの者の
親族等に該当しないこと。
ロ　次に掲げる一定の公益法人等の区分に応
じそれぞれ次に定める要件
イ　国立大学法人等��次に掲げる要件
ⅰ　その贈与等を受けた財産（その財産
につき譲渡があった場合には、その譲
渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得した資産で、その贈与
等を受けた財産を譲渡すること及びそ
の取得した資産を関係大臣が財務大臣
と協議して定める方法（以下「承認基
金で管理する方法」といいます。）に
より管理することが国立大学法人等の
合議制の機関において決定されたもの
を含みます。）が、関係大臣が財務大
臣と協議して定める業務に充てるため
に承認基金で管理する方法により管理
されることにつき、関係大臣が財務大
臣と協議して定める所轄庁に確認され
ていること。
ⅱ　国立大学法人等の合議制の機関にお
いて、贈与等の申出を受け入れること
及びその贈与等を受けた財産につき承
認基金で管理する方法により管理する
ことが決定されていること。

ロ　公益社団法人又は公益財団法人��次
のⅰ及びⅱに掲げる要件又はⅲ及びⅳに
掲げる要件
ⅰ　その贈与等を受けた財産がその公益

社団法人又は公益財団法人の不可欠特
定財産（公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律第 5条第16号
に規定する財産をいいます。以下同じ
です。）であるものとして、その旨並
びにその維持及び処分の制限について、
必要な事項が定款で定められているこ
と。
ⅱ　公益社団法人又は公益財団法人の理
事会において、贈与等の申出を受け入
れること及びその贈与等を受ける財産
につき不可欠特定財産とすることが決
定されていること。
ⅲ　その贈与等を受けた財産（その財産
につき譲渡があった場合には、その譲
渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得した資産で、その贈与
等を受けた財産を譲渡すること及びそ
の取得した資産を承認基金で管理する
方法により管理することが公益社団法
人又は公益財団法人の合議制の機関に
おいて決定されたものを含みます。）
が、関係大臣が財務大臣と協議して定
める事業に充てるために承認基金で管
理する方法により管理されることにつ
き、関係大臣が財務大臣と協議して定
める所轄庁に確認されていること。
ⅳ　公益社団法人又は公益財団法人の合
議制の機関において、贈与等の申出を
受け入れること及びその贈与等を受け
た財産につき承認基金で管理する方法
により管理することが決定されている
こと。

ハ　学校法人��次に掲げる要件
ⅰ　その贈与等を受けた財産（その財産
につき譲渡があった場合には、その譲
渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得した資産で、その贈与
等を受けた財産を譲渡すること及びそ
の取得した資産を学校法人会計基準第

─�240�─

――租税特別措置法等（所得税関係）の改正――



30条第 1 項に規定する基本金（以下
「学校法人会計基準の基本金」といい
ます。）に組み入れることがその学校
法人の理事会において決定されたもの
を含みます。）がその学校法人の財政
基盤の強化を図るために同項第 1号か
ら第 3号までに掲げる金額に相当する
金額を学校法人会計基準の基本金に組
み入れる方法により管理されているこ
と。
ⅱ　学校法人の理事会において、贈与等
の申出を受け入れること及びその贈与
等を受けた財産につき学校法人会計基
準の基本金に組み入れることが決定さ
れていること。

ニ　社会福祉法人��次に掲げる要件
ⅰ　その贈与等を受けた財産（その財産
につき譲渡があった場合には、その譲
渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得した資産で、その贈与
等を受けた財産を譲渡すること及びそ
の取得した資産を社会福祉法人会計基
準第 6条第 1項に規定する基本金（以
下「社会福祉法人会計基準の基本金」
といいます。）に組み入れることがそ
の社会福祉法人の理事会において決定
されたものを含みます。）がその社会
福祉法人の経営基盤の強化を図るため
に同項に規定する金額を社会福祉法人
会計基準の基本金に組み入れる方法に
より管理されていること。
ⅱ　社会福祉法人の理事会において、贈
与等の申出を受け入れること及びその
贈与等を受けた財産につき社会福祉法
人会計基準の基本金に組み入れること
が決定されていること。

ホ　認定特定非営利活動法人等��次に掲
げる要件
ⅰ　その贈与等を受けた財産（その財産
につき譲渡があった場合には、その譲

渡による収入金額の全部に相当する金
額をもって取得した資産で、その贈与
等を受けた財産を譲渡すること及びそ
の取得した資産を承認基金で管理する
方法により管理することが認定特定非
営利活動法人等の合議制の機関におい
て決定されたものを含みます。）が、
関係大臣が財務大臣と協議して定める
事業に充てるために承認基金で管理す
る方法により管理されることにつき、
関係大臣が財務大臣と協議して定める
所轄庁に確認されていること。
ⅱ　認定特定非営利活動法人等の合議制
の機関において、贈与等の申出を受け
入れること及びその贈与等を受けた財
産につき承認基金で管理する方法によ
り管理することが決定されていること。

（注）　上記イⅰ、ロⅲ及びホⅰの「関係大

臣」とは、内閣総理大臣、総務大臣、

財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大

臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国

土交通大臣及び環境大臣をいいます。

以下同じです。また、「財務大臣と協議

して定める業務、事業、方法及び所轄

庁」は平成30年 3 月内閣府・総務省・

財務省・文部科学省・厚生労働省・農

林水産省・経済産業省・国土交通省・

環境省告示第 1 号（以下「基金告示」

といいます。）において定められていま

す。

　なお、関係大臣が財務大臣と協議し

て定める方法（承認基金で管理する方

法）は、次に掲げる要件を満たすこと

につき、公益法人等の区分に応じそれ

ぞれの所轄庁の証明を受けた基金に組

み入れる方法とされています（基金告

示②）。

イ�　その基金が他の経理と区分して整

理されていること。

ロ�　その基金が公益法人等の区分に応
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じそれぞれ関係大臣が財務大臣と協

議して定める業務又は事業に充てら

れることが確実であること。

ハ�　その基金に組み入れた財産の運用

によって生じた利子その他の収入金

（その収入金をもって取得した資産を

含みます。）をその基金に組み入れる

こととしていること。

ニ�　その基金に組み入れた財産の運用

等に関する重要事項について審議す

る合議制の機関を設置していること。

ホ�　毎事業年度終了後 3 月以内に、公

益法人等は基金に組み入れた財産の

種類やその財産の取得価額等を記載

した基金明細書をそれぞれの所轄庁

に提出すること。

②　承認手続の特例を受けるための手続等
イ　この承認手続の特例を受けようとする者
は、一定の公益法人等から交付を受けた上
記①の要件を満たすものであることを証す
る次に掲げる書類（一定の公益法人等が特
定国立大学法人等である場合には、下記ロ
に掲げる書類）を承認申請書（その公益法
人等がその贈与等に係る財産について、特
定管理方法により管理することとする旨又
は不可欠特定財産として定款の定めを設け
ることとする旨の記載があるものに限りま
す。）に添付して、その贈与等のあった日
から 4月以内に納税地の所轄税務署長を経
由して国税庁長官に提出することとされて
います（旧措令25の17⑦、旧措規18の19④）。
イ　財産の贈与等を受けた法人に対し承認
申請書を提出する者がその贈与等をした
者についてその法人の役員等及び社員並
びにこれらの者の親族等に該当しないこ
とを誓約する旨並びにその法人において
これらに該当しないことを確認した旨を
記載した書類
ロ　財産の贈与等を受けた法人の合議制の
機関又は理事会の上記①ロイⅱ、ロⅱ若

しくはⅳ、ハⅱ、ニⅱ又はホⅱの決定
（その財産につき譲渡をしてその譲渡に
よる収入金額の全部に相当する金額をも
って取得した資産を特定管理方法により
管理する場合のその譲渡についての決定
を含みます。）をした旨及びその決定を
した事項の記載のある議事録その他これ
に相当する書類の写し並びにその決定に
係る財産の種類、所在地、数量、価額そ
の他の事項を記載した書類（その決定が
上記①ロイⅱ、ロⅳ又はホⅱの決定であ
る場合には、その財産が承認基金で管理
する方法により管理されることにつき、
それぞれ上記①ロイⅰ、ロⅲ又はホⅰの
所轄庁に確認されたことを証する書類の
写しを含みます。）

ロ　上記イの承認申請書（上記イの書類の添
付があるものに限ります。）を提出した者
でその申請の承認のあったものは、その贈
与等をした日の属する事業年度においてそ
の贈与等に係る財産が特定管理方法により
管理されたこと又は不可欠特定財産につい
て定款の定めが設けられたことが確認でき
る書類としてその事業年度に係る次の公益
法人等の区分に応じ次に定めるものを、そ
の事業年度終了の日から 3月以内（その期
間の経過する日後にその承認申請書の提出
期限が到来する場合には、その提出期限ま
でとされます。）に、上記イの税務署長を
経由して国税庁長官に提出することとされ
ています（旧措令25の17⑨、旧措規18の19
⑧）。
イ　国立大学法人等��贈与等を受けた財
産につき承認基金で管理する方法により
管理されたことを確認できる上記①ロイ
ⅰの所轄庁に提出した書類の写し
ロ　公益社団法人又は公益財団法人��次
に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に
定める書類
ⅰ　贈与等を受けた財産を不可欠特定財
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産としている場合��その財産が不可
欠特定財産とされたことを確認できる
定款及び公益社団法人及び公益財団法
人の認定等に関する法律第21条第 2項
第 1号に規定する財産目録の写し
ⅱ　贈与等を受けた財産を承認基金で管
理する方法により管理している場合
��その財産が承認基金で管理する方
法により管理されたことを確認できる
上記①ロロⅲの所轄庁に提出した書類
の写し

ハ　学校法人��贈与等を受けた財産につ
き学校法人会計基準の基本金への組入れ
があったことを確認できる学校法人会計
基準第36条に規定する基本金明細表その
他これに類する書類の写し
ニ　社会福祉法人��贈与等を受けた財産
につき社会福祉法人会計基準の基本金へ
の組入れがあったことを確認できる社会
福祉法人会計基準第30条第 1項第 6号に
規定する基本金明細書その他これに類す
る書類の写し
ホ　認定特定非営利活動法人等��贈与等
を受けた財産につき承認基金で管理する
方法により管理されたことを確認できる
上記①ロホⅰの所轄庁に提出した書類の
写し

③　自動承認
　その贈与等につき上記②イの承認申請書
（上記②イの書類の添付があるものに限りま
す。）の提出があった場合その他一定の場合
において、その提出があった日から 1月以内
（その贈与等を受けた公益法人等が特定国立
大学法人等でない場合であって、その贈与等
を受けた財産が株式等で一定のもの、新株予
約権付社債（転換特定社債及び新優先出資引
受権付特定社債を含みます。）又は匿名組合
契約の出資の持分であるときは、 3月以内）
に、その申請の承認がなかったとき、又はそ
の承認をしないことの決定がなかったときは、
その申請の承認があったものとみなすことと
されています（措令25の17⑧）。

⑷　財産等を特定管理方法により管理しなくなっ
た場合等の通知制度
　贈与等に係る財産又は代替資産（以下⑷にお
いて「財産等」といいます。）を特定管理方法
により管理している又は特定管理方法により管
理していた公益法人等につき次の表の通知事由
が生じた場合には、遅滞なく、同表の通知義務
者は、同表の通知事項を、書面により、公益法
人等の主たる事務所の所在地の所轄税務署長を
経由して国税庁長官に通知しなければならない
こととされています（旧措令25の17⑭）。

通知事由 通知義務者 通知事項

その公益法人等が財産等を特定管理方法
により管理しなくなった場合

その公益法人等（学校法人又は社会
福祉法人に限ります。）

その管理しなくなった事実そ
の他参考となるべき事項

その公益法人等が財産等を特定管理方法
により管理しなくなった場合においてそ
の公益法人等の上記⑶①ロイⅰ、ロⅲ又
はホⅰの所轄庁がその事実を知ったとき

その公益法人等（学校法人及び社会
福祉法人を除きます。）の上記⑶①ロ
イⅰ、ロⅲ又はホⅰの所轄庁

同　上

その公益法人等が特定管理方法により管
理しなくなった財産等をその公益目的事
業の用に直接供しなくなった場合

その公益法人等 その供しなくなった事実その
他参考となるべき事項

⑸　非課税承認取消し時の課税の取扱い
①　贈与等をした者に対する課税
　非課税承認を受けて行われた贈与等があっ

た後、次に掲げる事実が生じた場合（その公
益法人等がその財産を国又は地方公共団体に
贈与した場合等の一定の場合を除きます。）
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には、国税庁長官は、その非課税承認を取り
消すことができることとされています。この
非課税承認の取消しがあった場合には、その
贈与等があった時に、その時の時価相当額に
より財産の譲渡があったものとして、その贈
与等に係る山林所得の金額、譲渡所得の金額
又は雑所得の金額を計算し、その贈与等をし
た者のその非課税承認が取り消された日の属
する年分（その日までにその贈与をした者が
死亡していた場合には、死亡の日の属する年
分とします。②において同じです。）又は遺
贈があった日の属する年分の所得として、所
得税が課されることとされています（措法40
②、旧措令25の17⑩～⑫）。
イ　その贈与等に係る財産又は代替資産（特
定管理方法により管理されているものを除
きます。）が、その贈与等があった日から
2年を経過するまでの期間内にその公益法
人等の公益目的事業の用に直接供されなか
ったこと。
ロ　その贈与等に係る財産又は代替資産がそ
の公益法人等の公益目的事業の用に直接供
される前に、上記⑴②ハの要件に該当しな
いこととなったこと。
ハ　上記⑶②ロの書類の提出がその提出期限
までになかったこと。

②　公益法人等に対する課税
　非課税承認を受けて行われた贈与等があっ
た後、次に掲げる事実（上記①イからハまで
に掲げる事実を除きます。）が生じた場合
（その公益法人等がその財産を国又は地方公
共団体に贈与した場合等の一定の場合を除き
ます。）には、国税庁長官は、その非課税承
認を取り消すことができることとされていま
す。この非課税承認の取消しがあった場合に
は、その公益法人等を贈与等を行った個人と
みなして、その贈与等があった時に、その時
の時価相当額により財産の譲渡があったもの
として、その財産に係る山林所得の金額、譲
渡所得の金額又は雑所得の金額を計算し、非

課税承認が取り消された日の属する年分（遺
贈の場合には遺贈があった日の属する年分と
し、その公益法人等がその承認の取り消され
た日の属する年以前に解散又は死亡をした場
合にはその解散の日（その解散が合併による
解散である場合には、その合併の日の前日）
又は死亡の日の属する年分とします。）の所
得として所得税を課することとされています
（措法40③、旧措令25の17⑬⑮～⑱）。
イ　その贈与等に係る財産又は代替資産（特
定管理方法により管理されているものを除
きます。）をその公益法人等の公益目的事
業の用に直接供しなくなったこと。
ロ　上記⑴②ハの要件に該当しないこととな
ったこと。
ハ　上記⑶②の承認手続の特例の承認申請書
の提出の時において上記⑶①イの要件に該
当していなかったこと及びその提出の時に
おいてその要件に該当しないこととなるこ
とが明らかであると認められ、かつ、その
提出の後にその要件に該当しないこととな
ったこと（その公益法人等が特定国立大学
法人等である場合を除きます。）。
（注）　上記の所得税が課される公益法人等が

公益信託の受託者である場合には、その

受託者が 2 以上あるときはその公益信託

の信託事務を主宰する受託者（以下「主

宰受託者」といいます。）を、贈与等を行

った個人とみなして所得税を課すること

とするなど、その公益法人等が公益信託

の受託者である場合の取扱いが整備され

ています（旧措法40④二～四）。

⑹　非課税承認に係る財産を買い換えた場合の非
課税制度の継続の特例措置（特定買換資産の特
例）
　非課税承認に係る贈与等を受けた公益法人等
が、一定の要件を満たして取得した特定買換資
産については、その贈与等を受けた財産と同様
に取り扱われる上記⑵の代替資産の範囲に含ま
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れ、その特定買換資産を特定管理方法により管
理することにより、引き続き本非課税制度の適
用を受けることができることとされています
（旧措法40⑤）。
　この「代替資産に含まれる特定買換資産（以
下「特定買換資産」といいます。）」とは、非課
税承認に係る贈与等を受けた公益法人等が、そ
の贈与等に係る財産（上記⑶の承認手続の特例
の適用を受けて行われた贈与等に係る財産を除
きます。）で特定管理方法により管理している
ものの譲渡をし、その譲渡による収入金額の全
部に相当する金額をもって取得した資産で、そ
の公益法人等が、譲渡の日の前日までに、次に
掲げる事項を記載した書類を納税地の所轄税務
署長を経由して国税庁長官に提出した場合にお
けるその資産をいうこととされています（旧措
法40⑤二、措令25の17⑳、旧措規18の19⑪）。
①　公益法人等の名称、主たる事務所の所在地
及び法人番号
②　公益法人等が譲渡をしようとする贈与等を
受けた財産（以下⑹において「譲渡財産」と
いいます。）を管理している特定管理方法及
び次に掲げる公益法人等の区分に応じそれぞ
れ次に定める事項
イ　国立大学法人等、公益社団法人若しくは
公益財団法人又は認定特定非営利活動法人
等��その公益法人等の上記⑶①ロイⅰ、
ロⅲ又はホⅰの所轄庁の名称、その譲渡財
産が特定管理方法により管理されることに
つきその所轄庁に確認されたことを証する
書類の発行年月日及びその譲渡財産をその
方法により管理することがその公益法人等
の合議制の機関において決定された年月日

ロ　学校法人又は社会福祉法人��その譲渡
財産を特定管理方法により管理することが
その公益法人等の理事会において決定され
た年月日

③　その譲渡財産の種類、所在地、数量、譲渡
予定価額及び譲渡予定年月日
④　その譲渡財産を公益法人等に贈与等をした

者の氏名及び住所又は居所、その贈与等をし
た年月日並びにその贈与等に係る承認年月日
⑤　公益法人等が取得する特定買換資産の種類、
所在地、数量、取得予定価額、取得予定年月
日、使用目的及びその特定買換資産を特定管
理方法により管理することについての理事会
その他の合議制の機関における決定予定年月
日
⑥　その他参考となるべき事項
（注）　上記の書類には、譲渡財産が特定管理方法

により管理されたことを確認できる書類の写

し（その公益法人等が上記②イに掲げる公益

法人等である場合には、その譲渡財産がその

方法により管理されることにつき上記②イの

所轄庁に確認されたことを証する書類の写し

を含みます。）を添付しなければならないこと

とされています（旧措規18の19⑫）。

　この場合において、公益法人等は、その特定
買換資産を、特定管理方法により管理しなけれ
ばならないこととされています（旧措法40⑤後
段）。

⑺　公益法人等が公益法人認定法の公益認定の取
消処分を受けた場合における非課税制度の継続
の特例措置（令和 6年度税制改正前の制度の概
要）
　特定贈与等を受けた公益法人等で公益社団法
人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平
成18年法律第49号。以下「公益法人認定法」と
いいます。）の公益認定の取消しの処分（以下
「特定処分」といいます。）を受けたもの（その
特定処分後において引き続き本非課税制度の対
象となる特定一般法人に該当するものに限りま
す。以下「当初法人」といいます。）が、公益
法人認定法第 5条第17号の定款の定めに従い、
公益法人認定法の公益目的取得財産残額に相当
する額の財産（以下「引継財産」といいます。）
を他の公益法人等（以下「引継法人」といいま
す。）に贈与しようとする場合において、贈与
の日の前日までに、その贈与の日等の一定の事
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項を記載した書類に、引継法人が本非課税制度
の継続適用を受けることを確認したことを証す
る書類を添付して、特定贈与等を受けた公益法
人等の納税地の所轄税務署長を経由して国税庁
長官に提出したときは、贈与の日以後は、引継
法人はその特定贈与等を受けた公益法人等と、
その引継法人がその贈与を受けた公益引継資産
はその特定贈与等に係る財産と、それぞれみな
して、本非課税制度を継続して適用することが
できることとされています（旧措法40⑧、旧措
令25の17㉒、旧措規18の19⑮）。
　この場合において、引継法人は、原則として、
贈与を受けた公益引継資産を贈与の日の翌日か
ら 1年を経過する日までの期間内に公益目的事
業の用に直接供しなければならないこととされ
ています（旧措法40⑬）。
　上記の「公益引継資産」とは、引継法人に贈
与される引継財産のうち特定処分を受けた公益
法人等の非課税承認に係る財産等に相当する部
分をいいます。具体的には、次に掲げる場合に
該当する場合の区分に応じそれぞれ次に定める
ものとされています（旧措令25の17㉓、旧措規
18の19⑯⑰）。
①　引継財産がその非課税承認に係る財産等で
ある場合��その財産等
②　引継財産が非課税承認に係る財産等以外の
ものである場合��公益目的取得財産残額に、
その公益目的取得財産残額相当額のうちその
特定贈与等に係る財産等のその処分日前日の
価額の占める割合を乗じて計算した金額に相
当する額の資産
（注）　上記の公益目的取得財産残額相当額につ

いては、公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律施行規則（平成19年内

閣府令第68号。以下「公益法人認定法施行

規則」といいます。）の規定に基づき算定す

ることとされています（旧措規18の19⑯一

⑰一）。

⑻　特定一般法人が公益目的支出計画に基づき他
の公益法人等に財産等を贈与した場合における
非課税制度の継続の特例措置
　特定贈与等を受けた特定一般法人が、特定贈
与等に係る財産等を他の公益法人等（以下「受
贈公益法人等」といいます。）に贈与しようと
する場合（整備法第119条第 2 項第 1 号ロに掲
げる寄附に該当する場合に限ります。）におい
て、贈与の日の前日までに、その贈与の日等の
一定の事項を記載した書類に、受贈公益法人等
が本非課税制度の継続適用を受けることを確認
したことを証する書類を添付して、特定贈与等
を受けた特定一般法人の納税地の所轄税務署長
を経由して国税庁長官に提出した場合には、贈
与の日以後は、受贈公益法人等がその特定贈与
等を受けた公益法人等と、受贈公益法人等がそ
の贈与を受けた資産はその特定贈与等に係る財
産と、それぞれみなして、本非課税制度を継続
して適用することができることとされています
（旧措法40⑨、旧措令25の17㉕、旧措規18の19
⑳）。
　この場合において、受贈公益法人等は、原則
として、贈与を受けた資産を贈与の日の翌日か
ら 1年を経過する日までの期間内に公益目的事
業の用に直接供しなければならないこととされ
ています（措法40⑮）。
（注）　上記の「整備法第119条第 2 項第 1 号ロに掲

げる寄附」とは、一般社団法人及び一般財団

法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う

関係法律の整備等に関する法律（平成18年法

律第50号。以下「整備法」といいます。）の規

定により公益目的支出計画を作成すべき特定

一般法人が行う公益目的支出計画において定

められた寄附をいいます。
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⑼　他の公益法人等が特定贈与等を受けた公益法
人等から資産の移転を受けた場合における非課
税制度の継続の特例措置（受贈公益法人等が特
定一般法人から資産の贈与を受けた場合）
　上記⑻の特定一般法人が受贈公益法人等に対
して資産の贈与をした場合に、上記⑻に従って、
その特定一般法人が上記⑻の書類をその贈与の
日の前日までに提出しなかったときにおいて、
その贈与を受けた受贈公益法人等が、その贈与
を受けた資産がその特定贈与等に係る財産又は
代替資産であることを知った日の翌日から 2月
を経過した日の前日までに、その贈与を受けた
日等の一定の事項を記載した書類に、その資産
が特定一般法人から贈与を受けたものであるこ
とを明らかにする書類を添付して、受贈公益法
人等の納税地の所轄税務署長を経由して国税庁
長官に提出したときは、その贈与の日以後は、
その受贈公益法人等はその特定贈与等に係る公
益法人等と、その受贈公益法人等がその贈与を
受けた資産はその特定贈与等に係る財産と、そ
れぞれみなして、本非課税制度を継続して適用
することができることとされています（旧措法
40⑭、旧措令25の17㉝、旧措規18の19㉜）。
　この場合において、受贈公益法人等は、原則
として、贈与を受けた資産を贈与の日の翌日か
ら 1年を経過する日までの期間内に公益目的事
業の用に直接供しなければなりません（措法40
⑮）。

2 　改正の内容

⑴　独立行政法人等に係る非課税承認の要件の特
例の拡充
①　国立健康危機管理研究機構の概要
　感染症その他の疾患に関し、調査研究、医
療の提供、人材の養成等を行うとともに、国
民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそ
れがある感染症の発生及びまん延時において
疫学調査から臨床研究までを総合的に実施し
科学的知見を提供できる体制の強化を図るた
め、国立感染症研究所と国立研究開発法人国

立国際医療研究センターを統合し、国立健康
危機管理研究機構を設立することを内容とす
る「国立健康危機管理研究機構法案」が、第
211回国会に提出され、令和 5 年 5 月31日に
可決・成立し、同年 6月 7日に法律第46号と
して公布されています。
　この「国立健康危機管理研究機構法（令和
5 年法律第46号）」の制定により、令和 7 年
4月 1日に国立健康危機管理研究機構が設立
されています。国立健康危機管理研究機構は、
特別の法律により設立される法人（特殊法
人）であり独立行政法人ではないものの、国
の機関（国立感染症研究所）と法人税法別表
第 1に掲げる独立行政法人（国立研究開発法
人国立国際医療研究センター）が統合して設
立された法人であり、基本的にそれぞれの業
務を引き継ぐこととされています。また、政
府全額出資の法人であること等から法人税法
別表第一の公共法人とされています。
（注）　上記の国立研究開発法人国立国際医療研

究センターは、上記 1 ⑴③の非課税承認の

要件の特例の対象とされていました（旧措

令25の17⑤）。

②　独立行政法人等に係る非課税承認の要件の
特例の対象となる法人の追加
　上記①の統合の経緯や国立健康危機管理研
究機構が法人税法上の公共法人とされている
こと等を踏まえ、非課税承認の要件の特例の
対象法人の範囲に、国立健康危機管理研究機
構が追加されました（措令25の17⑤）。

⑵　承認手続の特例の対象となる公益法人等の範
囲の拡充等
　次のとおり、承認手続の特例の対象となる公
益法人等の追加等の改正が行われました。
①　国立健康危機管理研究機構の追加
イ　上記⑴②と同様の趣旨から、上記 1 ⑶の
承認手続の特例についても、対象法人の範
囲に、国立健康危機管理研究機構が追加さ
れました。
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　具体的には、その贈与等が国立健康危機
管理研究機構に対するものである場合にお
いて、次に掲げる要件を満たすときは、承
認手続の特例の適用を受けることができる
こととされました（措令25の17⑦、措規18
の19⑤⑦）。
イ　その贈与等を受けた財産（その財産に
つき譲渡があった場合には、その譲渡に
よる収入金額の全部に相当する金額をも
って取得した資産で、その贈与等を受け
た財産を譲渡すること及びその取得した
資産を関係大臣が財務大臣と協議して定
める方法（承認基金で管理する方法）に
より管理することが国立健康危機管理研
究機構の合議制の機関において決定され
たものを含みます。）が、関係大臣が財
務大臣と協議して定める業務に充てるた
めに承認基金で管理する方法により管理
されることにつき、関係大臣が財務大臣
と協議して定める所轄庁に確認されてい
ること。
ロ　国立健康危機管理研究機構の合議制の
機関において、贈与等の申出を受け入れ
ること及びその贈与等を受けた財産につ
き承認基金で管理する方法により管理す
ることが決定されていること。

（注）　上記イの「財務大臣と協議して定める

業務、方法及び所轄庁」は、基金告示に

おいて次のとおり定められています。

ⅰ�　財務大臣と協議して定める業務��

国立健康危機管理研究機構法第23条第

1 項第 1 号から第12号までに掲げる業

務

ⅱ�　財務大臣と協議して定める方法��

上記 1 ⑶①ロ（注）の関係大臣が財務

大臣と協議して定める方法（承認基金

で管理する方法）

ⅲ�　財務大臣と協議して定める所轄庁

��厚生労働大臣

　なお、国立健康危機管理研究機構に対す
る贈与等について承認手続の特例を受けよ
うとする場合の手続は、特定国立大学法人
等に対する贈与等について受けようとする
場合と同様のものとなります（上記 1 ⑶②
参照）。
ロ　国立健康危機管理研究機構による承認基
金で管理する方法は、上記 1 ⑵③（注）の
特定管理方法の対象となります（措令25の
17③六）。このため、承認手続の特例の適
用を受けて行われた国立健康危機管理研究
機構に対する贈与等に係る財産で、承認基
金で管理する方法（特定管理方法）により
管理されていたものの譲渡をした場合に、
その譲渡による収入金額の全部に相当する
金額をもって取得する資産で、その資産に
つき承認基金で管理する方法により管理す
ることが合議制の機関において決定された
もの（その決定をした旨及び決定事項が議
事録等に掲載されているものに限ります。）
のうち引き続き承認基金で管理する方法に
より管理されるものは、代替資産の範囲に
含まれることとなります。
ハ　また、国立健康危機管理研究機構におけ
る上記 1 ⑷の財産等を特定管理方法により
管理しなくなった場合等の通知制度につい
ては、国立大学法人等と同様の扱いとなり
ます（措令25の17⑭）。具体的には、贈与
等に係る財産又は代替資産（以下ハにおい
て「財産等」といいます。）を特定管理方
法により管理している又は管理していた国
立健康危機管理研究機構につき次の表の通
知事由が生じた場合には、遅滞なく、同表
の通知義務者は、同表の通知事項を、書面
により、国立健康危機管理研究機構の主た
る事務所の所在地の所轄税務署長を経由し
て国税庁長官に通知しなければならないこ
ととされています（措令25の17⑭）。
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通知事由 通知義務者 通知事項

国立健康危機管理研究機構が財産等を特定管理
方法により管理しなくなった場合において所轄
庁（厚生労働大臣）がその事実を知ったとき

厚生労働大臣 その管理しなくなった事実その
他参考となるべき事項

国立健康危機管理研究機構が特定管理方法によ
り管理しなくなった財産等をその公益目的事業
の用に直接供しなくなった場合

国立健康危機管理研究機構 その供しなくなった事実その他
参考となるべき事項

（注 1）�　国立健康危機管理研究機構は法人税法別表第 1 に掲げる法人に該当するため、承認手続の特例の適用
上は特定国立大学法人等と同様の扱いとなります（措令25の17⑦）。

（注 2）�　統合前の国立研究開発法人国立国際医療研究センターは、承認手続の特例の対象（国立大学法人等）
及び上記 1 ⑶①イの要件が不要となる法人の対象（特定国立大学法人等）とされていました（旧措令25
の17⑦）。

②　学校法人の範囲の拡充等
イ　関連する私立学校法の改正（会計基準に
係る改正）の概要
　私立学校の健全な発達に資するため、理
事、理事会、監事、評議員、評議員会及び
会計監査人の職務その他の学校法人の機関
に関し必要な事項について定めるとともに、
予算、会計その他の学校法人の管理運営に
関する規定の整備を行うこと等を内容とす
る「私立学校法の一部を改正する法律案」
が、第211回国会に提出され、令和 5 年 4
月26日に可決・成立し、同年 5月 8日に法
律第21号として公布されています。
　この「私立学校法の一部を改正する法律
（令和 5年法律第21号）」による私立学校法
の改正により、これまで補助金の適正配分
を主な目的として私立学校振興助成法に位
置づけられていた学校法人会計基準は、ガ
バナンス強化の観点から、ステークホルダ
ーへの情報開示を主な目的とする基準とし
て、私立学校法に位置づけられることとな
りました。この改正は令和 7年 4月 1日か
ら施行されています。この改正により、全
ての学校法人が学校法人会計基準に従い会
計処理を行うことが義務付けられるととも
に、私立学校法第152条第 5 項の規定によ
り設立された専修学校・各種学校の設置の
みを目的とする法人（以下「準学校法人」
といいます。）についても法令上新たに同

様の会計処理が義務付けられることとなり
ました。
ロ　学校法人の範囲の拡充及び準学校法人の
追加
　学校法人は学校法人会計基準に基づき厳
格な会計処理を行っており、同基準の基本
金が事業の廃止等の場合を除き取り崩すこ
とができないこととされ、また所轄庁であ
る文部科学省や各都道府県において的確な
監督が行われています。こうした点から、
基本金に組み入れられた資産であれば公益
目的事業の用に供されることが明らかであ
ることを踏まえ、これまで学校法人につい
ては、学校法人会計基準に従い会計処理を
行う私立学校振興助成法上の学校法人（補
助金の交付を受ける法人）が承認手続の特
例の対象とされてきました。
　他方、今般の私立学校法の改正により、
上記イのとおり全ての学校法人及び準学校
法人に対し新たな学校法人会計基準に基づ
く会計処理が義務付けられました。また、
新たな学校法人会計基準における基本金は、
従来と同様に事業の廃止等の場合を除き取
り崩すことができないなど、旧会計基準上
の基本金とその位置づけや中身は変わりま
せん。これらの点を踏まえ、承認手続の特
例の対象となる学校法人について、次の改
正が行われました。
イ　承認手続の特例の対象となる学校法人
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を全ての学校法人（私立学校法第 3条に
規定する学校法人）とするとともに、対
象となる法人に準学校法人が追加されま
した。
　具体的には、その贈与等が上記の学校
法人及び準学校法人（以下「学校法人
等」といいます。）に対するものである
場合において、次に掲げる要件を満たす
ときは、承認手続の特例の適用を受ける
ことができることとされました（措令25
の17⑦、措規18の19⑤～⑦）。
ⅰ　上記 1 ⑶①イの要件
ⅱ　上記 1 ⑶①ロハの要件
　なお、学校法人等に対する贈与等につ
いて承認手続の特例を受けようとする場
合の手続は、これまでの学校法人に対す
る贈与等について受けようとする場合と
同様のものとなります（上記 1 ⑶②参照）。
ロ　また、上記イの改正後は、学校法人等
による学校法人会計基準の基本金に組み
入れる方法が特定管理方法の対象となり
ます（措令25の17③六）。
　学校法人等における上記 1 ⑷の財産等
を特定管理方法により管理しなくなった
場合等の通知制度の扱いについても、こ
れまでの学校法人の場合と同様となりま
す（措令25の17⑭）。
（注）　上記のほか、学校法人会計基準の改

正に伴い、承認手続の特例に係る承認

のあった者がその贈与等をした日の属

する事業年度終了の日から 3 月以内に

国税庁長官に提出すべき書類について、

「学校法人会計基準の基本金への組入れ

があったことを確認できる学校法人会

計基準第41条第 1 項第 3 号に規定する

基本金明細書その他これに類する書類

の写し」とするなどの整備が行われて

います（措規18の19⑥一⑧三）。

③　公益信託の受託者の追加
イ　令和 6年 5月22日に「公益信託に関する

法律（令和 6 年法律第30号）」が公布され、
公益法人と共通の行政庁による認可・監督
制を創設し、公益法人と同様の認可基準・
ガバナンス等が法定された新たな公益信託
に関する制度が定められました。これを受
けて令和 6年度税制改正においては、公益
法人と同等の措置を講ずる観点から、公益
信託に対する一定の財産の拠出を本非課税
制度の対象とする等の改正が行われたとこ
ろです。
　令和 7年度税制改正においても、同様の
趣旨から、承認手続の特例の対象法人の範
囲に公益信託の受託者が追加されました。
公益信託の受託者に対する贈与等について
この特例の適用を受けるためには、公益社
団法人又は公益財団法人等と同様に、公益
信託の受託者が贈与等を受けた財産を承認
基金で管理する方法により管理することが
必要です。
　具体的には、その贈与等が公益信託の受
託者に対するものである場合において、次
に掲げる要件を満たすときは、承認手続の
特例の適用を受けることができることとさ
れました（措令25の17⑦、措規18の19⑦⑨）。
イ　その贈与等をした者がその公益信託の
受託者及び信託管理人（その受託者又は
信託管理人が法人である場合には、その
理事、取締役、執行役、業務を執行する
社員、監事若しくは監査役又はこれらに
準ずる者を含みます。）並びにこれらの
者（個人に限ります。）の親族等に該当
しないこと。
ロ　その贈与等を受けた財産（その財産に
つき譲渡があった場合には、その譲渡に
よる収入金額の全部に相当する金額をも
って取得した資産で、その贈与等を受け
た財産を譲渡すること及びその取得した
資産を関係大臣が財務大臣と協議して定
める方法により管理することがその公益
信託の合議制の機関において決定された
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もの又はその譲渡すること及び管理する
ことについてその公益信託の信託管理人
の同意を得たものを含みます。）が、関
係大臣が財務大臣と協議して定める事務
に充てるために関係大臣が財務大臣と協
議して定める方法により管理されること
につき、関係大臣が財務大臣と協議して
定める所轄庁に確認されていること。
ハ　公益信託の受託者が贈与等の申出を受
け入れること及びその贈与等を受けた財
産につき関係大臣が財務大臣と協議して
定める方法により管理することがその公
益信託の合議制の機関において決定され
ていること又はその申出を受け入れるこ
と及びその管理することについてその公
益信託の信託管理人の同意を得ているこ
と。
（注 1）　上記ロ及びハの「関係大臣が財務

大臣と協議して定める事務、方法及

び所轄庁」は、今後告示において承

認基金で管理する方法と同様の内容

等が定められる予定です。
（注 2）　学校法人や社会福祉法人における

理事会の決定に係る要件（上記 1 ⑶

①ロハⅱ及びニⅱ）と異なり、公益

社団法人又は公益財団法人等につい

て上記 1 ⑶①ロイⅱ、ロⅳ、ホⅱの

要件（以下「贈与等の申出の受入れ

等の決定に係る要件」といいます。）

が設けられているのは、これらの法

人については学校法人や社会福祉法

人における理事会のような法定機関

が存在しないため、贈与等に係る財

産の使途が特定の人物によって恣意

的に決められることがないように学

校法人や社会福祉法人の理事会のよ

うな合議制の機関（既存の法人の機

関（役員会等）を含みます。）におい

て上記 1 ⑶①ロイⅱ、ロⅳ、ホⅱの

決定が行われることを要件としてい

るものです。
　　　�　他方、公益信託は、その性質上公

益社団法人又は公益財団法人等のよ

うに機関を設けて公益活動を行うこ

とが前提とされていないため、合議

制の機関が設置されない場合も考え

られます。ただし、公益信託はその

信託行為において信託管理人となる

べき者を指定する定め等の事項を定

めることが要件とされており（公益

信託法 4②）、信託管理人は「受託者

による公益信託事務の適正な処理の

ため必要な監督をするのに必要な能

力を有するものであること」が公益

信託認可の基準とされています（公

益信託法 8三）。また、信託管理人は、

受託者の親族等の特別の関係者又は

委託者若しくは委託者の親族等の特

別の関係者でないことが要件とされ

ています（公益信託法 9三）。これら

の点を踏まえ、公益信託の受託者に

対する贈与等について承認手続の特

例の適用を受ける場合は、信託管理

人の上記ハの同意をもって贈与等の

申出の受入れ等の決定に係る要件を

満たすことができるよう措置されま

した。

ロ　公益信託の受託者に対する贈与等につい
て承認手続の特例を受けようとする場合の
手続は、基本的に公益社団法人又は公益財
団法人等と同様ですが、具体的には次のと
おりとなります。
　公益信託の受託者に対する贈与等につい
て承認手続の特例の適用を受けようとする
者は、その公益信託の受託者から交付を受
けた上記イの要件を満たすものであること
を証する次に掲げる書類を承認申請書（そ
の公益信託の受託者がその贈与等に係る財
産について関係大臣が財務大臣と協議して
定める方法により管理することとする旨の
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記載があるものに限ります。）に添付して、
その贈与等のあった日から 4月以内に納税
地の所轄税務署長を経由して国税庁長官に
提出することが必要とされています（措令
25の17⑦、措規18の19⑥）。
イ　財産の贈与等を受けた公益信託の受託
者に対し承認申請書を提出した者がその
贈与等をした者についてその公益信託の
受託者及び信託管理人（受託者又は信託
管理人が法人である場合には、その理事、
取締役、執行役、業務を執行する社員、
監事若しくは監査役又はこれらに準ずる
者を含みます。）並びにこれらの者（個
人に限ります。）の親族等に該当しない
ことを誓約する旨並びにその公益信託の
受託者においてこれらに該当しないこと
を確認した旨を記載した書類
ロ　財産の贈与等を受けた公益信託の受託
者に係る公益信託の合議制の機関の上記
イハの決定又は信託管理人の上記イハの
同意（その財産につき譲渡をしてその譲
渡による収入金額の全部に相当する金額
をもって取得した資産を承認基金で管理
する方法により管理する場合のその譲渡
についての決定又は同意を含みます。）
をした旨及びその決定又は同意をした事
項の記載のある議事録その他これに相当
する書類の写し並びにその決定又は同意
に係る財産の種類、所在地、数量、価額
その他の事項を記載した書類（その財産
が、関係大臣が財務大臣と協議して定め
る方法により管理されることにつき、所
轄庁に確認されたことを証する書類の写
しを含みます。）

ハ　上記ロの承認申請書（上記ロの書類の添
付があるものに限ります。）を提出した者
でその申請の承認のあったものは、その贈
与等をした日の属する信託事務年度におい
てその贈与等に係る財産が、関係大臣が財
務大臣と協議して定める方法により管理さ

れたことを確認できる公益信託の受託者が
所轄庁に提出した書類の写しを、その信託
事務年度終了の日から 3月以内（その期間
の経過する日後にその承認申請書の提出期
限が到来する場合には、その提出期限まで
とされます。）に、上記ロの税務署長を経
由して国税庁長官に提出することとされて
います（措令25の17⑨、措規18の19⑩）。
ニ　公益信託の受託者による関係大臣が財務
大臣と協議して定める方法が、上記 1 ⑵③
（注）の特定管理方法の範囲に加えられま
した（措令25の17③六）。これにより、承
認手続の特例の適用を受けて行われた公益
信託の受託者に対する贈与等に係る財産で、
関係大臣が財務大臣と協議して定める方法
（特定管理方法）により管理されていたも
のの譲渡をした場合に、その譲渡による収
入金額の全部に相当する金額をもって取得
する資産で、その資産につき特定管理方法
により管理することについての合議制の機
関の決定又は信託管理人の同意がされたも
の（その決定又は同意をした旨及び決定事
項又は同意事項が議事録等に記載されてい
るものに限ります。）のうち引き続き特定
管理方法で管理されるものは、代替資産の
範囲に含まれることになります。
ホ　公益信託の受託者における上記 1 ⑷の財
産等を特定管理方法により管理しなくなっ
た場合等の通知制度については、公益社団
法人又は公益財団法人等の場合と同様とな
ります（措令25の17⑭）。
　具体的には、贈与等に係る財産又は代替
資産（以下ホにおいて「財産等」といいま
す。）を特定管理方法により管理している
又は特定管理方法により管理していた公益
信託の受託者につき次の表の通知事由が生
じた場合には、遅滞なく、同表の通知義務
者は、同表の通知事項を、書面により、そ
の公益信託の受託者の本店又は主たる事務
所の所在地（受託者が個人である場合には
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納税地）の所轄税務署長を経由して国税庁
長官に通知しなければならないこととされ

ています（措令25の17⑭）。

通知事由 通知義務者 通知事項

イ�　その公益信託の受託者が財産等を特定管
理方法により管理しなくなった場合におい
て所轄庁がその事実を知ったとき

その所轄庁 その管理しなくなった事実その他参考
となるべき事項

ロ�　その公益信託の受託者が特定管理方法に
より管理しなくなった財産等をその公益目
的事業の用に直接供しなくなった場合

その公益信託の受託者 その供しなくなった事実その他参考と
なるべき事項

（注）�　上記表のロの場合において、公益信託の受託者が 2 以上あるときは、その主宰受託者が同表の通知事項
を書面により通知しなければならないこととされています（措令25の17⑭後段）。

⑶　特定買換資産の特例の対象となる公益法人等
の範囲の拡充
①　上記 1 ⑶①の国立大学法人等や学校法人と
同様に、上記⑵①ロ及び②ロロのとおり、国
立健康危機管理研究機構による承認基金で管
理する方法及び学校法人等による学校法人会
計基準の基本金に組み入れる方法が特定管理
方法の対象とされました（措令25の17③六）。
これにより、非課税承認に係る贈与等を受け
たこれらの法人が、上記 1 ⑹の一定の要件を
満たして取得した特定買換資産については、
その贈与等を受けた財産と同様に取り扱われ
る代替資産の範囲に含まれ、その特定買換資
産を特定管理方法により管理することにより、
引き続き本非課税制度の適用を受けることが
できることになります（措法40⑤）。なお、
これらの法人が国税庁長官に提出すべき上記
1 ⑹の書類の記載事項は次のとおりとなりま
す。
イ　上記 1 ⑹①及び③から⑥までに掲げる事
項
ロ　公益法人等が譲渡をしようとする贈与等
を受けた財産（以下⑶①において「譲渡財
産」といいます。）を管理している特定管
理方法及び次に掲げる公益法人等の区分に
応じそれぞれ次に定める事項
イ　国立健康危機管理研究機構��国立健
康危機管理研究機構の上記⑵①イ（注）
ⅲの所轄庁の名称、その譲渡財産が特定

管理方法により管理されることにつきそ
の所轄庁に確認されたことを証する書類
の発行年月日及びその譲渡財産をその方
法により管理することが国立健康危機管
理研究機構の合議制の機関において決定
された年月日

ロ　学校法人等��その譲渡財産を特定管
理方法により管理することがその学校法
人等の理事会において決定された年月日

（注）　上記の書類には、譲渡財産が特定管理

方法により管理されたことを確認できる

書類の写し（その公益法人等が国立健康

危機管理研究機構である場合には、その

譲渡財産がその方法により管理されるこ

とにつき上記ロイの所轄庁に確認された

ことを証する書類の写しを含みます。）を

添付しなければならないこととされてい

ます（措規18の19⑫）。

②　上記⑵③ニのとおり、公益信託の受託者に
よる関係大臣が財務大臣と協議して定める方
法（承認基金で管理する方法）が特定管理方
法の範囲に加えられました（措令25の17③
六）。これにより、上記 1 ⑹の特定買換資産
の範囲に、非課税承認に係る贈与等を受けた
公益信託の受託者が、その贈与等に係る財産
（承認手続の特例の適用を受けて行われた贈
与等に係る財産を除きます。）で特定管理方
法により管理しているものの譲渡をし、その
譲渡による収入金額の全部に相当する金額を
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もって取得した資産で、その公益信託の受託
者が、譲渡の日の前日までに、次に掲げる事
項を記載した書類を納税地の所轄税務署長を
経由して国税庁長官に提出した場合における
その資産が加えられました（措法40⑤二、措
令25の17⑳、措規18の19⑬）。
イ　公益信託の受託者の氏名又は名称、住所
若しくは居所又は本店若しくは主たる事務
所の所在地及び個人番号又は法人番号（そ
の公益信託の受託者が 2以上ある場合には、
その主宰受託者の氏名又は名称を含みま
す。）並びにその公益信託の名称
ロ　公益信託の受託者が譲渡をしようとする
贈与等を受けた財産（以下⑶②において
「譲渡財産」といいます。）を管理している
特定管理方法、上記⑵③イロの所轄庁の名
称、その譲渡財産が特定管理方法により管
理されることにつきその所轄庁に確認され
たことを証する書類の発行年月日及びその
譲渡財産をその方法により管理することが
その公益信託の合議制の機関において決定
された年月日又はその方法により管理する
ことについてその公益信託の信託管理人の
同意を得た年月日
ハ　上記 1 ⑹③及び④に掲げる事項
ニ　公益信託の受託者が取得する特定買換資
産の種類、所在地、数量、取得予定価額、
取得予定年月日及び使用目的並びにその特
定買換資産を特定管理方法により管理する
ことについてのその公益信託の合議制の機
関における決定予定年月日又はその公益信
託の信託管理人の同意予定年月日
ホ　その他参考となるべき事項
（注 1）　上記の書類には、譲渡財産が特定管理

方法により管理されたことを確認できる

書類の写し（その譲渡財産がその方法に

より管理されることにつき上記ロの所轄

庁に確認されたことを証する書類の写し

を含みます。）を添付しなければならない

こととされています（措規18の19⑭）。

（注 2）　上記の場合において、公益信託の受託

者が 2 以上あるときは、その主宰受託者

が上記の書類を提出しなければならない

こととされています（措法40⑤後段）。
　　　　なお、令和 6 年度税制改正において本

非課税制度の対象となる公益法人等に公

益信託の受託者を追加したことに伴い、

公益信託の受託者は非課税承認に係る財

産を買い換えた場合の非課税制度の継続

の特例措置（買換資産の特例。措法40⑤

一）の適用対象とされ、同年度税制改正

においてその受託者が同特例措置の適用

を受ける場合に提出すべき書類の記載事

項の整備がされていますが、この買換資

産の特例についても、特定買換資産の特

例と同様に、その受託者が 2 以上ある場

合には、その主宰受託者が書類を提出し

なければなりません。

⑷　特定一般法人が公益目的支出計画に基づき他
の公益法人等に財産等を贈与した場合における
非課税制度の継続の特例措置等の改正
①　特定一般法人が公益目的支出計画に基づき
他の公益法人等に財産等を贈与した場合にお
ける非課税制度の継続の特例措置の改正
　新たな公益信託制度の創設に伴い、公益信
託法附則において整備法の一部が改正され、
公益目的支出計画に基づく支出の対象に公益
信託の信託財産とする場合が追加されました。
これにより、公益目的支出計画を作成する特
定一般法人は、公益の目的のための支出とし
て、同計画に基づき、類似の公益事務を目的
とする公益信託の信託財産とするための支出
を行うことが可能となりました（整備法119
②一ロ）。
（注 1）　上記の改正前は、公益目的支出計画に

おいて、公益の目的のための支出として

次に掲げる法人等に対する寄附が可能と

なっていました（旧整備法119②一ロ）。
　　　イ�　類似の事業を目的とする他の公益法
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人、学校法人等の一定の法人

　　　ロ　国又は地方公共団体

　上記の整備法の改正に伴い、本非課税制度
においても、特定一般法人が公益目的支出計
画に基づき他の公益法人等に財産等を贈与し
た場合における非課税制度の継続の特例措置
について、適用対象に「公益目的支出計画に
基づく類似の公益事務を目的とする公益信託
の信託財産とするための支出」を追加する改
正が行われました。
　具体的には、この特例措置の対象に「特定
贈与等を受けた特定一般法人が公益目的支出
計画に基づき特定贈与等に係る財産又は代替
資産を類似の公益事務をその目的とする公益
信託の信託財産としようとする場合」が追加
されました（措法40⑨）。
　この改正により、上記の特定一般法人が、
その信託財産とする日の前日までに、その信
託財産とする日等の一定の事項を記載した書
類に、上記の公益信託の受託者（受贈公益法
人等）が本非課税制度の継続適用を受けるこ
とを確認したことを証する書類を添付して、
特定一般法人の納税地の所轄税務署長を経由
して国税庁長官に提出した場合には、その信
託財産とする日以後は、受贈公益法人等はそ
の特定贈与等を受けた公益法人等と、その受
贈公益法人等が信託財産として受け入れた資
産はその特定贈与等に係る財産と、それぞれ
みなして、本非課税制度を継続して適用する
ことができます（措法40⑨、措令25の17㉕、
措規18の19⑳）。
（注 2）　上記の「類似の公益事務をその目的と

する公益信託」は、その公益信託の受託

者が上記 1 ⑴①ロに掲げる者に該当する

者である公益信託に限ります（措法40⑨）。
（注 3）　この改正に伴い、上記の特定一般法人

が所轄税務署長を経由して国税庁長官に

提出する書類に記載すべき事項のうち受

贈公益法人等（上記の公益信託の受託者）

に関する事項については、「その公益信託

の受託者の氏名又は名称、住所若しくは

居所又は本店若しくは主たる事務所の所

在地及び個人番号又は法人番号（その公

益信託の受託者が 2 以上ある場合には、

その主宰受託者の氏名又は名称を含みま

す。）並びにその公益信託の名称」を記載

することとされました（措規18の19⑳四）。

②　他の公益法人等が特定贈与等を受けた公益
法人等から資産の移転を受けた場合における
非課税制度の継続の特例措置（受贈公益法人
等が特定一般法人から資産の贈与を受けた場
合の措置）の改正
　上記①のとおり、特定一般法人が公益目的
支出計画に基づき他の公益法人等に財産等を
贈与した場合における非課税制度の継続の特
例措置の対象に「特定贈与等に係る財産等を
類似の公益事務をその目的とする公益信託の
信託財産としようとする場合」を追加する改
正が行われたことに伴い、受贈公益法人等が
特定一般法人から資産の贈与を受けた場合の
非課税制度の継続の特例措置（上記 1 ⑼）に
ついても、「上記①の公益信託の受託者が特
定一般法人から特定贈与等に係る財産又は代
替資産を公益信託の信託財産として受け入れ
た場合」を対象とするための整備が行われま
した。
　具体的には、「特定一般法人が資産を受贈
公益法人等（上記①の公益信託の受託者）に
係る公益信託の信託財産とした場合において、
上記①に従って、その特定一般法人が上記①
の書類をその信託財産とする日の前日までに
提出しなかったとき」がこの特例措置の対象
に追加されました（措法40⑭）。
　この改正により、上記の受贈公益法人等が、
その信託財産として受け入れた資産が特定贈
与等に係る財産又は代替資産であることを知
った日の翌日から 2月を経過した日の前日ま
でに、その信託財産として受け入れた日等の
一定の事項を記載した書類に、その信託財産
として受け入れた資産が特定一般法人から信
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託財産として受け入れたものであることを明
らかにする書類を添付して、受贈公益法人等
の納税地の所轄税務署長を経由して国税庁長
官に提出した場合には、その信託財産として
受け入れた日以後は、受贈公益法人等はその
特定贈与等を受けた公益法人等と、その受贈
公益法人等が信託財産として受け入れた資産
はその特定贈与等に係る財産と、それぞれみ
なして、本非課税制度を継続して適用するこ
とができます（措法40⑭、措令25の17㉞、措
規18の19㉜）。
（注 1）　この改正に伴い、上記の受贈公益法人

等が所轄税務署長を経由して国税庁長官

に提出する書類に記載すべき事項のうち

受贈公益法人等（書類提出者）に関する

事項については、「その公益信託の受託者

の氏名又は名称、住所若しくは居所又は

本店若しくは主たる事務所の所在地及び

個人番号又は法人番号（その公益信託の

受託者が 2 以上ある場合には、その主宰

受託者の氏名又は名称を含みます。）並び

にその公益信託の名称並びにその公益信

託の信託財産として受け入れた年月日」

を記載することとされました（措規18の

19㉜一）。
（注 2）　上記の場合において、その受贈公益法

人等（公益信託の受託者）が 2 以上ある

ときは、その主宰受託者が上記の書類を

提出しなければならないこととされてい

ます（措法40⑮において準用する同条⑤

後段）。
　　　　なお、令和 6 年度税制改正においても

この特例措置について特定贈与等に係る

財産等を公益信託の信託財産として受け

入れた場合を対象にするための整備（具

体的には次の整備）が行われていますが、

次のイ及びロの措置についても同様に、

その受託者が 2 以上ある場合には、その

主宰受託者がこれらの措置の適用を受け

るための書類を提出しなければなりませ

ん。
　　　イ�　引継法人が当初法人から資産の贈与

を受けた場合の措置の拡充

　　　ロ�　引継受託者が当初受託者から任務終

了事由等により資産の移転を受けた場

合の措置の創設

⑸　その他の整備
①　非課税承認取消し時の課税（公益法人等に
対する課税）の整備
　本非課税制度の適用対象となる公益法人等
の範囲に、一定の公益信託の受託者が追加さ
れる改正（令和 6年度税制改正）が行われた
ことにより、この改正の施行後、非課税承認
取消し時において公益法人等に対する課税
（上記 1 ⑸②）が行われる場合には、公益信
託の受託者に対して課税される場面が生じる
こととなります。これに伴い、非課税承認取
消し時の公益信託の受託者に対する課税が行
われる場合の取扱いについて、昨年度の改正
に引き続き、次のとおり整備が行われました。
イ　公益信託に係る消費税の課税の扱い等を
参考に、公益信託の受託者に対し上記の課
税が行われる場合には、各公益信託の信託
資産等及び固有資産等ごとに、その受託者
をそれぞれ別の者とみなして、所得税法等
の所得税に関する法令等の規定を適用する
こととされました（措法40④三前段、復興
財確法33①）。この取扱いにより、公益信
託の受託者は、その固有資産等とは区別し
て各公益信託単位で非課税承認取消し時の
課税に係る納税義務が生じることとなりま
す。
ロ　また、居住者である公益信託の受託者に
対し非課税承認取消し時の課税が行われる
場合には、その課税に係る計算上、障害者
控除、寡婦控除、ひとり親控除、勤労学生
控除、配偶者（特別）控除、扶養控除及び
特定親族特別控除は適用しないこととされ
ました（措法40④三後段）。つまり、上記
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イの取扱いにより各公益信託の信託資産等
及び固有資産等ごとに、それぞれ別の者と
みなして所得税法等の規定を適用しても、
これらの所得控除については、各公益信託
の信託資産等に係る所得税（非課税承認取
消し時の公益法人等に対する課税）の計算
上は適用せず、固有資産等に係る所得税の
計算上にのみ適用されることとなります。

②　公益法人等が公益法人認定法の公益認定の
取消処分を受けた場合の非課税制度の継続の
特例措置における公益引継財産の計算方法の
整備
イ　公益法人による社会の諸課題の解決に向
けた活動の一層の促進を図るため、公益法
人等の責務を定めるとともに、公益認定の
基準及び変更の認定の対象の見直し、公益
目的事業の収入、遊休財産額の保有の制限
及び区分経理に関する規定の見直しを行う
こと等を内容とする「公益社団法人及び公
益財団法人の認定等に関する法律の一部を
改正する法律案」が第213回国会に提出さ
れ、令和 6年 5月14日に可決・成立し、同
月22日に法律第29号として公布されていま
す。
　この「公益社団法人及び公益財団法人の
認定等に関する法律の一部を改正する法律
（令和 6年法律第29号）」による公益法人認
定法の改正により、分かりやすい財務情報
開示の観点から、公益法人は、原則として、
公益目的事業に係る経理、収益事業等に係
る経理及び法人の運営に係る経理をそれぞ
れ区分して整理しなければならないことと
されました（公益法人認定法19）。
　この改正に伴い、上記の区分経理が義務
付けられることで貸借対照表の公益目的事
業に係る経理の部分を参照すれば公益法人
がある時点で保有する公益目的事業財産の
合計額が明確になることを踏まえ、公益法
人認定制度上の公益目的取得財産残額の計
算方法が公益目的事業会計の純資産額を基

礎として算定する方法に見直されることと
なりました（公益法人認定法施行規則67、
68等）。この改正は、上記の区分経理の適
用を受けることとなった事業年度に係る財
産目録等が公益法人認定法に基づき行政庁
に提出された日以後の公益認定の取消し等
について適用することとされています（公
益社団法人及び公益財団法人の認定等に関
する法律施行規則の一部を改正する内閣府
令（令和 6年内閣府令第87号）附則⑩）。
ロ　上記イのとおり、公益法人認定法施行規
則における公益目的取得財産残額の計算方
法が見直されたことに伴い、公益法人等が
公益法人認定法の公益認定の取消処分を受
けた場合の非課税制度の継続の特例措置に
おける公益引継財産の計算方法のうち公益
目的取得財産残額相当額に係る部分（上記
1 ⑺②）についても、同様の見直しが行わ
れました（措規18の19⑯⑰）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴②、⑵①及び②ロロ並びに⑶①の改
正は、令和 7年 4月 1日から施行されています
（改正措令附則 1、改正措規附則 1）。
⑵　上記 2 ⑵②ロイの改正は、令和 7年 4月 1日
以後にされる財産の贈与又は遺贈について適用
し、同日前にされた財産の贈与又は遺贈につい
ては従前どおりとされています（改正措令附則
9）。

⑶　上記 2 ⑵③、⑶②、⑷及び⑸①の改正は、公
益信託法の施行の日から施行されます（改正法
附則 1十五、改正措令附則 1七、改正措規附則
1）。

⑷　上記 2 ⑸②ロの改正は、特定贈与等を受けた
公益法人等が、上記 2 ⑸②イの区分経理の適用
を受けることとなった事業年度に係る公益法人
認定法の財産目録等を行政庁に提出した日以後
に特定処分を受ける場合について適用し、同日
前に特定贈与等を受けた公益法人等が特定処分
を受けた場合については従前どおりとされてい
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ます（改正措規附則 3）。

四�　債務処理計画に基づき資産を贈与した場合の課税の特例の改
正

1 　改正前の制度の概要

　中小企業者に該当する内国法人の取締役等でそ
の内国法人の債務の保証に係る保証債務を有する
ものが、その取締役等の有する資産でその資産に
設定された賃借権、使用貸借権等が現にその内国
法人の事業の用に供されているものを、その内国
法人について策定された一定の債務処理計画に基
づき、平成25年 4 月 1 日から令和 7年 3月31日ま
での間にその内国法人に贈与した場合には、次の
⑴から⑷までの要件を満たすときに限り、その取
締役等に対するみなし譲渡課税（所法59①）を行
わないこととされていました（旧措法40の 3 の 2
①、措規18の19の 2 ①）。
⑴　その取締役等が、その債務処理計画に基づき、
その内国法人の債務の保証に係る保証債務の一
部を履行していること。
⑵　その債務処理計画に基づいて行われたその内
国法人に対する資産の贈与及び上記⑴の保証債
務の一部の履行後においても、その取締役等が
その内国法人の債務の保証に係る保証債務を有
していることが、その債務処理計画において見
込まれていること。
⑶　その内国法人が、その資産の贈与を受けた後
に、その資産をその内国法人の事業の用に供す
ることがその債務処理計画において定められて
いること。
⑷　次に掲げる要件のいずれかを満たすこと。
①　贈与を受ける内国法人が金融機関から受け
た事業資金の貸付けにつき、その貸付けに係
る債務の弁済の負担を軽減するため中小企業

者等に対する金融の円滑化を図るための臨時
措置に関する法律の施行の日（平成21年12月
4 日）から平成28年 3 月31日までの間に条件
の変更が行われていること。
②　その債務処理計画が平成28年 4 月 1 日以後
に策定されたものである場合においては、そ
の内国法人が同日前に次のいずれにも該当し
ないこと。
イ　株式会社地域経済活性化支援機構法第25
条第 4項に規定する再生支援決定の対象と
なった法人
ロ　株式会社東日本大震災事業者再生支援機
構法第19条第 4項に規定する支援決定の対
象となった法人
ハ　株式会社東日本大震災事業者再生支援機
構法第59条第 1項に規定する産業復興機構
の組合財産である債権の債務者である法人
ニ　上記イからハまでに掲げる法人のほか、
銀行法施行規則第17条の 2第 6項第 8号に
規定する合理的な経営改善のための計画
（同号イに掲げる措置を実施することを内
容とするものに限ります。）を実施してい
る会社

2 　改正の内容

　この特例の適用期限が令和10年 3 月31日まで 3
年延長されました（措法40の 3 の 2 ①）。
（注）�　これにより、被災した法人について債務処理

計画が策定された場合の課税の特例についても、

同様に適用期限が 3 年延長されています（震災

税特法12の 2 による読替後の措法40の 3 の 2 ①）。
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五　給付金等の非課税の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　児童養護施設退所者等に対する自立支援資金
貸付事業による貸付けについて受けた債務免除
に係る経済的利益の非課税措置
　都道府県又は都道府県が適当と認める者が児
童養護施設退所者等に対して行う金銭の貸付け
であって児童養護施設退所者等の保護者からの
経済的支援が見込まれないことその他の事情を
勘案し、その者の自立を支援することを目的と
して行う一定のものについて、児童養護施設退
所者等（相続又は遺贈によりその貸付けに係る
債務を承継した者を含みます。）がその貸付け
に係る債務の免除を受けた場合には、その貸付
けに係る債務の免除により受ける経済的な利益
の価額については、所得税を課さないこととさ
れています（措法41の 8 ②、旧措規19の 2 ⑭～
⑯）。
（注）　上記の「児童養護施設退所者等」とは、児

童福祉法に規定する児童自立生活援助が行わ

れている者若しくはその実施を解除された者、

同法の規定により小規模住居型児童養育事業

を行う者若しくは里親に委託をされている者

若しくはこれらの者への委託の措置を解除さ

れた者又は同法の規定により入所措置が採ら

れて児童養護施設、児童心理治療施設若しく

は児童自立支援施設に入所している者若しく

はその入所措置を解除された者をいいます（措

法41の 8 ②、措規19の 2 ⑮）。以下同じです。

　上記の貸付けは、平成27年度の一般会計補正
予算（第 1 号）、平成30年度の一般会計補正予
算（第 2 号）、令和 2 年度の一般会計補正予算
（第 3号）、令和 3年度の一般会計補正予算（第
1 号）、令和 4 年度の一般会計補正予算（第 2
号）又は令和 5年度の一般会計補正予算（第 1
号）における児童福祉事業対策費等補助金を財
源の一部として都道府県又は都道府県が適当と

認める者が行う金銭の貸付けで次に掲げるもの
とされています。
①　児童養護施設退所者等（児童養護施設への
入所措置を解除された者等に限ります。）が
進学した後又は就職した後の生活費又はその
居住の用に供する賃貸住宅の家賃を援助する
ために行う金銭（生活支援費・家賃支援費）
の貸付け
②　児童養護施設退所者等の就職に資する免許
又は資格の取得に要する費用を援助するため
に行う金銭（資格取得支援費）の貸付け

⑵　児童扶養手当受給者等に対するひとり親家庭
高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金
貸付けについて受けた債務免除に係る経済的利
益の非課税措置
①　非課税措置の概要
　都道府県若しくは指定都市（以下「都道府
県等」といいます。）又は都道府県等が適当
と認める者が、児童扶養手当法による児童扶
養手当の支給を受ける者又は児童扶養手当の
支給を受ける者に準ずる者（以下「児童扶養
手当受給者等」といいます。）で自立に向け
た一定の支援を受けているものに対して行う
金銭の貸付けであって、その者の自立を支援
することを目的として、その者の居住の用に
供する賃貸住宅の家賃を援助するために行う
ものとして一定のものにつき、その貸付けを
受けた者（相続又は遺贈によりその貸付けに
係る債務を承継した者を含みます。）が、そ
の貸付けに係る債務の免除を受けた場合には、
その免除により受ける経済的な利益の価額に
ついては、所得税を課さないこととされてい
ます（措法41の 8 ③、旧措規19の 2 ⑰～⑳）。
　上記の貸付けは、令和 3年度から令和 6年
度までの予算における母子家庭等対策費補助
金を財源の一部として都道府県等又は都道府
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県等が適当と認める者が行う金銭の貸付けで、
児童扶養手当受給者等の自立を支援すること
を目的として、その児童扶養手当受給者等の
居住の用に供する賃貸住宅の家賃を援助する
ために行うものとされています（旧措規19の
2 ⑲）。

②　本特例の対象となる者
　上記①の児童扶養手当の支給を受ける者に
準ずる者は、具体的には、児童扶養手当法第
6条第 1項に規定する受給資格者のうち、同
法による児童扶養手当の支給を受けていない
者で、次に掲げる者のいずれにも該当しない
ものとされています（旧措規19の 2 ⑰）。
イ　児童扶養手当法第 9条第 1項に規定する
受給資格者で、その者の前年（その者が 1
月から 9月までに金銭の貸付けを受ける場
合にあっては、前々年とされています。以
下②において同じです。）の所得の額（児
童扶養手当法施行令第 3条及び第 4条の規
定により計算された所得の額をいいます。
以下同じです。）が同令第 2 条の 4 第 2 項
の規定により計算された額以上であるもの
ロ　児童扶養手当法第 9条の 2に規定する受
給資格者で、その者の前年の所得の額が児
童扶養手当法施行令第 2条の 4第 6項の規
定により計算された額以上であるもの
ハ　次に掲げる者で、それぞれ次に定める者
の前年の所得の額が児童扶養手当法施行令
第 2条の 4第 7項の規定により計算された
額以上であるもの
イ　児童扶養手当法第10条に規定する父又
は母��その父又は母の同条に規定する
配偶者又は扶養義務者
ロ　児童扶養手当法第11条に規定する養育
者��その養育者の同条に規定する配偶
者又は扶養義務者

2 　改正の内容

⑴　児童養護施設退所者等に対する自立支援資金
貸付事業による貸付けについて受けた債務免除
に係る経済的利益の非課税措置の改正
　上記 1 ⑴の自立支援資金貸付事業による貸付
けについて、令和 6 年度の一般会計補正予算
（第 1 号）において児童福祉事業対策費等補助
金が措置されたことに伴い、引き続きこの補助
金を財源の一部として行う生活支援費、家賃支
援費及び資格取得支援費の貸付けについて受け
た債務免除により受ける経済的な利益の価額に
ついては、所得税を課さないこととされました
（措規19の 2 ⑭）。

⑵　児童扶養手当受給者等に対するひとり親家庭
高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金
貸付けについて受けた債務免除に係る経済的利
益の非課税措置の改正
①　本特例の対象となる者の改正
　上記 1 ⑵②の児童扶養手当の支給を受ける
者に準ずる者について、貸付けの実務を踏ま
えて、児童扶養手当法上の所得制限額以上と
なった場合であっても、 1年に限り引き続き
本特例の対象とすることとされました。
　具体的には、上記 1 ⑵②イの「前年」の所
得の額が児童扶養手当法施行令の規定により
計算された額（以下「基準額」といいます。）
以上である者に代えて、基準年（その者が 1
月から 9月までに金銭の貸付けを受ける場合
にあってはその貸付けを受ける日の属する年
の前々年をいい、その者が10月から12月まで
に金銭の貸付けを受ける場合にあってはその
貸付けを受ける日の属する年の前年をいいま
す。以下同じです。）の所得の額及び基準前
年（その者が 1月から 9月までに金銭の貸付
けを受ける場合にあってはその貸付けを受け
る日の属する年の 3年前の年をいい、その者
が10月から12月までに金銭の貸付けを受ける
場合にあってはその貸付けを受ける日の属す
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る年の前々年をいいます。以下同じです。）
の所得の額が基準額以上である者を本特例の
対象となる者から除外することとされました
（措規19の 2 ⑰一～三）。
　よって、基準年の所得の額が基準額以上で
あっても、基準前年の所得の額が基準額未満
であれば、本特例の対象となる者から除外さ
れないこととなります。
②　本特例の対象となる金銭の貸付けの改正
　上記 1 ⑵①のひとり親家庭高等職業訓練促
進資金貸付事業の住宅支援資金貸付けについ
て、令和 7年度の予算において母子家庭等対
策費補助金が措置されたことに伴い、引き続

きこの補助金を財源の一部として行う住宅支
援資金貸付けについて受けた債務免除により
受ける経済的な利益の価額については、所得
税を課さないこととされました（措規19の 2
⑲）。

3 　適用関係

⑴　上記 2 ⑴及び⑵②の改正は、令和 7年 4月 1
日から施行されています（改正措規附則 1）。
⑵　上記 2 ⑵①の改正は、令和 7年分以後の所得
税について適用し、令和 6年分以前の所得税に
ついては従前どおりとされています（改正措規
附則 4）。

六�　公益社団法人等に寄附をした場合の所得税額の特別控除制度
の改正

1 　改正前の制度の概要

⑴　個人が支出した所得税法第78条第 2項に規定
する特定寄附金のうち、下記⑵に掲げるもの
（所得控除による寄附金控除の適用を受けるも
のを除きます。以下「税額控除対象寄附金」と
いいます。）については、次の①に掲げる金額
が②に掲げる金額を超える場合には、その年分
の所得税の額から、その超える金額の40％相当
額（100円未満の端数があるときは、端数切捨
て）を控除することとされています。この場合
において、その控除する金額が、個人のその年
分の所得税の額の25％相当額を超えるときは、
その25％相当額（100円未満の端数があるとき
は、端数切捨て）が控除限度額となります（措
法41の18の 3 ①）。
①　その年中に支出した税額控除対象寄附金の
額の合計額（その年中に支出した特定寄附金
等の金額が、その個人のその年分の総所得金
額等の合計額の40％相当額を超える場合には、
その40％相当額から所得控除対象寄附金の額
（その特定寄附金等の金額から税額控除対象
寄附金の額の合計額を控除した残額をいいま

す。以下同じです。）を控除した残額）
（注）　上記の「特定寄附金等の金額」とは、所

得税法第78条第 2 項に規定する特定寄附金

の額及び租税特別措置法第41条の18第 1 項

又は同法第41条の18の 2 第 1 項の規定によ

り特定寄附金とみなされたものの額並びに

同法第41条の18の 4 第 1 項に規定する控除

対象特定新規株式の取得に要した金額の合

計額をいいます（措法41の18の 3 ①）。

②　2,000円（その年中に支出した所得控除対
象寄附金の額がある場合には、2,000円から
その所得控除対象寄附金の額を控除した残
額）

⑵　この税額控除制度の対象となる特定寄附金は、
次に掲げる法人（その運営組織及び事業活動が
適正であること並びに市民から支援を受けてい
ることにつき、一定の要件を満たすものに限り
ます。以下「税額控除対象法人」といいます。）
に対する寄附金とされています（措法41の18の
3 ①、旧措令26の28の 2 ①～④）。
①　次に掲げる法人
イ　公益社団法人及び公益財団法人
ロ　私立学校法第 3条に規定する学校法人及
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び同法第152条第 5 項の規定により設立さ
れた専修学校・各種学校の設置のみを目的
とする法人（準学校法人）
ハ　社会福祉法人
ニ　更生保護法人
②　次に掲げる法人
イ　国立大学法人
ロ　公立大学法人
ハ　独立行政法人国立高等専門学校機構及び
独立行政法人日本学生支援機構

③　次に掲げる法人
イ　国立大学法人及び大学共同利用機関法人
ロ　公立大学法人
ハ　独立行政法人国立高等専門学校機構
（注）　上記②の法人に対する寄附金にあっては、

学生等に対する修学の支援のための事業に

充てられることが確実であり、かつ、その

事業活動が適正なものとして一定の要件を

満たすことにつき確認がされたものに、上

記③の法人に対する寄附金にあっては、学

生又は不安定な雇用状態にある研究者に対

するこれらの者が行う研究への助成又は研

究者としての能力の向上のための事業に充

てられることが確実であり、かつ、その事

業活動が適正なものとして一定の要件を満

たすことにつき確認がされたものに、それ

ぞれ限ります（措法41の18の 3 ①、措令26

の28の 2 ③④⑩）。

⑶　税額控除対象法人が満たすべき上記⑵のその
運営組織及び事業活動が適正であること並びに
市民から支援を受けていることについての一定
の要件とは、一定の書類について閲覧の請求が
あった場合には、正当な理由がある場合を除き、
その書類について閲覧させることとする「情報
公開の要件」と、寄附者の人数や寄附金額の要
件（いわゆる「パブリック・サポート・テスト
要件」）とされており、上記⑵①ロに掲げる法
人が満たすべき情報公開の要件は、次のとおり
とされています。
①　次に掲げる書類について閲覧の請求があっ

た場合には、正当な理由がある場合を除き、
これらの書類を一定の方法によりその法人の
主たる事務所に備え置き、閲覧させること
（旧措令26の28の 2 ①二ロ・三イロ⑵、旧措
規19の10の 5 ②）。
イ　私立学校法第30条第 1項に規定する寄附
行為及び同法第47条第 2項に規定する財産
目録等（具体的には、財産目録、貸借対照
表、収支計算書、事業報告書及び役員等名
簿、監査報告書並びに役員に対する報酬等
の支給の基準となります。）
ロ　役員報酬又は従業員給与の支給に関する
規程、寄附金に関する事項その他の一定の
事項を記載した書類及び寄附金を充当する
予定の具体的な事業の内容を記載した書類
（注）　上記の「一定の方法」とは、私立学校

法第33条の 2 又は第47条第 2 項（これら

の規定を同法第64条第 5 項において準用

する場合を含みます。）の規定に準じてそ

の法人の主たる事務所に備え置き、閲覧

させることとされています（旧措規19の

10の 5 ②）。

②　実績判定期間内の日を含む各事業年度の寄
附者名簿（各事業年度にその法人が受け入れ
た寄附金の支払者ごとにその支払者の氏名又
は名称及びその住所又は事務所の所在地並び
にその寄附金の額及び受け入れた年月日を記
載した書類をいいます。）を作成し、これを
各事業年度終了の日の翌日以後 3月を経過す
る日から 5年間その主たる事務所の所在地に
保存していること（措令26の28の 2 ①二ハ・
三イロ⑶、措規19の10の 5 ④⑤）。

2 　改正の内容

⑴　関連する私立学校法の改正（閲覧請求の対象
書類に係る改正）の概要
　私立学校法の一部を改正する法律（令和 5年
法律第21号。以下「私学法改正法」といいま
す。）による私立学校法の改正により、同法に
基づき閲覧の請求があった場合には正当な理由
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がある場合を除いて閲覧させなければならない
こととされている書類（以下「私立学校法の閲
覧請求の対象書類」といいます。）について、
次のとおり見直しが行われました。この改正は
令和 7年 4月 1日から施行されています。
①　私立学校法の閲覧請求の対象書類の範囲の
見直し
　新たに附属明細書（下記ロの計算書類等の
一部）、会計監査報告（下記ハの監査報告の
一部）及び評議員の報酬等の支給の基準を記
載した書類（下記ニの財産目録等の一部）が
私立学校法の閲覧請求の対象書類の範囲に追
加されました。この改正後の私立学校法の閲
覧請求の対象書類は次のとおりとなります
（私立学校法27③④、106③④、107⑤）。
イ　寄附行為
ロ　計算書類等（具体的には、計算書類及び
事業報告書並びにこれらの附属明細書をい
います。）
ハ　監査報告（会計監査人設置学校法人にあ
っては、会計監査報告を含みます。）
ニ　財産目録等（具体的には、財産目録、役
員及び評議員の氏名及び住所を記載した名
簿並びに役員及び評議員の報酬等の支給の
基準を記載した書類をいいます。）
（注 1）　上記ロの「計算書類」とは、貸借対

照表及び収支計算書をいいます。
（注 2）　改正前の私立学校法の閲覧請求の対

象書類の範囲は、上記 1⑶①イの書類

と同じです。
（注 3）　私学法改正法の概要については、前

述「三　公益法人等に対して財産を寄

附した場合の譲渡所得等の非課税措置

の改正」 2⑵②イもご参照ください。
②　私立学校法の閲覧請求の対象書類の作成及
び備置きの時期
　改正後の私立学校法の閲覧請求の対象書類
のうち上記①ロからニまでの計算書類等、監
査報告及び財産目録等については、毎会計年
度終了後 3月以内に作成し、定時評議員会の

日の 1週間前の日（財産目録等は定時評議員
会の日）から 5年間、その主たる事務所に備
え置かなければならないこととされています
（私立学校法103②、106①、107①③）。
　なお、上記の計算書類等及び監査報告の作
成及び備置きについては、令和 7年 4月 1日
以後に開始する会計年度に係るものから適用
し、同日前に開始した会計年度に係る貸借対
照表、収支計算書、事業報告書及び監査報告
書の作成及び備置きについては従前どおりと
されています（私学法改正法附則 4）。
（注 1）　改正後の私立学校法の閲覧請求の対象

書類のうち上記①イの寄附行為及び上記

①ニの財産目録等の作成及び備置きにつ

いては、令和 7 年 4 月 1 日から施行され

ています（私学法改正法附則 1）。なお、

改正前に私立学校法の閲覧請求の対象書

類とされていた上記 1⑶①イの財産目録

等については、毎会計年度終了後 2 月以

内に作成し、作成の日から 5 年間各事務

所に備え置くことが必要とされていまし

た（旧私立学校法47①②）。
（注 2）　学校法人等の会計年度は 4 月 1 日に始

まり、翌年 3 月31日に終わるものとされ

ています（私立学校法98、152⑥）。

⑵　税額控除対象法人の情報公開の要件の改正
　上記⑴の私立学校法の改正を踏まえ、税額控
除対象法人である上記 1⑵①ロに掲げる法人が
満たすべき情報公開の要件について、引き続き
私立学校法の閲覧請求の対象書類をその主たる
事務所に備え置き、閲覧させることとの要件に
なるよう整備されました。
　具体的には、情報公開の要件のうち主たる事
務所に備え置き、閲覧させるべき私立学校法の
閲覧請求の対象書類の範囲について上記⑴①イ
からニまでの書類（改正前：上記 1⑶①イの書
類）とするとともに、私立学校法第27条第 1項、
第106条第 1項又は第107条第 3項（これらの規
定を同法第152条第 6 項において準用する場合
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を含みます。）の規定に準じてその法人の主た
る事務所に備え置き、閲覧させることとされま
した（措令26の28の 2 ①二ロ、措規19の10の 5
②）。

3 　適用関係及び経過措置

⑴　上記 2 ⑵の改正は、令和 7年 4月 1日以後に
個人が支出する上記 1⑵①ロに掲げる法人に対
する寄附金について適用し、同日前に個人が支
出した上記 1⑵①ロに掲げる法人に対する寄附
金については従前どおりとされています（改正
措令附則12）。
⑵　なお、令和 7年 4月 1日から令和 8年 6月30
日までの間の上記 1⑵①ロに掲げる法人が満た
すべき情報公開の要件のうち私立学校法の閲覧
請求の対象書類の備置き及び閲覧に係る部分に
ついては、その主たる事務所に備え置き、閲覧
させるべき書類の範囲を次に掲げる書類とする
とともに、私立学校法第27条第 1 項、第106条
第 1 項若しくは第107条第 3 項（これらの規定
を同法第152条第 6 項において準用する場合を
含みます。）又は私学法改正法による改正前の
私立学校法第47条第 2項（同法第64条第 5項に
おいて準用する場合を含みます。）の規定に準
じてその法人の主たる事務所に備え置き、閲覧

させることとする内容の経過措置が設けられて
います（改正措令附則12後段、改正措規附則 6）。
①　上記 2 ⑴①イの寄附行為
②　次のいずれかの書類
イ　上記 2 ⑴①ロの計算書類等及び上記 2 ⑴
①ハの監査報告
ロ　上記 1⑶①イの貸借対照表、収支計算書、
事業報告書及び監査報告書

③　上記 2 ⑴①ニの財産目録等
（注）　つまり、上記の期間に税額控除対象法人が

満たすべき情報公開の要件のうち上記 2 ⑴①

ロ及びハの計算書類等及び監査報告の備置き

及び閲覧に係る部分については、改正後の対

象書類（上記②イ）又は改正前の対象書類（上

記②ロ）のいずれかを備え置き、閲覧させる

こととすれば要件を満たすことになります。

これは、改正後の私立学校法の閲覧請求の対

象書類のうち計算書類等及び監査報告の作成

及び備置きについては、上記 2 ⑴②のとおり、

令和 7 年 4 月 1 日以後に開始する会計年度に

係るものから適用することとされていること

から、これらの書類がその会計年度終了後 3

月以内に初めて作成されることになる点を踏

まえたものです。
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